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１ 不正競争防止法の制定（昭和 9 年） 

 
我が国の不正競争防止法は、明治 42（1909）年のドイツ不正競争防止法改正

に触発されて検討された明治 44 年法案、大正 14（1925）年に合意された工業

所有権の保護に関するパリ条約（以下「パリ条約」という。）のヘーグ改正条約

を受けて起草された大正 15 年法案等が検討されたが、当時の我が国産業が発

展途上にあったこと、当時の民法解釈上、権利侵害とはいえない行為に法的責

任を認めるべきではないと考えられていたこと等の理由から、法律制定は見送

られた 1。 

その後、昭和 9（1934）年にパリ条約のロンドン改正会議に出席するために、

少なくともヘーグ改正条約に加入することが必要であったこと、大学湯事件（大

判大 14.11.28 民集 4 巻 670 頁）を契機に「権利侵害」から「違法性」へと民法

解釈が変化したことから、ヘーグ改正条約における不正競争の規定を国内法に

調和させることが可能となったこと等を受けて、昭和 9 年に不正競争防止法が

制定された。 

制定時における同法は、 

① 周知商品表示の混同惹起行為、虚偽原産地の誤認惹起行為、信用毀損行

為のみを「不正競争」としていた。 

② 「不正競争の目的」をもって各不正競争を行うことを要件としていた（主

観的要件）。 

③ 罰則は外国の紋章の不正使用のみを対象としており、前述の不正競争に

ついては罰則規定がなかった。 

 

  

                                            
1 我が国は、明治 32 年（1899 年）にパリ条約に加入した。いわゆる日英通商航海条約の附

属議定書にある領事裁判権の撤廃の前提条件として、パリ条約への加入を余儀なくされてい

たことによるものであるとされている。不平等条約の改正のために、明治政府が行った法典

の編纂作業の一環として、特許法、意匠法及び商標法が制定された。（「第 13 版 パリ条約講

話〔TRIPS 協定の解説を含む〕」はしがき、後藤晴男著、社団法人発明協会、平成 18 年 6
月） 



第１部 総論 

Chapter １ 不正競争防止法の沿革 

3 

不正競争防止法の沿革 

昭和 9（1934）年 「工業所有権の保護に関するパリ条約ヘーグ改正条約」

批准にあたり、同改正条約が不正競争の禁圧を加盟国に

義務づけていたことから、条約上の最低限の義務を満た

すべく制定（1935.1.1 施行） 

昭和 13（1938）年 パリ条約のロンドン改正条約への対応のため部分改正

（1938.8.1 施行） 

昭和 25（1950）年 連合国最高司令官覚書「日本における商標・商號及び商品

のマークに關する件」による指示を直接の契機として、貿

易の振興を図り、事業者の公正健全な活動と国際的信用

の確保を目指して部分改正（1950.5.1 施行） 

昭和 28（1953）年 虚偽の又は誤認を生じさせる原産地表示の防止に関する

マドリッド協定への対応のための部分改正（1953.7.8 施行） 

昭和 40（1965）年 パリ条約のロンドン改正条約及びマドリッド協定のリスボン

改正への対応のための部分改正（「特許法等の一部を改

正する法律」による部分改正）（1965.8.21 施行） 

昭和 50（1975）年 パリ条約のストックホルム改正への対応のための部分改正

（「特許法等の一部を改正する法律」による部分改正）

（1975.10.1 施行） 

平成 2（1990）年  GATT のウルグアイ・ラウンド・TRIPS 交渉の状況を踏まえ、

協定成立に先がけ、営業秘密の保護を図るための部分改

正（1991.6.15施行） 

平成 5（1993）年 旧法下の法律の条文解釈としては困難なケースを判例上

実態的に保護しているなどの法律の限界の指摘、WIPO に

おける不正競争防止法の国際的なハーモナイゼーション

を目指したモデル法作成の準備作業の開始等を背景に全

面改正（1994.5.1 施行） 

平成 6（1994）年 WTO・TRIPS協定への対応のための部分改正（「特許法等の

一部を改正する法律」による部分改正）（1995.7.1 施行） 
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平成 8（1996）年 商標法条約への対応のための部分改正（「商標法等の一

部を改正する法律」による部分改正）（1997.4.1 施行） 

平成 10（1998）年  平成 9 年に OECD において成立した「国際商取引における

外国公務員に対する贈賄の防止に関する条約」を国内的

に実施するための部分改正（1999.2.15 施行） 

平成 11（1999）年  デジタルコンテンツ保護の観点から、技術的制限手段に係

る不正行為を規制するための部分改正（1999.10.1 施行） 

平成 11（1999）年 中央省庁等の改革において通商産業省から経済産業省に

名称が変更されることに伴い関係規定を整備するための

部分改正（「中央省庁等改革関係法施行法」による部分改

正）（2001.1.6 施行） 

平成 13（2001）年 ドメイン名を不正に取得等する行為を規制するため及び

外国公務員不正利益供与罪の対象範囲の拡大等を行う

ための部分改正（2001.12.25 施行） 

平成 15（2003）年 営業秘密の刑事的保護の導入、民事的救済措置の強化等

の事項を実施するための部分改正（2004.1.1 施行） 

平成 16（2004）年 外国公務員不正利益供与罪について国民の国外犯を罰

するための部分改正（2005.1.1 施行） 

平成 16（2004）年 知的財産の侵害に係る民事裁判における営業秘密の保護

のための公開の限定等を図るための部分改正（「裁判所

法等の一部を改正する法律」による部分改正）（2005.4.1

施行） 

平成 17（2005）年 営業秘密の刑事的保護の強化、模倣品・海賊版対策の強

化、罰則の強化等のための部分改正（2005.11.1 施行） 

平成 17（2005）年 会社法制の見直しにおいて会社法が制定され、商法の関

連規定の表記が現代的な表記に改められることに伴い関

係規定を整備するための部分改正（「会社法の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律」による部分改正）

（2006.5.1 施行） 
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平成 18（2006）年 営業秘密、秘密保持命令違反罪に係る刑事罰の強化、商

品形態模倣行為への刑事罰の強化のための部分改正

（「意匠法等の一部を改正する法律」による部分改正）

（2007.1.1 施行） 

平成 21（2009）年 営業秘密侵害罪の対象範囲の拡大等の部分改正

（2010.7.1 施行） 

平成 23（2011）年  営業秘密の内容を保護するための刑事訴訟手続の整備、

技術的制限手段に係る規律の強化のための関係規定の整

備、条文数の増加に伴い目次及び章名を付すための部分

改正（2011.12.1 施行） 

平成 24（2012）年 不正アクセス行為の禁止等に関する法律の不正アクセス

行為に関する定義規定の条文番号が変更されることに伴

い関係規定を整備するための部分改正（「不正アクセス行

為の禁止等に関する法律の一部を改正する法律」による

部分改正））（2012.5.1 施行） 

平成 27（2015）年 

 

平成 30（2018）年 

営業秘密の刑事的保護の強化、民事的救済措置の強化の

措置を講ずるための部分改正（2016.1.1 施行） 

①「限定提供データ」の不正取得等を不正競争行為として

追加（2019.7.1 施行）、②技術的制限手段に係る規律強化

（2018.11.29 施行）、③証拠収集手続の強化（2019.7.1 施

行） 

 
２ 昭和 13 年改正 

 
昭和 9（1934）年に改正されたパリ条約（ロンドン改正条約）に加入するた

め、周知営業表示の混同惹起行為の追加及びそれに伴う修正がなされた。 

 

３ 昭和 25 年改正 

 

昭和 25 年改正のきっかけとなったのは、昭和 24（1949）年 9 月に出された
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GHQ（連合国最高司令官総司令部）の日本国政府に対する覚書（「日本におけ

る商標・商號及び商品のマークに關する件」）において、日本において製造され

た商品の製造地あるいは品質について虚偽の表示を記載しないよう指示を受け

た（GHQ の担当官から、日本政府の発意の形式で不正競争防止法を改正して

国際的信用を高め、輸出振興を図るべきであるとされていた）ことをきっかけ

に、以下の改正を行った。 

① 差止請求権を柱書に規定し、「不正競争の目的」という主観的要件を削除

した。 

［理由］ 昭和 9 年法では主観的要件の立証が困難であったこと、我が国で

は慣習的に悪意なしにこのような行為を行う例が少なくないこと等から、

本条が全く活用されなかったために、主観的要件を削除したとされる。 

② 差止請求権者を「被害者」から「営業上ノ利益ヲ害セラルル虞アル者」

とした。 

［理由］ 現実に損害を被らなくとも請求できる趣旨を明確化するために改

正された。 

③ 各不正競争行為類型に「輸出」行為を新たな規制対象として追加した。 

④ 虚偽原産地表示の要件を簡略化した（「仮設若ハ僭用ノ商号ニ付加シテ」

を削除）。 

⑤ 出所地の誤認惹起行為を追加した。 

⑥ 商品の品質、内容、数量の誤認惹起行為を追加した。 

⑦ 信用回復請求権の対象を拡大した。 

⑧ 適用除外類型を明確化した。 

⑨ 従来「千円以下ノ罰金」であった刑罰を、「三年以下ノ懲役又ハ二十万円

以下ノ罰金」へと改正するなど、刑事罰を強化した。 

⑩ 平成 5（1993）年に全面改正される前の旧法第 6 条（工業所有権の行使

に係る適用除外規定）を整備した。 

 

４ 昭和 28 年改正 

 

昭和 28 年改正は、「日本国との平和条約」附属宣言において、平和条約の効
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力発生から 1 年以内（昭和 28 年 4 月 28 日）に虚偽の又は誤認を生じさせる原

産地表示の防止に関するマドリッド協定（以下「マドリッド協定」という。）に

加入することになっていたため、以下の措置を講じた。 

① マドリッド協定第 3 条の 2 に定める「送り状、ぶどう酒目録、商業用の

書状又は書類その他すべての商業用の通信」を受けて、旧法第 1 条第 1 項

第 3 号及び第 4 号に「公衆ノ知リ得ベキ方法ヲ以テ取引上ノ書類若ハ通信

ニ」を追加した。 

② マドリッド協定第 4 条ただし書を受けて、ぶどう生産物の原産地の地方

的名称（例えば、シャンパーニュ、ボルドー等）の特例を規定した。 

 
５ 昭和 40 年改正（「特許法等の一部を改正する法律」による一部改正） 

 
昭和 40 年改正は、昭和 33（1958）年のパリ条約のロンドン改正及びマドリ

ッド協定のリスボン改正に伴い、以下の改正を行った。 

① 旧法第 1 条第 1 項第 4 号の「商品ガ産出、製造若ハ加工セラレタル国」

を「地」に改正することにより、同一国内の別の地において産出されたよ

うな誤認を生じさせる表示を対象に追加した。 

② パリ条約第 10 条の 2 第 3 項第 3 号が新設されたことに伴い、旧法第 1

条第 1 項第 5 号に「製造方法、用途」を追加した。 

③ 旧法第 1 条第 2 項の新設（パリ条約第 6 条の 7 が新設されたことに伴

う、他の同盟国の商標所有者の我が国における代理人又は代表者による商

標の無断使用の規制）及びそれに伴う修正を行った。 

④ 旧法第 4 条ノ 2（政府間国際機関の紋章等の使用禁止）を新設し、刑罰

を追加した。 

 

６ 昭和 50 年改正（「特許法等の一部を改正する法律」による一部改正） 

 

昭和 42（1967）年のパリ条約のストックホルム改正に伴いパリ条約の名称が

変更されたため、形式的な改正を行った。 
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７ 平成 2 年改正 

 
技術革新の著しい進展、経済社会の情報化等を背景として、技術上又は営業

上のノウハウなどの「営業秘密」の重要性が著しく増大するとともに、ノウハ

ウ取引等も活発化し、他人の営業秘密を不正に取得、使用する等といった営業

秘密に係る不正な行為が行われるおそれが増大し、また、国際的にも、GATT

（関税及び貿易に関する一般協定）のウルグアイ・ラウンドの TRIPS 交渉（知

的財産権の貿易関連の側面に関する交渉）において、営業秘密の保護問題が交

渉項目に挙げられるなど、営業秘密の適切な保護を図っていくべきであるとい

う動きがあった。 

こうした国内外の状況を踏まえ、営業秘密に係る不正行為に対し差止請求権

を付与する等の保護措置を講ずるため、以下の改正を行った。 

① 営業秘密に係る不正行為を不正競争の類型として追加した。 

② 営業秘密に係る不正行為について、廃棄・除却請求権に関する規定を置

いた。 

③ 営業秘密に係る不正行為について、善意で取得した者の適用除外規定を

置いた。 

④ 営業秘密に係る不正行為について、3 年の消滅時効と 10 年の除斥期間を

設けた。 

⑤ 罰金額を 20 万円以下から、50 万円以下へと引き上げた（なお、営業秘

密に係る不正行為からの救済措置とは無関係）。 

 
８ 平成 5 年改正 

 
不正競争防止法は、パリ条約に加盟するために必要最小限の義務を履行する

ために制定されたものであり、その後も、我が国経済社会が著しく発展を遂げ

たのに対し、その基本的な枠組みは法制定当時と大きく変更されることがなか

った。 

このため、実態面において、競争上「不正」と観念される行為であっても条

文に該当しないために規制の対象とならなかったり、手続面において、他の産
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業財産権法等に比較して不十分である等、多様な不正競争に機動的・実効的に

対応できない状況にあった。このような中で、判例は、条文の拡張解釈、産業

財産権法の規定の類推適用等の工夫を積み重ねることによって、個別事案にお

ける具体的妥当な解決を図る努力を重ねてきていたが、かかる判例の努力にも

限界があり、むしろ不正競争の実態に即した立法的な解決を図るべきとの指摘

がなされていた。 

また、国際的には、平成 4（1992）年 7 月から、WIPO（世界知的所有権機

関）において不正競争防止法の国際的なハーモナイゼーションを目指し、モデ

ル法作成に向けての準備作業が開始され、我が国の不正競争防止法も国際的に

見て十分な水準のものに整備する必要があった。 

このような状況を踏まえ、以下のとおり、不正競争防止法の全面的な改正を

行った。 

① 法目的規定等の創設 

目的規定（第 1 条）及び定義規定（第 2 条）の創設、予防請求権、廃棄

除却請求権の明文化（第 3 条）、工業所有権の権利行使の適用除外規定（旧

法第 6 条）の削除等所要の規定整備を行うとともに、従前から指摘のあった

カタカナ表記を「ひらがな化」した。 

② 周知性要件の明確化 

改正前の法律は、商品等表示の保護の要件として「本法施行ノ地域内ニ

於テ広ク認識セラルル」ものであること（周知性）を要求していた（第 1 条

第 1 項第 1 号及び第 2 号）。 

周知性要件については、そもそも独立の要件とすることは適当でないと

の指摘もされていたが、規定ぶりについて従来の判例の趣旨を踏まえ現代

語に改め、周知性要件自体は維持した。 

③ 著名表示冒用行為と商品形態模倣行為を不正競争の類型に追加 

改正前の法律では、商品等表示の冒用に対する規制は、「混同」を惹起す

る行為（第 1 条第 1 項第 1 号及び第 2 号）のみであった。 

しかし、情報化社会において、様々なメディアを通じ商品等表示が極め

てよく知られるものとなると、それが持つ独自のブランド・イメージが顧

客吸引力を有し、個別の商品や営業を超えた独自の財産的価値を持つケー
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スが増大した。そのような著名表示を冒用する行為によって、たとえ混同

を生じない場合であっても、冒用者は自らが本来行うべき営業上の努力を

払うことなく著名表示の有している顧客吸引力にフリーライドすることが

できる一方で、永年の営業上の努力により高い信用・名声・評判を有するに

至った著名表示とそれを本来使用してきた者との結びつきが薄められるこ

と等への懸念が増大した。 

こうした状況の変化と判例・学説等の展開を踏まえ、著名表示の冒用行

為については、混同の有無を問わず、新たな不正競争類型として位置付け

ることとした。 

また、複写・複製技術の進歩、流通システムの発展により、先行開発者

の成果物の模倣により模倣者がコストやリスクを大幅に軽減でき、模倣者

と先行開発者との間に競争上の著しい不均衡が生じ、先行者に回復不能な

損害を与えるおそれが高まった。 

競争事業者が開発・マーケティング等に投下した資金・労力を冒用し、

自ら負担すべき固有の資金・労力を負担することなく、市場へ参入する行

為については、それらを負担する先行者に対する自己の競争上の地位を不

正に高め、先行者から市場における先行の利益を不合理に奪うものであり、

公正な商慣習に反するものと考えられることから、他人の商品の形態を模

倣した商品を譲渡等する行為を新たな不正競争類型として位置付けること

とした。 

④ 原産地等誤認惹起行為の対象を商品から役務に拡大 

改正前の法律では、誤認惹起行為に対する規制は、商品のみが対象とさ

れていた。 

サービス経済化が著しく進展し、役務に係る競争も激化する一方、国際

的に見ても商品と役務を区別することなく、その品質、内容等に係る誤認

惹起行為を規制の対象とするのが通例であったことから、役務の質、内容

等に係る誤認惹起行為についても商品と同様に不正競争と位置付けること

とした。 

⑤ 損害額の推定規定及び文書提出命令に関する規定の新設 

一般に不正競争による損害額の立証は困難とされているが、これを過度
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に厳しくすれば、本来救済されるべき被害者が救われないことにもなりか

ねないため、裁判実務においては、特に商品表示・営業表示の混同惹起行

為に対し、特許法第 102 条や商標法第 38 条の損害額の推定規定を類推適

用し、原告の立証責任の軽減を図っているケースが見られたことから、本

法においても特許法等に倣い、損害額の推定規定を設けることとした。 

また、特許法第 105 条等と同様に裁判所が当事者の申立てにより不正競

争による損害の計算をするために必要な書類の提出を命ずることができる

旨の規定を設けることとした。 

⑥ 罰則の整備 

一般的に知的財産法の罰則は、侵害者の得る利益に比して軽く、十分な

抑止効果を発揮しておらず、本法においても従来の罰金額（50 万円以下）

を見直すべきではないかとの指摘を踏まえ、罰則の抑止効果を高めるため、

罰金額を 50 万円から 300 万円に引き上げることとした。 

また、証券取引法（現・金融商品取引法）や私的独占の禁止及び公正取

引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）に導入された法人に

対する加重的な罰則規定（法人重罰）の導入を本法でも検討すべきではな

いかとの指摘を踏まえ、法人に対する抑止効果を高めるため罰金額の上限

を 1 億円に引き上げることとした。 

 

９ 平成 6 年改正（「特許法等の一部を改正する法律」による一部改正） 

 

GATT（関税及び貿易に関する一般協定）のウルグアイ・ラウンドにおいて

TRIPS 協定（知的所有権の貿易関連の側面に関する協定）が、平成 6（1994）

年 4 月に合意に至り（1995 年 1 月 1 日発効）、我が国も世界貿易機関（WTO）

に加盟することになったことに伴い、代理人等の商標冒用行為の保護対象国に

世界貿易機関の加盟国を追加した。 

 

10 平成 8 年改正（「商標法等の一部を改正する法律」による一部改正） 

 

WIPO（世界知的所有権機関）において商標法条約が採択され、我が国も加
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盟することになったことに伴い、代理人等の商標冒用行為の保護対象国に商標

法条約の締約国を追加した。 

 

11 平成 10 年改正 

 

国際的な商取引における外国公務員への不正な利益供与を防止すべきとの

1980 年代以降の国際的な議論の高まりを受け、OECD（経済協力開発機構）加

盟 29 か国にブラジル、アルゼンチン等 5 か国を含めた計 34 か国により条約交

渉が実施され、平成 9（1997）年 12 月に「国際商取引における外国公務員に対

する贈賄の防止に関する条約」が成立（1999 年 2 月発効）した。条約策定を主

導したのは米国で、同国では昭和 52（1977）年に外国公務員への贈賄行為を罰

する「海外腐敗行為防止法」が既に制定されており、同国産業界の国際競争力

が不当に削がれている状況を踏まえ、国際競争条件を公平にする観点から、

OECD に国際的ルールづくりを要請していた。 

同条約は、国際商取引における外国公務員に対する贈賄行為が、貿易、投資

等における競争条件を歪めているとの認識のもと、これを各国が犯罪として規

定することにより不正な手段による国際商取引を国際的協調のもとで防止する

ことを目的としている。 

条約の国内的な実施に際し、事業者間の公正な競争及びこれに関する国際約

束の的確な実施の確保を目的とする不正競争防止法を以下のとおり改正するこ

とにより、条約の目的を達成することが適当とされた。 

① 営業上の不正の利益の獲得を目的とした外国公務員等に対する利益の供

与等を禁止し、当該禁止事項に違反した者を罰則の対象とした。 

② 法人に対する罰金額について、平成 9 年当時の金融関係法案等における

法人に対する罰則の強化を踏まえ、上限を 3 億円に引き上げた。 

 
12 平成 11 年改正 

 
音楽や映画、ゲームソフト等をデジタル化（電気記号化）して、インターネ

ットや DVD 等を用いて様々な形態で消費者に販売する産業（コンテンツ提供
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事業）が急速に発展する中、コンテンツの提供にあたって付される無断視聴や

無断コピーを防止するための使用管理・コピー管理のための技術（一種の暗号

技術等）を無効化する装置やプログラムを販売する業者が横行する状況にあっ

た。 

無断視聴や無断コピーが横行すると、コンテンツ提供事業者は事業収益が得

られず、産業としての存立基盤が危うくなることから、かかる不公正な取引へ

の対応が必要であるとの状況を踏まえ、技術的制限手段に対する不正行為を不

正競争の類型として追加することにより、使用・コピーの管理技術を無効化す

る機器・プログラムの販売等の行為に対し、差止請求権付与等の保護措置を講

じた。 

 

13 平成 11 年改正（「中央省庁等改革関係法施行法」による一部改正） 

 

複雑な政策課題や内外の情勢に的確に対応できるよう中央省庁の大括り再編

成等を柱とする中央省庁等改革において、通商産業省が経済産業省に名称変更

されたことに伴い、関係規定の整備を行う必要があったことから、「中央省庁等

改革関係法施行法」により商業上の使用が禁止される外国の国旗等を定める省

令について経済産業省令に改める不正競争防止法の一部改正を行った。 

 

14 平成 13 年改正 

 

インターネットの急速な普及に伴い、インターネットを通じたビジネス活動

等の重要性が高まり、ドメイン名が極めて高い社会的な価値を有するに至った。

しかし、ドメイン名は、原則として誰もが先着順に登録することができること

から、ドメイン名の登録制度を逆手に取り、事業者が永年に渡って築き上げた

知名度や信頼にフリーライドしたり、取得したドメイン名を商標権者等に対し

て不当に高い価格で買い取らせようとしたり、さらには、ウェブサイト上で商

標権者等の信用を傷つけたりするなどの行為が、世界各国で頻発した。 

我が国においては、「.jp」ドメイン名を管理する、(社)日本ネットワークイン

フォメーションセンターが JP ドメイン名紛争処理方針を策定し、日本知的財
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産仲裁センターにおいて JP ドメイン名に関する紛争処理が行われていたが、

裁判外紛争処理制度においては、当事者はいつでも裁判に訴えることが可能で

あること等から、ドメイン名を不正に取得等する行為を規制する実体法の整備

を行う必要性があった。 

また、外国公務員等に対する不正の利益供与等の禁止を処罰の対象とした平

成 10 年改正後、OECD（経済協力開発機構）による日本の条約実施法の審査や

加盟各国の同実施法の制定の進展等を踏まえ、犯罪構成要件の国際的調和を図

り、条約の一層効果的な実施を図る観点から、外国公務員等に対する不正の利

益供与等の禁止規定の一部拡大等を行う必要があった。 

このため、以下の改正を行った。 

① ドメイン名に係る不正行為を不正競争の類型として追加した。 

② ドメイン名に係る不正行為に対し、使用料相当額を損害賠償請求できる

ものとした。 

③ 外国公務員等への贈賄の禁止に関し、贈賄側の主たる事務所と収賄側の

外国公務員等の属する国が同一であるか否かにかかわらず、「国際的な商取

引に関して」行われる贈賄行為を処罰の対象とした。 

④ 外国公務員等への贈賄の禁止に関し、外国政府等により支配的な影響力

を及ぼされている「公的な企業」に従事する者について、諸外国の会社制

度や外国政府の会社支配のあり方等の変化に柔軟に対応できるようにする

ため、既に法に規定されている者に準ずる者を政令で定めることとした。 

 

15 平成 15 年改正 

 

製造技術や顧客リスト等の営業秘密は、特許権等の産業財産権とともに重要

な知的財産を構成するものであるが、経済社会の情報化・ネットワーク化等の

進展に伴い、ネットワークを通じて他人の営業秘密を侵害することが容易にな

り、実際に、我が国企業の営業秘密が国内外の競合他社に流出する事例が増加

して企業の競争力が損なわれている現状が指摘されるようになった。また、米

国・独国・仏国等の欧米諸国、韓国・中国等多くの諸外国と同様に営業秘密の

刑事的保護を導入することを求める意見が増加していた（平成 13 年末に経済
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産業省が実施したアンケート結果によれば、回答企業のうち条件付きも含めて

8 割以上の企業が、営業秘密の刑事的保護に賛成していた）。 

こうした状況のもと、平成 14（2002）年 7 月に決定された「知的財産戦略大

綱」においても、営業秘密の刑事的保護等が課題として掲げられた。 

一方、我が国の産業財産権侵害訴訟については、審理期間が長く、許容され

る損害賠償額も低額であり、権利者の保護が不十分であるとの指摘があった。

平成 10 年及び 11 年に、損害額及び侵害行為の立証容易化に係る民事的救済措

置の強化に係る特許法等の改正が行われたが、不正競争防止法の侵害訴訟につ

いても侵害行為の立証が困難で、解決までに時間がかかり、納得のいく賠償額

が取れない等の問題があるため、特許法等の改正時と同様の指摘がなされてい

た。 

さらに、情報技術の急速な発展に伴い、ネットワークを利用した商品販売や

広告等が増加している中、平成 14（2002）年の特許法及び商標法等改正と同様

に、不正競争防止法においても、経済社会のネットワーク化の進展に的確に対

応できるように規定を整備する必要があった。 

これらを背景として、以下の改正を行った。 

① 営業秘密の刑事的保護の導入 

営業秘密に関する刑事的保護を導入するため、他人の営業秘密を不正に

取得、使用又は開示した者に対する処罰規定を設けた。 

② 民事的救済措置の強化 

不正競争による営業上の利益侵害によって生じた損害額や、その侵害行

為の存否自体の立証を容易化するため、特許法等の産業財産権法と同様に、

逸失利益の立証容易化規定の導入、書類提出命令規定の拡充やいわゆるイ

ンカメラ審理手続の導入等を図った。 

③ 概念規定の見直し 

他人の商品等表示が組み込まれたプログラムをネットワークを通じて販

売する行為が、有体物を念頭に規定されている「譲渡」「引渡し」に該当す

ることを明らかにするため、商標法と同様に、他人の商品等表示を不正に

使用した商品を電気通信回線を通じて提供する行為が、「不正競争」に該当

することを明示的に規定する等の改正を行った。 
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16 平成 16 年改正 

 

平成 10 年改正で導入された外国公務員不正利益供与罪は、属地主義の原則

のもと、国外犯 2は不処罰とされていた。これは、条約上は、国民の国外犯につ

いては、各国における国外犯処罰の原則によることを求めており、自国公務員

に対する贈賄罪についても、属人主義を採用していない我が国としては、外国

公務員不正利益供与罪について属人主義を採用しなかったものであるが、

OECD（経済協力開発機構）が各締約国の措置の同等性を確保するために行っ

た、条約締約国の実施法の整合性審査（フェーズ 1 審査）において、我が国は、

平成 11（1999）年に属人主義の採用を強く勧告された。 

また、平成 16（2004）年時点で、条約の締約国 35 か国のうち、外国公務員

不正利益供与罪につき国民の国外犯を処罰していない国は、日本、カナダ、ア

イルランド、アルゼンチンのみであった。 

こうした状況及び平成 15 年の通常国会に、自国公務員に対する贈賄罪につ

き国民の国外犯を処罰することを含む刑法等の改正法案が提出された（未成立）

ことを踏まえ、外国公務員不正利益供与罪につき国民の国外犯を処罰する内容

の不正競争防止法の一部改正を行った。 

 

17 平成 16 年改正（「裁判所法等の一部を改正する法律」による一部改

正） 

 
特許権等の侵害又は不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟において、

営業秘密が問題になるとき、その内容が審理に現れる訴訟の各段階において、

自己の営業秘密の保護のための訴訟活動自体によって営業秘密の非公知性・秘

匿性が失われ、その価値を失う危険に直面することへの懸念が従前から指摘さ

れていた。 

仮にこのような危険を放置すれば、営業秘密が問題となる知的財産の侵害に

                                            
2 国外犯とは、犯罪の場所が国内にない場合をいう。 
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係る訴訟において、当事者の訴訟活動はこれによる制約を受け、適正な裁判が

実現できなくなるおそれがあるため、知的財産の侵害に係る訴訟の審理におけ

る営業秘密の保護等のため、「裁判所法等の一部を改正する法律」により以下の

とおり不正競争防止法の一部改正を行った。 

① 秘密保持命令の導入 

裁判所は、当事者等に対し、準備書面又は証拠に含まれる営業秘密を訴

訟の追行の目的以外の目的で使用し、又は開示してはならない旨を命ずる

ことができる旨の規定等を設けた。 

② いわゆるインカメラ審理手続の整備 

裁判所は、書類提出命令の審理にあたり、書類の提出を拒む正当な理由

があるかどうかについて意見を聴くことが必要であると認めるときは、当

事者等に対し、当該書類を開示することができる旨の規定等を設けた。 

③ 営業秘密が問題となる訴訟における公開停止の要件・手続の規定 

特許権等の侵害訴訟において、侵害の有無についての判断の基礎となる

事項であって営業秘密に該当するものにつき当事者等が当事者本人又は証

人等として尋問を受ける場合について、憲法の認める範囲内で公開停止の

要件・手続を明確に規定した。 

 
18 平成 17 年改正 

 
平成 15 年改正によって営業秘密侵害に関する刑事罰を導入したものの、そ

の後の東アジア諸国の技術的台頭と刑事罰の隙間を突く手口の増大、退職者を

通じた漏えいの実態等を背景として、営業秘密の刑事的保護に関し、さらなる

強化を求める声が増大した。また、東アジア諸国を「震源地」とする模倣品・

海賊版問題は、ますます深刻化し、刑事的保護や水際措置の弱い不正競争防止

法を狙ったような違反案件も増大した。 

こうした状況を踏まえ、営業秘密の刑事的な保護の強化、模倣品・海賊版対

策の強化及び刑罰の強化のため、以下の改正を行った。 

なお、模倣品・海賊版対策を強化すべく、著名表示冒用行為及び商品形態模

倣行為に関する刑事罰が設けられたことをも踏まえ、これらの行為及び周知表
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示の誤認混同行為となる商品が輸入される場合には、被害を受ける者の申立て

により税関において差止めを行うことができるよう、関税定率法の改正が同時

に行われた。 

① 営業秘密の刑事的保護の強化 

不正の競争の目的で、営業秘密を日本国外に持ち出して使用・開示する

行為及び在職中の約束に基づき元役員・元従業員が営業秘密を使用・開示

する行為を刑事罰の対象とするとともに、営業秘密侵害罪に関する両罰規

定を設けた。 

② 模倣品・海賊版対策の強化 

不正の目的で、他人の著名な商品等表示を使用する行為及び他人の商品

の形態を模倣する行為に対して刑事罰を導入するとともに、模倣品につい

ての規定の明確化を図った。 

③ 罰則の強化 

他の知的財産侵害犯又は刑法上の財産犯との均衡を考慮し、十分な抑止

効果が図られるよう、罰則の水準を引き上げ（原則として 5 年以下の懲役

又は 500 万円以下の罰金）、また懲役と罰金を併科できるようにした。 

 

19 平成 17 年改正（「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律」による一部改正） 

 
経済社会情勢への対応等の観点から会社に係る各種の制度を抜本的に見直し、

商法等の各規定を現代的な表記に改めた上で分かりやすく再編成し、会社法を

制定したことに伴い、関係規定の整備を行う必要があったことから、「会社法の

施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」により営業秘密侵害罪の対象とな

る役員の範囲を改める不正競争防止法の一部改正を行った。 

 
20 平成 18 年改正（「意匠法等の一部を改正する法律」による一部改正） 

 
平成 17 年改正によって商品形態模倣行為等に関する刑事罰を導入したもの

の、東アジア諸国を「震源地」とする模倣品・海賊版問題は、ますます深刻化
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し、さらなる保護の強化を求める声が増大した。 

こうした状況を踏まえ、営業秘密及び模倣品・海賊版対策の刑事罰の強化の

ため、「意匠法等の一部を改正する法律」により以下のとおり不正競争防止法の

一部改正を行った。 

①  営業秘密侵害（及び秘密保持命令違反）の刑事罰の強化 

特許権侵害罪や刑法上の財産犯との均衡を考慮し、十分な抑止効果が得

られるよう、営業秘密侵害に係る罰則の水準を 10 年以下の懲役又は 1,000

万円以下の罰金（秘密保持命令違反は 5 年以下の懲役又は 500 万円以下の

罰金）に引き上げるとともに、両罰規定についても 3 億円以下の罰金に引

き上げた。 

② 模倣品・海賊版対策の刑事罰の強化 

商品形態模倣行為罪について、他の知的財産侵害犯との均衡を考慮し、

罰則の水準を 5 年以下の懲役又は 500 万円以下の罰金に引き上げるととも

に、両罰規定についても 3 億円以下の罰金に引き上げた。 

③ 法人に対する公訴時効期間の延長 

不正競争防止法の犯罪は、類型的には、個人の利得よりも法人の業務を

利する意図で犯されることを想定していることから、法人に罰金刑を科す

る場合における時効の期間は、その元となった罪の時効期間によることを

規定した。                                                                 

 
21 平成 21 年改正 

 
平成 15 年改正によって、営業秘密侵害に関する刑事罰を導入したものの、

平成 21 年改正前の営業秘密侵害罪においては、⑴営業秘密侵害罪が成立する

ためには「不正の競争の目的」が目的要件であったことから、競争関係の存在

を前提としない加害目的や外国政府を利する目的等による営業秘密の不正な使

用・開示等がその対象とならない、⑵営業秘密の不正な使用・開示が営業秘密

侵害罪の中心的な対象行為と捉えられていたことにより、事業者の内部管理体

制上の痕跡から営業秘密が不正に持ち出された事実が明らかであったとしても、

その使用・開示は当該事業者の外部で秘密裏に行われるためにその立証が困難
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であり、被害企業は泣き寝入りを余儀なくされている、などの問題点が存在し

ていた。 

このような問題点は、営業秘密の侵害が疑われる事例について、営業秘密侵

害罪では立件できなかったことなどによって顕在化することとなり、営業秘密

侵害罪の対象範囲の見直しを求める要望が高まった。 

こうした状況を踏まえ、企業等が有する営業秘密のより適切な保護を図るた

め、営業秘密侵害罪の対象範囲を拡大するべく、以下の改正を行った。 

① 営業秘密侵害罪の目的要件の変更 

改正前の営業秘密侵害罪の目的要件は、「不正の競争の目的で」とされて

いたが、これを「不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加え

る目的で」（図利加害目的）に改めた。 

② 第三者等による営業秘密の不正な取得に対する刑事罰の対象範囲の拡大 

改正前の第三者等による営業秘密の不正な取得行為に対する刑事罰の対

象は、詐欺等行為又は管理侵害行為により、営業秘密記録媒体等を取得す

る場合又は営業秘密記録媒体等の記載等の複製を作成する場合という営業

秘密の取得方法についての限定がされていたが、このような限定なく、図

利加害目的をもって詐欺等行為又は管理侵害行為によって営業秘密を不正

に取得する行為一般を刑事罰の対象とした。 

③ 従業者等による営業秘密の領得自体への刑事罰の導入 

改正前の「営業秘密を保有者から示された者」については、営業秘密を

不正に持ち出すなどした段階では処罰対象とせず、不正な使用・開示の段

階に至って初めて処罰対象としていたが、一定の方法による営業秘密の領

得に処罰対象を限定した上で、営業秘密を保有者から示された者が、営業

秘密の管理に係る任務に背き、図利加害目的をもって営業秘密を領得する

行為を、新たに営業秘密侵害罪の対象とした。 

 
22 平成 23 年改正 

 
平成 11 年改正によってコピーコントロールやアクセスコントロールといっ

た技術的制限手段を無効化する装置等を提供する行為を不正競争とし、民事的
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救済措置の対象としたが、近年、違法な海賊版ゲームソフト等の使用を可能に

する装置等の流通が横行することにより、コンテンツ提供事業者に甚大な被害

が生じており、こうした状況を防ぐべく、技術的制限手段に係る規律の強化を

図るため、以下の改正を行った。 

① 技術的制限手段を無効化する機能以外の機能を有する一定の装置等の提

供行為に対しても差止請求等を行い得る環境を整備するため、規制の対象

装置等の要件を見直す（「のみ要件」の緩和）。 

② 技術的制限手段を無効化する装置等の提供行為に対して、刑事罰を導入

する。 

また、平成 15 年改正によって、営業秘密侵害に関する刑事罰を導入し、その

後の改正により罰則の適用範囲の拡大、法定刑の引き上げ等の強化を図ってき

たところではあるが、平成 21 年改正時の国会における附帯決議等において、

営業秘密侵害罪に係る刑事訴訟手続において営業秘密の内容が公になることを

恐れて被害企業が告訴を躊躇する事態が生じていると指摘されており、こうし

た事態に対処すべく、以下の改正を行った。 

① 裁判所は、被害者等の申出に応じて、営業秘密の内容を特定させること

となる事項を公開の法廷で明らかにしない旨の決定（秘匿決定）をするこ

とができるものとする。 

② 裁判所は、秘匿決定をした場合には、当該事項につき、呼称等の決定を

することができるものとする。 

③ 裁判所は、秘匿決定をした場合において、一定の要件が認められるとき

は、公判期日外において証人等の尋問又は被告人質問をすることができる

ものとする。 

さらに、今回の改正により条文数が 30 を超えるとともに、民事及び刑事の

両面にわたる実体規定及び手続規定など、内容面でも多岐にわたる事項を規定

するに至ったことから、目次及び章名を設けて、全体を 6 つの章に分けること

により体系的整備を行った。 

 
23 平成 24 年改正（「不正アクセス行為の禁止等に関する法律の一部を改
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正する法律」による一部改正） 

 
近年における不正アクセス行為の手口の変化に対応し、その禁止の実効性を

確保するため、他人の識別符号を不正に取得する行為等を禁止するほか、不正

アクセス行為に係る罰則の法定刑を引き上げる等の措置を講ずるため、関係規

定の整備を行う必要があったことから、「不正アクセス行為の禁止等に関する

法律の一部を改正する法律」により不正アクセス行為の定義規定の引用条文を

改める不正競争防止法の一部改正を行った。 

 

24 平成 27 年改正 

 

 平成 2 年改正により営業秘密の保護に関する規定が導入されて以来、累次の

改正により、営業秘密の保護強化が図られてきたところであるが、昨今、企業

の知財戦略としての「オープン＆クローズ戦略」の広まりに伴い、知的財産の

秘匿化（営業秘密）の価値が再認識されてきた一方、情報通信技術の高度化等

の社会状況の変化を背景として営業秘密侵害の危険性が高まっていること、実

際に、近年、大型の営業秘密漏えい事案が顕在化し、営業秘密侵害による損害

額も高騰する傾向にあることなどの状況を踏まえ、より実効的な刑事罰による

抑止と民事的救済を実現するため、以下の制度改正を行った。 

 ① 刑事上・民事上の保護範囲の拡大 

営業秘密の転得者に対する処罰規定の整備（三次取得者以降も処罰の対

象）、営業秘密侵害品の流通規制の導入、国外犯処罰の範囲拡大（営業秘

密の取得・領得も国外犯の対象）、営業秘密侵害罪の未遂罪の導入を行っ

た。 

② 罰則の強化等による抑止力の向上 

営業秘密侵害罪の罰金刑の上限の引上げ、営業秘密侵害罪に係る海外重

罰規定 3の導入、犯罪収益の任意的没収・追徴規定の導入、営業秘密侵害

罪の非親告罪化を行った。 

                                            
3 海外重罰規定とは、国外における営業秘密の不正使用行為などの一定の行為について、その

他の営業秘密侵害罪に比べて重い法定刑とすることをいう。 
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③ 民事的救済の実効性の向上 

民事訴訟における営業秘密の不正使用の事実に係る推定規定の導入、差

止請求に係る除斥期間の延長を行った。 

 
25 平成 30 年改正 

 
第四次産業革命の下、IoT や AI などの情報技術の革新が目覚ましく進み、企

業の競争力の源泉は、データ、その分析方法、これらを活用した製品やビジネ

スモデルへ移り変わりつつある状況を踏まえ、データの利活用を促進するため

の環境を整備することとし、「不正競争防止法等の一部を改正する法律」として

以下の制度改正を行った。 

① 相手方を限定して業として提供するデータ（ID/パスワード等の電磁的方

法により管理されているものに限る。）の不正な取得、使用及び開示を不正競争

に位置づけ、これに対する差止請求権等の民事的救済措置を設ける。（平成 31

年 7 月 1 日施行予定） 

② 暗号等の技術的制限手段について、その効果を妨げる機器の提供等だけ

でなく、その効果を妨げる役務の提供等も不正競争とする。 

③ 書類提出命令における書類の必要性を判断するためのいわゆるインカメ

ラ手続に、専門委員が関与できるようにする。（平成 31 年 7 月 1 日施行予定） 
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不正競争防止法は、不正競争の防止により、事業者の営業上の利益の保護を

図るとともに、これを通じて事業者間の公正な競争の確保を図る法律である。

本法の我が国法体系上の位置づけは以下のとおりである。 

 
１ 不法行為法（民法）との関係：不法行為法 4の特別法 

 
我が国の不法行為法は、損害賠償請求を基本とし、差止請求は原則的に認め

られていないと解されている。しかし、競争事業者間で行われる不法行為につ

いては、事後的な損害賠償請求のみでは救済として不十分であることから、本

法により、損害賠償請求権に加えて、特に差止請求権を付与したものである。 

また、不法行為法によれば、特定人に対する加害が必要であるが、専ら図利

を目的としていて同業者の被害が稀薄な場合は、これが認められない。そこで、

本法では、著名表示冒用行為、商品・役務内容等の誤認惹起行為、データの不

正使用等の行為、技術的制限手段を無効化する装置等の提供行為など、必ずし

も競業者間の行為でなくても、一定の行為基準に反して利益を得る行為を不正

競争として捕捉した点に意義がある。 

 

２ 知的財産 5法との関係：知的財産法の一環 

 

本法は、特許法、商標法等と同様の知的財産法の一環をなすものである。例

えば、本法の規定する「不正競争」のうち、混同惹起行為、著名表示冒用行為

の規制は商標法とともに営業上の信用に化体された財産を保護するものであり、

営業秘密の保護は特許法等とともに人の創作活動を保護するものである。 

また、知的財産基本法（第 2 条第 1 項）においては、「知的財産」とは「発

明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の人間の創造的活動により生み

出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現象であって、産業上の

利用可能性があるものを含む。）、商標、商号その他事業活動に用いられる商品

                                            
4 民法第 709 条「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者

は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う」 
5 ここでいう「知的財産」とは、特許法等の産業財産権、著作権等のほか、不正競争防止法上

保護すべき利益を含んだ概念である。 



第１部 総論 

Chapter ２ 我が国法体系上の位置付け 
 

26 

又は役務を表示するもの及び営業秘密その他の事業活動に有用な技術上又は営

業上の情報をいう」としており、「事業活動に用いられる商品又は役務を表示す

るもの」に該当する商品等表示、「意匠」に該当し得る商品形態、及び「営業秘

密」等、不正競争防止法で保護されている利益を「知的財産」に含めており、

また、「知的財産権」の定義として（同条第 2 項）、「特許権、実用新案権、育成

者権、意匠権、著作権、商標権その他の知的財産に関して法令により定められ

た権利又は法律上保護される利益に係る権利をいう」としており、このような

知的財産に関して不正競争防止法によって保護される利益に係る権利を知的財

産権として認めている。 

なお、特許法、商標法等の産業財産権法が客体に権利を付与するという方法

（権利創設）により知的財産の保護を図るものであるのに対し、本法は「不正競

争」行為を規制するという方法（行為規制）により知的財産の保護を図るもの

である。 

 
３ 独占禁止法との関係：競争秩序の確保の一環 

 
本法は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）等

とともに、競争秩序の維持を図る法律である。 

独占禁止法は、カルテル、私的独占、不当な取引制限等の自由競争を制限す

る行為を禁止するとともに、公正な競争を阻害する行為を不公正な取引方法と

して禁止し、「公正且つ自由な競争」を促進し、もって「一般消費者の利益を確

保する」ことが特徴である。また、不当景品類及び不当表示防止法（景品表示

法）も、同様の目的から、商品や役務についての不当な表示等を禁止している。

このため、独占禁止法等は、公正取引委員会等による排除措置命令等の行政規

制を中心にしながら、同時に、消費者を含め私益の侵害を受けた者にも差止請

求等の原告適格を与えている。 

これに対して、本法は、「不正競争」の防止を通じて「事業者間の公正な競争

を確保する」ことが特徴である。このため、本法は、公益に対する侵害の程度

が高いものについては刑事罰の対象とするとともに、私益の侵害にとどまるも

のについては事業者である当事者間の差止請求、損害賠償請求等の民事的請求
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に任せており、消費者には原告適格がない。 

 
４ 刑法との関係：事業活動に関わる処罰を補完 

 
本法は、「国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止に関する条約」

を国内的に実施する法律である。我が国の刑法の贈収賄罪は、我が国公務員の

職務の公正とこれに対する国民の信頼を保護法益とするものである。これに対

し、同条約によって義務づけられている外国公務員に対する贈賄行為の処罰は、

「国際商取引における公正な競争」を確保するという一定の行政目的に基づく

ものであって、刑法の贈賄罪とは保護法益を異にしており、刑法の贈収賄罪の

体系に属するものではない。 

また、本法は、平成 15 年改正により、営業秘密に係る不正競争行為に対する

刑事罰を導入した。営業秘密が有体物（財物）に化体している場合にあっては、

その不正取得等が刑法上の窃盗罪や横領罪等の対象となる場合があるが、経済

社会の情報化等の進展に伴い、営業秘密という情報（無体物）自体を財産的価

値のあるものとして営業秘密に対する一定の侵害行為を本法の刑事罰の対象と

した。 

なお、本法で規定される罰則については、刑法第 1 条及び第 8 条の規定によ

り、日本国内で行われた行為を処罰対象としている。ただし、営業秘密侵害罪

及び秘密保持命令違反罪、外国公務員不正利益供与罪については、国外犯処罰

について特別の規定が設けられている。 

 
５ 民事訴訟法との関係：民事訴訟手続の特例 

 
本法には、不法行為法と異なり差止請求権が与えられている。また、他の知

的財産権法と同様に、損害額の推定、具体的態様の明示義務、書類提出命令等

の民事訴訟手続の特例が定められている。 

また、平成 16 年改正により、営業秘密の民事訴訟上の保護を図るため、証拠

調べ等における秘密保持命令等、インカメラ審理手続、当事者尋問等の公開停

止（非公開審理）について、規定が設けられている。 
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さらに、平成 27 年改正により、営業秘密侵害の被害者の立証負担の軽減を

図るため、営業秘密である生産方法等の不正使用行為の推定について、規定が

設けられている。 

 
６ 刑事訴訟法との関係：刑事訴訟手続の特例 

 
本法には、平成 23 年改正により、営業秘密侵害罪に係る刑事訴訟手続にお

いて営業秘密の保護を図るため、公開の法廷において営業秘密の内容を秘匿す

るための秘匿決定、呼称等の決定、尋問等の制限、公判期日外の証人尋問等の

ほか、証拠開示の際の営業秘密の秘匿要請といった刑事訴訟手続の特例が定め

られている。 
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目次 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 差止請求、損害賠償等（第三条－第十五条） 

第三章 国際約束に基づく禁止行為（第十六条－第十八条） 

第四章 雑則（第十九条－第二十条） 

第五章 罰則（第二十一条・第二十二条） 

第六章 刑事訴訟手続の特例（第二十三条－第三十一条） 

第七章 没収に関する手続等の特例（第三十二条－第三十四条） 

第八章 保全手続（第三十五条・第三十六条） 

第九章 没収及び追徴の裁判の執行及び保全についての国際共助手続

等（第三十七条－第四十条） 

附則 

 

現行の不正競争防止法は、平成 5 年にそれまでの不正競争防止法（旧法）の

内容を全面的に改める形で制定され、その後、平成 21 年まで累次部分改正を

行い、条文が整備・拡充されてきている。 

平成 23 年改正では、営業秘密侵害罪に係る事件について秘匿決定、公判期

日外の証人尋問等の刑事訴訟手続の特例を定める多数の条文が新設された。こ

れに伴い、不正競争防止法の条文数が 22 箇条から 31 箇条に増加するととも

に、内容面でも、不正競争防止法において規制対象となる行為内容に係る規定、

差止請求等の民事的救済に係る規定、不正競争防止法に基づく刑事罰に係る規

定に加えて、営業秘密侵害罪に係る刑事訴訟手続に係る規定と、民事及び刑事

の両面にわたる実体規定及び手続規定を備えたものとなった。       

近年、条文数が 30 箇条を超えて、内容面でも多岐にわたる法律の場合、章別

構成とした上で冒頭に目次を設け、その全体構成が分かるようにしている。不

正競争防止法についても同様に、条文を体系的に整理し、内容的に近似するも

のを 6 つの章に構成して、それぞれに章名を追加するとともに、冒頭に目次を

設けて、分かりやすい法律となるようにした。 
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さらに、平成 27 年改正では、営業秘密侵害罪に当たる行為によって得た財

産等の任意的没収・追徴に係る規定が設けられたことに伴い、没収に関する手

続等の特例（第 7 章）、没収及び追徴の保全手続に関する規定（第 8 章）、没収

及び追徴の裁判の執行及び保全についての国際共助手続等に関する規定（第 9

章）が設けられた。 

直近の改正は平成 30 年であり、データの利活用を促進する環境整備として、

データの不正な取得、使用及び開示に関する民事的救済に係る規定が創設され

るとともに、技術的制限手段に係る不正競争行為について、技術的制限手段を

無効化する装置やプログラムの提供行為等に加え、こうした装置等の改造サー

ビス、プログラムの改変サービス等の提供行為が追加されている。 

以上を踏まえ、合計で、条文数が 42 箇条、9 つの章から成る法律となった。 
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第 1 条関係 

 

（目的） 

第一条 この法律は、事業者間の公正な競争及びこれに関する国際約束

の的確な実施を確保するため、不正競争の防止及び不正競争に係る損

害賠償に関する措置等を講じ、もって国民経済の健全な発展に寄与す

ることを目的とする。 

 

本法の目的は、不正競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害される

おそれのある者に対し不正競争の停止・予防請求権等を付与することにより不

正競争の防止を図るとともに、その営業上の利益が侵害された者の損害賠償に

係る措置等を整備することにより、事業者間の公正な競争を確保しようとする

ものである。 

したがって、本法の保護法益は事業者の営業上の利益という私益と、公正な

競争秩序という公益である 6。この点に関し判例は、不正競争防止法第 2 条第

1 項第 1 号及び第 2 号における「営業」に関する判示の中で「不正競争防止法

は、営業の自由の保障の下で自由競争が行われる取引社会を前提に、経済活動

を行う事業者間の競争が自由競争の範囲を逸脱して濫用的に行われ、あるいは、

社会全体の公正な競争秩序を破壊するものである場合に、これを不正競争とし

て防止しようとするものにほかならない」としている 7。 

 
なお、独占禁止法等も競争秩序の維持に係る法律であるが、独占禁止法は、

カルテル、私的独占等の自由競争を制限する行為を禁止するとともに、公正な

競争を阻害する行為を不公正な取引方法として禁止し、もって、「公正且つ自由

                                            
6 本条は、平成 5 年改正により、不正競争防止法の目的を本文のように理解する考え方に立

って立法されたものである。しかし、不正競争防止法の目的を、市場に関与する者同士が民

事訴訟の手続を通じて競争秩序の維持を図るという公益性の高い側面を持ったものであると

する考え方や消費者利益の保護をも目的とするものであるとする考え方も存在する。議論の

詳細については「不正競争防止法の見直しの方向」（平成 4 年 12 月産業構造審議会知的財産

政策部会中間答申）参照。 
7 天理教事件最高裁判決（最判平 18.1.20 民集 60 巻 1 号 137 頁）。 
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な」競争秩序の維持を図ることを目的とするものである。これに対し、本法は、

「公正な」競争の促進を図るものである。この点に関し、法目的達成の手段に

ついて、独占禁止法等が公正取引委員会等による排除措置命令等の行政規制を

中心とするのに対し、本法は公益に対する侵害の程度が高いものについては刑

事罰の対象とするとともに、私益の侵害にとどまるものについては事業者間の

差止請求、損害賠償請求等の民事的請求に任せるものである。 

また、不正競争の防止についてはパリ条約及び同条約の特別取極であるマド

リッド協定によってパリ条約同盟国の国際約束 8となっており、国際的ハーモ

ナイゼーションの観点を踏まえつつ「不正競争」の防止を図っていく必要性に

鑑み、本法はこれらの国際約束の的確な実施を確保することを法目的の一つと

して掲げている。特に、本法第 16 条（外国の国旗等の商業上の使用禁止）、第

17 条（国際機関の標章の商業上の使用禁止）は、パリ条約、TRIPS 協定等の規

定を、また、第 18 条（外国公務員等に対する不正の利益の供与等の禁止）は、

国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止に関する条約の規定を実施

するため、刑事罰をもって対応している。 

 
図 1 法目的の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                            
8 「国際約束」とは、国際的な取極である条約や協定等で我が国がその履行を約束したものを

指し、現在においては、パリ条約、マドリッド協定（虚偽の又は誤認を生じさせる原産地表

示の防止に関するマドリッド協定）、TRIPS 協定、商標法条約及び国際商取引における外国公

務員に対する贈賄の防止に関する条約等を意味する。 
なお、本法の内容と異なる国際約束を我が国が締結した場合については、法改正、解釈の変

更等の措置を当該国際約束の内容に応じて行うことになる。 

・不正競争の防止 

・不正競争に係る損害賠償 

に関する措置等 

事業者間の公正な競争の促進 

国際約束の的確な実施 

国 民 経 済 の 健 全 な 発 展 
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第１節  定義規定 

第 2 条第 1 項柱書、第 2 項～第 10 項関係 

 

１ 不正競争（第 2 条第 1 項柱書） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

 

本条第 1 項は、 

① 混同惹起行為（第 1 号）、 

② 著名表示冒用行為（第 2 号）、 

③ 他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為（第 3 号）、 

④ 営業秘密に係る不正行為（第 4 号～第 10 号）、 

⑤ 技術的制限手段に対する不正行為（第 11 号、第 12 号）、 

⑥ ドメイン名に係る不正行為（第 13 号）、 

⑦ 誤認惹起行為（第 14 号）、 

⑧ 信用毀損行為（第 15 号）、 

⑨ 代理人等の商標冒用行為（第 16 号） 

を不正競争としている 9。各号の詳細については、第 2 節以降で説明を行う。 

 

２ 不正競争行為に関する定義規定（第 2 条第 2 項～第 10 項） 

 

（定義） 

第二条 

２ この法律において「商標」とは、商標法第二条第一項に規定する商標

                                            
9 いわゆる一般条項の導入の是非については、積極論、消極論の両方の見解が存在するが、平

成 5 年以降の改正にあたっては、旧法以来の限定列挙主義を維持している。 
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をいう。 

３ この法律において「標章」とは、商標法第二条第一項に規定する標章

をいう。 

４ この法律において「商品の形態」とは、需要者が通常の用法に従った

使用に際して知覚によって認識することができる商品の外部及び内部

の形状並びにその形状に結合した模様、色彩、光沢及び質感をいう。 

５ この法律において「模倣する」とは、他人の商品の形態に依拠して、

これと実質的に同一の形態の商品を作り出すことをいう。 

６ この法律において「営業秘密」とは、秘密として管理されている生産

方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報で

あって、公然と知られていないものをいう。 

７ この法律において「技術的制限手段」とは、電磁的方法（電子的方法、

磁気的方法その他の人の知覚によって認識することができない方法を

いう。）により影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報

の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録を制限する手段で

あって、視聴等機器（影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しく

は情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録のために用

いられる機器をいう。以下この項において同じ。）が特定の反応をする

信号を記録媒体に記録し、若しくは送信する方式又は視聴等機器が特

定の変換を必要とするよう影像、音、プログラムその他の情報を変換し

て記録媒体に記録し、若しくは送信する方式によるものをいう。 

８ この法律において「プログラム」とは、電子計算機に対する指令であ

って、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。 

９ この法律において「ドメイン名」とは、インターネットにおいて、個々

の電子計算機を識別するために割り当てられる番号、記号又は文字の

組合せに対応する文字、番号、記号その他の符号又はこれらの結合をい

う。 

10 この法律にいう「物」には、プログラムを含むものとする。 
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本法においては、第 2 条第 1 項各号において「不正競争」を定義するととも

に、第 2 条第 2 項以下に、特に必要な用語についての定義規定が置かれている。 

具体的には、「商標」「標章」の語が混同惹起行為（第 1 号）、著名表示冒用行

為（第 2 号）、ドメイン名に係る不正行為（第 13 号）、代理人等の商標冒用行

為（第 16 号）、外国の国旗等の商業上の使用禁止（第 16 条）、及び国際機関の

標章の商業上の使用禁止（第 17 条）の各規定に、「商品の形態」「模倣する」の

語が他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為（第 3 号）に、「営業秘

密」の語が営業秘密に係る不正行為（第 4 号～第 10 号）に、「技術的制限手段」

「プログラム」の語が技術的制限手段に対する不正行為（第 11 号、第 12 号）

に、「ドメイン名」の語がドメイン名に係る不正行為（第 13 号）にそれぞれ用

いられている。そこで、各語についての定義規定を設けてそれぞれその意義を

明確化することとしている。また、営業秘密侵害品の譲渡等に係る不正競争の

定義規定（第 2 条第 1 項第 10 号）、差止請求権（第 3 条第 2 項）、損害の額の

推定等（第 5 条第 1 項）、技術上の秘密を取得した者の当該技術上の秘密を使

用する行為等の推定（第 5 条の 2）、具体的態様の明示義務（第 6 条）、適用除

外（第 19 条第 1 項第 7 号）、罰則（第 21 条第 1 項第 9 号）に「物」の語が用

いられている。 

このうち、「商標」「標章」「営業秘密」は平成 5 年改正時に、「技術的制限手

段」「プログラム」は平成 11 年改正時に、「ドメイン名」は平成 13 年改正時に、

「物」は平成 15 年改正時に、「商品の形態」「模倣する」は平成 17 年改正時に

それぞれ新設されたものである。 

 

 １ 商  標 

 第 2 条第 2 項では、本法における「商標」を商標法第 2 条第 1 項に規定する

商標、すなわち、人の知覚によって認識することができるもののうち、「標章」

であって、次に掲げるものと定義している。 

① 業として商品を生産し、証明し、又は譲渡する者がその商品について使

用をするもの 
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 ② 業として役務を提供し、又は証明する者がその役務について使用をする

もの（①に掲げるものを除く） 

 
２ 標  章 

第 2 条第 3 項では、本法における「標章」を商標法第 2 条第 1 項に規定する

標章、すなわち、「文字、図形、記号、立体的形状若しくは色彩又はこれらの結

合、音その他政令で定めるもの」と定義している。 

 

３ 商品の形態 

第 2 条第 4 項では、本法における「商品の形態」について、「需要者が通常の

用法に従った使用に際して知覚によって認識することができる商品の外部及び

内部の形状並びにその形状に結合した模様、色彩、光沢及び質感」と定義して

いる。平成 17 年改正前においては、「商品の形態」に関して明確な定義を設け

ておらず規定が不明確であるとの指摘がされていたことから、判例の蓄積等を

踏まえて文言の明確化を図るため、第 5 項と同様に定義規定を設けることとし

た。 

 「知覚」とは視覚及び触覚をいう。 

 商品の形状は、外部の形状のみならず内部の形状も含む。もっとも商品の形

態は「需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認識することが

できる」ものでなければならないため、肉眼で見えないような微細な内部構造

は「商品の形態」には含まれず、内部の形状については、商品の通常の使用に

際して需要者に外部から容易に認識され、需要者に注目される場合に「商品の

形態」に該当する 10。 

 「商品の形態」の実質的同一性は商品全体について判断されるため、外部の

                                            
10 商品の内部構造については、需要者に容易に認識され、需要者が注目する商品の場合に

「商品の形態」に含めて理解している判例として小型ショルダーバッグ（甲）事件（東京地

判平 13.12.27 最高裁 HP）、エアソフトガン・カスタムパーツ事件東京高裁判決（東京高判平

14.1.31 判時 1815 号 123 頁）。一方、内部構造について、外観に顕れない内部構造にとどま

る限りは「商品の形態」に当たらないとして商品の形態であることを否定した裁判例として

はドレンホース事件（大阪地判平 8.11.28 知裁集 28 巻 4 号 720 頁）。 
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形状に実質的同一性が認められない場合には、内部の形状のみをもって保護を

受けることはできない。 

 「模様、色彩、光沢及び質感」も「形状に結合した」ものであれば「商品の

形態」に含まれるため、立体的形態だけでなく平面的形態も含まれる 11。また、

「質感」とは、その材料が本来持っている性質の違いから受ける印象や触感を

いう 12。なお、「商品の形態」は有体物の形態でなければならず、無体物は含ま

れない 13。 

 また、商品の容器・包装に関しては、商品自体と結合して一体となっていて、

商品自体と容易には切り離しえない態様で結びついている場合には、「商品の

形態」に含まれると解し得る 14し、商品の部品の形態についても、その部品自

体が「独立に取引の対象となっている場合」には、「商品の形態」として保護が

及ぶ 15。さらに、商品の組合せについても、「商品の形態」として保護される場

合がある 16。 

 なお、ありふれた商品形態は、特定の者に専用させるべきではないため、こ

                                            
11 カレンダー（SUPER COLOR JUNBO）事件（大阪地判平 12.10.24 最高裁 HP）では、

被告カレンダー商品は、原告のカレンダー商品の形態を模倣したものであるとした。 
12 ヌーブラ事件（大阪地判平 17.9.8 判時 1927 号 134 頁、同控訴審大阪高判平 18.4.19 最高

裁 HP）では、外観上の基本的な形態が同一のブラジャーについて、カップ部分の質感や艶の

相違は、決して些細なものとはいえないとして、商品の形態の実質的同一性を否定してい

る。 
13 読売オンラインニュース事件（知財高判平 17.10.6 最高裁 HP）では、オンラインニュース

記事見出しの商品形態該当性を否定した。 
14 ホーキンスサンダル保全異議申立事件（大阪地決平 8.3.29 知裁集 28 巻 1 号 140 頁）。「『商

品の形態』は、通常、商品自体の形状、模様、色彩等を意味し、当該商品の容器、包装等や

商品に付された商品説明書の類は当然には含まれないというべきであるが、商品の容器、包

装等や商品説明書の類も、商品自体と一体となっていて、商品自体と容易には切り離しえな

い態様で結びついている場合には、右にいう『商品の形態』に含まれるというべきである」

とした事例。 
15 もっとも、部品の形状が「商品の機能を確保するために不可欠な形態」（第 2 条第 1 項第 3
号）である場合に該当する場合には保護されない。 
16 タオルセット事件（大阪地判平 10.9.10 知裁集 30 巻 3 号 501 頁）、寿司百花事件（東京地

判平 13.9.6 判時 1804 号 117 頁）。 
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のような商品形態を模倣しても不正競争にならない 17、18。また、「商品の形態」

には、単なる商品のアイデアや、外観の態様に影響を与えない商品の機能それ

自体は含まれない 19。 

 

４ 模  倣 

第 5 項では、本法における「模倣する」について、「他人の商品の形態に依拠

して、これと実質的に同一の形態の商品を作り出すこと」と定義している。同

項は、第 4 項と同様に、平成 17 年改正により設けられたものである 20。 

「模倣」といえるためには、①他人の商品に依拠すること及び②実質的に同一

の形態の商品を作り出すこと、が要件となる 21。 

 

                                            
17 ピアス孔用保護具事件（東京地判平 9.3.7 判時 1613 号 134 頁）。その他、「ありふれた形

態」（平成 17 年改正前は「同種商品が通常有する形態」）の該当性が争われた事例としては、

ノースリーブ型カットソー事件控訴審（知財高判平 17.12.5 最高裁 HP）、カスタマイズドー

ル事件（東京地判平 24.11.29）コイル状ストラップ付きタッチペン事件（東京地判平 24.12.2
5 判タ 1407 号 308 頁）、シュエッティーベア事件（大阪地判平 26.8.21 最高裁 HP）など。 
18 商品の外装がありふれた形態とされた事案として、青汁包装事件（知財高判平 28.10.31 最

高裁 HP）、美容フェイスマスク事件（知財高判平 28.12.22 最高裁 HP、東京地判平 28.7.19
判時 2319 号 106 頁）等がある。 
19 サンドおむすび牛焼肉事件（東京高判平 12.11.29 最高裁 HP）、パレオ付きパンツ事件（知

財高判平 17.11.10 最高裁 HP）。 
20 前述３（39、40 頁）のとおり、平成 5 年改正において商品形態を模倣した商品を譲渡等す

る行為が不正競争として規定された際に、「模倣」に関して明確な定義を設けておらず規定が

不明確であるとの指摘がされていたことから、判例の蓄積を踏まえて文言の明確化を図るた

め、定義規定を設けることとした。 
21 「模倣」の意義について言及した裁判例として、ドラゴンキーホルダー事件（東京高判平

10.2.26 知裁集 30 巻１号 65 頁）がある。同事件では、「不正競争防止法 2 条 1 項 3 号にいう

『模倣』とは、既に存在する他人の商品の形態をまねてこれと同一又は実質的に同一の形態

の商品を作り出すことをいい、客観的には、他人の商品と作り出された商品を対比して観察

した場合に、形態が同一であるか実質的に同一といえる程に酷似していることを要し、主観

的には、当該他人の商品形態を知り、これを形態が同一であるか実質的に同一といえる程に

酷似した形態の商品と客観的に評価される形態の商品を作り出すことを認識していることを

要するものである。ここで、作り出された商品の形態が既に存在する他人の商品の形態と相

違するところがあっても、その相違がわずかな改変に基づくものであって、酷似しているも

のと評価できるような場合には、実質的に同一の形態であるというべきであるが、当該改変

の着想の難易、改変の内容・程度、改変による形態的効果等を総合的に判断して、当該改変

によって相応の形態上の特徴がもたらされ、既に存在する他人の商品の形態と酷似している

ものと評価できないような場合には、実質的に同一の形態とはいえないものというべきであ

る」と判示された。 
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（1） 他人の商品の形態に依拠 

独自に創作した場合には、他人の商品の形態に依拠していないため、実質的

に同一であったとしても「模倣」にはならない 22。 

 

 （2） 実質的に同一 

実質的同一性は、同種の商品間における商品の形態を比較し、商品の形態全

体から見て重要な意味を有する部分（独自的要素の部分）が実質的に同一であ

るかどうかによって判断される（対比観察、全体観察）。 

 形態に改変がある場合には、改変の着想の難易、改変の内容・程度、改変に

よる形態的効果等を総合的に判断して、当該改変によって相応の形態上の特徴

がもたらされているか否かを基準とする 23。 

 

５ 営業秘密 

第 2 条第 6 項では、本法における「営業秘密」について、「秘密として管理さ

れている生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情

報であって、公然と知られていないもの」と定義している。 
                                            
22 仏壇事件（大阪地判平 10.8.27 判例集未登載）は、原告と被告の商品の形態について実質

的同一性が認められた場合には、特段の反証がない限り依拠して模倣したことが認められる

とした。 
他方、実質的同一性が肯定されても、被告が同じ形態的特徴を備えた被告先行商品を製造販

売している場合において、依拠性を推認するのは相当でないとしたものとして、衣服デザイ

ン模倣事件（東京地判平 19.7.17 最高裁 HP、知財高判平 20.1.17 最高裁 HP）がある。 
なお、著作権法では、「複製」の意義を次のように解している。すなわち、「著作物の複製と

は、既存の著作物に依拠し、その内容及び形式を覚知させるに足りるものを再製することを

いうと解すべきであるから、既存の著作物と同一性のある作品が作成されても、それが既存

の著作物に依拠して再製されたものでないときは、その複製をしたことにはあたらず、著作

権侵害の問題を生ずる余地はない」（ワン・レイニー・ナイト・イン・トーキョー事件（最判

昭 53.9.7 民集 32 巻 6 号 1145 頁））。 
23 原告と被告の商品について色彩が異なる場合においても実質的同一性を認めた事例とし

て、たまごっち事件（東京地判平 10.2.25 判タ 973 号 238 頁）、小型ショルダーバッグ（乙）

事件（東京高判平 13.9.26 判時 1770 号 136 頁）がある。前掲脚注 16 タオルセット事件、腕

時計事件（東京地判平 11.6.29 判時 1692 号 129 頁）、トリートメント・イオンブラシ事件

（大阪高判平 16.7.30 最高裁 HP）も全体的な同一性が認められた。 
 実質的同一性を否定した事例として、前掲脚注 21 ドラゴンキーホルダー事件、いかなご用

容器事件（大阪地判平 12.6.22 最高裁 HP）がある。また、質感や艶の違いを理由に実質的同

一性を否定した前掲脚注 12 ヌーブラ事件がある。 
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 ここで定義されている三要件、すなわち、 

① 秘密として管理されていること（秘密管理性） 

② 事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であること（有用性） 

③ 公然と知られていないこと（非公知性） 

については、平成 2 年改正でこの定義が導入されて以降変更されていない。 

 

 （1） 秘密管理性（秘密として管理されている） 

「秘密として管理されている」という秘密管理性要件の趣旨は、事業者が秘

密として管理しようとする対象（情報の範囲）が従業員や取引先（従業員等）

に対して明確化されることによって、従業員等の予見可能性、ひいては、経済

活動の安定性を確保することにある。 

したがって、営業秘密を保有する事業者（保有者）が当該情報を秘密である

と単に主観的に認識しているだけでは十分ではなく、保有者の秘密管理意思（特

定の情報を秘密として管理しようする意思）が、保有者が実施する具体的状況

に応じた経済合理的な秘密管理措置によって従業員等に対して明確に示され、

当該秘密管理意思に対する従業員等の認識可能性が確保される必要がある 24。 

 例えば、紙媒体であれば、ファイルの利用等により、一般情報からの区分を

行った上で、当該文書に「マル秘」などの秘密表示をすることなどが考えられ

る。電子媒体の場合には、USB メモリや CD-R 等の記録媒体への「マル秘」表

示の貼付や、電子データのヘッダー等への「マル秘」の付記、又は当該電子媒

体の格納場所へのアクセス制限といった措置が考えられる。また、従業者の頭

                                            
24 ベネッセ顧客情報漏えい事件（東京高判平成 29.3.21 高等裁判所刑事判例集 70 巻 1 号 10
頁）では、「不正競争防止法 2 条 6 項が保護されるべき営業秘密に秘密管理性を要件とした趣

旨は、営業秘密として保護の対象となる情報とそうでない情報とが明確に区別されていなけ

れば、事業者が保有する情報に接した者にとって、当該情報を使用等することが許されるか

否かを予測することが困難となり、その結果、情報の自由な利用を阻害することになるから

である。そうすると、当該情報が秘密として管理されているというためには、当該情報に関

して、その保有者が主観的に秘密にしておく意思を有しているだけでなく、当該情報にアク

セスした従業員や外部者に、当該情報が秘密であることが十分に認識できるようにされてい

ることが重要であり、そのためには、当該情報にアクセスできる者を制限するなど、保有者

が当該情報を合理的な方法で管理していることが必要とされるのである。」と判示している。 
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の中に記憶されている情報など媒体が利用されない形の情報であっても、事業

者が営業秘密となる情報のカテゴリーをリスト化することや、営業秘密となる

情報を具体的に文書等に記載することといった秘密管理措置を通じて、従業員

等の認識可能性が担保される限りにおいて「営業秘密」に該当し得る。 

 なお、どの程度の秘密管理措置が必要になるかについて、過去の裁判例にお

いても、実際に講じられていた具体的な秘密管理措置については、当該情報の

性質、保有形態、情報を保有する企業等の規模等の諸般の事情を総合考慮し、

合理性のある秘密管理措置が実施されていたか否かという観点から判断を行っ

ているものと考えられる。 

 経済産業省では、事業者が保有する情報につき、本法の「営業秘密」として

差止請求等の法的保護を受けるために必要となる最低限の水準の対策を示すも

のとして、営業秘密管理指針を策定（平成 27 年 1 月全部改訂 25）しているの

で適宜参照されたい。 

なお、平成 27 年 1 月の営業秘密管理指針全部改訂では、秘密管理性要件に

おける「アクセス制限」の考え方について以下の整理を行った。 

秘密管理性要件については、従来、①情報にアクセスできる者が制限されて

いること（アクセス制限）、②情報にアクセスした者に当該情報が営業秘密であ

ることが認識できるようにされていること（客観的認識可能性）の 2 つが判断

の要素になると説明してきた。しかしながら、両者は秘密管理性の有無を判断

する重要なファクターであるが、それぞれ別個独立した要件ではなく、「アクセ

ス制限」は「認識可能性」を担保する 1 つの手段であると考えられる 26。した

                                            
25 営業秘密管理指針（平成 27 年 1 月全部改訂）http://www.meti.go.jp/policy/economy/chiza
i/chiteki/trade-secret.html 
26 前掲脚注 24 ベネッセ顧客情報漏えい事件（東京高判平成 29.3.21 高等裁判所刑事判例集

70 巻 1 号 10 頁）では、「原判決は、〔２〕当該情報にアクセスした者につき、それが管理さ

れている秘密情報であると客観的に認識することが可能であることと並んで、〔１〕当該情報

にアクセスできる者を制限するなど、当該情報の秘密保持のために必要な合理的管理方法が

とられていることを秘密管理性の要件とするかのような判示をしている。しかしながら、上

記の不正競争防止法の趣旨からすれば、〔２〕の客観的認識可能性こそが重要であって、

〔１〕の点は秘密管理性の有無を判断する上で重要な要素となるものではあるが、〔２〕と独

立の要件とみるのは相当でない。」と判示されている。 

http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/trade-secret.html
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/trade-secret.html
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がって、情報にアクセスした者が秘密であると認識できる（「認識可能性」を満

たす）場合に、十分なアクセス制限が無いことのみを根拠に秘密管理性が否定

されることはない。そこで、営業秘密管理指針においては、従来用いてきた「ア

クセス制限」という用語は用いず、アクセス制限も含む用語として、「秘密管理

措置」という用語を用いている。 

 

（2） 有用性（生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は

営業上の情報） 

「生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報」

としては、具体的には製品の設計図・製法、顧客名簿、販売マニュアル、仕

入先リスト等が挙げられる。ここでいうところの「有用な」とは、財やサー

ビスの生産、販売、研究開発に役立つなど事業活動にとって有用であること

を意味する 27。「有用性」の要件を満たすためには、当該情報が現に事業活動

に使用・利用されていることを要するものではないが、当該情報自身が事業

活動に使用・利用されていたり、又は、使用・利用されることによって費用

の節約、経営効率の改善等に役立つことが必要である。この「有用性」は保

有者の主観によって決められるものではなく、客観的に判断される。 

 また、過去に失敗した実験データ等についても、当該情報を利用して不必

要な研究開発費用の投資を回避・節約できる等の意味で有用性が認められる

場合には、ここでいう「有用性」を持つ情報に該当するものと考えられる。 

 一方、企業の脱税、有害物質の垂れ流し、禁制品の製造、内外の公務員に

対する賄賂の提供等といった、反社会的な行為は、法文上明示されてはいな

いが、法が保護すべき「正当な事業活動」とは考えられず、そうした反社会

的な行為に係る情報は事業活動に有用な情報であるとはいえないので、営業

秘密には該当しないものと考えられる 28。 

                                            
27 公共土木工事単価情報事件（東京地判平 14.2.14 最高裁 HP）。 
28 前掲脚注 27 公共土木工事単価情報事件では、「法の趣旨からすれば、犯罪の手口や脱税の

方法等を教示し、あるいは麻薬・覚せい剤等の禁制品の製造方法や入手方法を示す情報のよ

うな公序良俗に反する内容の情報は、法的な保護の対象に値しないものとして、営業秘密と
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 つまり、「有用性」の要件は、公序良俗に反する内容の情報（脱税や有害物

質の垂れ流し等の反社会的な情報）など、秘密として法律上保護されること

に正当な利益が乏しい情報を営業秘密の範囲から除外した上で、広い意味で

商業的価値が認められる情報を保護することに主眼があるといえる。 

 
（3） 非公知性（公然と知られていないもの） 

 「非公知性」が認められるためには、一般的には知られておらず、又は容

易に知ることができないことが必要である。 

「公然と知られていない」状態とは、具体的には、当該情報が合理的な努

力の範囲内で入手可能な刊行物に記載されていない等、保有者の管理下以外

では一般的に入手することができない状態 29である。 

営業秘密における非公知性要件は、発明の新規性の判断における「公然知

られた発明」（特許法第 29 条）の解釈と一致するわけではない。特許法の解

釈では、特定の者しか当該情報を知らない場合であっても当該者に守秘義務

がない場合は特許法上の公知となり得るが、営業秘密における非公知性では、

                                            
しての保護を受けないものと解すべきである」として、公共土木工事設計単価に係る単価表

の単価等の情報のうち非公開とされているものについて、「本件情報は、地方公共団体の実施

する公共土木工事につき、公正な入札手続を通じて適正な受注価格が形成されることを妨げ

るものであり、企業間の公正な競争と地方財政の適正な運用という公共の利益に反する性質

を有するものと認められる」から、「法的保護に値するものということができず、不正競争防

止法にいう「営業秘密」に該当しない」とした。加えて、「本件情報を含む本来非公開の公共

土木工事に係る資材単価等のデータであるが、これらの情報が不正競争防止法上の営業秘密

に該当せず、不法行為法において保護されるべき利益を有するものとも認められない（中

略）このように法的保護に値せず、かえって公共の利益に反する内容の情報については、こ

れを秘密として保持する旨の契約をしても公序良俗に反するものとして、契約当事者はその

内容に拘束されないと解するのが相当である（民法 90 条）」と判示した。 
29 リバースエンジニアリングによって得られる情報の非公知性については、裁判上は、その

困難性によって該否が判断されている。例えば、セラミックコンデンサー事件（大阪地判平

成 15.2.27 最高裁 HP）では、原告のセラミックコンデンサー積層機及び印刷機の設計図（合

計約 6,000 枚）に係る情報の非公知性について、「原告のセラミックコンデンサー積層機及び

印刷機のリバースエンジニアリングによって、本件電子データと同じ情報を得るのは困難で

あるものと考えられ、また、仮にリバースエンジニアリングによって本件電子データに近い

情報を得ようとすれば、専門家により、多額の費用をかけ、長時間にわたって分析すること

が必要であるものと推認される。したがって、本件電子データは、原告のセラミックコンデ

ンサー積層機及び印刷機の相当台数が秘密保持契約なしに販売されたことによって公知にな

ったとはいえない。」と判示されている。 
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特定の者が事実上秘密を維持していれば、なお非公知と考えることができる

場合がある。また、保有者以外の第三者が同種の営業秘密を独立に開発した

場合、当該第三者が秘密に管理していれば、なお非公知である。 

また、当該情報が実は外国の刊行物に過去に記載されていたような状況で

あっても、当該情報の管理地においてその事実が知られておらず、その取得

に時間的・資金的に相当のコストを要する場合には、非公知性はなお認めら

れ得る。もちろん、そのようなコストを投じて第三者が現に当該営業秘密を

取得又は開発した上で当該情報の管理地において公開等を行い、「公然と知

られている」状態となれば、非公知性は喪失することになる。 

なお、「営業秘密」とは、様々な知見を組み合わせて一つの情報を構成して

いることが通常であるが、ある情報の断片が様々な刊行物に掲載されており、

その断片を集めてきた場合、当該営業秘密たる情報に近い情報が再構成され

得るからといって、そのことをもって直ちに非公知性が否定されるわけでは

ない。なぜなら、その断片に反する情報等も複数あり得る中、どの情報をど

う組み合わせるかといったこと自体に有用性があり営業秘密たり得るからで

ある。複数の情報の総体としての情報については、組み合わせの容易性、取

得に要する時間や資金等のコスト等を考慮し、保有者の管理下以外で一般的

に入手できるかどうかによって判断することになる。 

 
６ 技術的制限手段 

WIPO 著作権条約（著作権に関する世界的所有権機関条約、WCT）と WIPO

実演・レコード条約（実演及びレコードに関する世界知的所有権機関条約、

WPPT）が「著作権等を保護するための効果的な技術的手段に対する適当な法

的保護」30を加盟各国に義務づけていたことから、著作権法及び本法を改正し

                                            
30 WIPO 著作権条約 11 条では、以下のように規定されている。 
Contracting Parties shall provide adequate legal protection and effective legal remedies 

against the circumvention of effective technological measures that are used by authors in 
connection with the exercise of their rights under this Treaty or the Berne Convention and 
that restrict acts、 in respect of their works、 which are not authorized by the authors 
concerned or permitted by law. 
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て、当該義務を履行することとなったものである 31、32、33。 

音楽、映像、写真、ゲーム等のコンテンツの視聴又は記録を制限する手段と

しては、一定の対価を支払う者に限りその視聴を物理的に可能とする方法（例：

映画館での入場料徴収、プレミアム本の店頭陳列時の袋とじ）も考えられるが、

現状においては電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚により

認識しえない方法）が用いられるのが通常である。 

平成 11 年改正において技術的制限手段に対する不正行為を規定する際に、

現に商用化されている、又は将来、合理的に出現が想定される技術の基本的な

仕組みについてその手段の使用態様の面から整理したところ、概ね次の二通り

に整理することが可能であった。 

① コンテンツの視聴（プログラムについては、実行）又は記録を一律に制

限するために、そのコンテンツとともに記録媒体に記録又は送信される信

                                            
31 通商産業省知的財産政策室等編「著作権法・不正競争防止法改正解説」ⅰ～ⅲ頁（序文・

中山信弘）、有斐閣、平成 11 年 12 月。 
32 平成 11 年 3 月 24 日の参議院本会議において、不正競争防止法の一部を改正する法律案の

提案理由として、「近年、音楽、映像、ゲームソフト等をデジタル化し、インターネットや D
VD などを用いてさまざまな形態で販売する事業、いわゆるコンテンツ提供事業が著しく発展

しており（中略）、消費者の多様なニーズに対応するものであり、（中略）無断視聴や無断コ

ピーを制限するための技術的制限手段（中略）を妨害する装置やプログラムが広く販売され

ることとなりますと、正当な事業収益を得られないなど、事業としての存立基盤が危うくな

る懸念があります。（中略）コンテンツ提供事業における公正な競争を確保するため、こうし

た装置やプログラムの譲渡などの行為を不正競争とし、差しとめ（ママ）請求などの対象と

することが必要であります。」と述べられ、また、要旨として、①コンテンツ提供事業におけ

る公正な競争を確保するため、料金徴収などのため営業上用いられる技術的制限手段により

制限されている映像や音の視聴あるいは記録を可能としてしまう装置あるいはプログラムの

譲渡などの行為を不正競争行為として差止請求などの対象とし、②技術的制限手段に関する

研究開発を抑制しないため、技術的制限手段の試験又は研究のために用いられる映像や音の

視聴あるいは記録を可能としてしまう装置あるいはプログラムの譲渡などの行為について

は、本法の規定を適用しないこととした、との説明がなされた。 
33 米国著作権法では、第 1201 条(a)(1)及び(2)に規定。 
EU では、EC 情報社会指令（DIRECTIVE 2001/29/EC OF THE EUROPEAN 

PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 22 May 2001 on the harmonisation of certain 
aspects of copyright and related rights in the information society）に規定（ChapterⅢ、

Article 6、 3 において、technological measures が定義されている。）され、また、同指令 6
条の技術的手段の保護を補充する規定として、条件付きアクセス指令（Directive 98/84/EC of 
the European Parliament and of the Council of 20 November 1998 on the legal protection 
of services based on、 or consisting of、 conditional access）がある。 
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号に視聴又は記録に用いられる機器が反応する方式 34、35。 

② 特定の者に限り、コンテンツの視聴又は記録を可能とするために、その

コンテンツを一定のルールで変換する方式、又はそのコンテンツとともに

記録媒体に記録された信号に視聴又は記録に用いられる機器が反応する方

式 36。 

そこで、上記二通りの使用態様に即して、技術的制限手段が規定された。 

その後、技術の進展に伴い、「影像」、「音」又は「プログラム」のいずれにも

該当しない「情報」の分析等を制限するために施された技術的制限手段の効果

を妨げる機能を有する装置等の提供等が行われている事例もみられるようにな

った。そのため、他者の成果の冒用を適切に防止する必要があることから、「情

報（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう。）に記録されたものに限る。）」を保護対象に加えるべく、

平成 30 年改正において「情報の処理」及び「情報の記録」を制限する技術的手

段を新たに技術的制限手段の定義に追加した。 

また、同改正において、改正前の規定のうち、「特定の反応をする信号を影像、

音若しくはプログラムとともに記録媒体に記録し、若しくは送信する」の解釈

について、信号がコンテンツ等と“同時に”記録又は送信されることが必要な

のか、いわゆるアクティベーション方式（ユーザーがソフトウェアをダウンロ

ードする際に、ソフトウェアが未認証の状態であれば、使用期間や機能にロッ

クがかかる。その後ユーザーが課金の支払い等を行い正規のユーザーとして認

証された後に電子メール等で送信されてくるシリアル番号等を決まった方式で

入力することで、認証がなされ、ソフトウェアの使用が可能となる方式をいう。）

                                            
34 具体的には、以下の方式が該当する。 

○音楽、映像等のコンテンツが記録部分に伝送されることを止める（SCMS、CGMS） 
○真正なデータを伝送せず、雑音を入れる（不完全な複製を作る；マクロビジョン） 
○無許諾記録物が視聴のための機器にセットされても、機器が動かない（ゲーム） 

35 ここで「記録」とは、影像、音、プログラムその他の情報を記録媒体に固定させることを

指す（後述第２部 Chapter ３第６節２１(4)（100 頁）記載のとおり。）。 
36 具体的には、有料放送における放送番組のスクランブル（暗号化）などが挙げられる。 
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のように一定の時間差が許容されるかが明らかではなかったところ、この点に

ついては、裁判実務においても、疑義が呈されていたことを受け、明確化のた

めに当該記載を削除する改正を行った 37。 

 

（1） 電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって認識

することができない方法をいう。）により 

人間の五感によっては感知できない方法、具体的には電気信号や磁力を用い

ることを指す。「その他の方法」の事例としては、光学的方法がある。 

 
（2） 制限する 

「制限する」とは、影像、音、プログラム又は情報を提供する者が、影像若

しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理、又は影像、音、プロ

グラムその他の情報の記録に対して制約を課す管理を措置することを指す。例

えば、有料の衛星放送や有線放送において、所定の料金を支払う特定の者に対

してのみ番組を視聴することを可能とすること、ゲームにおいて、特定のゲー

ム機に対応する正規のゲームソフトを記録した記録媒体のみに対してゲーム機

が起動するようにすることなどは、「制限する」に含まれる。 

なお、形式上、信号の反応を用いて所定動作を行う技術には、電力の配送技

術、通信プロトコル技術、計算機や印刷機等のインターフェースなど、数多く

のものがあるが、これらの技術については、本法が保護の対象として想定して

いる影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理、又は影像、

音、プログラムその他の情報の記録そのものを保護するための管理技術ではな

い。 

 

                                            
37 大阪地判平 28.12.26 では、原告のライセンス認証システムについて、プロダクト ID 等が

コンピュータにより検知されなければプログラムの実行が制限される仕組を取る点で技術的

制限手段に該当するとした上で、被告プログラムは、原告プログラムの実行を制限する技術

的制限手段を不正な方法で回避することで無効化するプログラムに当たり、そのインターネ

ットオークションを通じた提供は、不競法第 2 条第 1 項第 11 号の不正競争行為に該当すると

判示して、損害賠償請求を認めた。 
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（3） 手  段 

「影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、

音、プログラムその他の情報の記録を制限する」ための手段として用いるシス

テムを指す。このうち、商用化が可能な技術について整理した結果として、信

号に対して視聴、実行若しくは処理又は記録のために使用される機器（視聴等

機器）が特定の反応をする方式と、影像、音、プログラムその他の情報自体を

特定の変換が必要となるように変換を加える方式とに限定して対象としている。 

 

（4） （視聴等機器が）特定の反応をする信号 

影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、

プログラムその他の情報の記録を制限する手段を実施するために、影像若しく

は音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、プログラム

その他の情報の記録のために使用される機器（視聴等機器）に対して与えられ

るものを指す。 

「特定の反応」とは、定められたルールに従って反応することをいう。例え

ば、CGMS（Copy Generation Management System）で用いられる（1・1）

という 2 ビットの信号があれば、記録のために用いられる機器において記録作

業を進めないこととなる（検知→制限方式）。また、例えば、正規記録媒体にコ

ンテンツとともに記録された信号があれば、視聴・実行・処理のために用いら

れる機器においてプログラム等の実行等ができることとなる（検知→可能方式）

ものも含まれる 38。 

                                            
38 マジックコンピュータ（マジコン）事件（東京地判平 21.2.27 最高裁 HP）。もっとも、当

該判決では、争点であった「検知→可能方式」も技術的制限手段の対象となるかという点に

は判断されているものの（肯定）、争点化しなかったため、同ゲーム機用のゲームソフトにお

ける仕組みが具体的にどのようなものであるか（技術的制限手段の定義の各要件への個別的

該当性）について詳細な認定をしたものではないと言い得る。 
また、その後、差止及び廃棄請求に加えて損害賠償請求も求めた同様の別事件においても、

知財高裁は、マジコンに登載されたローダプログラムが旧法下の第 2 条第 1 項第 10 号に言う

「…機能を有するプログラム」であり、マジコンがこれを「記憶した機器」に該当する点は

認定したものの、原審で認定されたため、どのような技術的制限手段であるかについては詳

細な認定をしていない。（東京地判 25.7.9、知財高裁平 26.6.12、いずれも最高裁 HP。その

後、平成 28 年 1 月 12 日、上告棄却で判決が確定した）。 
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また、これらの信号はコンテンツ等と同時に記録又は送信される必要はなく、

一定の時間差がある、いわゆるアクティベーション方式も本条の保護対象に含

まれる。 

 

（5） 送信する 

影像、音、プログラムその他の情報を無線又は有線の手段により提供するこ

とをいう。 

例えば、無線による場合としては、放送が考えられる。また、有線による場

合としては、有線放送、インターネットなどが考えられる。 

 

（6） （視聴等機器が）特定の変換を必要とするよう影像、音、プログラム

その他の情報を変換して 

有料衛星放送で用いられているスクランブルなどのように、提供の対象とな

る影像、音、プログラムその他の情報を定められたルールに従ってデータ変換

させることを指す。これらの視聴、実行若しくは処理又は記録のためには前述

の定められたルールに従って変換されたデータを復元する必要がある。 
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図 2 第２条第７項の構造 

 
７ プログラム 

（1） プログラム 

第 8 項では、本法における「プログラム」を「電子計算機に対する指令であ

って、一の結果を得ることができるように組み合わされたもの」と定義してい

る。これは、「情報処理の促進に関する法律（昭和 45 年法律第 90 号）」と同じ

規定である。 

「プログラム」に該当するか否かについての判断の際には、次の点に留意す

る必要がある。 

① プログラムと一体となったデータの取扱い 

指令が組み合わされたものが実行の結果、「一の結果を得ることができるよ

うに」なるために、指令以外の所定のデータを組み合わせなければならない場

合には、そうした所定のデータは「プログラム」の一部を構成するものとして

捉えられなければならない。これは技術的に見ても実行段階ではこうしたデー
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タとそれ以外の指令の部分とは不可分であり、経済的に見ても両者を分離して

取引することは考えられないためである 39。 

不正競争防止法上のプログラムの定義として（著作権法ではなく）情報処理

の促進に関する法律第 2 条における「プログラム」の定義の文言を採用した理

由は、こうした疑義が生ずる可能性を減少させるためである。 

② バグのあるプログラムの取扱い 

プログラムに何らかの瑕疵（バグ）がある結果予定された動作をしない場合

であっても、本法でいう「プログラム」と考えられる。これは、技術的にバグ

がないプログラムのみを保護する法構成とした場合、プログラムの性質からし

てバグがないことの証明は不可能であるため、実質的に保護がなされない結果

となり妥当性を欠くためである。 

 

（2） 一の結果を得ることができるように組み合わされた 

「一の結果を得ることができるように組み合わされた」とは、電子計算機に

対する指令が断片的なものではなく、一連のものであって、一つのまとまった

結果を得ることができるような状態を指す。 

 
８ ドメイン名 

平成 13 年改正により新設された第 2 条第 9 項では、「ドメイン名」につい

て、「インターネットにおいて、個々の電子計算機を識別するために割り当て

られる番号、記号又は文字の組合せに対応する文字、番号、記号その他の符

号又はこれらの結合」と定義されている 40。 

 これは、WIPO 周知商標の保護規則に関する共同勧告における定義と実質

                                            
39 著作権法上のプログラムの定義によれば、こうした所定のデータがプログラムの一部であ

るか否かについて疑義が生ずる（ディグダグ事件（東京地判昭 60.3.8 判タ 561 号 169 頁））。 
40 ジャックス・ドメイン名事件（富山地判平 12.12.6 判時 1734 号 3 頁）は、争いのない事実

の判示の中で、ドメイン名について「インターネットに接続しているコンピュータを認識す

る方法であり、IP アドレスという 32 ビットで構成された数字列を利用しやすいようにアル

ファベット文字で表現したもの」と示している。 



 
 

第２部 逐条解説 
Chapter ３ 不正競争（第２条関係） 

定義規定 
第 2 条第 1 項柱書、第 2 項～第 10 項関係 

 

 
55 

的に同一であり、国際的にも整合性がとれたものとなっている 41。 

 「インターネットにおいて、個々の電子計算機を識別するために割り当て

られる番号、記号又は文字の組合せ」とは、IP アドレスのことを指す。この

とき、JP ドメイン名だけではなく、「.com」「.org」「.net」「.info」等の分野

別トップレベルドメインやその他の国コードトップレベルドメインも本法の

規制の対象となる 42。 

 他方、LAN 等、特定の者のみがアクセス可能なネットワークにおいて用い

られる数字のアドレス（プライベート IP アドレス）に対応する文字列は含

まれない。 

 なお、「インターネット」という用語については、インターネットという言

葉が既に普通名詞化していること、また、たとえ定義規定を設けたとしても

技術の進歩によりその定義が実態とそぐわなくなる可能性が高いことから、

定義規定を設けていない。 

 

表 1 ドメイン名に係る各国・機関等における保護規制・紛争処理方針等の比

較表 
 WIPO 周知商標の保護規則に関

する共同勧告（1999 年 9 月） 

米国反サイバースクワッティング消費者保護法 

（1999 年 11 月） 

保護の対象 ・周知商標 ・出所識別機能を有する標章 

・著名な標章        等 

規制行為 ・（全部又は要部が周知商標の複製、模

倣、翻訳若しくは音訳である）ドメイ

ン名を不正の目的で登録又は使用す

る行為 

・利益を得ようとする不正の意図をもって、上記の標章等と同一又

は混同を生ずるほどに類似する（著名な標章の場合は、類似でな

くても当該標章を希釈化する）ドメイン名を登録し、取引し又は

使用する行為 

ドメイン名の定

義 

・インターネット上の数字のアドレス

に対応するアルファベットの文字列 

・ドメイン名レジストラ、ドメイン名レジストリ又はその他のドメ

イン名登録管理機関が、インターネット上の電子的なアドレスの

一部として登録又は割り当てる英数字の表記 

不正の目的を否

定する根拠とな

・規定なし ①その者が、当該ドメイン名に係る商標権等の知的財産権を有して

いること 

                                            
41 WIPO 勧告では、「ドメインネーム」とは、インターネット上の数字のアドレスに対応する

アルファベットの文字列をいうと定義されている。また、米国法では、「ドメイン名」という

用語は、ドメイン名レジストラ、ドメイン名レジストリ又はその他のドメイン名登録管理機

関が、インターネット上の電子的なアドレスの一部として登録又は割り当てる英数字の表記

を意味すると定義されている。 
42 もっとも、国際裁判管轄、準拠法等の問題について不正競争防止法は特段の手当をしてお

らず、我が国の不正競争防止法が適用されない場合もある。 
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る証拠（例示） ②その法律上の名称又は著名な略称から当該ドメイン名が成り立っ

ていること 

③その者が、商品・役務の提供につき、善意で当該ドメイン名を先

に使用していたこと 

④その者が、善意で上記商標につき、非商業的使用又は公正な使用

をしていたこと 

不正の目的を肯

定する根拠とな

る証拠（例示） 

・規定なし ①その者が、出所の混同を惹起して、営業上の利益を得る目的で又

は商標等表示の価値を毀員する目的で、消費者を当該ドメイン名

のサイトに誘引しようとする意図があること 

②その者が、自ら商品・役務の善意での提供に当該ドメイン名を使

用せず、又は使用する意図を持たず、金銭的利益を得るために、

商標権者又は第三者に対してそのドメイン名を譲渡する旨の申出

をした場合、又はそのような行為を反復して行っていることを示

す過去の行為があること 

③その者が、登録申請に際し連絡先について虚偽の情報を提供して

いること 

④その者が、他人の出所識別機能を有する標章や著名な標章と同一

又は類似のドメイン名を複数登録していること 

⑤当該商品等表示の識別力、著名性 

判断機関 ・権限ある当局（行政機関、司法機関、

準司法機関） 

・裁判所 

救済措置 ・ドメイン名の移転又は取消し ・差止請求（ドメイン名の没収、抹消又は移転） 

・損害賠償請求 

 ICANN 統一ドメイン名紛争処

理方針（1999 年 10 月） 

（WIPO 仲裁センター等が運

用） 

JP ドメイン名紛争処理方針（2002 年 9 月） 

（日本知的財産仲裁センターが運用） 

保護の対象 ・商標 

（登録商標に限定されない） 

・商標その他表示 

規制行為 ・（申立人が権利を有する商標と同一又

は混同を引き起こすほどに類似して

いる）ドメイン名を（そのドメイン名

についての権限又は正当な利益を有

していないにもかかわらず）不正の

目的で登録かつ使用する行為 

・（申立人が権利を有する商標その他表示と同一又は混同を引き起

こすほど類似している）ドメイン名を（そのドメイン名について

の権限又は正当な利益を有していないにもかかわらず）不正の目

的で登録又は使用する行為 

ドメイン名の定

義 

・規定なし ・規定なし 

不正の目的を否

定する根拠とな

る証拠（例示） 

①登録者が、当該紛争についての通知

を受ける前に、善意による商品又は

サービスの提供を行うために、その

ドメイン名を使用していた、又は明

らかにその使用の準備をしていたこ

と 

②登録者が、その商標権を保有してい

なくとも、そのドメイン名の名称で

一般的に知られていたこと、 

③登録者によるそのドメイン名の使用

が、消費者の誤認に乗じて商業的利

益を得るために、あるいは問題とさ

れている商標を汚し貶めるような意

図から使用されているのではなく、

①登録者が、当該紛争についての通知を受ける前に、何ら不正の目

的を有することなく、商品又はサービス提供を行うために、当該

ドメイン名を使用していた又は明らかにその使用の準備をしてい

たこと 

②登録者が、商標その他表示の登録等をしているか否かにかかわら

ず、当該ドメイン名の名称で一般に認識されていたこと 

③登録者によるそのドメイン名の使用が、消費者の誤認に乗じて商

業的利益を得るために、あるいは問題とされている商標を汚し貶

めるような意図から使用されているのではなく、正当な非商業的

使用又は公正な使用であること 
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正当な非商業的使用又は公正な使用

であること。 

不正の目的を肯

定する根拠とな

る証拠（例示） 

①登録者が、商標権者である申立人又

はその申立人の競業者に、そのドメ

イン名の取得に直接要した金額を超

えた対価で、販売、貸与又は移転する

ことを主たる目的として、そのドメ

イン名を登録又は取得していること 

②商標権者がドメイン名として使用で

きないよう妨害するために、登録者

がそのドメイン名を登録し、登録者

によるそのような妨害行為がパター

ン化していること 

③登録者が、競業者の事業を混乱させ

ることを主たる目的として、そのド

メイン名を登録していること 

④登録者が、そのドメイン名の使用に

より、商業的利益を得る目的で、その

ウェブサイト、又はそれに登場する

製品・サービス出所、スポンサーシッ

プ、取引提携関係、推奨について、申

立人との混同のおそれを生じさせる

ことにより、インターネット上のユ

ーザーを、そのウェブサイトに意図

的に引き寄せるために、使用してい

ること 

①登録者が、申立人又はその申立人の競業者に対して、そのドメイ

ン名に直接要した金額を超える対価で、販売、貸与又は移転する

ことを主たる目的として、そのドメイン名を登録又は取得してい

ること 

②申立人が権利を有する商標その他表示をドメイン名として使用で

きないように妨害するために、登録者が当該ドメイン名を登録し、

当該登録者がそのような妨害行為を複数回行っていること 

③登録者が、競業者の事業を混乱させることを主たる目的として、

当該ドメイン名を登録していること 

④登録者が、商業上の利益を得る目的で、そのウェブサイト又はそ

れらに登場する商品、サービスの出所、スポンサーシップ、取引

提携関係、推奨などについて誤認混同を生ぜしめることを意図し

て、インターネット上のユーザーを、そのウェブサイト又はその

他のオンラインロケーションに誘引するために、当該ドメイン名

を使用していること 

判断機関 ・ICANN により認定された紛争処理サ

ービスプロバイダー（現在、認定され

ている仲裁機関：WIPO（世界知的所有

権機関）仲裁センター、NAF（全米仲

裁協会）、ADNDRC（アジアドメイン名

紛争仲裁センター）、CAC（チェコ仲裁

裁判所）） 

・（社）日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNIC）に

より認定された紛争処理機関（現在、認定されている仲裁機関：

日本知的財産仲裁センター） 

救済措置 ・ドメイン名の抹消又は移転 ・ドメイン名の取消し又は移転 

 

９ 物 

平成 15 年改正により新設された第 10 項では、本法における「物」にはプ

ログラムを含むものとすると定義している。この「プログラム」とは本法第

2 条第 8 項に規定している「プログラム」と同一である。 

 改正の趣旨は、本法には、第 2 条第 1 項第 10 号、第 3 条第 2 項、第 5 条

第 1 項、第 5 条の 2、第 6 条、第 19 条第 1 項第 7 号、第 21 条第 1 項第 9 号

に「物」の規定があるが、民法第 85 条には「物トハ有体物ヲ謂フ」（平成 16

年改正前）との規定があり、本法第 3 条第 2 項等の「物」には無体物は含ま
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れないと解釈されるおそれがあったことから、「物」にはプログラムを含むこ

とを明確化した。 
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第２節  混同惹起行為 

第 2 条第 1 項第 1 号関係 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

一 他人の商品等表示（人の業務に係る氏名、商号、商標、標章、商品の

容器若しくは包装その他の商品又は営業を表示するものをいう。以下同

じ。）として需要者の間に広く認識されているものと同一若しくは類似

の商品等表示を使用し、又はその商品等表示を使用した商品を譲渡し、

引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若し

くは電気通信回線を通じて提供して、他人の商品又は営業と混同を生じ

させる行為 

 

１ 趣  旨 

 

本号は、他人の周知な商品等表示と同一又は類似の商品等表示を使用するこ

と等により、自己の商品・営業を他人の商品・営業と混同させる行為を「不正

競争」の一類型として定めた規定である。その趣旨は、他人の氏名、商号、商

標等、他人の商品等表示として需要者間に広く知られているものと同一又は類

似の表示を使用して、その商品又は営業の出所について混同を生じさせる行為

を規制することにより、周知な商品等表示に化体された営業上の信用を保護し、

もって事業者間の公正な競争を確保しようとするものである 43。 

 なお、平成 5 年改正前不正競争防止法（旧法）では、第 1 条第 1 項第 1 号で

他人の商品と混同させる行為を、同項第 2 号で他人の営業と混同させる行為を

                                            
43 眼鏡タイプのルーペ事件（知財高判平 24.12.26 判時 2178 号 99 頁）では、「不正競争防止

法 2 条 1 項 1 号は、他人の周知な商品等表示と同一又は類似の商品等表示を使用することを

もって不正競争行為と定めたものであるところ、その趣旨は、周知な商品等表示の有する出

所表示機能を保護するため、周知な商品等表示に化体された他人の営業上の信用を自己のも

のと誤認混同させて顧客を獲得する行為を防止することにより、事業者間の公正な競争を確

保することにある。」と判示された。 
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それぞれ規制していたが、規定を分ける実益に乏しいとの指摘があり、また自

己の商品を他人の営業と混同させ、逆に自己の営業を他人の商品と混同させる

行為が旧法の規定においては規制の対象となることが明らかでないという形式

上の問題があったことから、平成 5 年改正により、本号において一本化するこ

とによりこのような形式上の問題を除去したものである。 

 

２ 要  件 

 

１ 他人の商品等表示 

「他人」とは、自然人、法人などの商品等表示の主体となるものをいう 44。

また、特定の表示の使用許諾者、使用権者及び再使用権者のグループのように、

同表示の持つ出所識別機能及び顧客吸引力等を保護発展させるという共通の目

的のもとに結束しているグループ等も含まれる 45。第三者の商品等表示を冒用

している場合には、商品等表示の主体にはなりえない 46。 

「商品等表示」とは、商品の出所又は営業の主体を示す表示をいい、具体的

には、人の業務に係る氏名、商号、商標（サービスマーク 47を含む）等をいう。 

「商品」とは、市場における流通の対象物となる有体物又は無体物をいう 48。 

                                            
44 ファイアーエムブレム事件（東京高判平 16.11.24 最高裁 HP）では、「他人」に該当するか

どうかは、商品等表示についていえば、当該商品等表示の内容や態様、当該商品の広告・宣

伝の規模や内容、品質保証表示のあり方などに照らし、当該商品等表示が何人のものとして

需要者に認識されているかによって定めるのが相当として、テレビゲームの人気シリーズの

ファイアーエムブレムについて、製造販売を他社に独占的に委託した著作権者について他人

性を否定した。 
45 フットボール・シンボルマーク事件（最判昭 59.5.29 民集 38 巻 7 号 920 頁、後掲脚注 191
事件の上告審）。 
46 撃 GEKI 饅頭事件（東京地判平 16.12.15 判時 1928 号 126 頁）では、被告の商品であるこ

とを示す商品等表示であって、原告は商品等表示の主体ではないとした。インディアンモト

サイクル事件（東京高判平 16.12.21 最高裁 HP）では、米国からのライセンスが正当なもの

でないことを理由に、商品等表示の主体性を否定した。 
47 商標法第 2 条第 1 項第 2 号の「業として役務を提供し、又は証明する者がその役務につい

て使用をするもの」と同義であり、運輸業者、銀行、航空会社などが自己の提供するサービ

スを他のものと識別するために使用する標章である。 
48 不正競争防止法の目的たる公正な取引秩序の維持、確立の観点からすれば、現在の情報化

社会においては、有体物と無体物とで解釈を異にする必要はないため無体物も「商品」に含

まれる。モリサワタイプフェース事件（保全事件の抗告審：東京高決平 5.12.24 判時 1505 号
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「営業」とは、単に営利を直接の目的として行われる事業に限らず、事業者

間の公正な競争を確保するという法目的からして、広く経済収支上の計算の上

に立って行われる事業一般を含む。この点、事業に営利性は要求されない。し

たがって、非営利事業についても、経済収支上の計算の上に立って行われてい

るものである以上は「営業」に該当すると解すべきである 49。 

「商品等表示」は、自他識別力又は出所表示機能を有するものでなければな

らず、表示が、単に用途や内容を表示するにすぎない場合には商品等表示に含

                                            
136 頁）においても、商品の要件として最も重要なことは取引の対象となることであり、書

体（デジタルフォント）に関して無体物も商品となり得ると解されている。 
49 裁判例も、病院経営（京橋中央病院事件（東京地判昭 37.11.28 下民集 13 巻 11 号 2395
頁））、公益法人の拳法普及活動（少林寺拳法事件（大阪地判昭 55.3.18 無体集 12 巻１号 65
頁））、尺八音楽普及活動（都山流尺八協会事件（大阪高決昭 54.8.29 判タ 396 号 138 頁））な

どについて「営業」に該当するとしている。 
前掲脚注 7 天理教事件最高裁判決（最判平 18.1.20 民集 60 巻 1 号 137 頁）では、宗教法人

の活動と不正競争防止法の適用に関して、「社会通念上営利事業といえないものであるからと

いって、当然に同法の適用を免れるものではないが、他方、そもそも取引社会における事業

活動と評価することができないようなものについてまで、同法による規律が及ぶものではな

いというべきである。これを宗教法人の活動についてみるに、宗教儀礼の執行や教義の普及

伝道活動等の本来的な宗教活動に関しては、営業の自由の保障の下で自由競争が行われる取

引社会を前提とするものではなく、不正競争防止法の対象とする競争秩序の維持を観念する

ことはできないものであるから、取引社会における事業活動と評価することはできず、同法

の適用の対象外であると解するのが相当である。また、それ自体を取り上げれば収益事業と

認められるものであっても、教義の普及伝道のために行われる出版、講演等本来的な宗教活

動と密接不可分の関係にあると認められる事業についても、本来的な宗教活動と切り離して

これと別異に取り扱うことは適切でないから、同法の適用の対象外であると解するのが相当

である。これに対し、例えば、宗教法人が行う収益事業（宗教法人法 6 条 2 項参照）として

の駐車場業のように、取引社会における競争関係という観点からみた場合に他の主体が行う

事業と変わりがないものについては、不正競争防止法の適用の対象となり得るというべきで

ある」とした上で、「『営業』の意義は、取引社会における競争関係を前提とするものとして

解釈されるべきであり、したがって、上記『営業』は、宗教法人の本来的な宗教活動及びこ

れと密接不可分の関係にある事業を含まないと解するのが相当である」とした。 



 
 

第２部 逐条解説 
Chapter ３ 不正競争（第２条関係） 

第２節  混同惹起行為 
第 2 条第 1 項第 1 号関係 

 

 
62 

まれない 50、51、52、53。 

この点に関し、商品の容器・包装は、本来、商品の出所を表示するものでは

ないが、例えば、特定の企業の商品に継続的に使用されたり、短期間でも強力

に宣伝広告されること等の事情により、特定の企業の商品の出所を示す表示と

して機能する場合があるため、商品等表示の例として挙げられている（判例上

も、バター飴の缶 54、即席タンメンの包装 55、マスカラの容器 56等について、

商品の出所を示すものとして保護を認めたものがある）。 
                                            
50 一般名称として社会に定着したものとして自他識別力又は出所表示機能がないとされた事

例として究極の選択事件（東京地決平 2.2.28 無体集 22 巻 1 号 108 頁）、商品の用途を普通に

表現したものとして自他識別力を否定した事例として枇杷茶温圧事件（東京地判平 4.12.21 判

例集未登載）がある。また、ギブソンギター事件（東京高判平 12.2.24 判時 1719 号 122 頁）

では、いったん周知性を獲得された形態の出所表示性が、同種商品が多数販売されることに

よりその後消滅し、商品等表示性が否定された。  
51 正露丸事件（大阪地判平 18.7.27 判夕 1229 号 317 頁、大阪高判平 19.10.11 判時 1986 号 1
32 頁）では「正露丸」の語は、原告製品を識別する表示ではなく、本件医薬品を指称する普

通名称であるとされた。 
その後、別の正露丸に関する訴訟においても、地裁は、「正露丸」という表示が普通名称で

あるとした上で、「特定の商品表示が法２条１項１号又は２号にいう他人の商品表示と類似の

ものか否かを判断するに当たっては、取引の実情の下において、取引者、需要者が、両者の

外観、称呼、又は観念に基づく印象、記憶、連想等から両者を全体的に類似のものとして受

け取るおそれがあるか否かを基準として判断するのが相当である」と判示し、「セイロガ

ン」、「糖衣」及び「Ａ」の各文字を一連一体のものとして記載した表示等原告の表示３種類

と被告の表示２種類について、類似であるとは認められないと結論づけた（大阪地判平 24.9.
20 判タ 1394 号 330 頁）。高裁は、原告の表示のうち、２種類について周知著名な商品表示で

あると認めた上で、地裁と同じ基準に則り、そのうち一つについては被告が使用していると

は認められないし、もう一つについては、同一又は類似であるとは認められないと判示した

（大阪高判平 25.9.26 最高裁 HP。なお、最高裁において上告不受理決定（平成 26 年 10 月 9
日））。 
52 書籍や映画の題名（タイトル）などは著作物たる書籍や映画を特定するものであって、商

品やその出所ないし放映・配給事業を行う営業主体を識別する表示として認識されるもので

はない等として「商品等表示」に該当しないとする裁判例がある（マクロスゼロ事件（東京

地判平 16.7.1 最高裁 HP、知財高判平 17.10.27 最高裁 HP）、デールカーネギー事件（東京高

判平 14.2.28 最高裁 HP）、時効の管理事件（大阪地判平 20.5.29 最高裁 HP、大阪高判平 20.1
0.8 最高裁 HP〕）。 
53 巻くだけダイエット事件（東京地判平 26.8.29 最高裁 HP）では、「巻くだけダイエット」

が表示された題号に接した需要者は、「巻くだけダイエット」という表示は、バンドを「巻く

だけ」の「ダイエット」であるという原告書籍の内容を表現したものと認識するにすぎず、

それ以上に、同表示を書籍という商品に関して原告を示す商品等表示と認識するものと認め

るべき特段の事情があるということはできないとした。 
54 バター飴事件（札幌地判昭 51.12.8 無体集 8 巻 2 号 462 頁）。 
55 長崎タンメン事件（東京高判昭 45.4.28 無体集 2 巻 1 号 213 頁）。 
56 マスカラ容器事件（大阪地判平 20.10.14 判時 2048 号 91 頁）。 
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また、商品の形態は、本来的には商品の出所を表示するものではないが、①

特定の商品の形態が同種の商品と識別し得る独自の特徴を有し、かつ、②それ

が長期間にわたり継続的にかつ独占的に使用され、又は短期間であっても強力

に宣伝されるなどして使用された結果、それが、商品自体の機能や美観等の観

点から選択されたという意味を超えて、自他識別機能又は出所表示機能を有す

るに至り、需要者の間で広く認識された場合には商品等表示性が認められる（眼

鏡タイプのルーペ事件 57）。判例上も、眼鏡枠 58、婦人服のシリーズ 59、パソ

コン 60、時計 61、連結ピン 62、家庭用医療機器 63、角質除去具 64、 実用的な

幼児椅子のデザイン 65、組立て式棚 66等の形態を商品等表示として認めたもの

がある。もっとも、同種の商品に共通してその特有の機能及び効用を発揮する

ために必然的、不可避的に採用せざるをえない商品形態やありふれた商品形態

                                            
57 前掲脚注 43 眼鏡タイプのルーペ事件（知財高判平 24.12.26 判時 2178 号 99 頁）では、

「同号にいう「商品等表示」とは、「人の業務に係る氏名、商号、商標、標章、商品の容器若

しくは包装その他の商品又は営業を表示するもの」をいう。商品の形態は、商標等と異な

り、本来的には商品の出所を表示する目的を有するものではないが、商品の形態自体が特定

の出所を表示する二次的意味を有するに至る場合がある。そして、このように商品の形態自

体が特定の出所を表示する二次的意味を有し、不正競争防止法第 2 条第 1 項第 1 号にいう

「商品等表示」に該当するためには、①商品の形態が客観的に他の同種商品とは異なる顕著

な特徴を有しており（特別顕著性）、かつ、②その形態が特定の事業者によって長期間独占的

に使用され、又は極めて強力な宣伝広告や爆発的な販売実績等により（周知性）、需要者にお

いてその形態を有する商品が特定の事業者の出所を表示するものとして周知になっているこ

とを要すると解するのが相当である。」と判示された。もっとも、事案自体については商品等

表示への該当性は否定された。なお、別の眼鏡タイプのルーペ事件（知財高裁平 25.2.6 最高

裁 HP）でも、商品等表示への該当性は否定された。 
58 ナイロール眼鏡枠事件（東京地判昭 48.3.9 無体集 5 巻 1 号 42 頁）。 
59 プリーツ・プリーズ事件（東京地判平 11.6.29 判時 1693 号 139 頁）。 
60 iMac 事件（東京地決平 11.9.20 判時 1696 号 76 頁）。 
61 カルティエ事件（東京地判平 16.7.28 判時 1878 号 129 頁）、ロレックス事件（東京地判平

18.7.26 判夕 1241 号 306 頁）。 
62 連結ピン事件（大阪地判平 19.4.26 判時 2006 号 118 頁）。 
63 楽らく針事件（東京地判平 19.12.26 最高裁 HP）。 
64 角質除去具事件（知財高判平 23.3.24 最高裁 HP）。 
65 トリップトラップ（TRIPP TRAPP）事件（知財高判平 27.4.14 最高裁 HP）。なお、控訴

人製品が商品等表示に該当し、また周知性を獲得したことも認められたものの、「控訴人製品

の商品等表示に当たる、控訴人ら主張に係る控訴人製品の形態的特徴のうち特別顕著性が認

められる点と、被控訴人製品の形態との間に類似性を認めることはできないから、被控訴人

による被控訴人製品の製造、販売等の行為が、「混同を生じさせる行為」に該当する余地はな

い」と判示された。 
66 ユニットシェルフ事件（知財高判平 30.3.29 最高裁 HP）。 
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67には、商品等表示性は認められない 68。 

店舗外観（店舗の外装、店内構造及び内装）については、通常それ自体は営

業主体を識別させること（営業の出所の表示）を目的として選択されるもので

はないが、場合によっては営業主体の店舗イメージを具現することを一つの目

的として選択されることがある上、①店舗の外観が客観的に他の同種店舗の外

観とは異なる顕著な特徴を有しており、②当該外観が特定の事業者によって継

続的・独占的に使用された期間の長さや、当該外観を含む営業の態様等に関す

る宣伝の状況などに照らし、需要者において当該外観を有する店舗における営

業が特定の事業者の出所を表示するものとして広く認識されるに至ったと認め

られる場合には、店舗の外観全体が特定の営業主体を識別する（出所を表示す

る）営業表示性を獲得し、「商品等表示」に該当すると判示された例 69がある。 

 

 ２ 需要者の間に広く認識されている 

「需要者の間に広く認識されている」との要件は、旧法（第 1 条第 1 項第 1

号）の「本法施行ノ地域内ニ於テ広ク認識セラルル」との要件（周知性要件）

を判例の趣旨を踏まえ明確化したものである 70、71、72。 

                                            
67 「エジソンのお箸」事件（知財高判平 28.7.27 判時 2320 号 113 頁） 
68 ルービックキューブ事件（東京高判平 13.12.19 判時 1781 号 142 頁）。 
69 コメダ珈琲事件（東京地決平 28.12.19 最高裁 HP）。 
70 ニューアマモト事件（最決昭 34.5.20 刑集 13 巻 5 号 755 頁）。「本法施行ノ地域内ニ於テ広

ク認識セラルル」とは、本邦全般にわたり広く知られていることを要するという趣旨ではな

く、一地方において広く知られている場合をも含むとされた。 
71 勝烈庵事件（横浜地判昭 58.12.9 無体集 15 巻 3 号 802 頁）。原告の「営業表示は、横浜駅

ないし原告の本店所在地たる横浜市中区常盤町付近を中心としてその周辺地域において広く

認識されているものと認めることができる」とした事例。 
72 輸出行為について、アソニ・バンバルク事件（大阪地判昭 59.6.28 判タ 536 号 266 頁）で

は、旧法第 1 条第 1 項第 1 号がその対象とする行為に「輸出」を加えた（昭和 25 年改正）の

は、「本邦内で周知の他人の商品表示を使用することにより、外国で他人の商品との間に混同

行為が発生するのを輸出の段階で防止し、以て国内企業者間の輸出に関連した不正競業を阻

止しようとするものである」と判示した。 
商品等表示は周知の範囲で冒用されることにより混同が生ずるのであり、外国で混同が生ず

るためには外国で周知でなければならない。本件でも、裁判所は、具体的には、中近東諸国

において原告商品と被告商品について「誤認混同のおそれのあること」を認定しているが、

その前提として「原告商品の輸出量の多さと輸出期間の長さに照らすと……（筆者注：原告

の表示は）中近東諸国においても相当有名であること」を認定している。その際、さらに、

「本法施行ノ地域内ニ於テ」の文言を満たすため、原告の表示が「わが国の化学繊維の取引
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周知性要件については、そもそも、混同を判断する場合の一つの要素とされ

るべきであり、独立の要件とすることは適切でないとの指摘もされていた 73。

しかし、本規定は登録されていない標章などの商品等表示を保護するものであ

るから、保護に値する一定の事実状態を形成している場合にはじめて保護の対

象とすることが適切であり、かかる観点から周知性要件を存続させている。周

                                            
者の間では原告らの輸出用の商品……を表す表示として広く認識されていたこと」をも認定

している。 
このように、判例は、立法趣旨と法文の乖離を埋めるための運用を行ってきていたが、平成

5 年改正時に、「本法施行ノ地域内ニ於テ」の要件を削除したことにより、このような運用が

是正されることになり、海外において混同が生じている事例については、輸出行為に限り国

内における周知の立証は不要となった。SPARK-S 事件（大阪地判平 12.8.29 最高裁 HP）で

はサウジアラビア王国等の中近東地域での周知性を認め、サウジアラビア王国での混同の事

実を認めている。 
なお、本号は日本国内の行為に限って適用されることから、輸出行為が日本国内で行われた

場合のみ本法の適用がある。 
73 周知性要件については、 

① 周知性獲得以前のフリーライド行為に対応できない 
② 混同を判断する場合の一つの要素とされるべきであり、独立の要件とすることは適

当でない 
③ パリ条約に違反する疑いがある 
等の理由から、削除すべきであるとの指摘がある（紋谷暢男「商号の保護」民事研修 2
69 号 16 頁、土肥一史「不正競争防止法における周知性」ジュリスト 1005 号 27 頁、

日本弁護士連合会「不正競争防止法改正要綱」）。 
これらの指摘については、 

① 本号は、登録を要件とすることなく表示を保護するものであるから、法的保護に値

する一定の事実状態すなわち周知性が形成されたと認められる場合にのみ、保護するこ

とが適切である、つまり、周知性獲得以前のものは保護すべき事実状態を形成していな

い 
② 周知性の要件を削除しても、「保護に値する事実状態を形成しているか否か」という

点について、「混同のおそれ」の有無で判断されることとなり、いたずらに「混同のお

それ」の要件が複雑化することにならないかとの疑問が残るので、むしろ保護に値する

事実状態を形成しているか否かを判断する重要な要件として周知性を明言した方が分か

りやすい 
③ パリ条約が「混同を生じさせるようなすべての行為」を禁止すると規定していたと

しても、どの程度の混同のおそれがあれば保護すべき「混同を生じさせるような行為」

といえるのかについては規定されておらず、結局のところ、その判断を周知性の有無に

委ねたにすぎないと解されるため、やはり条約違反の問題は生じない 
と考えられるため、平成 5 年改正時には、周知性の要件を存続させることとした。 
なお、実務的には、例えば、A、B の 2 社が同一地域で、同一又は類似の表示を使用して混

同のおそれがあるとされる場合において、互いに相手が混同を引き起こしていると主張して

いるとき、周知性を立証することができた方が差止めに成功し得ることから周知性要件の必

要性を指摘する見解がある。 
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知性の判断は、商品・役務の性質・種類、取引態様、需要者層、宣伝活動、表

示の内容等の諸般の事情から総合的に判断されるものである。 

認識されている程度が全国的であることを要するか、全国的に認識されてい

なくても一地方でよいかについては、一地方であっても保護すべき一定の事実

状態が形成されていればその限りにおいて保護されるべきと解されている 74、

75。 

なお、「需要者」とは、具体的には、その商品等の取引の相手方を指すもので

あって、最終需要者に至るまでの各段階の取引業者もこれに含まれる。したが

って、特定の需要者層において広く認識されている商品等表示にも周知性が認

められる場合もある 76。 

 
 ３ 同一若しくは類似の商品等表示 

本号は、需要者の間に広く認識されているものと同一又は類似の商品等表示

を対象としている。 

本号における「類似」性について、判例は、取引の実情のもとにおいて、取

引者又は需要者が、両表示の外観、称呼又は観念に基づく印象、記憶、連想等

から両者を全体的に類似のものと受け取るおそれがあるか否かを基準に判断す

るのが相当であるとしている 77、78。 

                                            
74 前掲脚注 70 ニューアマモト事件、本家田邊屋事件（大阪高判昭 38.8.27 下民集 14 巻 8 号

1610 頁）。 
75 水際差止制度における周知性の程度（全国的な周知性を要すること）については、後述

［参考］：不正競争防止法違反物品の水際差止制度の概要（315 頁）を参照されたい。 
76 コンピューターランド事件（札幌地判昭 59.3.28 判タ 536 号 284 頁）では、パソコンメー

カーや販売者、パソコン購入顧客者層を対象に周知性を認めた。ヒュンメル事件（大阪地判

平 20.1.24 最高裁 HP）では、サッカーシューズ等の需要者の間での独自の周知性の獲得を認

定しつつも、被告商品（スニーカー）の需要者である一般消費者の間で広く認識されていな

いとして、周知性を否定した。 
77 日本ウーマン・パワー株式会社事件（最判昭 58.10.7 民集 37 巻 8 号 1082 頁）、前掲脚注 4

5 フットボール・シンボルマーク事件等。 
78 また、本号の類似性の判断にあたって、商品等表示の自他識別機能又は出所表示機能が生

ずる特徴的な部分を抽出した上で、特徴的な部分を中心に商品の特性や需要者等全体的に比

較対照した裁判例（マイクロダイエット事件（東京高判平 15.9.25 最高裁 HP）では、「マイ

クロダイエット」という商品においては、「マイクロ」の称呼が自他商品識別力の中心となる

部分であるとして「マイクロシルエット」との類似性を認めた）がある。 
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また、類似性の判断は、商品を同時に並べて注意深く比較したときに（対比

的観察）、差異点が発見される場合であっても、全体的な印象に顕著な差異がな

く、時と場所を異にして観察するときには（隔離的観察）、その商品等表示によ

り一般需要者が誤認混同するおそれが認められる場合には、類似性が認められ

るとされている 79。 

 

 ４ 使  用 

「使用」とは、他人の商品等表示を商品又は営業に用いることを指すもので

ある。他人の商品等表示の「使用」は、商品自体に用いることに加え、商品の

容器や包装、広告に用いる場合などを含むが、他人の商品等表示を自他識別機

能又は出所識別機能を果たす態様で使用していない場合には、商品等表示の「使

用」には該当しない 80。 

                                            
商品の形態そのものには商品等表示性を否定した前掲脚注 68 ルービックキューブ事件で

は、類否の判断にあたっては、それ単独では商品等表示性が認められない商品形態を除外し

た具体的構成態様を要部として検討する必要があるというべきであるとして、商品の全体を

比較して商品等表示の類似性を否定した。 
79 バイタリス事件（大阪高判昭 43.12.13 判時 564 号 85 頁）、フクロウ図形事件（大阪高決昭

48.5.17 無体集 5 巻 1 号 107 頁）、ジーンズ刺繍事件控訴審（東京高判平 13.12.26 判時 1788
号 103 頁）、Asahi ロゴ事件（東京高判平 8.1.25 知裁集 28 巻 1 号 1 頁）など。 
80 ベレッタ銃事件（東京地判平 12.6.29 判時 1728 号 101 頁）では、モデルガンについて、

模型の形状や模型に付された表示が本物のそれと同一であったとしても、模型の当該形状や

表示は、模型としての性質上必然的に備えるべきものであって、自他商品識別機能や出所表

示機能を果たす態様で用いられているものではないから、他人の商品等表示の使用には該当

しないとした。 
また、香りのタイプ事件（東京高判昭 56.2.25 無体集 13 巻 1 号 134 頁）では、香水の広告

に、有名ブランドの香水と似たタイプの香水である旨表示することが商品等表示としての使

用とはいえないとした（もっとも、シャネル香水事件（東京地判平 5.3.24 判時 1457 号 137
頁）では、有名ブランドの香水と似たタイプの香水である旨表示が商標権侵害になってい

る）。また、うるおいウォーター事件（東京地判平 16.5.31 最高裁 HP）では、化粧水のラベ

ルに表示された商品の成分の記載は、商品の品質、内容を示す表示であって、商品の出所を

示す表示であるとは認識されないとして商品等表示としての使用を否定した。 
さらに、朝バナナ事件（東京地判平 21.11.12 最高裁 HP）では、自己の商品表示中に、他人

の商品等表示が含まれていたとしても、その表示の態様からみて、専ら、商品の内容・特徴

等を叙述、表現するために用いられたにすぎない場合には、他人の商品等表示と同一又は類

似のものを使用したと評価することはできないとして、原告の標章（朝バナナ）を被告書籍

に用いたことについて、商品等表示の使用を否定した。 
「石けん百貨」事件（大阪高判平 29.4.20 最高裁 HP）では、インターネット上の検索連動

型広告において、そのハイパーリンク先の商品等の一覧表示の画面に原告の商品が陳列表示
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５ 譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入

し、若しくは電気通信回線を通じて提供して 81 

「譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入」

する行為とは、占有、所有権の移動の別、取引の準備行為や取引相手の所在に

関わらず商品を取引に置く一切の行為をいう。 

具体的には、「譲渡」とは、当該商品の所有権を他人に移転する行為をいい、

その有償、無償を問わない。また、「引き渡し」とは、所有権の移転を伴わず、

商品の現実的支配（占有）を移転する行為をいい、その有償、無償を問わない。

次に、「展示」は、譲渡若しくは引き渡しのための展示に限定されている。さら

に、「輸出」は国内において生産された商品を国外市場に搬出する行為、「輸入」

は外国において生産された商品を国内市場に搬入する行為をいう。 

 

また、平成 15 年改正により、新たに「電気通信回線を通じて提供」する行為

が加わった。それまでは、他人の表示を不正に付した（組み込んだ）プログラ

ムをネットワークを通じて販売する行為が、「譲渡」「引渡し」に該当するのか

規定上明確ではなかった。このため、平成 14 年商標法改正と同様に解される

表示に関する「不正競争」行為 82については、対象となる行為に「電気通信回

線を通じて提供」する行為を加えることにより、プログラムのネットワークを

通じた提供にも不正競争防止法の保護が確実に及ぶことを明確にした。 

なお、「電気通信回線」は、インターネットや企業内 LAN などの情報通信網

を意味し、有線であるか無線であるかを問わない。また、光ファイバーによる

                                            
されたとしても、そのことをもって直ちにインターネットショッピングモール運営者が原告

の標章を付したということはできないこと等を理由に、商品等表示として使用されていると

は認められないと判示した。 
81 平成 5 年改正前の「拡布」とは、商品を取引に置く一切の行為をいう（したがって、「販

売」「輸出」も「拡布」に含まれるが、「販売」に関しては立法当時から、「輸出」に関しては

昭和 25 年改正時に書き分けられた経緯がある）。もっとも、「拡布」の用語は、国民にとって

必ずしもなじみのある語ではないので、平成 5 年改正法において、「販売、拡布、輸出」を商

標法第 2 条第 3 項第 2 号にならい、「譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示

し、輸出し、若しくは輸入し」と書き直したものである。 
82 不正競争防止法第 2 条第 1 項第 1 号・第 2 号・第 11 号・第 12 号・第 14 号・第 16 号、第

16 条、第 17 条、第 19 条。 



 
 

第２部 逐条解説 
Chapter ３ 不正競争（第２条関係） 

第２節  混同惹起行為 
第 2 条第 1 項第 1 号関係 

 

 
69 

通信網も含まれる。ただし、「回線」については、両方向からの通信を伝送する

ための無線又は有線と解されており、一方向にしか情報を送信できない放送網

は「電気通信回線」には含まれない。 

 

６ 混同を生じさせる 

混同は、現に発生している必要はなく、混同が生ずるおそれがあれば足りる

と解されている。「混同を生じさせる行為」には、被冒用者と冒用者との間に競

業関係が存在することを前提に直接の営業主体の混同を生じさせる「狭義の混

同惹起行為」83のみならず、緊密な営業上の関係や同一の表示を利用した事業

を営むグループに属する関係があると誤信させるような「広義の混同惹起行為」

をも包含するものと解されている 84。 

混同の判断は、表示の使用方法、態様等の諸般の事情をもとに、一般人を基

準として判断すべきであるとされている 85。 

                                            
83 永大産業事件（東京地判昭 40.12.21 不競集〔古関〕826 頁）では、「不正競争防止法が不

正競争の要件の一として営業上の施設又は活動の混同を挙げているのは混同の対象となる営

業が競業関係にあることを前提としていることはいうまでもない」とされた。 
84 スナックシャネル事件（最判平 10.9.10 判時 1655 号 160 頁）では、「広義の混同惹起行

為」とは、「他人の周知の営業表示と同一又は類似のものを使用する者が自己と右他人とを同

一営業主体として誤信させる行為のみならず、両者間にいわゆる親会社、子会社の関係や系

列関係などの緊密な営業上の関係又は同一の表示の商品化事業を営むグループに属する関係

が存すると誤信させる行為」とされた。また、当該判例は、不正競争防止法の平成 5 年改正

によって第 2 条第 1 項第 2 号に混同を要件としない著名表示の保護が規定された後も、同項

第 1 号の周知表示の保護においては、従来どおり「混同」とは広義の混同を含むものである

ことを確認した点にも意義を有する。 
85 ヤンマー・ラーメン事件（大阪高判昭 47.2.29 無体集 4 巻 1 号 66 頁）、西日本ディズニー

事件（福岡地判平 2.4.2 判時 1389 号 132 頁）など。オービックス事件（知財高判平 19.11.28
最高裁 HP）では、混同を生じさせる行為の判断に当たっては、一般取引者及び需要者一般の

心理に基準を置き、日常一般に払われる注意力の下で混同のおそれがあるか否かが問われる

ものと解すべきであるとしている。 
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第３節 著名表示冒用行為 

第 2 条第 1 項第 2 号関係 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

二 自己の商品等表示として他人の著名な商品等表示と同一若しくは類

似のものを使用し、又はその商品等表示を使用した商品を譲渡し、引

き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若し

くは電気通信回線を通じて提供する行為 

 
１ 趣  旨 

 
本号は、他人の著名な商品等表示の冒用行為を「不正競争」の一類型として

定めた規定である。 

第 2 条第 1 項第 1 号の他人の周知な商品等表示の冒用に対する規制は、「混

同」を要件としている。「混同」の概念は、基本的には、被冒用者と冒用者との

間に競業関係が存在することが前提とされている 86。これを狭義の混同という

（前述第２節６（68 頁）参照）。 

しかし、現代における経営の多角化、企業の系列化・グループ化等の傾向に

伴い、被冒用者と冒用者との間に直接の競業関係がなくても、両者間に取引上、

経済上又は組織上何らかの関係があるのではないかとの誤信が生ずる場合があ

り、判例もこのような場合にも混同を認めていた 87、88、89。これを狭義の混同

                                            
86 前掲脚注 83 永大産業事件。 
87 三菱建設事件（大阪高判昭 39.1.30 下民集 15 巻 1 号 105 頁）では、三菱建設株式会社の商

号と三菱マーク類似のサービスマークの使用が、世人に対し、「いわゆる三菱系諸会社の一員

であるかのごとく誤信させる」として混同のおそれを認めた。 
88 前掲脚注 77 日本ウーマン・パワー株式会社事件では、混同を生ぜしめる行為は、「他人の

周知の営業表示と同一又は類似のものを使用する者が、自己と右他人とを同一営業主体と誤

信させる行為のみならず、両者間にいわゆる親会社、子会社の関係や系列関係などの緊密な

営業上の関係が存するものと誤信させる行為をも包含する」と判示した。 
89 前掲脚注 45 フットボール・シンボルマーク事件では、混同を生ぜしめる行為には、「周知
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と区別して広義の混同という（前述第２節６（68 頁）参照）。 

さらに、現代の情報化社会において、様々なメディアを通じ商品表示や営業

表示が広められ、そのブランド・イメージが極めてよく知られるものとなると、

それが持つ独自のブランド・イメージが顧客吸引力を有し、個別の商品や営業

を超えた独自の財産的価値を持つに至る場合がある。このような著名表示を冒

用する行為が行われると、たとえ混同が生じない場合であっても、冒用者は自

らが本来行うべき営業上の努力を払うことなく著名表示の有している顧客吸引

力に「ただのり（フリーライド）」することができる一方で、永年の営業上の努

力により高い信用・名声・評判を有するに至った著名表示とそれを本来使用し

てきた者との結びつきが薄められる（希釈化、ダイリューション）ことになる。 

平成 5 年改正前の判例は、現実には混同が生じているかどうかは疑わしいの

ではないかと考えられる事案についても、表示が著名である場合には、混同を

認定することで事実上、著名表示の保護を図っていた 90。 

かかる旧法下の判例の結論は、具体的事案の解決としては妥当なものと評価

されていたが、混同を認定した点については解釈論の限界を超えているのでは

ないかとの指摘がなされていた。 

このような著名表示の冒用事例においては、高い信用・名声・評判を有する

著名表示の財産的価値が侵害されていることそれ自体が問題であって、「混同」

が生じているか否かは必ずしも重要ではないと考えられることから、平成 5 年

改正時に、他人の著名な商品等表示の冒用行為について、混同を要件とするこ

                                            
の他人の商品表示又は営業表示と同一又は類似のものを使用する者が、自己と右他人とを同

一の商品主体又は営業主体と誤信させる行為のみならず、自己と右他人との間に同一の商品

化事業を営むグループに属する関係が存するものと誤信させる行為をも包含し、混同を生ぜ

しめる行為というためには両者間に競争関係があることを要しない」と判示した。 
90 ラブホテルシャネル事件（神戸地判昭 62.3.25 無体集 19 巻 1 号 72 頁）では、「シャネルグ

ループは、現在までのところこれ以外の分野に進出したことはなく、目下ホテルの経営に乗

り出す計画もないというのであるから、原告と被告とはその業種を全く異にし、当面競業関

係に立つことはないものと認められる。しかしながら、原告の属するファッション関連業界

においても経営が多角化する傾向にあり、著名なデザイナーの名を冠したいわゆるブランド

商品が多数出回っている現状に思いを致すとき、少なくとも一般消費者において本件ホテル

が原告らシャネルグループと業務上、経済上又は組織上何らかの連携関係のある企業の経営

に係るものと誤認する虞を否定することはでき」ないとして混同を認定した。 
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となく不正競争と位置付ける本号の規定が新設された。 

 

２ 要  件 

 

１ 自己の商品等表示として 

本号の対象となるのは、著名な商品等表示を「自己の商品等表示として」使

用した場合に限られる 91。したがって、類似表示が物理的に付されていて

も、出所を識別する機能を果たしていない場合には、商品等表示としての使用

に該当しない。なお、「商品等表示」の意味は、第 2 条第 1 項第 1 号と同様で

ある。 

 
 ２ 著  名 92 

第 2 条第 1 項第 1 号の混同惹起行為では、周知な表示を使用して、混同を

生じさせることを不正競争としているが、ここでいう「周知」は、全国的に知

られている必要はなく、一地方において広く知られていれば足りると解されて

いる。 

これに対して、本号は、混同を要件とすることなく不正競争とするものであ

るから、対象となる表示は単に広く認識されている以上のものとすべきであ

                                            
91 食べログ事件（札幌地判平 26.9.4 最高裁 HP）では、飲食店（本件店舗）を経営する原告

が、インターネット上に公開されている「食べログ」と称するウェブサイト（本件サイト）

を運営管理している被告に対し、本件サイト内のウェブページ（本件ページ）に本件店舗に

関する情報（店舗の名称を含む。）を掲載していることが第 2 条第 1 項第 2 号の不正競争行為

に該当すると主張した事案において、「被告が本件サイト内に本件ページを掲載して一般に公

開することにより行っている本件名称を表示する行為は、ユーザー会員が本件店舗の評価等

に関する口コミを投稿し、一般消費者が本件サイトを利用するに当たって、本件店舗を本件

サイト内において特定したり、本件ページのガイドや口コミが本件店舗に関するものである

ことを示したりするために用いているもので、本件サイトの内容の一部を構成するにすぎな

いものといえる」から、被告が自己の商品等表示として原告の商品等表示と同一・類似のも

のを使用していると認めることはできないとされた。 
92 本号の趣旨からも明らかなように、著名表示を冒用する行為が、著名表示の顧客吸引力に

「ただのり（フリーライド）」し、著名表示とそれを本来使用してきた者との結びつきが薄め

られたり（希釈化、ダイリューション）、著名表示のブランド・イメージが汚染（ポリューシ

ョン、ターニッシュメント）されるものと評価される場合にはじめて本号の対象となる。 
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り、その趣旨を明らかにする必要がある。そのようなものとして、本規定では

「著名」の語を使用している。 

具体的にどの程度知られていれば「著名」といえるかについては、個別具体

の事例に応じて判断される問題であるが、著名表示の保護が広義の混同さえ認

められない全く無関係な分野にまで及ぶものであることから、通常の経済活動

において、相当の注意を払うことによりその表示の使用を避けることができる

程度にその表示が知られていることが必要であり、具体的には全国的に知られ

ているようなものを想定している 93、94。なお、商品の形態についは、商品等

表示としての著名性を認めることは一般には困難であるとされている 95。 

 

 ３ 同一若しくは類似の表示 

著名な商品等表示と同一の表示のみならず、類似の表示すなわち著名な表示

が容易に想起される表示についても、その使用により同一の表示の冒用と同様

                                            
93 商標法第 4 条第 1 項第 8 号の「著名」に関する判例として、「商標法 4 条第 1 項第 8 号に

より、他人の商標登録を阻止すべき『略称』の著名性とは、……一地方のものでは足らず、

全国的なものでなければならない」とした月の友の会事件（東京高判昭 56.11.5 無体集 13 巻

2 号 793 頁。なお、上告審は最判昭 57.11.12 民集 36 巻 11 号 2233 頁）や、「同号が略称につ

いて規定する著名性とは、略称について、使用する者が恣意的に選択する余地のない氏名と

同様に保護するための要件であるから、それが認められるためには、当該略称が、我が国に

おいて、特定の限られた分野に属する取引者、需要者にとどまらず、その略称が特定人を表

示するものとして、世間一般に広く知られていることが必要であるというべきである」とし

たセシルマクビー事件（東京高判平 16.8.9 判時 1875 号 130 頁）がある。 
94 著名な商品表示であるとして本号の該当性が認められた判例としては、セイロガン糖衣Ａ

事件（大阪地判平 11.3.11 判タ 1023 号 257 頁。なお、同事件では、「セイロガン糖衣 A」と

いう商品表示が、原告商品を識別する周知著名な商品表示になっており、普通名称を普通に

使用する方法で使用したものでないとされたが、正露丸に係る別の表示に関する訴訟（「正露

丸」という表示について普通名称とした事件）については、前掲脚注 51 参照。）、アリナビッ

グ事件（表示は「アリナミンＡ25」）（大阪地判平 11.9.16 判タ 1044 号 246 頁）、ルイ・ヴィ

トン事件（ルイ・ヴィトンのモノグラム表示に著名性を認めた例。東京地判平 30.3.26 最高裁

HP）等がある。この他に著名性が認められた商品等表示としては、「MOSCHINO」、「JACC
S」、「虎屋」、「J-PHONE」、「青山学院」、「ELLE」、「菊正宗」、「Budweiser」、「マクセル」

等がある。 
95 前掲脚注 80 ベレッタ銃事件では、商品の形態が、自他商品の識別機能を有するに至って商

品等表示と認められる場合であっても、商品の形態は具体的な商品の形態として需要者に記

憶されるものであるから、右形態が当該商品の分野を超えて他の種類の商品の分野にまで出

所表示機能を獲得することは、一般的には困難であり、ましてや、商品の形態が、特定の種

類の商品の分野を超えて、著名な商品表示となることは、ほとんど想定できないところであ

るとして著名性を否定した。 
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の効果が生ずることから、類似の表示も対象としている 96。 

  

                                            
96 第 2 号の類似判断に関する最高裁判例はないものの、裁判例としては、前掲脚注 51 のとお

り、「正露丸」に関する事件において、「特定の商品表示が法 2 条 1 項 1 号又は 2 号にいう他

人の商品表示と類似のものか否かを判断するに当たっては、取引の実情の下において、取引

者、需要者が、両者の外観、称呼、又は観念に基づく印象、記憶、連想等から両者を全体的

に類似のものとして受け取るおそれがあるか否かを基準として判断するのが相当である」と

判示したものがある（大阪地判平 24.9.20 判タ 1394 号 330 頁。大阪高判平 25.9.26 最高裁 H
P。その後、上告不受理で確定）。 
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第４節  他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為 

第 2 条第 1 項第 3 号関係 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

三 他人の商品の形態（当該商品の機能を確保するために不可欠な形態を

除く。）を模倣した商品を譲渡し、貸し渡し、譲渡若しくは貸渡しのた

めに展示し、輸出し、又は輸入する行為 

 

１ 趣  旨 

 

本号は、他人の商品の形態を模倣した商品の譲渡等の行為を「不正競争」の

一類型として定めた規定である。 

商品ライフサイクルの短縮化、流通機構の発達、複写・複製技術の発展を背

景として、他人が市場において商品化するために資金・労力を投下した成果の

模倣が極めて容易に行い得る事態が生じている。このような模倣品・海賊版を

放置すると、模倣者は商品化のためのコストやリスクを大幅に軽減することが

できる一方で、先行者の市場先行のメリットは著しく減少し、模倣者と先行者

との間に競争上著しい不公正が生じ、個性的な商品開発、市場開拓への意欲が

阻害されることになり、公正な競業秩序を崩壊させることにもなりかねない。 

 こうした点を踏まえれば、個別の知的財産権の有無にかかわらず、他人が商

品化のために資金・労力を投下した成果を、他に選択肢があるにもかかわらず

ことさら完全に模倣して、何らの改変を加えることなく自らの商品として市場

に提供し、その他人と競争する行為は、競争上、不正な行為として位置づけら

れる必要があった 97。 

                                            
97 裁判例でも「不正競争防止法が形態模倣を不正競争であるとした趣旨は、商品開発者が商

品化に当たって資金又は労力を投下した成果が模倣されたならば、商品開発者の市場先行の

利益は著しく減少し、一方、模倣者は、開発、商品化に伴う危険負担を大幅に軽減して市場

に参入でき、これを放置すれば、商品開発、市場開拓の意欲が阻害されることから、先行開
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このような観点から、平成 5 年改正時に、他人の商品の形態 98を模倣した

商品を譲渡等する行為を不正競争と位置付ける本号の規定が新設された。 

 なお、平成 5 年改正前においても、他人の商品の形態を模倣した商品を譲

渡等する行為は、当該商品の形態が意匠法や著作権法の創作性の要件を満たす

場合には、それぞれの法律の対象とされ、また、商品表示性を獲得した場合に

は、本法の対象とされていた。しかし、逆に、上記のいずれにも該当しない場

合には、他人の商品の形態をいかに完全に模倣しても被害者が差止めを求める

                                            
発者の商品の創作性や権利登録の有無を問うことなく、簡易迅速な保護手段を先行開発者に

付与することにより、事業者間の公正な商品開発競争を促進し、もって、同法 1 条の目的で

ある、国民経済の健全な発展を図ろうとしたところにあると認められる。」とされている（知

財高判平 28.11.30 判時 2338 号 96 頁スティック加湿器事件）。 
98 データベースのいわゆるデッドコピーについては、平成 4 年産業構造審議会知的財産政策

部会中間答申「不正競争防止法の見直しの方向」において「データベースの模倣行為の規制

のあり方については、情報処理技術の進展、諸外国における規制の方向について見極めつ

つ、今後更に検討していくことが必要である」とされた。 
さらに平成 17 年産業構造審議会知的財産政策部会報告書「不正競争防止法の見直しの方向

性について」において「不正競争防止法による保護については、様々な意見と制約」があ

り、「データベースの保護の仕組みとして、従来からの EU 及び韓国の保護制度との整合性

や、米国の立法動向の観点に加え、量的概念を取り入れることや、派生的行為の補足の観

点、現行の著作権法にはない『利用権』の創設の可能性なども踏まえつつ、今回の不正競争

防止法改正では対応できなかった要請に対応できる法的枠組みも含め、検討を行うことが適

切であると考えられる」とされたため、データベースのいわゆるデッドコピーに関する規定

は設けられていない。 
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ことができず、模倣商品に対し効果的な対応が図れない状況にあった 99、100。 

また、諸外国においては、商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為は、

                                            
99 平成 5 年改正前の状況は、以下のとおりである。 
○意匠法商品の形態が、意匠の定義（「物品の形状、模様若しくは色彩又はこれらの結合であ

って、視覚を通じて美感を起こさせるもの」であること）に合致し、かつ意匠の登録要件

（工業上の利用可能性、新規性及び創作性を有すること）を満たせば、意匠権の登録後に、

意匠権侵害行為に対して差止請求、損害賠償請求等が認められる。 
○著作権法商品の形態が、著作権法の「美術の著作物」に該当する場合には、著作権法の保

護が認められる。しかし判例によれば、量産される実用品の場合には、純粋美術と同視し得

るような高度の芸術性を有する場合に限って「美術の著作物」に該当するとされる。 
著作権法上の保護を認めた事例としては、仏壇彫刻事件（神戸地姫路支判昭 54.7.9 無体集

11 巻 2 号 371 頁）、アメリカＴシャツ事件（東京地判昭 56.4.20 無体集 13 巻 1 号 432 頁）

等があり、他方、著作権法上の保護を否定した事例としては、木目化粧紙事件（東京高判平

3.12.17 知裁集 23 巻 3 号 808 頁）等がある（なお、平成 5 年後の裁判例であるが、前掲脚

注 65 トリップトラップ事件においても、幼児椅子について「美術の著作物」に該当すると

された。もっとも、著作物性が認められる部分と類似しているとはいえないとされた）。 
○旧法第 1 条第 1 項第 1 号は、他人の氏名、商号、商標等他人の商品たることを示す表示

（商品表示）が広く認識されている場合に、その商品表示と同一又は類似の商品表示を使用

し、その他人の商品表示と混同を生じさせる行為に対し、差止請求及び損害賠償請求等を認

めている。 
商品の形態は、本来その商品の実用的機能の発揮、美的効果の見地から選択されるもので

あり、商品の識別機能を持つものではないが、形態がその独自性、長期間の継続的な使用あ

るいは集中的な宣伝効果等によって商品識別機能を獲得した場合には、商品表示としても機

能することになる。したがって、商品の形態も商品表示と認められる場合には、一定の要件

（商品表示が広く認識されており、混同を惹起すること）のもとに、差止請求及び損害賠償

請求等が認められている。実際に同号のもとで商品の形態にも商品表示性が認められた事例

としては、前掲脚注 58 ナイロール眼鏡枠事件、キーホルダー事件（東京地判平 2.8.31 特許

と企業 262 号 35 頁、東京高判平 3.11.28 特許と企業 278 号 47 頁）のほか多数が挙げられ

る。 
○民法第 709 条は「故意又ハ過失ニ因リテ他人ノ権利ヲ侵害シタル者ハコレニ因リテ生シタ

ル損害ヲ賠償スル責ニ任ス」（平成 16 年改正前）と規定しており、商品の形態を模倣した商

品を譲渡等する行為がこの要件を満たす場合には不法行為が成立する。 
ただし、不法行為が成立しても、損害賠償請求が認められるのみで、差止請求は認められ

ない。裁判例（前掲脚注 99 木目化粧紙事件）では、木目化粧紙の原画を製作し、これを原

版として印刷した家具用化粧紙を販売していた原告が、同製品を写真撮影し、製版・印刷し

て家具用化粧紙として販売した被告に対し、差止め・損害賠償を求めた事例において、「被

告製品の模様は、色調の微妙な差異を除けば、原告製品の模様と寸分違わぬ、完全な模倣

（いわゆるデッドコピイ）であることが明らかである」として、民法第 709 条の不法行為に

基づく損害賠償請求を認めたが、差止請求については、「特別にこれを認める法律上の規定

を有しない限り」許されないとしている。 
100 裁判において本号が活用された事例としては、前掲脚注 23 たまごっち事件、網焼きプレ

ート事件（大阪地判平 10.9.17 判タ 1021 号 258 頁）、前掲脚注 16 タオルセット事件、前掲脚

注 23 腕時計事件、前掲脚注 10 小型ショルダーバッグ（甲）事件、前掲脚注 23 小型ショルダ

ーバック（乙）事件等がある。 
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自由競争のもとで本来許されている他人の成果の利用の範囲を逸脱する違法な

行為であると観念されていた 101。 

 
２ 要  件 

 

１ 「商品の形態」「模倣する」 

「商品の形態」「模倣する」に関しては、平成 17 年改正により、規定を明確

化するために定義規定が設けられたので（「商品の形態」につき第 2 条第 4

項、「模倣する」につき第 2 条第 5 項）、該当部分を参照されたい。 

 

 ２ 「商品の機能を確保するために不可欠な形態」 

                                            
101 諸外国の状況は、以下のとおりである。 
① ドイツ 
ドイツ不正競争防止法は第 1 条に「業務上の取引において競争の目的をもって善良の風俗に

反する行為をなす者に対しては、差止め及び損害賠償を請求することができる」との一般条

項を有しており、同条項に基づき、判例法上「他人の成果の利用」の法理が確立しており、

デッドコピーを規制している。 
なお、「他人の成果の利用」の法理は、さらに以下の二つに分かれるとされる。 

a. 隷属的模倣  他人の成果を手本として用い、自ら創作をなす行為であり、こ

の場合は模倣自由の原則が妥当するが、特段の事情がある場合は違法とされる。違

法性は、創作物の価値（競業上の特異性と市場における占有状態）と、模倣者側の

特段の事情（出所混同の防止措置の懈怠、不正入手、信頼破壊、計画的妨害等）を

考慮して判断される。 
b. 直接的利用  労力とコストをかけて獲得された他人の成果を、機械的な複製

方法で自らのコストを省きつつ、又は自らの改良を加えずに、自らの成果として利

用する行為は、違法とされる。 
② スイス   
昭和 61（1986）年の不正競争防止法全面改正の際に、ドイツの直接的利用の法理を実定法

化し、デッドコピーを規制している。 
 スイス不正競争防止法第 5 条 c 項において、「不正行為を行う者」として「市場性の熟した

他人の作業の成果を自ら固有の相当な費用を費やすことなく技術的な複製手段を通じてその

まま引き写し、利用する者」と規定されている。 
③ 米国 
コモンロー上、ミスアプロプリエーション（不正使用）の法理があるとされる。右法理の成

立のためには、一般的には、a.原告が当該物の制作に多大の時間・努力・資金を費やしたこ

と、b.被告がその物をほとんどあるいは全く無償で利用したため、被告の行為が「種まかざる

場所から刈り取る」ものと性格づけられること、c.原告が被告の行為により損害を被っている

こと、が要件とされる。 
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商品の形態のうち、「商品の機能を確保するために不可欠な形態」について

は、その形態をとらない限り、商品として成立しえず、市場に参入することが

できないものであり、特定の者の独占的利用に適さないものであって、その模

倣は競争上不正とはいえないため、「商品の形態」から除外することとした。 

 これは、平成 17 年改正前において、「当該他人の商品と同種の商品（同種の

商品がない場合にあっては、当該他人の商品とその機能及び効用が同一又は類

似の商品）が通常有する形態を除く」との規定であったが、その意義が不明確

であるとの指摘がなされていたことから、判例の蓄積等を踏まえて、平成 17

年に改正されたものである。 

 したがって、平成 17 年改正前に、「商品の形態」から除外されていた形態に

ついては、改正後も除外されることになる。具体例としては次のようなものが

想定できる。 

① 端末機とプリンター等の間の接続用コードのプラグは、本体側の端子と

かみあうようになっており、そのかみあう部分の形態は、プラグの商品の

機能を確保するために不可欠な形態であり、この部分を模倣しても「不正

競争」には当たらない。 

② コップの形態として、中に液体を入れるためには側面と底面を有してい

るのは商品の機能を確保するために不可欠な形態である。しかし、コップ

の縁の形状や側面の模様が特徴的であるような場合、このような特徴的な

部分まで模倣することは「不正競争」に該当する。 
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３ ｢貸し渡し｣｢貸渡しのために展示し｣ 

本号では、意匠法等にならい、「貸し渡し」「貸渡しのために展示し」を対象

となる行為としている。「貸し渡し」とは、単なる占有の移転ではなく、賃借

権などの権利を設定した上での占有の移転をいう。これは、他人の商品形態を

模倣した商品の提供行為の規制が事業者の営業上の利益を保護するものである

ことによるものである。 

 これに対して、混同惹起行為の規制は一般公衆の混同を防ぐ趣旨をも含むも

のであるから、物の現実的な支配の移転である「引き渡し」又は「引渡しのた

めに展示し」の段階で差止めを認めることとしたものである。 

 

 ４ 模倣行為自体を「不正競争」としない理由 

模倣行為自体を規制対象とすると試験研究のための模倣行為まで規制対象と

されるなど規制が過度になり、妥当ではない。このため、本号では、模倣行為

自体を「不正競争」とはせず、模倣した商品を譲渡等する行為のみを「不正競

争」とすることとしている。 

 

 ５ 請求権者 

本号の請求主体は、原則として、形態模倣の対象とされた商品を自ら開発・

商品化して市場に置いた先行開発者である 102。したがって、販売権者は原則

として含まれないが、独占的販売権者については保護の主体とされた事例があ

る 103。  

                                            
102 エルメス・バーキン事件（東京地判平 13.8.31 判時 1760 号 138 頁）では、有名ブランド

の商品を模倣した商品を販売する原告について請求主体性が否定された。また、猫の手シミ

ュレーションゲーム事件（東京地判平 12.7.12 判時 1718 号 127 頁）では、共同して商品を開

発した者など、商品を市場に置くに際し、費用や労力を投下した者にとっては、当該商品は

「他人の商品」ではないため、このような者に対して本号に基づく請求はできないとした。 
103 キャディバッグ事件（東京地判平 11.1.28 判時 1677 号 127 頁）では、日本国内での商品

の独占的販売権者について請求主体性が否定されたが、他方、ヌーブラ事件（大阪地判平 16.
9.13 判時 1899 号 142 頁）、水切りざる事件（大阪地判平 23.10.3 判タ 1380 号 212 頁）で

は、商品の独占的販売権者が、不正競争防止法第 2 条第 1 項第 3 号の不正競争行為につき保

護の主体となり得ることが認められている。 
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第５節  営業秘密に係る不正行為 

第 2 条第 1 項第 4 号～第 10 号関係 

 

 

１ 趣  旨 

 

第 2 条第 1 項第 4 号～第 10 号は、営業秘密に係る不正行為を「不正競争」

の一類型として定めた規定である。 

営業秘密の漏えいに対する法整備については、昭和 40 年代に検討された改

正刑法草案において「企業秘密の漏示」に関する罪を設けることが議論された

が、職業選択の自由や内部告発、報道の自由などとの関係から強い反対論があ

り、とりわけ公害問題が深刻となっていた時代背景も影響して実現されなかっ

た。 

その後、昭和 50 年代後半以降の、特に急速な技術革新の進展や、経済社会の

情報化などを背景として、製造ノウハウなどの技術情報の重要性が増大する一

方、企業間の取引が増大し、営業秘密を他社に不正に取得、使用、開示されて

しまうことが深刻な問題として認識されるようになり、民法第 709 条（不法行

為）による損害賠償請求のみでは、保護が不十分であるとの認識が増大してき

た。こうした状況と、GATT・ウルグアイ・ラウンド交渉における営業秘密の保

護のニーズの高まりといった国際的な議論を背景に、平成 2 年改正により、営

業秘密に係る不正行為の類型を規定し、営業秘密に係る不正行為に対し差止請

求権を認める等の法整備を行った。 

その後、平成 5 年改正により、法律の全体的整備を図り、わかりやすいもの

とするために、新たに独立した営業秘密の定義規定を設けて、第 2 条第 1 項第

4 号～第 9 号において営業秘密に係る不正行為を列挙し、さらに、用字・用語

について現代語化を図った。 

また、平成 14（2002）年に策定された「知的財産戦略大綱」において、企業

が営業秘密に関する管理強化のためのプログラムを策定できるよう、参考とな
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るべき指針を作成すべきとされたことを受けて、平成 15 年 1 月に経済産業省

が「営業秘密管理指針」をとりまとめた。 

さらに、ネットワーク化の進展、情報技術の進歩、経済構造改革の加速によ

る人材の流動化、グローバル化の中での企業の競争力の維持・強化のための技

術的優位の重要性、アジア諸国の技術的台頭などを背景に、営業秘密に係る不

正行為のうち、特に違法性の高い行為類型について平成 15 年改正において刑

事罰の対象とする規定を導入し、その後、平成 17 年改正、平成 18 年改正及び

平成 21 年改正においても保護の強化を行い、平成 23 年改正において営業秘密

の内容を保護するための刑事訴訟手続の整備を行った。 

その後、営業秘密管理指針については、平成 27 年 1 月に、営業秘密として

差止請求等の法的保護を受けるために必要となる最低限の水準の対策を示した

ものとして全部改訂した 104。 

平成 27 年改正では、近年の企業の知財戦略としての「オープン＆クローズ

戦略」の広まりによる知財の秘匿化（営業秘密）の再認識、営業秘密漏えいに

関する大型事案の顕在化等を背景に、営業秘密侵害品の譲渡等の規制の新設、

営業秘密侵害罪の罰金刑の上限の引上げ等営業秘密の保護がさらに強化された。

刑事罰については、後述の「Chapter ７ 罰則」に譲ることとする。 

なお、裁判手続における営業秘密の保護については、平成 16（2004）年の

「裁判所法等の一部を改正する法律」により民事訴訟手続において、平成 23 年

改正により刑事訴訟手続において、その保護が強化された。 

 
２ 営業秘密に係る不正行為の類型 

  
営業秘密に係る不正行為は、大きく分けると以下の３つのパターンに分類さ

                                            
104 改訂前の営業秘密管理指針は営業秘密に関する不正競争防止法の解釈のみならず、情報管

理に関するベストプラクティス及び普及啓発的事項も含んでいたが、「知的財産推進計画 201
4」における、「営業秘密管理指針において、法的に営業秘密として認められるための管理方

法について、事業者にとってより分かりやすい記載とするよう改める」との記載を受け、改

訂したものである。 
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れる。 

(1) 保有者から不正な手段で取得し、その後転々流通する過程で起こる場合（不

正取得類型 第 2 条第 1 項第 4 号～第 6 号） 

(2) 保有者からは正当に示された営業秘密を不正に使用・開示し、その後転々

流通する過程で起こる場合（信義則違反類型 第 2 条第 1 項第 7 号～第 9 号） 

(3) (1)及び(2)の不正使用行為により生じた物が転々流通する過程で起こる場合

（営業秘密侵害品譲渡等類型 第 2 条第 1 項第 10 号） 

 
図 3 営業秘密侵害行為類型（民事） 

 

 

 

１ 第 2 条第 1 項第 4 号 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 
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四 窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により営業秘密を取得する行為

（以下「不正取得行為」という。）又は不正取得行為により取得した営業

秘密を使用し、若しくは開示する行為（秘密を保持しつつ特定の者に示す

ことを含む。以下同じ。） 

 

本号は、窃取等の不正な手段により、保有者から営業秘密を取得しようとす

る行為及び不正取得後に使用又は開示する行為は、取得行為自体の違法性が極

めて強い行為であることから、これらを「不正競争」と位置付けたものである。 

例えば、情報管理室の操作担当者に虚偽の事実を述べて顧客情報を印刷させ

て取得した行為 105、印刷機等の設計図の電子データを無断で複製し、これを使

用・開示する行為 106等がこれに当たる。 

 「窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段」の「窃取」「詐欺」「強迫」は、不正

の手段の例示として挙げたものであり、「その他の不正の手段」とは、窃盗罪や

詐欺罪等の刑罰法規に該当するような行為だけでなく、社会通念上、これと同

等の違法性を有すると判断される公序良俗に反する手段を用いる場合もこれに

含まれると解される。 

営業秘密の｢取得」とは、営業秘密が記録されている媒体等を介して自己又は

第三者が営業秘密自体を手に入れる行為、及び営業秘密自体を頭の中に入れる

等、営業秘密が記録されている媒体等の移動を伴わない形で営業秘密を自己又

は第三者のものとする行為を意味するものである。 

本号に該当する不正取得行為としては、例えば、営業秘密が記録された USB

メモリを窃取する行為、営業秘密が記載された紙媒体を複写して取得する行為、

保有者のサーバーに保存されている営業秘密が記録された電子データに不正に

アクセスしてメールで自己のパソコンに送付して取得する行為、保有者の会話

や会議等を盗聴や電波傍受等で盗み聞きする方法で営業秘密を取得する行為等

が考えられる。 

                                            
105 美術工芸品等販売顧客名簿事件（東京地判平 11.7.23 判時 1694 号 138 頁）。 
106 セラミックコンデンサー事件（大阪地判平 15.2.27 最高裁 HP）。 
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なお、市場から購入した製品について自ら解析等を行って営業秘密を取得す

る行為（いわゆる「リバース・エンジニアリング 107」）については、本号に規

定する、「窃取、詐欺、強迫」行為や「その他不正の手段」による行為には該当

せず、本号に規定する「取得」には該当しないものと考えられる。 

 営業秘密の｢使用」とは、営業秘密の本来の使用目的に沿って行われ、当該営

業秘密に基づいて行われる行為として具体的に特定できる行為を意味する。具

体的には、自社製品の製造や研究開発等の実施のために、他社製品の製造方法

に関する技術情報である営業秘密を直接使用する行為や、事業活動等の実施の

ために、他社が行った市場調査データである営業秘密を参考とする行為等が考

えられる。 

 営業秘密の「開示」とは、営業秘密を第三者に知られる状態に置くことをい

い、営業秘密を非公知性を失わないまま特定の者に知られる状態に置くことも

含む。具体的には、営業秘密を口頭で伝えたり、営業秘密が記録された電子デ

ータを特定の第三者に送信したり、ホームページに営業秘密を掲載したりする

ことのほか、営業秘密が化体された有体物（営業秘密記録媒体等又は営業秘密

が化体された物件 108）の占有を移転することで他者に営業秘密を通知したりす

ることなどが考えられる。 

 

図 4 第２条第１項第４号類型 

 

 

２ 第 2 条第 1 項第 5 号 

                                            
107 「リバース・エンジニアリング」とは、一般には、製品を解析、評価することによって、

その構造・材質・成分・製法等その製品に化体している情報を抽出したり、抽出した情報を

使用する行為を意味する。 
108 コエンザイム Q10 事件（東京地判平 22.4.28 最高裁 HP）では、コエンザイム Q10 の生

産菌自体が営業秘密であると認められた。 
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（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

五 その営業秘密について不正取得行為が介在したことを知って、若しく

は重大な過失により知らないで営業秘密を取得し、又はその取得した営業

秘密を使用し、若しくは開示する行為 

 

本号は、第 2 条第 1 項第 4 号の不正取得行為が介在したことを知って（悪

意）、若しくは重大な過失により知らないで（重過失）営業秘密を取得する行為、

及びその後の使用行為又は開示行為を「不正競争」と位置付けたものである。 

 例えば、会社の機密文書を窃取した従業者から、それが営業秘密であると知

って、産業スパイが当該機密文書を受け取る行為等がこれに当たる。 

 「その営業秘密について不正取得行為が介在したこと」の「介在」とは、自

らが取得する前のいずれかの時点で不正取得行為がなされたことを意味する。   

したがって、不正取得行為を行った者から直接取得する場合だけでなく、間

接的に取得する場合であっても、取得時に不正取得行為の介在につき悪意・重

過失であれば、その取得行為、取得後の使用・開示行為は本号の対象となる。 

 「知って、若しくは重大な過失により知らないで」のうち、「知って（悪意）」

とは、不正取得行為の介在の事実を知っていることをいい、「重大な過失により

知らないで（重過失）」とは、悪意と同視し得るほどの著しい注意義務違反があ

る場合をいう 109。例えば、身元不詳のブローカー等から、なんら調査もせずに

重要な技術情報を取得するなど、何らかの調査を行えば容易に不正取得行為の

事実が判明するにもかかわらず、それを怠る場合が挙げられる。 

 
図 5 第２条第１項第５号類型 

                                            
109 「重大な過失」の有無について、営業秘密侵害が争われた裁判例において、「不競法 2 条

1 項 8 号所定の「重大な過失」とは、取引上要求される注意義務を尽くせば、容易に不正開示

行為等が判明するにもかかわらず、その義務に違反する場合をいうものと解すべきである。」

と判示したものがある（知財高判平 30.1.15 最高裁 HP）。 
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３ 第 2 条第 1 項第 6 号 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

六 その取得した後にその営業秘密について不正取得行為が介在したこ

とを知って、又は重大な過失により知らないでその取得した営業秘密を使

用し、又は開示する行為 

 

本号は、第 2 条第 1 項第 4 号の不正取得行為の介在について善意・無重過失

で営業秘密を取得した第三者が、その後悪意・重過失に転じた場合、当該第三

者がその営業秘密を使用又は開示する行為を「不正競争」と位置付けたもので

ある。 

例えば、営業秘密を取得した後に、その営業秘密に関する産業スパイ事件が

大々的に報道されて不正取得行為が介在していた事実を知りながら、営業秘密

を使用又は開示する行為がこれに当たる（ただし、適用除外規定（第 19 条第 1

項第 6 号）の適用により、契約等に基づき取得した権原の範囲内であれば、当

該営業秘密を使用又は開示することができる）。 

  

 
図 6 第２条第１項第６号類型 
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４ 第 2 条第 1 項第 7 号 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

七 営業秘密を保有する事業者（以下「保有者」という。）からその営業

秘密を示された場合において、不正の利益を得る目的で、又はその保有者

に損害を加える目的で、その営業秘密を使用し、又は開示する行為 

 

本号は、営業秘密の保有者が従業者、下請企業、ライセンシー等に対して営

業秘密を示した場合に、その従業者等が不正の利益を得る目的又は保有者に損

害を加える目的で、その営業秘密を使用又は開示する行為を「不正競争」と位

置付けたものである。契約により使用又は開示の制限が課されていなくとも、

このような目的で使用又は開示が行われる場合には、信義則違反・違背が認め

られるので、差止請求等の対象としたものである。 

「保有する事業者からその営業秘密を示された」とは、その営業秘密を不正

取得以外の態様で保有者から取得する場合であることを意味している。具体的

には、保有者から営業秘密を口頭で開示された場合や手交された場合、営業秘

密へのアクセス権限を与えられた場合、営業秘密を職務上使用している場合な

どをいう。なお、営業秘密へのアクセス権限を有しているなど、「保有する事業

者からその営業秘密を示された」に該当する場合であっても、「窃取、詐欺、強

迫その他の不正の手段」により営業秘密を取得する行為は、不正な「取得」と

評価すべきと解されるから、当該行為は第 2 条第 1 項第 4 号に該当する。  

「不正の利益を得る目的」（図利目的）とは、競争関係にある事業を行う目的

のみならず、広く公序良俗又は信義則に反する形で不当な利益を図る目的のこ

とをいう。これには、自ら不正の利益を得る目的（自己図利目的）のみならず、

第三者に不正の利益を得させる目的（第三者図利目的）も含まれる。「保有者に

損害を加える目的」（加害目的）とは、営業秘密の保有者に対し、財産上の損害、

信用の失墜その他の有形無形の不当な損害を加える目的のことを指し、現実に

損害が生じることは要しない。 
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例えば、学習器具並びに出版物の製作及び販売等を営業目的とする株式会社

の代表取締役が、在職中に、従業者に依頼して顧客情報をフロッピーディスク

にコピーさせた上、従業者からそれを受け取って自宅に持ち帰り、退職後に、

不正の利益を得る目的等で当該顧客情報を用いて転職先企業において販売を開

始する行為 110や、製造委託契約に基づいて示された婦人靴の設計情報（木型）

を、自らの企業として存続等するために許されないことを認識しつつ、委託元

の競業者となろうとしている第三者に開示する行為 111等がこれに当たる。 

なお、平成 21 年改正前において、本号に係る目的は、「不正の競業その他の

不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で」と規定され

ていたところ、同改正に際して、例示されていた「不正の競業その他の」とい

う文言が削除されたが、実質的な変更はない。 

 

 
図 7 第２条第１項第７号類型 

 

 

５ 第 2 条第 1 項第 8 号 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

八 その営業秘密について不正開示行為（前号に規定する場合において同

号に規定する目的でその営業秘密を開示する行為又は秘密を守る法律上

の義務に違反してその営業秘密を開示する行為をいう。以下同じ。）であ

ること若しくはその営業秘密について不正開示行為が介在したことを知

って、若しくは重大な過失により知らないで営業秘密を取得し、又はその

取得した営業秘密を使用し、若しくは開示する行為 

                                            
110 作務衣販売顧客情報事件（東京地判平 16.5.14 最高裁 HP）。 
111 東京地判平 29.2.9 最高裁 HP 



 
 

第２部 逐条解説 
Chapter ３ 不正競争（第２条関係） 

第５節  営業秘密に係る不正行為 
第 2 条第 1 項第 4 号～第 10 号関係 

 

 
90 

 

本号は、営業秘密を取得する際に、以下のいずれかの「不正開示行為」によ

るものであること若しくはそのような｢不正開示行為｣が介在したことについて

悪意・重過失で営業秘密を取得する行為、又はその取得した営業秘密を使用又

は開示する行為を「不正競争」と位置付けたものである。なお、「不正開示行為

が介在したこと」の他に「不正開示であること」を規定しているのは、第７号

の行為者や守秘義務違反者の開示行為の直接の相手方となって営業秘密を取得

する場合が含まれることを明確にするためである。 

 不正開示行為は、以下のとおりである。 

①第 2 条第 1 項第 7 号に規定する不正の利益を得る目的で、又はその保有者に

損害を加える目的で保有者から示された営業秘密を開示する行為 

②秘密を守る法律上の義務に違反して営業秘密を開示する行為 

例えば、人材派遣事業等を主たる営業目的とする株式会社の従業者から、当

該会社が保有する派遣スタッフの管理名簿等の不正開示を受け、そのことを知

りながら当該名簿等を使用して勧誘等する行為 112等がこれに当たる。 

   
図 8 第２条第１項第８号類型 

 

 

 

６ 第 2 条第 1 項第 9 号 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

九 その取得した後にその営業秘密について不正開示行為があったこと

若しくはその営業秘密について不正開示行為が介在したことを知って、又

                                            
112 ハンドハンズ事件（東京地判平 14.12.26 最高裁 HP）。 
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は重大な過失により知らないでその取得した営業秘密を使用し、又は開示

する行為 

 

本号は、営業秘密を取得した第三者が、取得後にその取得が不正開示行為に

よるものであったこと又は不正開示行為が介在したことについて悪意・重過失

で、その営業秘密を使用又は開示する行為を「不正競争」と位置付けたもので

ある。 

例えば、営業秘密を取得した後に、保有者から警告を受けて不正開示行為が

介在していた事実を知りながら、営業秘密を使用又は開示する行為がこれに当

たる（ただし、適用除外規定（第 19 条第 1 項第 6 号）の適用があり得る）。 

 
図 9 第２条第１項第９号類型 

 

 
 

 

７ 第 2 条第 1 項第 10 号 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

十 第四号から前号までに掲げる行為（技術上の秘密（営業秘密のうち、

技術上の情報であるものをいう。以下同じ。）を使用する行為に限る。以

下この号において「不正使用行為」という。）により生じた物を譲渡し、

引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、又は電

気通信回線を通じて提供する行為（当該物を譲り受けた者（その譲り受け

た時に当該物が不正使用行為により生じた物であることを知らず、かつ、
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知らないことにつき重大な過失がない者に限る。）が当該物を譲渡し、引

き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、又は電気

通信回線を通じて提供する行為を除く。） 

本号は、不正に取得した技術上の秘密 113を利用して製造された物品（以下

「営業秘密侵害品」という。）を製造した者がその物を譲渡等する行為、又は、

当該物品を譲り受けた者が、その譲り受けた時に、その物が営業秘密侵害品で

あることにつき悪意若しくは重過失であった場合に、その物を譲渡等する行為

を「不正競争」と位置付けたものである。 

これは、営業秘密侵害品が広く流通している可能性があることから、米国等

の諸外国の制度を踏まえ、営業秘密侵害品の譲渡等の規制を行うことにより営

業秘密侵害に対する抑止力を向上させることを意図し、平成 27 年改正で創設

された規定である。 

本号の規制対象となる営業秘密侵害品とは、技術上の秘密を用いて製品を製

造する行為により、製造された当該製品である。例えば、ある薬の組成物質の

配合割合に関する営業秘密を用いて作られた薬や、ある車の組立技術に関する

営業秘密を用いて作られた車が、これに当たる。 

本号の主観要件として、営業秘密侵害品の譲り受けの時点において悪意又は

重過失である（取引上の慣行に照らし、悪意と同視し得るほどの著しい注意義

務の違反がある 114）ことが要求されている。これは、取引の安定性等の観点か

ら、善意無重過失で営業秘密侵害品を譲り受けた者については、民事措置の対

象とすることは適当でないとの配慮で付加された要件である 115（なお、営業秘

                                            
113 平成 27 年改正前の第 5 条第 1 項では、「技術上の秘密（秘密として管理されている生産方

法その他の事業活動に有用な技術上の情報であって公然と知られていないものをいう。）」と

の文言があったが、平成 27 年改正により、第 2 条第 1 項第 10 号において「技術上の秘密

（営業秘密のうち、技術上の情報であるものをいう。」との文言に変更された。これは、文言

の明確化の観点からの変更であり、両者に実質的な差異はない。 
114 例えば、自社の取り扱う商品について、保有者の営業秘密の内容や侵害の状況等が具体的

に記載された上で営業秘密侵害品である旨を指摘する警告状を受理したにも関わらず、何ら

調査を行わないままに当該商品の譲渡を行う場合、重過失が認められる可能性があるものと

考えられる。 
115 この悪意又は重過失の主観要件は、裁判等においては、原告（被害者）側で主張・立証す

べき請求原因事実であると考えられる（平成27年2月 産業構造審議会知的財産分科会営業秘
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密侵害品の譲渡等に対する刑事罰では故意が要求されている（第 21 条第 1 項

第 9 号））。 

また、不正使用行為の消滅時効又は除斥期間（第 15 条）が経過した後に当該

使用行為に基づいて生じた営業秘密侵害品の譲渡等の行為は、適用除外となる

（第 19 条第 1 項第 7 号）。 

  

                                            
密の保護・活用に関する小委員会「中間とりまとめ」22頁、http://www.meti.go.jp/committe
e/sankoushin/chitekizaisan/eigyohimitsu/pdf/report02_01.pdf）。 

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/chitekizaisan/eigyohimitsu/pdf/report02_01.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/chitekizaisan/eigyohimitsu/pdf/report02_01.pdf
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第６節  技術的制限手段に対する不正行為 

第 2 条第 1 項第 11 号、第 12 号関係 

 
１ 趣  旨 

第 2 条第 1 項第 11 号、第 12 号は、平成 11 年改正により、コンテンツの提

供に際して無断コピーや無断アクセスを防ぐために用いられている技術的制限

手段に対する不正行為を「不正競争」の一類型として定めた規定である。なお、

「技術的制限手段」についての説明は、前述第１節 ２６（47～52 頁）を参照

されたい。本項では、「不正競争」として規定される、「技術的制限手段」を無

効化する装置等の提供行為について説明する。 

 
コンテンツ提供事業者は、無断コピーや無断アクセスを防止する技術を用い

て、媒体に記録されたコンテンツやネットワーク上で伝送されるコンテンツに、

対価が支払われなければコピーを作成できない、又は視聴等できないように、

コピー管理技術やアクセス管理技術を施しており、そのために資金・労力を投

入している。しかし、これら技術的手段 116の無効化機能（例えば、コピーを防

止する信号を付す管理技術に対して、その信号を除去する機能、又はコンテン

ツそのものを暗号化する管理技術に対して、そのコンテンツを復号化する機能）

を有する装置やプログラム（以下併せて「無効化装置等」という。）を用いて、

技術的手段を無効化する行為や、これらの無効化装置等を提供する行為が行わ

れるようになった。 

このような事態に対処するため、各コンテンツ提供事業者は、技術的手段の

高度化に努めてきているが、既存の無効化装置等に耐え得る技術的手段を開発

しても、ほどなくこの新しい技術的手段に対する無効化装置等が発生すること

                                            
116 前述第１節２６（47 頁）にも記載したとおり、本法と著作権法を同時に改正したという

経緯があり、著作権法にも、技術的保護手段及び技術的利用制限手段（平成 28 年改正で導

入）が定義され、これらの回避規制が定められている。そこで、不正競争防止法の技術的制

限手段と著作権法の技術的保護手段及び技術的利用制限手段を包括する概念として、技術的

手段という用語を用いる。 
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になる。 

 

そこで、コンテンツ提供事業の存立基盤を確保し、コンテンツ提供事業者間

の競争秩序を維持する観点から、平成 11 年改正により、技術的制限手段に関す

る研究開発を抑制しないため、技術的制限手段の試験又は研究のために用いら

れる影像や音の視聴又は記録を可能としてしまう装置又はプログラムの譲渡な

どの行為については、本法の規定を適用しないこととした上で、技術的制限手

段の無効化装置等の提供行為を「不正競争」の一類型として規制することとし

た 117。 

しかしながら、その後も、技術的制限手段を無効化し、違法な海賊版ゲーム

ソフト等の使用を可能にする装置等の流通が横行していたこと等 118を踏まえ、

コンテンツ提供事業者間の公正な競争秩序をより確実に確保するため、平成 23

年改正において、技術的制限手段に係る規律の強化を図るべく、技術的制限手

段を無効化する機能以外の機能を併せて有する装置やプログラム（同改正以前

は、「無効化機能のみを有する装置等」が規制の対象であった）について、実質

的にそれを無効化するために用いられている場合に対しても差止請求等を行い

得る環境を整備するため、規制対象装置等の要件を見直すなど技術的制限手段

                                            
117 技術的制限手段に対する不正競争についての規定を盛り込んだ平成 11 年改正法について

は、文化庁長官官房著作権課内著作権法令研究会・通商産業省知的財産政策室編「著作権

法・不正競争防止法改正解説」（有斐閣、平成 11 年 12 月）において詳細な解説を行ってい

る。 
118 平成 22（2010）年に策定された「知的財産推進計画 2010」において、アクセスコントロ

ール回避規制の強化を行うこととされた（「知的財産推進計画 2010（平成 22 年 5 月知的財産

戦略本部決定）」において、「製品開発や研究開発の萎縮を招かないよう適切な除外規定を整

備しつつ、著作物を保護するアクセスコントロールの一定の回避行為に関する規制を導入す

るとともに、アクセスコントロール回避機器について、対象行為の拡大（製造及び回避サー

ビスの提供）、対象機器の拡大（『のみ』要件の緩和）、刑事罰化及びこれらを踏まえた水際規

制の導入によって規制を強化する。このため、法技術的観点を踏まえた具体的な制度改革案

を 2010 年度中にまとめる。」とされた（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/2010chizais
uisin_plan.pdf））。 
また、我が国でも、「知的財産立国」を目指した取組を継続しており、技術的制限手段回避 

無効化装置等の氾濫に起因する被害が放置されることは、新しい「日本コンテンツ」を日本

国内のみならず世界に発信していく上での障害になると考えられた。 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/2010chizaisuisin_plan.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/2010chizaisuisin_plan.pdf
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に対する保護の強化を行った 119。また、この改正では、技術的制限手段を無効

化する装置等の提供行為について刑事罰の対象とする規定も導入した。なお、

刑事罰については、後述の「Chapter ７ 罰則」に譲ることとする。 

その後、平成 30 年法改正において、技術的制限手段を無効化する装置やプロ

グラムの提供行為等に加え、技術的制限手段無効化装置等に改造するサービス、

技術的制限手段の無効化等を代行するサービス等の提供行為が増加している背

景を踏まえ、新たに、技術的制限手段を無効化する役務の提供行為を不正競争

に追加し、さらに、技術的制限手段を無効化する機能を有する不正なシリアル

コード等がネットオークションで販売されている等の実態を踏まえ、技術的制

限手段を無効化する指令符号の提供行為を不正競争に追加した。 

 なお、以下の[参考]にあるような行為は、第３条及び第４条の「（他人の）営

業上の利益」の侵害する行為には当たらないため、原則として、損害賠償や差

止めのおそれはないものと考えられる。また、第 21 条第２項第４号の図利加害

目的がないため、原則として、刑事措置の対象ともならないと考えられる。 

 
［参考］： 正当な目的での無効化装置等の提供行為の事例 

 正当な目的で無効化装置等や無効化役務を提供する行為であって、第 3 条、第

4 条に規定する「（他人の）営業上の利益を侵害」する行為に該当しないと考えられ

る行為として、又は第 21条第２項第４号の図利加害目的がないと考えられる行為と

して、以下のような事例が挙げられる。 

                                            
119 著作権法においても、平成 11 年改正による技術的保護手段回避行為規制の導入後、平成

23 年 1 月の著作権分科会報告書において、「①CSS 等の「暗号型」技術やゲーム機・ゲーム

ソフト用の保護技術について、「技術」面にのみ着目するのではなく、契約等の社会的実態も

含め、保護技術が社会的にどのような機能を果たしているかとの観点から評価し、複製等の

支分権の対象となる行為を技術的に制限する「機能」を有していると評価される保護技術に

ついては、技術的保護手段の対象とすることが適当であること、②アクセスコントロール

「機能」のみを有していると評価される保護技術について、著作権法の規制を及ぼすこと

は、時間的な制約等もあることから、技術的保護手段として位置付けるとの結論を得ること

は適当ではないこと、③回避規制の在り方については、引き続き現行著作権法の整理が妥当

であること等の結論を得た」（http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/
pdf/shingi_hokokusho_2301_ver02.pdf）ことから、平成 24 年の法改正において、一部、ア

クセスコントロールの回避規制が導入された。 

http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/pdf/shingi_hokokusho_2301_ver02.pdf
http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/pdf/shingi_hokokusho_2301_ver02.pdf
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〇製品の保守・修理のための無効化装置等の提供行為 

 製品の保守・修理を行うためには、当該製品で用いられている技術的制限手段

を無効化することが必要な場合に、保守・修理を行う者に対し、その目的のために

無効化装置等を提供する行為。 

 

〇指令符号の中古品の提供行為 

 自身が購入したビジネスソフトウェアを、自身のパソコンからアンインストールした

後、中古品として譲渡する際に、当該ソフトウェアの購入時に付与された指令符号

を、当該ソフトウェアと一緒に譲渡（提供）する行為。 

 

２ 技術的制限手段に対する不正行為の類型 

 

１ 技術的制限手段に対する「不正競争」の定義 

――その 1（第 2 条第 1 項第 11 号） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

十一 営業上用いられている技術的制限手段（他人が特定の者以外の

者に影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報（電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。）に記録されたものに限る。以下こ

の号、次号及び第七項において同じ。）の処理又は影像、音、プログ

ラムその他の情報の記録をさせないために用いているものを除く。）

により制限されている影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若

しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録（以

下この号において「影像の視聴等」という。）を当該技術的制限手段
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の効果を妨げることにより可能とする機能を有する装置（当該装置

を組み込んだ機器及び当該装置の部品一式であって容易に組み立て

ることができるものを含む。）、当該機能を有するプログラム（当該プ

ログラムが他のプログラムと組み合わされたものを含む。）若しくは

指令符号（電子計算機に対する指令であって、当該指令のみによって

一の結果を得ることができるものをいう。次号において同じ。）を記

録した記録媒体若しくは記憶した機器を譲渡し、引き渡し、譲渡若し

くは引渡しのために展示し、輸出し、若しくは輸入し、若しくは当該

機能を有するプログラム若しくは指令符号を電気通信回線を通じて

提供する行為（当該装置又は当該プログラムが当該機能以外の機能

を併せて有する場合にあっては、影像の視聴等を当該技術的制限手

段の効果を妨げることにより可能とする用途に供するために行うも

のに限る。）又は影像の視聴等を当該技術的制限手段の効果を妨げる

ことにより可能とする役務を提供する行為 

 

第 2 条第 1 項第 11 号は、単に経済的・金銭的な意味での利益だけでなく、

コンテンツ及びそのコンテンツを提供するサービスへの「信用」といった無形

の利益を含めた営業上の利益を確保することを目的として、音楽、映像等のコ

ンテンツ提供事業者が、第 12 号のような「特定の者以外の者」に対してではな

く、記録媒体又は視聴等機器の購入者や所持者の全てに対して、音楽、映像等

を視聴（プログラムについては実行、情報については処理）又は記録を一律に

禁止するために「技術的制限手段」を用いている場合に、その技術的制限手段

の「効果を妨げる」機能を有する装置等を譲渡等する行為を「不正競争」とし

て規定したものである。 

具体的には、映画のビデオテープや DVD などの記録媒体の中にコンテンツ

とともに記録されている制御用の信号を用いて当該コンテンツの録画を制限す

る方式や、所定の手続を踏んで製造、販売されている視聴等機器以外の機器で

は解読することができない形でコンテンツを暗号化している方式又は正規ゲー
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ムソフトに記録された信号を用い、当該ソフトと組になった正規のゲーム機器

においてのみ当該ソフトの実行ができる方式に対して、それらの技術の効果を

妨げるキャンセラーを販売等する行為 120や、それらの技術の効果を妨げるプロ

グラムをインターネットオークションで販売等する行為 121が該当する。 

 
図 10 規制の対象となる提供行為と装置・プログラム等の種類の関係 

装置・プログラム等の種類 現行法の規律 

無効化機能を 

有するものの

提 供 行 為 

無効化機能しか持っていないもの 規制の対象 

無効化機能とその他の機能を併

せて有するもの 

無効化の用途に供するために提

供する場合に限り規制の対象 

（後掲(17)参照） 

無効化機能を有していないものの提供行為 規制の対象外 

無 効 化 す る 役 務 の 提 供 行 為 規制の対象 

 

なお、第 11 号と第 12 号との適用関係については、営業上用いられている技

術的制限手段の態様に従って客観的、形式的に切り分けられており、第 11 号に

おいて、第 12 号が適用される場合には第 11 号は適用されない旨調整規定が設

けられている。 

本書では、無効化行為の前提となる「技術的制限手段」の定義（第 2 条第 7

項）に関する説明及び「プログラム」の定義（第 2 条第 8 項）に関する説明に

ついては、前述第１節２６及び７（47～54 頁）に、記載しているので、当該記

載も参照されたい。 

 
（1） 営業上用いられている 

不正競争防止法において「営業」とは、判例上 122、単に営利を直接に目的と

                                            
120 平成 23 年改正前の事案ではあるが、前掲脚注 38 マジックコンピュータ（マジコン）事件

（東京地判平 21.2.27 最高裁 HP）では、携帯型ゲーム機を製造・販売する原告及び同ゲーム

機用のゲームソフトを格納したゲーム・カードを製造・販売する原告らが、いわゆるマジコ

ンと呼ばれる装置を輸入し、国内で販売していた被告らに対し、マジコンが同ゲーム機に係

る技術的制限手段を無効化する装置に該当するとして求めていたマジコンの輸入・販売等の

差止め及び在庫品の廃棄の請求が認められた。 
121 前掲脚注 37 参照。 
122 前掲脚注 45（天理教事件最高裁判決）参照。 
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して行われる事業に限らず、事業者間の公正な競争を確保するという法目的か

らして、経済収支上の計算に立って行われる事業一般（病院経営等）を含むと

広く解すべきものとされている。 

本号の「営業上用いられている」についても、広範に事業一般に用いられる

技術的制限手段を保護の対象としていると解することも可能であるが、ここで

は、単に本号の行為が「不正競争」の一類型であることを明確にするための表

現として用いているものである。 

したがって、「技術的制限手段」をある営業活動のために用いていることを示

しているにすぎず、事業活動と関係のない「技術的制限手段」、例えば、プライ

バシー保護の目的又は防衛上の目的で用いられている暗号などは含まれないこ

ととなる。 

 

（2） 影像若しくは音の視聴 

「影像若しくは音の視聴」とは、技術的制限手段が施される対象のうち、影

像、音について制限がなされる行為を示したものである。 

「影像」とは、映像、文字、図形など、人が視覚により感知するものをいい、

「音」とは、音楽、音響など、人が聴覚により感知するものをいう。 

したがって、「影像若しくは音の視聴」とは、映像、文字、図形等の視覚によ

る感知又は音楽、音響等の聴覚による感知のいずれかの知覚による情報の取得

及び認識をいう。 

 
（3） プログラムの実行 

「プログラムの実行」とは、技術的制限手段が施される対象のうち、プログ

ラムについて制限がなされる行為を示したものである。 

「実行」とは、プログラムにより電子計算機を動作させる行為（run）をいう。 

「プログラムの実行」を「影像若しくは音の視聴」と分けて規定するのは、

影像又は音に関しては「視聴」に、プログラムに関しては「実行」について、

それぞれ技術的制限手段が施されている実態を踏まえたものである。 
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（4）情報（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。）に記録されたものに限る。）の処理 

「情報」とは、「影像」、「音」、「プログラム」及びこれらに該当しない電子デ

ータを含む概念であり、「情報の処理」とは、技術的制限手段が施される対象の

うち、情報について制限がなされる行為として、「視聴」、「実行」以外の行為と

して「処理」を位置付けたものである。 

なお、「処理」とは、情報自体に働きかけて加工、消去等の変化を生ぜしめる

行為をいう。一方、「プログラムの実行」は、プログラム自体に変化を生ぜしめ

る行為ではなく、プログラムの指令を実施して一の結果を得るものであり、両

者は相違するため、「プログラムの実行」と「情報の処理」とを並立させて規定

している。 

また、「電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。）に記録されたものに限る。」とあるのは、保護の

対象となる「情報」を限定する趣旨であり、これにより、電子計算機による情

報処理の対象となる情報であり、電磁的記録に記録されるものに対象を限定し

ている。 

 

（5） 影像、音、プログラムその他の情報の記録 

「記録」とは、音、影像、プログラムその他の情報を記録媒体に固定させる

ことを指す。 

 

（6） 他人が特定の者以外の者に影像若しくは音の視聴、プログラムの実行

若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録をさせ

ないために用いているものを除く 

本号で規定されている「営業上用いられている技術的制限手段」は、かなり
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広範なものであり、続く第 12 号で規定される「他人が特定の者以外の者に影

像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、プ

ログラムその他の情報の記録をさせないために営業上用いている技術的制限手

段」も含まれる形となっている。 

したがって、両者の間では制限を行う技術的な形態において相互に異なる点

は存在しないことから、本号の対象となる技術的制限手段から第 12 号に規定

される技術的制限手段を明示的に除くこととした。 

 

（7） 制限されている影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情

報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録 

技術的制限手段の施される目的となることがらを指す。 

 

（8） （視聴・記録等を）当該技術的制限手段の効果を妨げることにより可

能とする機能 

営業上用いられている技術的制限手段により制限されている影像若しくは音

の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその

他の情報の記録を可能とする機能を指す。すなわち、第 7 項に規定する技術的

制限手段の効果を弱化又は無効化することをいうものである。 

「効果を妨げることにより」の文言は、こうした機能を持つ装置が営業上の

利益を害する又は害するおそれがある場合には、技術的制限手段を営業上用い

ている者が当該技術的制限手段を施す際に意図した効果が妨げられていること

を確認的に規定した文言である 123。この点、この文言がなくとも、第 3 条及び

第 4 条の「（他人の）営業上の利益」の侵害であることという要件によって実体

                                            
123 譲渡後に購入者が購入時に同包された説明書に沿って改造プログラムをインターネット上

のサイトから無償で入手し、内蔵プログラムをアップデートすることによってはじめて技術

的制限手段の効果を妨げる機能を実際に発現することができる衛星チューナーについて、平

成 27 年改正前法下の第 2 条第 1 項第 11 号・第 21 条第 2 項第 4 号に該当するとして、不正

競争防止法違反の被疑事実で逮捕され、その後、有罪判決となった事件がある（VISIONPR
O 事件、「平成 27 年度産業経済研究委託事業 コンテンツ保護の技術的手段に係る法制度及び

技術動向等に関する調査研究報告書」（平成 28 年 3 月、一般財団法人デジタルコンテンツ協

会））。 
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法上は同じ意味となるものの、判例等においてはこの要件について争いがある

ことや、不正競争防止法を行為規範として見た場合に第 2 条の文言のみから妨

害装置等に該当するものが明確かつ直接に判断できる方が望ましいため、この

文言が入れられているものである。 

 
（9） 装  置 

「装置」とは、一定の機能を有する機器の内蔵品という意味で用いている。 

例えば、具体的には、影像の視聴を制限するために記録媒体に付された信号

を解除する機能を有するチップがこれに該当する。一方、チップでもそれだけ

で解除する機能の一部しか有していないものなどは、「機能を有する装置」に該

当しないこととなる。 

 

（10） 機  器 

「機器」とは、機械と器具を包括した概念として用いられる用語である。こ

のうち、機械とは、「比較的に複雑な一定の動的仕掛け、からくりを有する物」

であり、「その規模の大小、構造の精粗等を問わず、広く用いられ」ている（法

令用語辞典）。一方、器具は「単なるうつわ、道具に限らず、比較的簡単な仕掛

けを有する機械に近いものを含むものとして用いられる」（同）。 

例えば、具体的には、影像の視聴を制限するために記録媒体に付された信号

を解除する機能を有するチップを内蔵する箱体の機器を指す。 

 
（11） 当該装置を組み込んだ機器 

「（無効化）機能を有する装置」とだけ規定した場合、例えば DVD の暗号解

除装置であるマクロビジョン・キャンセラーだけであれば違法であるが、同キ

ャンセラーを一体化して組み込んだ機器である内蔵 DVD プレーヤーは適法、

という誤解を招きかねない。 

このため、「当該装置を組み込んだ機器……を含む」とは、「妨げる」機能を

有する装置を内蔵する機器、例えば影像の記録を制限する信号が付された DVD
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の当該信号の効果を解除する装置を内蔵した記録機器を提供する行為は、当該

機器に内蔵されている無効化機能を有する装置だけを提供する行為と同様の公

正競争阻害効果を有しており、これと同視し得る提供行為については「不正競

争」の対象として含めることが適当であるとして、このような規定を加えてい

る。 

したがって、本来規制の対象とされている無効化機能を有する装置の提供と

認められる行為であれば、こうした装置を組み込んだ機器についても規制の対

象となることを確認的に規定しているものであり、キャンセラー内蔵 DVD プ

レーヤーも本法の対象とする趣旨である。 

 

（12） 当該装置の部品一式であって容易に組み立てることができるもの 

技術的制限手段の無効化装置だけでなく、「当該装置の部品一式であって容

易に組み立てることができるもの」、すなわちいわゆる組み立てキットの提供

行為についても、当該装置自体の提供行為と同様に、公正な競争を阻害する効

果を有することから、こうした脱法的な行為に対処するため、平成 23 年改正

時に本文言を加えている 124。 

なお、無効化装置を構成する部品の一部の提供行為についても、これにより

技術的制限手段を用いている事業者の営業上の利益が害されるおそれがある場

合には、民事的救済が認められ得ると考えられる。 

また、複数の者が部品を分割して提供する行為が、部品一式の提供行為の共

犯と考えられる場合は、刑事罰の対象となり得ると考えられる。 

 

（13） 当該プログラムが他のプログラムと組み合わされたもの 

「妨げる」機能のみを有するプログラムと別の機能を有するプログラムが組

み合わされたプログラム、例えば、影像の記録を制限する信号が付された DVD

の当該信号の効果を解除するプログラムと圧縮された電子的情報を映像化する

                                            
124 平成 23 年産業構造審議会知的財産政策部会技術的制限手段に係る規制の在り方に関する

小委員会報告書「技術的制限手段に係る不正競争防止法の見直しの方向性について」8 頁参

照。 
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プログラムが組み合わされたプログラムを記録した記録媒体若しくは記憶した

機器又は組み合わされたプログラムを提供する行為は、解除するプログラムだ

けを提供する行為と同様の公正競争阻害効果を有しており、これと同視し得る

提供行為については「不正競争」の対象として含めることが適当であるため、

このような規定を加えている。 

すなわち、「当該プログラム（技術的制限手段の効果を妨げる機能のみを有す

るプログラム）が他のプログラムと組み合わされたもの」とは、当該プログラ

ムがその機能を格別に変更することなく、単に組み合わされたと認められるも

のを想定している。したがって、本来他の機能を有するプログラムとして作成

されたものに、たまたま「技術的制限手段の効果を妨げる機能のみを有するプ

ログラム」が外見上形式的に含まれているようなものは、ここでいう「当該プ

ログラムが他のプログラムと組み合わされたもの」には含まれないものと考え

られる。 

 

（14） プログラム……を記録した記録媒体若しくは記憶した機器 

プログラムの提供が譲渡、引渡し、輸出入の形で行われる場合は、当該プロ

グラムが記録された記録媒体や当該プログラムが記憶された機器がこれらの具

体的な提供行為となるため、このような表現としている。 

一方、電気通信機器回線を通じてプログラムを提供する場合は、プログラム

自体を送信することとなるため、このような表現を用いていない。 

 
（15） 指令符号（電子計算機に対する指令であって、当該指令のみによっ

て一の結果を得ることができるものをいう。次号において同じ。）を記録し

た記録媒体若しくは記憶した機器 

近年、技術的制限手段を施して、コンテンツ・プログラムや情報等の流通を

行うビジネスモデルが増える中、当該手段の効果を妨げる行為の手法やその技

術等の提供の形態も多様化している。 

そのような中で、ビジネスソフト等に施された技術的制限手段を不正に解除



 
 

第２部 逐条解説 
Chapter ３ 不正競争（第２条関係） 

第６節  技術的制限手段に対する不正行為 
第 2 条第 1 項第 11 号、第 12 号関係 

 

 
106 

するためのシリアルコードや暗号解除キーの提供が多く見られることから、技

術的制限手段の無効化に直接寄与するような技術的制限手段の効果を妨げる機

能を有する符号（不正に生成、入手されたシリアルコード等）を提供する行為

を「不正競争」と位置付けた。 

具体的には、無効化装置等の提供と同様に、技術的制限手段の無効化に直接

寄与するような技術的制限手段を無効化するための符号（使用のための認証プ

ロセスにおいて入力を求められるシリアルコード等の情報）を提供する行為を

「不正競争行為」と位置付けている。なお、「指令符号」の定義として、プログ

ラムの定義（第２条第８項）に倣い、上記の括弧書きのように規定した。 

 

（16） 譲渡し、引き渡し……輸出し、若しくは輸入し 

技術的制限手段の効果を妨げる装置等を譲渡したり、引き渡したりする行為

は、公正競争に直接的な影響を及ぼすため、これらの行為を「不正競争」とし

て規定している。 

一方、当該装置等を製造する行為はそれだけで直ちに公正な競争を阻害する

ことにつながらないため、対象としていない 125。 

また、当該装置等の提供がそれぞれ多くの無効化行為を呼び起こしコンテン

ツ提供事業者に大きな被害をもたらす蓋然性が高いのに比べ、1 件 1 件の無効

化行為自体は、互いに独立に行われ、その被害も限定的である。その一方で、

個々の無効化行為を 1 件ずつ捕捉し、民事訴訟の対象とすることは困難である。 

このため、コンテンツの取引秩序の維持のための本法による規制においては、

無効化装置等の提供に係る行為を対象とし、無効化行為そのものは対象として

                                            
125 平成 11 年に技術的制限手段無効化装置等に関する規制を導入したときには、製造行為に

ついては、例えば、技術的制限手段を研究する過程で製造に当たる行為をする可能性があ

り、規制は緩くしておき、技術開発や自由な情報利用という方向の価値を実現するようにし

た方が良いとの指摘がなされ、製造行為は、技術開発への悪影響への配慮から規制対象とは

せず、無効化装置等の提供に限ると整理された。 
その後、平成 23 年の改正時には、製造行為については、既存の法令によって一定程度の対

応が可能であり、今後とも無効化装置等の国内での製造実態とこれに伴う影響等を注視しな

がら対応を検討することが適当、とされた（前掲脚注 124「技術的制限手段に係る不正競争

防止法の見直しの方向性について」参照）。 
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いない。ただし、無効化行為そのものについては、個々の事例に応じて民法上

の違法性が評価されることとなると考えられる。例えば、自社の製品開発に活

かす目的で行うリバースエンジニアリング（市場で購入した他社製品の機器や

プログラム等を調査・解析し、そこに含まれているアイデアやノウハウ等を抽

出すること）については、技術的制限手段の効果を妨げる行為であって、第 11

号、第 12 号に規定する装置、プログラム、指令符号の提供等の行為に該当しな

いと考えられる。 

 

（17） 譲渡若しくは引渡しのために展示し 

技術的制限手段の効果を妨げる装置等を譲渡や引渡しの目的をもって展示す

る行為は、譲渡、引渡し行為と同様、技術的制限手段が担保しているコンテン

ツ提供事業者の信用を低下させる効果を有しており、信用の低下による営業上

の利益を侵害される事業者がこれを停止又は防止することができることとする

ことが必要である。 

 
（18） 電気通信回線を通じて提供する 

プログラム又は指令符号の場合は、これを記録した記録媒体を譲渡等するだ

けでなく、電気通信回線を通じて提供する行為も実態上行われているが、公正

な競争を阻害する程度において、差異がないものと認められることから、「不正

競争」に含めている。 

 
（19) 当該装置又は当該プログラムが当該機能以外の機能を併せて有する

場合にあっては、影像の視聴等を当該技術的制限手段の効果を妨げること

により可能とする用途に供するために行うものに限る 

平成 11 年に技術的制限手段に係る不正行為についての規制が導入された際

は、規制の対象となる行為の範囲は、無効化機能のみを有する装置等（いわゆ

る「のみ」要件）の提供行為と規定された 126。しかしながら、その後、無効化

                                            
126 規制は必要最小限にすべきとの基本原則から、映像や音の視聴等装置の提供事業者への過
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機能とともに、それ以外の機能（例えば、音楽プレイヤー等の機能）も併せて

有し、「のみ要件」を満たさないと主張される装置等が散見されるようになり、

コンテンツ事業者等の被害が甚大となったことから、平成 23 年改正時に、規

制対象範囲を拡大するため、「のみ」要件が緩和されるに伴い、設けられた規定

である。 

無効化機能とそれ以外の機能を併せて有する装置等については、技術的制限

手段を無効化する用途に供するために提供される場合と、無効化以外の用途に

供するために提供される場合があり得る。そこで、本規定は、不正競争と評価

し得る範囲に規制を絞り込む観点から、提供態様や使用実態等に鑑みた場合、

当該装置等を、無効化の用途に供するために提供する行為に限って不正競争と

して規制するために設けたものである。 

「用途」とは、装置等の機能・特徴に応じた使い途をいう。「（技術的制限手

段を無効化する）用途に供するために」にあたるか否かは、無効化機能とそれ

以外の機能を併せて有する装置等の提供の実態（例えば、広告宣伝の方法や内

容、装置等の提供先等の提供態様）、ユーザーの一般的な利用実態等を総合的に

考慮し判断されることとなる 127。 

また、本来の機能として画像処理といった技術的制限手段の無効化以外の機

能を有する装置であって、記録や視聴等の制限をするために付されている信号

を検知しない装置や、そのような装置を内蔵する機器（いわゆる無反応機器）

については、結果的に技術的制限手段を無効化する機能を有するとも評価し得

る。しかしながら、これを規制すると記録や視聴等を制限するあらゆる信号に

対応する措置を装置や機器に施すよう強制することとなるため、関連機器の製

造業者に過大な負担を課すこととなることや 128、コンテンツ提供事業者の十分

                                            
度な抑制効果に適切に配慮した措置である。 
127 複数の独立したプログラムが記録媒体に記録されており、そのうちの一つが「無効化機

能」のみを有するプログラムであった場合は、本号の括弧書きに該当する（「併せて有す

る」）場合ではなく、本号の他の要件を満たす限り、原則、規制対象となるものと考えられ

る。 
128 あらゆる信号に対応する措置を装置や機器に施そうとすると、装置や機器の容積や重量が

増え、装置や機器の最小化・軽量化の需要に応えられないことや、各信号の各規格に係るロ

イヤリティが価格に影響せざるを得ないこと、また、各技術的制限手段のバージョンアップ
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な自助努力を促す観点からも「不正競争」の対象としないことが適当である。

この点、これら無反応機器については、通常、技術的制限手段を無効化する機

能以外の機能を必ず有しており、また、その提供行為は、技術的制限手段を無

効化する用途に供するためのものではないと考えられるため、規制対象にはな

らないと考えられる 129。 

なお、指令符号については、専ら無効化の用途に供されるものであるから、

装置やプログラムのように、技術的制限手段の無効化機能以外の機能を併せて

有する場合が想定されないため、当該規定の対象としていない。 

 

 

（20)  又は影像の視聴等を当該技術的制限手段の効果を妨げることによ

り可能とする役務を提供する行為  

新たに、無効化装置等の提供と同等とみなされる技術的制限手段を無効化す

る役務（サービス）の提供行為を不正競争に位置付けるため、平成 30 年法改正

により、当該規定を設けている。 

例えば、ユーザーからゲーム機（装置）を預かり、海賊版ゲームの実行を可

能とする装置（技術的制限手段の無効化を可能とする装置）に改造し、変換す

るサービス、ユーザーの代わりに、試用版ソフトウェアに施された技術的制限

手段を装置等を用いて無効化し、正規版と同等のソフトウェアとして使用でき

る状態にするサービス等がある。 

なお、役務の提供行為について、(19)のような例外規定を設けていないのは、

役務の場合には、装置やプログラムの場合と異なり、無効化役務とそれ以外の

役務を分離することは困難であるためである。 

                                            
やアップデートに応じて、ユーザーが購入し手元に保有する装置や機器も何かしらの方法で

バージョンアップ等する必要が生ずることなどの不都合が指摘される。 
129 例えば、アナログ情報からデジタル情報へ変換する過程で技術的制限手段である信号に反

応しないことにより偶然無効化機能を有してしまうアナログ情報をデジタル情報に変換する

機能を有する装置の提供行為が挙げられる。 
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２ 技術的制限手段に対する「不正競争」の定義 

――その 2（第 2 条第 1 項第 12 号） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

十二 他人が特定の者以外の者に影像若しくは音の視聴、プログラム

の実行若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の

記録をさせないために営業上用いている技術的制限手段により制限

されている影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報

の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録（以下この号に

おいて「影像の視聴等」という。）を当該技術的制限手段の効果を妨

げることにより可能とする機能を有する装置（当該装置を組み込ん

だ機器及び当該装置の部品一式であって容易に組み立てることがで

きるものを含む。）、当該機能を有するプログラム（当該プログラムが

他のプログラムと組み合わされたものを含む。）若しくは指令符号を

記録した記録媒体若しくは記憶した機器を当該特定の者以外の者に

譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、若

しくは輸入し、若しくは当該機能を有するプログラム若しくは指令

符号を電気通信回線を通じて提供する行為（当該装置又は当該プロ

グラムが当該機能以外の機能を併せて有する場合にあっては、影像

の視聴等を当該技術的制限手段の効果を妨げることにより可能とす

る用途に供するために行うものに限る。）又は影像の視聴等を当該技

術的制限手段の効果を妨げることにより可能とする役務を提供する

行為 

 

第 2 条第 1 項第 12 号は、営業上の利益を確保することを目的として、音楽、

映像等のコンテンツ提供事業者が、契約の相手方又は契約により特定された者

以外の者によるコンテンツの視聴、記録を制限するために「技術的制限手段」
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を用いている場合に、その技術的制限手段の「効果を妨げる」機能を有する装

置等を特定の者以外の者に譲渡等する行為を「不正競争」として規定したもの

である。 

具体的には、衛星放送又は有料ケーブルテレビジョン放送におけるペイパー

ビューサービス等契約者以外の者によってはスクランブルを解除できないよう

に暗号が施されているものに対して、この技術の効果を妨げるスクランブル解

除装置を販売等する行為が該当する。 

 

(1) 他  人 

「他人」とは、第 2 条第 1 項第 1 号等と同様に、技術的制限手段を用いる主

体となるものを指す。「他人」に含まれるものとしては、自然人、法人の他、権

利能力なき社団や団体、企業グループ等がある。 

 
(2) 特定の者 

限られた範囲の者を指す。具体的には、一定の料金を支払うのと引換えに音

楽、映像等のコンテンツの提供を受ける者が該当する。 

 
(3) 他人が特定の者以外の者に影像若しくは音の視聴、プログラムの実行

若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録をさせ

ないために営業上用いている（もの） 

第 11 号で規定している「営業上用いられている技術的制限手段」とは、音

楽、映像等のコンテンツ提供事業者が一律に視聴、実行若しくは処理又は記録

を制限する技術的制限手段を用いている場合であり、本号で規定している「技

術的制限手段」とは、単独の音楽、映像等の提供事業者が「特定の者」に限り

視聴、実行若しくは処理又は記録が可能となるように技術的制限手段を用いて

いる場合を想定している。 

なお、第 11 号で解説したとおり、本号に該当する技術的制限手段が第 11 号

から除かれるよう第 11 号に調整規定が置かれている。 
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(4) 当該機能を有するプログラム若しくは指令符号を電気通信回線を通じ

て提供する 

プログラム又は指令符号について、電気通信回線を通じた提供を規制するの

は、第 11 号と同じ趣旨であるが、本号において装置や記録媒体等を提供する場

合とは異なり、「当該特定の者以外の者に」という文言が入っていないのは、イ

ンターネットのホームページに掲載する形態で提供する場合等、特定の者への

提供と一体化する形態であっても、これを違法とする趣旨である。 
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第７節  ドメイン名に係る不正行為 

第 2 条第 1 項第 13 号関係 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

十三 不正の利益を得る目的で、又は他人に損害を加える目的で、他人

の特定商品等表示（人の業務に係る氏名、商号、商標、標章その他の

商品又は役務を表示するものをいう。）と同一若しくは類似のドメイ

ン名を使用する権利を取得し、若しくは保有し、又はそのドメイン名

を使用する行為 

 

１ 趣  旨 

 

本号は、平成 13 年改正により、不正の利益を得る目的又は他人に損害を加

える目的で、他人の特定商品等表示と同一又は類似のドメイン名を使用する権

利を取得し、若しくは保有し、又はそのドメイン名を使用する行為を「不正競

争」の一類型として定めた規定である。 

ドメイン名は、本来、インターネット上のいわば「住所」を示す、サーバー

を特定するための文字・数字等の配列にすぎない。しかし、近年のインターネ

ットの急速な普及に伴いインターネットを通じたビジネス活動の重要性が高ま

り、ドメイン名は極めて高い価値を有するに至った。すなわち、事業者は、自

己の社名や製造・販売する商品名と関連のあるドメイン名を登録してウェブサ

イトを開設し、一方、消費者は、ドメイン名と企業名、商品名とを関連付け、

ドメイン名を手がかりとしてウェブサイトにアクセスすることが日常化しつつ

ある。そのため、事業者と消費者をインターネット上で結びつける接点となる

ドメイン名は、事業者が効果的なインターネット上のビジネスを行うために、

極めて重要な価値を有するに至っている。 

しかし、ドメイン名は、原則として誰もが先着順に登録することができる制



 
 

第２部 逐条解説 
Chapter ３ 不正競争（第２条関係） 

第７節  ドメイン名に係る不正行為 
第 2 条第 1 項第 13 号関係 

 

 
114 

度となっており、かつ、登録に際し、例えば商標登録出願において行われるよ

うな実質的な審査は行われていない。そこで、このようなドメイン名の登録制

度を逆手にとり、第三者が有名企業や著名な商品の名称及びそれらと類似の文

字・数字等の配列をドメイン名に登録した上でウェブサイト上でビジネスを行

うことにより、事業者が永年にわたって築き上げた知名度や信頼にフリーライ

ドしたり、ウェブサイト上で商標権者等の信用を傷つけたり、取得したドメイ

ン名を商標権者等に対して不当に高い価格で買い取らせようとするなどの行為

が、世界各国で頻発している。 

このような状況の中、WIPO（世界知的所有権機関）の「周知商標の保護規

則に関する共同勧告（Joint Recommendation Concerning Provisions on the 

Protection of Well-Known Marks）」（1999 年 9 月制定。以下「WIPO 勧告」

という。）、 ICANN（ the Internet Corporation for Assigned Names and 

Numbers）の「ドメイン名統一紛争処理方針（Uniform Domain Name Dispute 

Resolution Policy. 1999 年 10 月制定。以下「UDRP」という。）」、米国の「反

サイバースクワッティング消費者保護法（Anticyber-squatting Consumer 

Protection Act）」（1999 年 11 月制定。以下「米国法」という。）等、ドメイン

名について生じている各種の問題に対してルールを整備する努力が世界的にな

された（前掲表１（55～57 頁）参照 130）。 

我が国においては、「.jp」ドメイン名を管理する（一社）日本ネットワークイ

ンフォメーションセンター（JPNIC）が UDRP を日本にローカライズした JP

ドメイン名紛争処理方針（2000 年 7 月制定。以下「JPDRP」という。）を策定

し、同年 10 月より、日本弁理士会と日本弁護士連合会が共催で運営している

日本知的財産仲裁センター（旧工業所有権仲裁センター）において、JPDRP に

基づく JP ドメイン名に関する紛争の処理が行われている 131。 

                                            
130 WIPO 勧告は、特許庁ホームページ（http://www.jpo.go.jp/indexj.htm」において、米国

法、UDRP 及び JPDRP は、（一社）日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNI
C）ホームページ（http://www.nic.ad.jp/）においてそれぞれ閲覧可能である。 
131 ドメイン名の紛争処理において、適用される規則や紛争処理機関は、紛争の対象となるド

メイン名の種類によって異なる。「.jp」ドメイン名については、前述のとおり JPDRP を適用

して日本知的財産仲裁センターにおいて紛争の処理が行われる。一方、「.com」「.org」「.ne

http://www.jpo.go.jp/indexj.htm
http://www.nic.ad.jp/
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しかし、このような裁判外紛争処理制度においては、当事者はいつでも裁判

に訴えることが可能であること、登録機関とは契約関係にない商標権者等が裁

判所の原告又は被告となる場合には、実体法が判断基準となり、裁判外紛争処

理方針と裁判所との判断の間に齟齬が生じるおそれがあることなどから、実体

法の整備が必要との意見が各方面から出されていた 132、133。 

                                            
t」、「.info」等の分野別トップレベルドメイン（gTLD）については、UDRP を適用して WIP
O 仲裁センター等の仲裁機関において紛争の処理が行われる（前掲表１（55～57 頁）参

照）。なお、WIPO 仲裁センターにおける 2015 年のドメイン名に関する紛争処理事件数は 2,
754 件（前年比 4.5%増）、対象となったドメイン名は 4,364 件であった（WIPO 公表資料：h
ttp://www.wipo.int/export/sites/www/about-wipo/en/dgo/pdf/ambassadors_briefing_022016.
pdf）。 

また、「.uk」、「.cn」などの各国・地域に割り当てられた国コードトップレベルドメイン

（ccTLD）については、その ccTLD を管理している組織毎に独自の紛争処理手続が設けられ

ている。 
132 平成 13 年改正にかかわらず、不正競争防止法においてドメイン名に関する一定の紛争を

解決することは可能である。すなわち、ドメイン名は、その文字列の組合せを自由に選択で

きる点を利用して、自らの商品等を識別する機能を持つことが可能であることから、不正競

争防止法第 2 条第 1 項第 1 号及び第 2 号の「商品等表示」の一つとして保護を受け得る（前

掲脚注 40 ジャックス・ドメイン名事件、ジェイフォン・ドメイン名事件（東京地判平 13.4.2
4 判時 1755 号 43 頁）、アークエンジェルズ事件（大阪地判平 21.4.23 最高裁 HP）参照）。し

かしながら、同項第 1 号、第 2 号では、ドメイン名が商品又は営業の表示として使用されて

いる場合にしか規制の対象とならないといった限界がある。したがって、例えば、ドメイン

名を登録しただけでウェブサイトは開設せず、商標権者に不当な価格で売りつけようとする

行為や、ドメイン名を使用したウェブサイト上で、事業活動は一切行わず、ポルノグラフィ

カルな写真を掲載して商標権者等の信用を傷つけるような行為は、不正競争防止法の規制の

対象とすることは困難であると解されていた。 
133 産業構造審議会情報経済部会第一次提言（平成 12 年 8 月）は、「ドメインネームは、いわ

ばインターネット上の『住所』である。リアル空間上の『住所』は自ら決めることはできな

いが、ドメインネームは先着順で自ら好きなものを選択することができる。この結果、他人

の商標等と同一又は類似のドメインネームを取得・使用することが可能であり、こうしたド

メインネームを高額で転売しようとしたり、アダルトサイトを運営するなどして、商標権者

等との間で紛争となるケースが生じている。このような問題を解決するために、昨年末、民

間サイドによる統一紛争処理手続が開始されるとともに、米国は、昨年、法的ルールの整備

を行った。したがって、我が国においても、法的なルール整備（他人の商標等と同一又は類

似のドメインネームの不正の目的の取得・使用の規整）が必要である」との答申を出してい

る。また、情報通信技術（IT）戦略本部が発表した、e-Japan 重点計画においても、「ドメイ

ン名利用の適正化」として、「ドメイン名の価値の高まりとともに、ドメイン名が実質的な審

査なく先着順に取得できることから、ドメイン名と商標等の抵触を巡る紛争が増加し、電子

商取引等の阻害や国際問題になっている。したがって、ドメイン名利用の適正化について、

国際的な動向も踏まえつつ必要な措置を講ずる。（i）2001 年中に、商標等と同一又は類似の

ドメイン名の不正取得等の防止を図るため『不正競争防止法の一部を改正する法律案』を国

会に提出するなど、ドメイン名利用の適正化を図るための所要の制度整備を行う」との決定

がなされた。 

http://www.wipo.int/export/sites/www/about-wipo/en/dgo/pdf/ambassadors_briefing_022016.pdf
http://www.wipo.int/export/sites/www/about-wipo/en/dgo/pdf/ambassadors_briefing_022016.pdf
http://www.wipo.int/export/sites/www/about-wipo/en/dgo/pdf/ambassadors_briefing_022016.pdf
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以上のような国内外の動向を踏まえ、平成 13 年改正により、ドメイン名を

不正に取得等する行為を新たに「不正競争」の一類型として規制することにし

た。 

 

２ 要  件 

 

１ 不正の利益を得る目的で、又は他人に損害を加える目的で 

第 2 条第 1 項第 13 号では、主観的要件として、「不正の利益を得る目的」又

は「他人に損害を加える目的」（いわゆる図利目的又は加害目的）という二つの

類型を規定している。前者は、公序良俗、信義則に反する形で自己又は他人の

利益を不当に図る目的を、後者は、他者に対して財産上の損害、信用の失墜と

いった有形無形の損害を加える目的をそれぞれ指すものと考えられる。 

不正競争防止法においては、「図利加害目的」（第 2 条第 1 項第 7 号等）や「不

正の目的（不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他不正の目的）」

（第 19 条第 1 項第 2 号）といった異なる主観的要件が定められている。本号

において、主観的要件として「図利加害目的」を規定したのは、保護対象に周

知性又は著名性を要件としないこと 134、ドメイン名の使用行為に限らず取得、

保有行為をも対象とすることとの関係から、「図利加害目的」に当たらない主観

的態様に基づく行為まで規制すべき実体上の必要性はないと考えられるためで

ある。 

いかなる場合に図利加害目的が認められるかについては、個別具体の事案に

応じた裁判所の判断に委ねられることとなるが、図利加害目的が認められる行

                                            
134 本号の保護対象について、周知性又は著名性の要件を不要としたのは、①ドメイン名の登

録制度は先着順となっているため、同じドメイン名を登録することはできないことから、特

定商品等表示に化体した信用等の保護に加え、ドメイン名の登録制度に乗じた営業妨害行為

を防ぐことにあり、保護対象を周知性又は著名性のあるものに限定する必要はないこと、②

インターネット上のビジネスは、広がりが早く短期間で周知・著名になり得るため、周知

性・著名性を獲得する以前に、第三者により特定商品等表示と同一又は類似のドメイン名を

取得される可能性が高く、それを回避する必要があること、③ドメイン名はサイバー空間上

で用いられるため地域性が問題とならないこと、④米国法、UDRP 及び JPDRP において

も、周知性は要件としていないこと等によるものである。 
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為の例としては、 

① 特定商品等表示の使用者がその特定商品等表示をドメイン名として使用

できないことを奇貨として、当該特定商品等表示の使用者に不当な高額で

買い取らせるために、当該特定商品等表示と同一又は類似のドメイン名を

先に取得・保有する行為 

② 他人の特定商品等表示を希釈化・汚染する目的で当該特定商品等表示と

同一又は類似のドメイン名のもと、アダルトサイトを開設する行為 

等の行為が考えられる 135。 

また、米国法、UDRP 及び JPDRP において例示されている不正の目的を認

定するにあたっての考慮要因や、それらに基づく裁判例、裁定例の判示事項は、

本号の解釈にあたっての一つの参考になるものと思われる 136。 

 

 ２ 特定商品等表示 

「特定商品等表示」とは、「人の業務に係る氏名、商号、商標、標章その他の

商品又は役務を表示するもの」を指す。第 2 条第 1 項第 1 号、第 2 号において

規定されている「商品又は営業を表示するもの」との表現と異なり、本号にお

いては「商品又は役務を表示するもの」との表現を用いている。これは、ドメ

イン名の特性に照らして考えた場合、商品等表示の例示中「商品の容器若しく

は包装」は含まれず、本号において保護対象の例示としては「人の業務に係る

氏名、商号、商標、標章」とすべきであり、また、ドメイン名紛争に関する国

                                            
135 MP3 ドメイン名事件（東京地判平 14.7.15 判時 1796 号 145 頁）では、「『不正の利益を得

る目的で』とは、『公序良俗に反する態様で、自己の利益を不当に図る目的がある場合』と解

すべきであり、単にドメイン名の取得、使用等の過程で些細な違反があった場合等を含まな

いというべきである。また『他人に損害を与える目的』とは、『他人に対して財産上の損害、

信用の失墜等の有形無形の損害を加える目的のある場合』と解すべきである。例えば、①自

己の保有するドメイン名を不当に高額の値段で転売する目的、②他人の顧客吸引力を不正に

利用して事業を行う目的、又は③当該ドメイン名のウェブサイトに中傷記事や猥褻な情報等

を掲載して当該ドメイン名と関連性を推測される企業に損害を加える目的、を有する場合な

どが想定される」と判示された。 
136 なお、UDRP 及び JPDRP では、「登録者が、当該ドメイン名（の登録）についての権利

又は正当な利益を有していないこと」が、申立人の主張が認められるための独立の要件とさ

れている。しかし、このような事情は、図利目的又は加害目的の有無を判断する中で考慮さ

れ得ると考えられるため、本法では、同様の要件を独立に設けることはしていない。 



 
 

第２部 逐条解説 
Chapter ３ 不正競争（第２条関係） 

第７節  ドメイン名に係る不正行為 
第 2 条第 1 項第 13 号関係 

 

 
118 

際的なルールにおいては、保護の対象をいずれも「商品・役務の表示」として

いることとの整合性を図ったことによる。 

なお、「特定商品等表示」に該当するためには、同項第 1 号、第 2 号における

「商品等表示」と同じく、表示が自他識別機能又は出所識別機能を備えている

ことが必要である。したがって、自他識別機能、出所識別機能を有しない普通

名称や慣用表示、自己の氏名等を用いる場合には、本号の保護には該当しない

ものと考えられる。 

 

 ３ 同一若しくは類似 

規制の対象となるドメイン名は、他人の特定商品等表示と「同一若しくは類

似」のものである。類似性の判断については、基本的には現行規定（第 2 条第

1 項第 1 号等）のもとで判例等が示してきた判断基準が妥当するものと考えら

れる 137、138。 

 

４ ドメイン名を使用する権利を取得し、若しくは保有し、又はそのドメイ

ン名を使用する行為 

「ドメイン名を使用する権利」とは、ドメイン名登録機関に対してドメイン

名の使用を請求できる権利を指す 139。 

ドメイン名を使用する権利を「取得」する行為には、ドメイン名の登録機関

に対する登録申請によってドメイン名を使用する権利を自己のものとする場合

の他、登録機関からドメイン名の登録を認められた第三者から移転を受けるこ

                                            
137 前掲脚注 40 ジャックス・ドメイン名事件では、「『JACCS』と『jaccs』とを対比すると、

アルファベットが大文字か小文字かの違いがあるほかは、同一である。そして、実際上、小

文字のアルファベットで構成されているドメイン名がほとんどであることに照らせば、大文

字か小文字かの違いは重要ではないというべきである」と判示された（同判断は高裁でも維

持された（名古屋高金沢支判平 13.9.10 最高裁 HP））。 
138 前掲脚注 132 ジェイフォン・ドメイン名事件では、「被告が本件ウェブサイト上に表示し

た本件表示は、『J-PHONE』、『ジェイフォン』、『J-フォン』を横書きにしたものであって、

本件ウェブサイト上の前記の『J-PHONE』と同一ないし類似するものである」と判示された

（同判断は高裁でも維持されている（東京高判平 13.10.25 最高裁 HP））。 
139 「ドメイン名使用権」なる権利が新たに法律によって創設されるわけではない。 



 
 

第２部 逐条解説 
Chapter ３ 不正競争（第２条関係） 

第７節  ドメイン名に係る不正行為 
第 2 条第 1 項第 13 号関係 

 

 
119 

とによってドメイン名を使用する権利を自己のものとする場合、登録機関から

ドメイン名の登録を認められた第三者からドメイン名の使用許諾を受ける場合

も含まれる。 

ドメイン名を使用する権利を「保有」する行為とは、ドメイン名を使用する

権利を継続して有することを指す。「ドメイン名を使用する権利を取得」する行

為は、継続的な行為ではなく 1 回的な行為と解されるため、「取得」のみを規制

する場合には、ドメイン名の取得時点では、図利加害目的を有していなかった

が、後になって図利加害目的を有するに至った場合を規制することができない

こととなる。このため、実効的な救済を図る観点から、「保有」というドメイン

名を使用する権利を継続して有する行為を、本号の規制の対象とすることとし

た。 

ドメイン名を「使用する行為」とは、ドメイン名をウェブサイト開設等の目

的で用いる行為を指す。 

 

３ 救済措置 

ドメイン名を不正に取得等する行為に対しては、第 3 条及び第 4 条、第 5

条に基づく差止請求及び損害賠償請求等が可能である。ドメイン名について

は、差止めの内容として、ドメイン名の使用（特定の使用方法又は使用全般

の）禁止、さらにはドメイン名の登録抹消も求め得ると考えられる 140。 

第 5 条第 3 項第 4 号において、ドメイン名の損害額の推定規定が新たに設

けられている。これは、「不正競争」によって営業上の利益を侵害された者が

損害賠償請求を行う場合、ライセンス料相当の金額を損害額として請求できる

こととしたものである。例えば、商標権者が、第三者によってその商標を含む

ドメイン名を使用することにつき、通常請求しているライセンス料が存在する

のであれば、商標権者が第三者からそのライセンス料を得ることが確実であっ

たにもかかわらず、ドメイン名の不正取得等により現実にはそのライセンス料

                                            
140 移転を可能とする明文規定を置くことについては、商標法等において救済方法としての登

録移転に関する規定が置かれていないこととの法的整合性等の理由から見送られることとな

った。 
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を得られないこととなり、ライセンス料相当額の損害賠償を請求することが適

当と考えられる。 

なお、本号が規定するドメイン名に係る不正行為については、当事者間の民

事的請求に委ね、刑事罰の対象としていない 141。ただし、不正の目的で他人

の商品等表示と同一又は類似のドメイン名を商品等表示として使用し、他人の

商品又は営業と混同を生じさせる行為をした場合には、第 21 条第 2 項第 1 号

に該当し、刑事罰の対象となる。 

  

                                            
141 不正競争防止法は、その法目的（第 1 条参照）の実現手段として、当事者間の差止請求、

損害賠償請求等の民事的な規制を基本としており、消費者に誤認混同を与える等の公益の侵

害が著しい行為類型のみを刑事罰の対象としている（第１部 Chapter１３（26・27 頁）、第

２部 Chapter ２（33 頁）及び Chapter ７１（219 頁）、同旨）。 
このような不正競争防止法の体系を踏まえると、ドメイン名に関する行為類型は、消費者の

誤認混同が要件とされていないこと等からして、刑事罰の対象とすることは適当ではないも

のと考えられる。また、米国法においても、ドメイン名の不正取得等の行為について刑事罰

で対応するという方向にはなっていない。以上のような理由から、第 2 条第 1 項第 13 号に

は、罰則が設けられていない。 
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第８節  誤認惹起行為 

第 2 条第 1 項第 14 号関係 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

十四 商品若しくは役務若しくはその広告若しくは取引に用いる書類

若しくは通信にその商品の原産地、品質、内容、製造方法、用途若

しくは数量若しくはその役務の質、内容、用途若しくは数量につい

て誤認させるような表示をし、又はその表示をした商品を譲渡し、

引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、

若しくは電気通信回線を通じて提供し、若しくはその表示をして役

務を提供する行為 

 

１ 趣  旨 

 

本号は、商品・役務の原産地等について誤認を生じさせるような表示を行う

行為等を「不正競争」の一類型として定めた規定である。 

なお、平成 5 年改正前不正競争防止法（旧法）では、第 1 条第 1 項第 3 号

は虚偽の原産地誤認惹起行為、第 4 号は産出、製造、加工地誤認惹起行為、

第 5 号は商品の品質、内容等の誤認惹起行為を対象としていたが、平成 5 年

改正により、国際的なハーモナイゼーション等の観点から「役務」の質、内容

等の誤認惹起行為を「商品」と並んで規制の対象とすることとし、また、旧法

第 3 号及び第 4 号の関係を整理し、虚偽か否かを問わず「原産地」の誤認惹

起行為を対象とすることとし、さらに、誤認惹起行為としてこれらの行為類型

の一本化を図ることとした 142。 

                                            
142 不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）においても、第 5 条第 1 項で不当表示規制

が設けられており、またその細目が公正取引委員会の告示で指定されており、不正競争防止

法第 2 条第 1 項第 14 号と重複する不当表示行為も多い。 
その他、商品等の表示を規定した法律で本号と関連が深いものとしては、原産地に関する表
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２ 要  件 

 

１ 広告若しくは取引に用いる書類若しくは通信 

「広告」とは、公衆に対してなされる表示のうち営業目的をもってなされた

ものを指すとされる。 

「取引に用いる書類」とは、注文書、見積書、送り状、計算書、領収書等を

指し、取引に用いる「通信」とは、メール、ＦＡＸ、インターネット注文、電

話等の、取引上現れる表示行為中書類以外の通信形態の一切のものをいう。 

 

 ２ 原産地 143 

「原産地」とは、商品が生産、製造又は加工され商品価値が付与された地の

ことをいう 144。原産地表示であることが明記されていなくても、表示が付さ

れた商品全体を観察し、商品の需要者又は取引者が、当該表示を商品の原産地

                                            
示では「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（地理的表示法）」及び酒税の保全及び

酒類業組合等に関する法律（昭和二十八年法律第七号）第 86 条の 6 第 1 項に基づく「酒類の

地理的表示に関する表示基準（（国税庁告示第十九号））」、食品に関する表示では「食品表示

法」等がある。 
143 平成 5 年改正前においては、虚偽の表示の使用による原産地の誤認惹起行為（第 1 条第 3
号）、及び産出、製造、加工地の誤認惹起行為（同条第 4 号）を対象としていた。平成 5 年改

正前の立法経緯を見ると、第 1 条第 3 号は、昭和 9（1934）年の旧法制定時に、虚偽を要件

とした原産「地」の誤認惹起行為を対象とする趣旨で規定されたものであり、他方、同条第 4
号は、昭和 25（1950）年の改正時に、虚偽か否かを問わず、「商品ガ産出、製造若ハ加工セ

ラレタル国」の誤認惹起行為を対象とする趣旨で追加された規定である。その後、昭和 40
（1965）年に、マドリッド協定のリスボン改正に対応するため、第 4 号について、「商品ガ産

出、製造若ハ加工セラレタル国」と規定されていた条文中の「国」の部分が「地」に改めら

れた。ここで、「産出、製造、加工セラレタル地」と「原産地」とは同義と解されていたこと

から、第 4 号については、虚偽か否かを問わず原産地を誤認させる行為を規制することとな

った。この結果、第 3 号は常に第 4 号に包含されることとなった。そこで、平成 5 年改正法

においては、旧法第 3 号及び第 4 号の関係を整理し、虚偽か否かを問わず「原産地」の誤認

惹起行為を対象とすることとした。 
144 原石ベルギーダイヤ事件（東京高判昭 53.5.23 刑月 10 巻 4・5 号 857 頁）では、「天然の

産物であつてもダイヤモンドのように加工のいかんによつて商品価値が大きく左右されるも

のについては、その加工地が一般に『原産地』と言われている」と、商品価値が付与された

地を基準として原産地を判断している。 
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表示と認識する表示であれば原産地表示に当たる 145、146。 

 

 ３ （商品の）品質、内容、製造方法、用途若しくは数量 

商品に関する誤認惹起表示は、商品の品質、内容 147、製造方法、用途又は

数量についての誤認を惹起せしめる表示でなければならない 148。 

判例上、「品質」を誤認させるような表示であると判断された例として、加

工食品の原料に関する誤認表示 149、古米や未検査米を新米とした表示 150、酒

税法上「みりん」とは認められない液体調味料に「本みりん」であるかのよう

                                            
145 中国製カバン事件（大阪地判平 13.2.27 最高裁 HP）。 
146 上記の他、原産地の誤認表示に該当するとされた事件としては、「柿の葉茶」等の文字・

図形の商標権を有する原告が「京の柿茶」等の文字からなる表示を付した商品を販売した被

告を訴えた、京の柿茶事件（東京地判平 6.11.30 判時 1521 号 139 頁）、一般市場向けヘアピ

ンを製造、販売する原告がイタリア国旗と「イタリアンタイプ」との表示等を付したヘアピ

ンを販売する被告を訴えた、世界のヘアピンコレクション事件（大阪地判平 8.9.26 知裁集 28
巻 3 号 429 頁）、「氷見うどん」の商標を保有して当該商標を付した麺類を販売する原告が

「越中氷見名物」等の表示を付したうどんを販売する被告を訴えた、氷見うどん事件（富山

地高岡支判平 18.11.10 判時 1955 号 137 頁、名古屋高金沢支判平 19.10.24 判時 1992 号 117
頁）等がある。 
147 トナーカートリッジを装着すると原告プリンターのディスプレイに現れる「シテイノトナ

ーガソウチャクサレテイマス」との表示の「シテイノトナー」について、「原告プリンターに

用いられるべきものと定めたトナーカートリッジであると理解するものと考えられる。・・・

プリンターメーカーが純正品と非純正品がその品質により異なるものであると取り扱ってい

る実態からすれば、需要者は、原告プリンターに用いられるべきものとは、プリンターメー

カーの原告が原告プリンターに相応しい一定の品質、内容を有するものとして定めたトナー

カートリッジであると理解するものと認められる。」とし、不正競争防止法第 2 条第 1 項第

14 号にいう「品質、内容」の表示であると認められた（東京地判平成 29.1.31 最高裁 HP）。 
148 旧法第 1 条第 1 項第 5 号は、昭和 25 年の改正の際に新たに設けられた規定であり、当初

においては、商品の品質、内容、数量に関する誤認惹起行為を規制の対象としていた。その

後、昭和 40 年の改正において、パリ条約第 10 条の 2 第 3 項第 3 号が新たに設けられたこと

に伴い、条約上禁止の対象となった商品の「性質、製造方法、特徴、用途、数量」に対し

て、従来の規定の中に含まれるかどうか必ずしも明確でない「製造方法、用途」を追加した

という経緯がある。 
149 ミートホープ事件（札幌地判平 20.3.19 最高裁 HP）では、牛肉に鶏肉や豚肉を混ぜて製

造したミンチ肉に、あたかも牛肉のみを原料とするかのようにした表示について、商品の品

質及び内容を誤認させる表示であるとした。 
150 日本ライス事件（大阪地判平 20.4.17 最高裁 HP）では、古米や未検査米、福井県産でな

い新米等を詰めた商品に「福井県産新米コシヒカリ 100%」とした表示は、商品の原産地、品

質及び内容を誤認させる表示であるとした。 
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にした表示 151、ろうそくの燃焼時に発生する煤の量等に関する誤認表示 152、

国や公的機関等による認定・保証があるかのようにした表示 153、154、155、特許

発明の実施品であるかのようにした表示 156等がある。また、中古自動車の走

行距離数に関する表示も「品質」に関する表示に該当するものと考えられる。 

「製造方法」とは、商品の製造に用いられる方法をいう（例えば、食塩の流

下式製塩法など）。 

「用途」とは、商品の特徴に応じた使い途をいう（例えば、燃料であれば自

動車用、ジェット推進航空機用など）。 

 
 ４ 役務の質、内容、用途若しくは数量 

役務に関する誤認惹起表示は、役務の質、内容、用途又は数量についての誤

                                            
151 本みりんタイプ事件（京都地判平 2.4.25 判時 1375 号 127 頁）では、酒税法上「みりん」

とは認められない液体調味料をあたかも「本みりん」であるかのような表示は、商品の品質

を誤認させる表示であるとした。 
152 ろうそく事件（大阪地判平 16.6.1 最高裁 HP、大阪高判平 17.4.28 最高裁 HP）では、販

売するろうそくに「燃焼時に発生する煤の量が 90%減少。火を消したときに生じるにおいも

50%減少」とした表示は、実験の結果そのような効果は認められず、商品の品質を誤認させ

る表示であるとした。 
153 清酒特級事件（最決昭 53.3.22 刑集 32 巻 2 号 316 頁）では、清酒の級別認定制度の下で

「級別の審査・認定を受けなかつたため酒税法上清酒二級とされた商品であるびん詰の清酒

に清酒特級の表示証を貼付する行為は、たとえその清酒の品質が実質的に清酒特級に劣らな

い優良のものであつても」商品の品質・内容につき誤認を生ぜしめる虚偽の表示に該当する

とした。 
154 フランジガスケット材事件（大阪地判平 7.2.28 判時 1530 号 96 頁）では、主たる用途を

「建築物の屋根・壁・天井」として建設大臣の不燃材料認定を受けた不燃認定番号を、これ

とは全く用途の異なるフランジガスケット材に表示することは、誤認惹起表示にあたるとし

た。 
155 電子ブレーカ事件（大阪地判平 24.9.13 判タ 1392 号 304 頁、知財高判平 25.3.28 最高裁

HP）では、PSE 表示は、電気用品安全法の規定する技術基準に適合している旨同法所定の適

合検査で証明されたことを示す表示であり、電子ブレーカにとって不正競争防止法第 2 条第 1
項第 13 号（現行第 14 号）が規定する「品質」に関する表示に該当するとした上で、電気用

品安全法所定の検査を受けていない電子ブレーカに付した PSE 表示は、品質を誤認させるよ

うな表示であるとした。 
156 巻き爪矯正具事件（大阪地判平 24.11.8 最高裁 HP）では、一般に商品に付された特許の

表示は、不正競争防止法第 2 条第 1 項第 13 号（現行第 14 号）が規定する「品質」の表示と

いえるとし、実際には特許発明の実施品ではなくなったにもかからず、「国際的な特許で保

護」、「特許を取得している専用のワイヤー」等と商品に付した表示は、品質を誤認させるよ

うな表示であるとした。 
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認を惹起せしめる表示でなければならない 157 

「役務」とは、他人のために行う労務又は便益であって、独立して取引の目

的たりうべきものをいう 158。 

 

 ５ 誤認させるような表示 

「誤認させるような表示」に該当するかどうかは、個別・具体の事案に応じ

て、当該表示の内容や取引界の実情等、諸般の事情が考慮された上で、取引

者・需要者に誤認を生じさせるおそれがあるかどうかという観点から判断され

る 159。 

「○○タイプ」等を伴った表示でも、その言葉の表現形式の如何によっては

誤認させるような表示に該当する場合がある 160。また、周知著名な商標の一

                                            
157 前述第１部 Chapter １８（10 頁）のとおり、平成 5 年改正前においては、商品の品質、

内容、製造方法、用途、数量に係る誤認惹起行為を規制していたが、役務の質、内容等に係

る誤認惹起行為は規制の対象外であった。しかしながら、同号の規定が導入された昭和 25 年

当時に比し、我が国経済のサービス化は著しく、役務に係る競争も激化しており、国際的に

見ても、米国、ドイツ、スイスをはじめとする先進諸国の立法例においては、商品と役務を

区別することなく、その品質、内容等に関する誤認惹起行為を規制の対象とするのが通例で

あった。このような状況を踏まえ、平成 5 年の改正時に、役務の質、内容等に係る誤認惹起

行為が追加された。 
158 家電量販店比較広告事件（前橋地判平 16.5.7 判時 1904 号 139 頁、東京高判平 16.10.19
判時 1904 号 128 頁）では、事業者が商品の価格を安くして販売することは「役務」に該当し

ないとした。 
159 ライナービヤー事件（東京地判昭 36.6.30 下民集 12 巻 6 号 1508 頁、東京高判昭 38.5.29
判時 342 号 16 頁、最判昭 40.6.4 判時 414 号 29 頁）では、「ライナービヤー」という酒税法

の「ビール」でない飲料について、我が国においては、「ビール」と「ビヤー」とが同意義に

使用されており、ビールと異質のものであることを示す為の表示として「ビヤー」を使用し

たとしても、ビールであると誤認するおそれはあり、誤認惹起行為に該当するとした。ま

た、前掲脚注 153 清酒特級事件（最決昭 53.3.22 刑集 32 巻 2 号 316 頁）等がある。 
160 前掲脚注 151 本みりんタイプ事件（京都地判平 2.4.25 判時 1375 号 127 頁）では、「本み

りん」の部分が中央に黒色で最も目立ち易く大きな書体で記載され、その下に金色の地に白

抜きで小さく「タイプ」と「調味料」と二行に書き分けて構成され、消費者には「本みり

ん」の部分が強く印象に残り、「タイプ」と「調味料」の部分はほとんど目にとまらないもの

になっているとして、本件表示は、あたかも本みりんであるかのように商品の品質・内容に

誤認を生じさせるとした。そして、「本みりんタイプ調味料」という表示は本みりんと異なる

調味料を示す表示として業界に定着しているとの被告の主張に対し、「本みりんタイプ調味

料」という表示が言葉それ自体としては本みりんとは別の商品を示すものとみることができ

るとしても、その言葉の表現形式の如何によっては同一の商品であるとの誤認混同を生ずる

ことはあり、前記のような紛らわしい表現形式をとった本件表示が正当であるということは

できないとした。 
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部となっている地名表示は、製造地と異なる表示であっても原産地を誤認させ

るような表示に該当しない場合がある 161。 

 
同号はあらゆる表示の誤認惹起を規制するものではなく、同号の誤認惹起表

示に該当するためには、同号に列挙された事実に関する誤認を惹起させるよう

な表示でなければならない。もっとも、同号に列挙された事実を直接誤認させ

る表示をしていなくても、間接的に品質、内容等を誤認させるような表示であ

れば、誤認惹起行為に該当し得る 162。 

 

 

３ 他人の商品又は役務を利用した不当表示行為 

 

他社の売れ筋商品又は役務に便乗して自己の商品又は役務の内容、品質につ

いて優良誤認を惹起せしめる寄生的広告行為 163、競業他者の商品又は役務と自

己の商品の比較をして自己の商品の優秀さを強調する比較広告行為 164、わずか

                                            
161 モズライトギター事件（知財高判平 20.8.28 判時 2032 号 128 頁）では、日本で製造した

エレキギター等に付した｢マルＭマーク mosrite｣及び「of California」の構成からなる標章

について、当該標章は「カリフォルニア州製の」という意味というより、商品のイメージを

表す付加的表示として特定の会社が製造販売したギターであることを示す周知著名な商標と

なっているものであり、日本における取引者・需要者もそのように理解していると認められ

るとして、原産地を誤認させる表示にはあたらないとした。 
162 商品の「価格」については列挙事由に含まれていないが、「価格」に関して虚偽表示をし

た場合について、品質、内容に関する誤認惹起表示であることを肯定した事案として前掲脚

注 144 原石ベルギーダイヤ事件がある。なお、「価格」は品質、内容に含まれないとした事案

として前掲脚注 158 家電量販店比較広告事件がある。 
163 香りのタイプ事件（原審東京地判昭 55.1.28 無体集 12 巻 1 号 1 頁、前掲脚注 80 東京高判

昭 56.2.25）では、被告商品が世界的に著名な様々な香水と「香りのタイプ」が同じであると

広告する行為について、「香りの調子又は香りのタイプの点において同じであるとの趣旨を表

現しているにすぎず、両者の香りそのものが同一であるとまで断じているわけではないこと

が明らかであるから」、需要者が、被告商品と著名な香水とが同一の香りであると誤認するこ

とはないから商品の内容に関する誤認を惹起しないとしており、他人の商品又は役務を広告

に使用する行為が直ちに誤認惹起行為になるわけではない、と判示した。 
164 比較広告は、真実の情報に基づくものであるならば、消費者に対し商品や役務の選択の情

報を提供するというプラスの面もあることから、比較それ自体が不正競争になるわけではな

く、比較広告の内容に虚偽、欺瞞性がある場合に品質、内容の誤認惹起行為に該当する。こ

の点、比較広告が問題となった事案としては、広告内容の真実性が問題となったガム比較広
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な数量の売れ筋商品で需要者をひきつけて別の商品を売りつけるおとり広告

165など、他人の商品又は役務を利用して自己の商品又は役務の内容、品質が著

しく優良であるとの誤認を惹起せしめるような不当な広告行為は、誤認惹起行

為に該当する可能性がある。 

なお、これらの不当な広告行為は、不正競争防止法第 2 条第 1 項第 1 号の混

同惹起行為や同項第 2 号の著名表示冒用行為、同項第 15 号の信用毀損行為、

また景品表示法によって規制される場合もある。 

 
４ 請求権者 

本号の民事上の請求主体は、本号の誤認惹起行為によって「営業上の利益を

侵害され、又は侵害されるおそれがある者」166である。したがって、一般消費

者には原則として請求主体性が認められない（後述 Chapter ４第１節２２（13 

8 頁）参照）。 

 

 
  

                                            
告事件（東京地判平 16.10.20 最高裁 HP）や、新車の輝き事件（知財高判平 17.8.10 最高裁

HP）がある。また、前掲脚注 158 家電量販店比較広告事件では、広告内容の真実性を問題と

することなく、被告の表示には商品又は役務の品質、内容に関する誤認惹起行為がないとし

ている。 
165 ヤマハ特約店事件（名古屋地判昭 57.10.15 判タ 490 号 155 頁）は、広告に表示された商

品の供給量等が著しく限定されているにもかかわらず、限定されていることが明瞭に記載さ

れていない場合に商品の「数量」について誤認させる行為として誤認惹起行為に該当し得る

とした。なお、ヤマハピアノ事件（名古屋地判平 5.1.29 判時 1482 号 148 頁）では、販売す

る意思がない商品を広告に使用し、広告した商品について虚偽の説明をする行為を一体とし

て捉え、信用毀損行為（平成 27 年改正前第 2 条第 1 項第 14 号）として広告差止請求を認め

た。 
166 通常、競争関係にある事業者がこれに該当すると考えられる。 
前掲脚注 159 ライナービヤー事件（東京地判昭 36.6.30 下民集 12 巻 6 号 1508 頁、東京高判

昭 38.5.29 判時 342 号 16 頁、最判昭 40.6.4 判時 414 号 29 頁）では、酒類販売業者又は一般

の需要家がビールではない発泡酒「ライナービヤー」を「ビール」と誤認したことが認めら

れるから、酒税法上のビールを製造販売している会社（4 社）である原告らは、その誤認され

た「ビヤー」の表示については、その営業上の利益が侵害され又は侵害されるおそれがある

として、原告らの差止請求を認めた。 
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第９節  信用毀損行為 

第 2 条第 1 項第 15 号関係 167 

 

（定義） 

                                            
167 本号に関する近時の裁判例としては、以下のものがある。 
○混同惹起行為と信用毀損行為に関する裁判例 
鑑賞用水槽内の水を排出するための吸水パイプの販売を巡り、原告の製品の模倣品の販売中

止等を求めるなどと記載した文書を、原告の製品を取り扱う問屋及び小売店（原告の販売特

約店）に対して送付したという事案において、被告による被告各製品の販売が第 2 条第 1 項

第 1 号の不正競争に当たらないことが認定され、当該文書が被告の信用を害する虚偽の事実

を告知するものであるとした（東京地判平 27.12.10 最高裁 HP）。 
○著作権と信用毀損行為に関する裁判例 
被告会社によるプログラム著作権侵害に基づく請求には理由がないと認定した上で、「被告

会社は、原告会社が（中略）製品を開発して販売することが、被告会社（中略）の製品の著

作権を侵害する旨を、原告会社の取引先その他の第三者に告知し、流布してはならない」と

言い渡した裁判例がある（東京地判平 27.9.17 最高裁 HP）。 
○実用新案権と信用毀損行為に関する裁判例 
「被告は、技術評価書を提示することなく、換言すれば、有効性に特段の問題もない権利で

あるかのようにして、原告商品を販売していた 8 業者に原告商品が実用新案権に抵触するも

のと認識している旨を告知し、その点についての各 8 業者の認識の有無、今後の対応、見解

について、2 週間以内に書面で回答するよう求める旨の通知を送付したのであるから、これ

は、競争関係にある他人の営業上の信用を害する虚偽の事実の告知に該当するといわざるを

得ないがある」と判示した裁判例がある（大阪地判平 27.3.26 最高裁 HP）。 
○信用毀損行為に基づく損害賠償責任の注意義務について 
特許権侵害訴訟に関するプレスリリースについて、「プレスリリースを行うに当たっては、

あらかじめ、他者の実施行為等について、事実の調査を尽くし、特許権侵害の有無を法的な

観点から検討し、侵害しているとの確証を得た上で、プレスリリースを行うべき注意義務が

ある」と判示した裁判例がある。（大阪地判平 27.2.19 最高裁 HP）。 
○パテントプールに属する特許権につき FRAND（fair、 reasonable、 and non-discrimina
tory）宣言をした場合において 
FRAND 宣言をした被告プール特許権者が、FRAND 条件によるライセンスを受ける意思の

ある原告に差止請求権を行使することが権利の濫用として許されず、原告から原告製品を購

入した小売店に差止請求権を行使することも権利の濫用として許されないにもかかわらず、

これを行使できるかのように記載した点において虚偽の事実を告知するものであるとして、

現 15 号の不正競争に該当すると認定したものの、当該告知が FRAND 宣言をしている特許権

者による差止請求権の行使に関する知財高決平 26.5.16（アップル対サムスン事件知財高裁大

合議判決・決定（iPhone 大合議事件判決・決定）判タ 1402 号 166 頁）前であったことか

ら、故意・過失を否定した裁判例がある（東京地判平 27.2.18.判タ 1412 号 265 頁）。 
○信用毀損行為と廃棄請求について 
報告書が、原告の営業上の信用を害する虚偽の事実を記載した部分を含むものであり、当該

報告書を交付することは現 15 号に該当することを認定の上、当該報告書は、本件侵害行為を

組成した物に当たるものであるところ、当該記載が報告書の記載内容全体と不可分一体に結

びついているものというべきであるとして、報告書全部の廃棄を認めた裁判例がある（東京

地判平 26.5.16.最高裁 HP）。 
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第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

十五 競争関係にある他人の営業上の信用を害する虚偽の事実を告知

し、又は流布する行為 

 
１ 趣  旨 

 

本号は、競争関係にある者が、客観的真実に反する虚偽の事実を告知し、又

は、流布して、事業者にとって重要な資産である営業上の信用を害することに

より、競業者を不利な立場に置き、自ら競争上有利な地位に立とうとする行為

を「不正競争」の一類型として定めた規定である。昭和 9 年に不正競争防止法

が制定されたときに、パリ条約第 10 条の 2 第 3 項第 2 号に対応するため設け

られた。 

平成 5 年改正により、旧法の第 1 条第 1 項第 6 号でいう「陳述」を、法令用

語例に合わせ「告知」と書き改めたものであり、内容的には実質的な変更はな

い。 

なお、本号が規定する信用毀損行為については、当事者間の民事的請求に委

ね、刑事罰の対象としていない 168。 

 
２ 要  件 

 
１ 競争関係 

本号の適用には、競争関係が存在することを要件とする。したがって、非競

争者間における誹謗等の信用毀損行為は、本号の問題ではなく、一般不法行為

の問題として処理される。競争関係は、双方の営業につき、その需要者又は取

引者を共通にする可能性があることで足りる 169。 

                                            
168 後述 Chapter ７２（219 頁）参照。ただし、刑法 233 条の信用毀損及び業務妨害罪とし

て処罰される場合がある（「要説 不正競争防止法 第 4 版」222～223 頁、山本庸幸、社団法

人発明協会、平成 18 年 6 月）。 
169 ハンガークリップ特許警告事件（東京地判平 18.8.8 最高裁 HP）。なお、東京地判平 27.9.
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 ２ 他  人 

当該告知等の行為によって信用を害される｢他人｣が特定されていることが必

要である。もっとも、当該｢他人｣の名称自体が明示されていなくても、当該告

知等の内容及び業界内周知の情報から、当該告知等の相手方となった取引先に

おいて、「他人」が誰を指すのか理解できるのであれば、それで足りるとされ

る 170。 

 

 ３ 虚偽の事実 

「虚偽の事実」とは、客観的真実に反する事実のことである。 

したがって、行為者自らが虚構したものであると、他人が虚構したものであ

るとを問わず、また、表現を緩和したものであっても、表現の実質的内容が事

実に反している場合は、これに含まれることとなる 171。 

 

                                            
29（最高裁 HP）も、同旨。 
170 不正競争防止法第 2 条第 1 項第 15 号は 「競争関係にある他人の営業上の、信用を害す

る」虚偽の事実の告知・流布行為を不正競争行為とするものであるから、当該告知等の行為

によって信用を害される他人が特定されていることが必要である、としつつ「他社製品」が

どの企業の製品であるかは明示されておらず、当該他人の名称自体が明示されていなくて

も、当該告知等の内容及び業界内周知の情報から、当該告知等の相手方となった取引先にお

いて 「他人」が誰を指すのか理解できるのであれば、それで足りると解すべきである、とし

た裁判例もある（東京地判平 18.7.6 最高裁 HP）。 
信用毀損行為を組成する文書等を受け取った者に特定の者の商品等を想起させる内容が記載

されていれば足り、当該文書等に「他人」の氏名又は名称が明示されている必要はないとし

た裁判例もある（前掲脚注 169 ハンガークリップ特許警告事件）。 
同様の裁判例として、被告が原告の取引先に特許権侵害に関する通知を送付したという事案

において、原告取引先に対する通知書に原告の会社名等は明示されていないが、これを受領

した原告取引先においては、通知書に記載された「仕入先」が原告を指しており、本件通知

が原告に関するものであることを当然に認識し得たと認められるとしたものもある（東京地

判平 27.3.24 最高裁 HP、知財高判平 27.9.29 最高裁 HP）。 
171 名誉毀損に関する判例（脱ゴーマニズム宣言事件・最判平 16.7.15 民集 58 巻 5 号）を引

用して、第 15 号にいう「虚偽の事実」とは客観的事実に反する事実をいうところ、そこにい

う事実は証拠等により虚偽か否かが判断可能な客観的事項をいい、事実ではない主観的な見

解ないし判断、証拠等による証明になじまない物事の価値、善悪、優劣についての批評や論

議ないし法的な見解の表明は、事実を摘示するものではなく、意見ないし論評の表明の範ち

ゅうに属すると解すべきである、とした裁判例がある（東京地判平 27.9.25 最高裁 HP）。 
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 ４ 告知・流布 

 (1) 告  知 

「告知」とは、自己の関知する事実を、特定の人に対して個別的に伝達する

行為をいい、例えば、来店した客に対して競争事業者の商品の欠点を知らせる

等の行為がこれに該当する。 

(2) 流  布 

「流布」とは、事実を不特定の人又は多数の人に対して知られるような態様

において広める行為をいい、例えば、新聞紙上に競争事業者の商品を誹謗する

ような広告を掲載する等の行為がこれに該当する。 

 

３ 権利侵害の告知 

知的財産権侵害など他人の権利侵害の事実や訴訟提起の事実を、相手方の取

引先企業等に対して告知する行為は、訴訟活動として正当になされた行為であ

れば、正当な権利行使の一環として違法性を阻却すると考えられているが、そ

うでない場合には、本号に該当する場合がある 172。なお、相手方が自己の権利

を侵害していることを理由に訴訟を提起する行為自体は、原則として裁判を受

ける権利の行使として正当行為として違法性はないと考えられており、本号の

                                            
172 バイエル事件（東京高判平 14.8.29 判時 1807 号 128 頁）では、相手方の製品を使用する

取引先企業に対し特許権を侵害する旨を告知する行為と本法における虚偽事実の陳述流布行

為について、競業者の取引先に対する警告が、特許権の権利行使の一環としてされたもの

か、それとも特許権者の権利行使の一環としての外形をとりながらも、社会通念上認められ

る範囲を超えた内容、態様となっているか、という規範及びその考慮要素が示された。 
その後、紙おむつ処理容器事件（知財高判平 25.2.1 判時 2179 号 36 頁。なお、最三決平 26.

11.18 において上告棄却により確定）において、知財高裁は、「原告及び被告の顧客に対し、

原告の保有する知的財産権の侵害の事実を知った場合には、侵害者に対して権利行使して自

社事業を守る旨の一般的な意向を表明したに止まること、イ号物件は、本件通知書送付の 3
か月余り後に登録された本件特許権を侵害するものであったこと、原告は、本件通知書送付

の約 4 か月後に本訴を提起したことが認められる」とした上で、「本件通知書の送付は、原告

が知的財産権の行使の一環として行ったものであり、被告の信用を毀損して原告が市場にお

いて優位に立つことを目的としたものとはいえず、内容ないし態様においても社会通念上著

しく不相当であるとはいえず、権利行使の範囲を逸脱するものとはいえない。また、イ号物

件は、本件意匠権を侵害するものではないが、原告が、イ号物件を本件登録意匠の類似の範

囲に含まれると解したことに全く根拠がないとはいえないなどの諸事情を総合考慮すれば、

原告の告知行為を違法であると評価することはできないと判示して、上記バイエル事件を踏

襲したものと言い得る。 
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問題にはならない 173。 

                                            
173 不動産の測量を巡る紛争（不正競争防止法に関する事件ではない）において、「訴えの提

起が相手方に対する違法な行為といえるのは、当該訴訟において提訴者の主張した権利又は

法律関係が事実的、法律的根拠を欠くものであるうえ、提訴者が、そのことを知りながら又

は通常人であれば容易にそのことを知り得たといえるのにあえて訴えを提起したなど、訴え

の提起が裁判制度の趣旨目的に照らして著しく相当性を欠くと認められるときに限られるも

のと解するのが相当である」とした判例（最判昭 63.1.26 民集 42 巻 1 号 1 頁）がある。 
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第１０節  代理人等の商標冒用行為 

第 2 条第 1 項第 16 号関係 

 

（定義） 

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

十六 パリ条約（商標法（昭和三十四年法律第百二十七号）第四条第

一項第二号に規定するパリ条約をいう。）の同盟国、世界貿易機関の

加盟国又は商標法条約の締約国において商標に関する権利（商標権

に相当する権利に限る。以下この号において単に「権利」という。）

を有する者の代理人若しくは代表者又はその行為の日前一年以内に

代理人若しくは代表者であった者が、正当な理由がないのに、その

権利を有する者の承諾を得ないでその権利に係る商標と同一若しく

は類似の商標をその権利に係る商品若しくは役務と同一若しくは類

似の商品若しくは役務に使用し、又は当該商標を使用したその権利

に係る商品と同一若しくは類似の商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若

しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信

回線を通じて提供し、若しくは当該商標を使用してその権利に係る

役務と同一若しくは類似の役務を提供する行為 

 

１ 趣  旨 

 

本号は、外国（パリ条約の同盟国・世界貿易機関の加盟国・商標法条約締約

国）において商標に関する権利を有する者の代理人又は代表者（その行為の日

前 1 年以内に代理人又は代表者であった者を含む）による商標冒用行為を「不

正競争」の一類型として定めた規定である。 

本号は、パリ条約第 6 条の 7 第 2 項に対応するため、昭和 40 年改正時によ

り追加された規定であり、商標に関する権利者の保護を国際的に強化すること

を目的としたものである。 
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本来、商標権は属地性の原則により、当該登録国においてのみ効力を有する

のが原則であるが、本号は、国際的な「不正競争」の禁止という観点からこの

原則を拡張したものである。 

また、平成 6 年改正、同 8 年改正により、保護対象国に世界貿易機関の加盟

国、商標法条約の締約国も含まれることとなった。 

なお、本号が規定する代理人等の商標冒用行為については、当事者間の民事

的請求に委ね、刑事罰の対象としていない 174。 

 

２ 要  件 

 

 １ 商標に関する権利 

商標に関する権利とは、パリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国及び商標

法条約の締約国における商標に関する権利を意味する。 

 単に商標権というと狭く解釈されるおそれがあるため、商標に関する権利と

いう表現を用いている。 

また、商標に関する権利が商標に関する質権等のような商標権以外の権利を

含まないことを明確にするために「商標権に相当する権利に限る」旨を注意的

に規定している。 

 

 ２ サービスマーク 

パリ条約上は、「商標ニ関スル権利」について、「trademark」ではなく、

「mark（標章）」の語を使用していることから、サービスマークも含むという

見解が有力であったが、我が国では、特に同条約第 6 条の 7 において登録異

議の申立て、登録の無効等、登録制度を前提とした規定が置かれているとの考

え方により、サービスマークは含まないとの解釈を採ってきた。 

しかし、平成 3（1991）年の商標法改正によりサービスマークの登録制度

が導入されたことに対応し、平成 5 年改正時に、サービス（役務）に関する

                                            
174 後述 Chapter ７２（219 頁）参照。 
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商標の使用についても本号による保護を認めることとした。 
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第１節 差止請求権 

第 3 条関係  

 

（差止請求権） 

第三条 不正競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるお

それがある者は、その営業上の利益を侵害する者又は侵害するおそれ

がある者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。 

２ 不正競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれ

がある者は、前項の規定による請求をするに際し、侵害の行為を組成し

た物（侵害の行為により生じた物を含む。第五条第一項において同じ。）

の廃棄、侵害の行為に供した設備の除却その他の侵害の停止又は予防

に必要な行為を請求することができる。 

 

１ 趣  旨 

 

本条は、「不正競争」によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそ

れがある者は、その営業上の利益を侵害する者又は侵害するおそれがある者に

対し、その侵害の停止又は予防を請求すること及び侵害の行為を組成した物の

廃棄等を請求することを認めるものである。 

 平成 5 年改正前不正競争防止法（旧法）では、営業秘密に係る不正行為を除

いては、将来の違法行為の禁止を求める予防請求権及び違法状態又は違法行為

組成物の廃棄・除却を求める廃棄・除却請求権についての明文の規定を欠いて

いた。しかしながら、不正競争の防止という目的を達成するためには、現在の

侵害行為の停止を求めるだけでは不十分であり、旧法下の判例上でも、本法の

差止請求権として予防請求権及び廃棄・除却請求権が認められてきていた 175。 

                                            
175 フットボール・シンボルマーク事件（後掲脚注 191 事件の控訴審。大阪高判昭 56.7.28 無

体集 13 巻 2 号 560 頁）、スコッチウィスキー事件（大阪地判昭 57.2.26 無体集 14 巻 1 号 58
頁）、八番ラーメン事件（金沢地小松支判昭 48.10.30 無体集 5 巻 2 号 416 頁）、ダイワ釣具事

件（東京地判昭 55.4.18 特許と企業 138 号 40 頁、東京高判昭 56.7.20 無体集 13 巻 2 号 529
頁）などがある。 
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 このような判例法理を明確化する趣旨からも、平成 5 年改正時において、予

防請求権及び廃棄・除却請求権が明文化された。 

 

２ 要  件 

 

１ 営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者 

差止請求権を行使するには、不正競争によって営業上の利益が侵害され、又

は侵害されるおそれがあることが必要である。 

 「営業」とは、商法上は、「営利目的のために同種の行為を反復継続する意図

をもって行うこと」と解されており、一般的には利潤を得る目的の営利事業が

中心となる。しかしながら、利潤獲得を図らないまでも収支相償を目的とした

事業を反復継続して行っている事業であれば、同様に不正行為からの保護の必

要性が認められることから広く経済上その収支計算の上に立って行われるべき

事業を含む。 

 「利益」とは、事業者が営業上得られる経済的価値をいう。収支計算上の利

益が中心となるが、事業活動における信用・名声・ブランド価値等の事実上の

利益を含む。「利益」は、現存していることを必要とする。 

 「おそれ」とは、現実に利益を侵害されることまでは必要でなく、不正行為

により自己の営業上の利益が侵害される相当の可能性があれば足りる 176、177。 

 
 ２ 請求権者 

 「不正競争」に対し差止め等を請求することができるのは、当該「不正競争」

によって「営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者」である。 

                                            
176 前掲脚注 159 及び 166 ライナービヤー事件（東京高判昭 38.5.29 判時 342 号 16 頁）で

は、「虞」について、「将来利益を侵害される確定的関係ないしは利益侵害の発生につき相当

の可能性があれば足りる」と判示している。 
177 マックバーガー事件（最判昭 56.10.13 民集 35 巻 7 号 1129 頁）では、不正競争防止法第

2 条第 1 項第 1 号にいう商品の混同の事実が認められる場合には、特段の事情がない限り営

業上の利益を害されるおそれがあるものとした。 
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 判例 178上、ライセンシー179、公益法人、病院、特定非営利活動法人等の公益

事業や非営利事業を目的とする者にも認められている 180。広く経済上その収支

計算の上に立って行われるべき事業を含むとの「営業」の趣旨を踏まえれば、

地方公共団体や国であっても、事業活動を行う者である限り、請求権者となり

得る。もっとも、一般消費者には原則として請求主体性が認められない。 

 
 ３ 侵害行為組成物等 

 「侵害の行為を組成した物」とは、他人の商品等表示の付された看板、営業

秘密が記録された物件媒体等をいう。 

 「侵害の行為により生じた物」とは、営業秘密を用いて製造された製品等を

いう。なお、「侵害の行為を組成した物」には「侵害の行為により生じた物」も

含まれる。 

 「侵害の行為に供した設備」とは、他人の商品形態を模倣するための製造機

械や営業秘密を使用するための装置等をいう。 

 「その他の侵害の停止又は予防に必要な行為」には、営業秘密を内容とする

電子データの消去等が含まれる 181。 

 

                                            
178 前掲脚注 45 フットボール・シンボルマーク事件（最判昭 59.5.29 民集 38 巻 7 号 920 頁）

では、商品化事業グループの一員についても営業上の利益を害されるおそれが認められる場

合があるとした。 
179 ライセンシーに請求権を認めたものに、龍村織事件（東京地判昭 51.9.29 無体集 8 巻 2 号

400 頁）、ボルト商標事件（東京地判昭 58.8.31 判タ 514 号 257 頁）、前掲脚注 175 八番ラ

ーメン事件、札幌ラーメンどさん子事件（東京地判昭 47.11.27 無体集 4 巻 2 号 635 頁）、ポ

ルシェ・サングラス事件（福井地判昭 60.1.25 無体集 19 巻 3 号 551 頁）がある。 
180 特殊法人又は病院等の公益事業であっても収支相償を目的とする場合には、差止請求権者

となり得ることを認めており、判例は、公益法人、病院等の事業も「営業上ノ利益ヲ害セラ

ルル虞アル者」としている。すなわち、前掲脚注 49 京橋中央病院事件（「京橋病院」という

個人病院を経営する医師の「京橋中央病院」に対する名称使用の差止めを認めた事例。東京

地判昭 37.11.28 下民集 13 巻 11 号 2395 頁）、及び、前掲脚注 49 都山流尺八協会事件（財団

法人都山流尺八楽会の「都山流尺八協会」なる名称を使用する事業者に対する名称使用の差

止めを認めた事例。大阪高決昭 54.8.29 判タ 396 号 138 頁）がある。また、前掲脚注 132 ア

ークエンジェルズ事件（大阪地判平 21.4.23 最高裁 HP）では、ある特定非営利活動法人の略

称である「アーク」等と類似する「アークエンジェルズ」なる名称を使用する事業者に対す

る名称使用の差止めを認めた。 
181 主文で「営業秘密に係る電子データ及びその複製物を廃棄せよ。」と命じた裁判例（アル

ミナ長繊維事件（大阪地判平 29.10.19 最高裁 HP））がある。 
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第２節 損害賠償請求権 

第 4 条関係  

 

（損害賠償） 

第四条 故意又は過失により不正競争を行って他人の営業上の利益を侵

害した者は、これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。ただ

し、第十五条の規定により同条に規定する権利が消滅した後にその営

業秘密を使用する行為によって生じた損害については、この限りでな

い。 

 
１ 趣  旨 

 
民法第 709 条は、「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される

利益を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う」として

いるところ 182、不正競争防止法第 4 条は、「不正競争」による営業上の利益の

侵害がこの要件を充足することを確認的に規定したものである。 

 

２ 営業秘密に係る不正行為に対する損害賠償請求権 

 

営業秘密に係る不正使用行為に対する差止請求権については、社会関係又は

法律関係の早期確定の必要性等から、第 15 条において 3 年間の短期消滅時効

と 20 年間の除斥期間を規定している。 

 損害賠償請求権についても、この趣旨を踏まえ、当該期間を経過した不正使

用行為について差止請求は認められないものの損害賠償請求については使用が

継続するかぎり請求されることにならないように、ただし書において、損害賠

償請求権の対象となる損害の範囲を差止請求権が時効又は除斥期間により消滅

するまでの使用による損害に限定したものである。 

 本条の規定は、民法第 709 条の請求を排除するものではないため、同一の社

                                            
182 平成 16 年改正前の民法第 709 条は、法文上、「権利侵害」を要件としていた。 
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会的事実に該当する行為であっても、当事者は、民法第 709 条の要件事実に該

当する事実を主張して民法上の損害賠償請求を行うことも、不正競争防止法第

4 条の要件事実に該当する事実を主張して本条の損害賠償請求を行うことも可

能である。 

 したがって、同条に基づく損害賠償請求権が消滅しても、不正使用状況が民

法第 709 条の要件に該当する場合には民法に基づく請求ができることとなる。 

 

 
第３節 損害の額の推定等 

第 5 条関係 

 

（損害の額の推定等） 

第五条 第二条第一項第一号から第十号まで又は第十六号に掲げる不正

競争（同項第四号から第九号までに掲げるものにあっては、技術上の秘

密に関するものに限る。）によって営業上の利益を侵害された者（以下

この項において「被侵害者」という。）が故意又は過失により自己の営

業上の利益を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠

償を請求する場合において、その者がその侵害の行為を組成した物を

譲渡したときは、その譲渡した物の数量（以下この項において「譲渡数

量」という。）に、被侵害者がその侵害の行為がなければ販売すること

ができた物の単位数量当たりの利益の額を乗じて得た額を、被侵害者

の当該物に係る販売その他の行為を行う能力に応じた額を超えない限

度において、被侵害者が受けた損害の額とすることができる。ただし、

譲渡数量の全部又は一部に相当する数量を被侵害者が販売することが

できないとする事情があるときは、当該事情に相当する数量に応じた

額を控除するものとする。 

２ 不正競争によって営業上の利益を侵害された者が故意又は過失によ

り自己の営業上の利益を侵害した者に対しその侵害により自己が受け

た損害の賠償を請求する場合において、その者がその侵害の行為によ
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り利益を受けているときは、その利益の額は、その営業上の利益を侵害

された者が受けた損害の額と推定する。 

３ 第二条第一項第一号から第九号まで、第十三号又は第十六号に掲げ

る不正競争によって営業上の利益を侵害された者は、故意又は過失に

より自己の営業上の利益を侵害した者に対し、次の各号に掲げる不正

競争の区分に応じて当該各号に定める行為に対し受けるべき金銭の額

に相当する額の金銭を、自己が受けた損害の額としてその賠償を請求

することができる。 

一 第二条第一項第一号又は第二号に掲げる不正競争 当該侵害に係

る商品等表示の使用 

二 第二条第一項第三号に掲げる不正競争 当該侵害に係る商品の形

態の使用 

三 第二条第一項第四号から第九号までに掲げる不正競争 当該侵害

に係る営業秘密の使用 

四 第二条第一項第十三号に掲げる不正競争 当該侵害に係るドメイ

ン名の使用 

五 第二条第一項第十六号に掲げる不正競争 当該侵害に係る商標の

使用 

４ 前項の規定は、同項に規定する金額を超える損害の賠償の請求を妨

げない。この場合において、その営業上の利益を侵害した者に故意又は

重大な過失がなかったときは、裁判所は、損害の賠償の額を定めるにつ

いて、これを参酌することができる。 

 

１ 趣  旨 

 

損害額の立証責任はその請求を行う被害者の側にあるのが原則である。 

この点、「不正競争」による営業上の利益の侵害による損害は、経済活動を通

じて発生するため、損害額を立証することが困難であることに鑑み、本条は、

被害者の立証の負担を軽減するため、一定の「不正競争」行為類型については
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侵害者が譲渡した物の数量に、被侵害者がその侵害の行為がなければ販売する

ことができた物の単位数量当たりの利益の額を乗じた額を被侵害者の損害の額

とすることができる（第 5 条第 1 項）とする算定方式を導入するとともに、侵

害者が侵害の行為により受けた利益の額を損害の額と推定する（同条第 2 項）

他、一定の「不正競争」行為類型については使用許諾料相当額を損害の額とし

て請求できる（同条第 3 項）こととした。いずれも被害者の救済手続の充実を

図るため、特許法等の産業財産権四法にならい平成 5 年改正及び平成 15 年改

正時に設けられた規定である。 

 

２ 逸失利益の立証容易化（第 5 条第 1 項） 

 

 １ 第 5 条第 1 項の趣旨 

 侵害品が販売されると、原告製品の販売が減少し営業上の利益が損なわ

れる。こうした原告製品の販売減少による損害は、侵害行為により原告が

喪失した販売数量に基づき算定され、この喪失販売数量は、一般に侵害品

の販売数量のうちどれだけを原告が販売し得たかにより計算されるもので

ある。しかしながら、この損害は、侵害者の営業努力や代替品の存在等、

種々の事情によって影響を受けるため、原告は、その因果関係の立証が非

常に困難であり、実務上は損害賠償請求を断念するケースが多くなるもの

と想定される。 

 このため、特許法第 102 条第 1 項等と同様の規定を新設し、侵害者の営

業努力や代替品の存在等の事情が存在するなど、侵害品の譲渡数量すべて

又は一部を原告が販売することができないとする事情があることを侵害者

に立証させることにより、結果的に合理的な損害額の認定がされるように

したものである。 

 
※第 5 条第 2 項との相違 

 不正競争防止法第 5 条第 2 項は、侵害者が受けている利益を、被侵害者が受けた損害

の額と推定する規定である。同項に基づくと、侵害者が利益を上げていない場合や侵害
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者の利益額が小さい場合には、逸失利益に見合った賠償がなされず、十分に救済されな

い可能性がある。また、立証の際に、被侵害者は侵害者の利益額を証明しなければなら

ないため、依然として立証が困難であるとの指摘がある。したがって、第 5 条第 1 項は

このようなケースの際に適しているものと考えられる。 

 

２ 対象となる類型 

本算定方式については、経験則上、侵害行為とそれによる損害との間に直接

的な因果関係が成立しているとは言い難い「不正競争」行為についてまで、規

定の適用を及ぼすことは適当ではないため、不正競争防止法においては、産業

財産権四法と同様に解することができ、一義的に因果関係が成立し得ると考え

られる行為類型のみ限定して対象とすることとした。 

 具体的には、以下に示す、第 2 条第 1 項第 1 号～第 3 号、第 4 号～第 9 号の

うち技術上の秘密に関するもの、第 10 号、そして第 16 号である。 

 
(1) 対象とする「不正競争」行為 

① 第 2 条第 1 項第 1 号、第 2 号、第 16 号については、商標類似と考えら

れ、他人の商品等表示等を使用した商品を市場で譲渡することによって、

被侵害者（当該他人）がその商品を販売することができないという因果関

係が成り立つことが商標法第 38 条第 1 項と同様に考えられるため対象と

する。 

 

② 第 2 条第 1 項第 3 号については、意匠類似と考えられ、他人の商品の形

態を模倣した商品を市場で譲渡することによって、被侵害者（当該他人）

がその商品を販売することができないという因果関係が成り立つことが意

匠法第 39 条第 1 項と同様に考えられるため対象とする。 

 
③ 第 2 条第 1 項第 4 号～第 9 号のうち技術上の秘密に関するもの及び同項

第 10 号については、特許類似と考えられ、不正に取得した技術上の秘密を

使用した商品を市場で譲渡することによって、被侵害者がその商品を販売



 
第２部 逐条解説 

Chapter ４ 民事上の措置（第３条‐第１５条関係） 
第３節 損害の額の推定等 

第 5 条関係 
 

 
145 

することができないという因果関係が成り立つことが特許法第 102 条第 1

項と同様に考えられるため対象とする。 

 

(2) 対象としない「不正競争」行為 

① 第 2 条第 1 項第 4 号～第 9 号のうち顧客名簿等の営業上の秘密に関す

るものについては、営業上の秘密が化体された商品を譲渡したわけではな

く、顧客名簿の情報を使用することにより本来成立するはずであった契約

の受注を逸失したものであることから、必ずしも経験則上、本算定方式が

妥当するとはいえず、他の産業財産権四法と同様に考えることは困難であ

るため対象としない。 

 

② 第 2 条第 1 項第 11 号～第 15 号については、産業財産権四法と類似の

他人の成果冒用行為ではなく、他人の成果を冒用して商品を販売している

ことにより被侵害者のシェアを奪っている類型とは必ずしもいえないため

対象としない。 

 
３ 要  件 

 (1) その侵害の行為を組成した物を譲渡したとき 

平成 10 年改正による特許法第 102 条第 1 項等も「譲渡」のみ規定している

ところ、この趣旨については「『譲渡』以外の場合（『貸渡し』等）についても、

本規定の算定方法が妥当する場合には、この考え方を参考にした損害賠償額の

算定が可能」と説明されている 183。 

 また、平成 14 年特許法等改正の際にも同様に「全ての侵害行為を列挙する

ことは困難なため、代表的なケースとして、『譲渡』の場合を規定したものであ

る。引渡数量、サービス提供回数等の譲渡数量以外の場合についても、本規定

の算定ルールが妥当する場合には、この考え方を参考にした算定を可能」と説

明し、平成 10 年改正の趣旨を確認している 184。 
                                            
183 「平成 10 年改正工業所有権法の解説」（特許庁総務部総務課工業所有権制度改正審議室

編）18 頁参照。 
184 「平成 14 年改正工業所有権法の解説」（特許庁総務部総務課制度改正審議室編）61 頁参
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 このように、本規定は、行為態様に応じた柔軟な解釈が可能な規定であり、

仮に厳格に行為類型を追加するとすれば、かえって規定の適用を狭めるおそれ

があるため、不正競争防止法の規定についても特許法等と同様に「譲渡」のみ

規定することとした。 

 なお、「侵害の行為を組成した物」の意義、「侵害の行為により生じた物」と

の関係は、第 3 条第 2 項と同じである（前述第１節２３（138 頁）参照）。 

 

(2) 被侵害者の当該物に係る販売その他の行為を行う能力に応じた額を超

えない限度において 

特許法第 102 条第 1 項は、「特許権者又は専用実施権者の実施の能力に応じ

た額を超えない限度において」と規定されているが、これは、権利者の実施能

力を超える譲渡数量を権利者の損害と考えることは不適当であるとの趣旨であ

り、この趣旨は不正競争防止法にも妥当する。 

 この特許法の趣旨を踏まえれば、被侵害者が商品等表示や営業秘密を使用し

た商品を生産する能力や販売する（譲渡）能力等を意味するものと解されるが、

これら一連の行為の結果は「販売」である。したがって、販売する能力を代表

例として「販売その他の行為を行う能力」と規定することにした。 

 
(3) ただし、譲渡数量の全部又は一部に相当する数量を被侵害者が販売する

ことができないとする事情があるときは、当該事情に相当する数量に応じ

た額を控除するものとする 

被侵害者の販売減少という損害は、市場において生じる損害であるため、侵

害者の営業努力、市場における代替品の存在等の事情によっては、そもそも、

侵害者の譲渡した侵害品の数量すべてを被侵害者が販売することができたとは

いえない場合がある。 

 こうした場合まで、第 5 条本条第 1 項本文の規定により、算定される額全額

を損害額とすることは適当ではないため、同項ただし書の規定により、こうし

た事情があるときは、当該事情に相当する数量に応じた額を控除することとし

                                            
照。 
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たものである 185。 

 具体的には、侵害者の努力により多数の商品を販売したような場合には、被

侵害者の損害賠償額の調整については、ただし書の「被侵害者が販売すること

ができないとする事情」の要件について、個別具体的に認定を行うことにより、

妥当な損害額の調整が行われると解される。 

 
 ４ 不正競争防止法の特質に応じた運用 

 不正競争防止法は行為規制法であり、権利付与法である特許法のように排他

的独占権に基づいて、直ちに侵害品と権利者製品が市場において補完関係に立

つと擬制することはできないため、裁判所においては、不正競争防止法の特徴

に配慮して、適切に運用がなされるべきである。 

 すなわち「侵害の行為がなければ販売することができた」等の規定の運用に

おいては侵害品と権利者製品の市場における補完関係にも配慮し、個別具体的

な事情を勘案して適切に認定されることが必要である。 

 例えば、いわゆる偽ブランド商品については、購買力の乏しい若年層を対象

として、極めて低廉な価格で販売されているような場合には、侵害品と真正品

との間で需要者層が大きく異なっており、侵害品と真正品との完全な補完関係

を認めることは困難である 186。 

 

 

 

 

 

                                            
185 なお、前掲脚注 63 楽らく針事件（東京地判平 19.12.26 最高裁 HP）は、不正競争防止法

第 5 条第 1 項で請求されたもののうち、同項ただし書により推定の覆滅が認められた部分に

ついて、同条第 3 項が補充的に適用されるとしている。 
186 なお、市場の競合に関する事件としては、商標権侵害訴訟において、「商標法 38 条 1 項所

定の『商標権者がその侵害行為がなければ販売することができた』か否かについては、商標

権者が侵害品と同一の商品を販売しているか否か、販売している場合、その販売の態様はど

のようなものであったか、当該商標と商品の出所たる企業の営業上の信用等とどの程度結び

ついていたか等を総合的に勘案して判断すべきである」と判示した裁判例がある（東京地判

平 13.10.31 判時 1776 号 101 頁）。 
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３ 損害額の推定（第 5 条第 2 項） 

 

１ 第 5 条第 2 項の趣旨 

本項は、「不正競争」によって営業上の利益を侵害された者が、侵害者に損害

賠償の請求を行う場合、侵害者が侵害行為によって受けた利益を損害の額と推

定することを規定したものである。侵害を受けた者は、侵害行為による侵害者

の利益の額を立証すれば、その利益の額が損害の額と推定され、推定を覆す特

段の事情や侵害者の反証がないかぎり、その利益の額の賠償を受けることがで

きる。 

 本項は、「不正競争」によって営業上の利益を侵害された者が、その損害の額

を立証することは必ずしも容易ではなく、実務上は損害賠償請求を断念するな

ど、十分な賠償を受けられないことに鑑み、特許法、商標法（現行特許法第 102

条第 2 項、同商標法第 38 条第 2 項）等にならい、立証の負担を軽減するため

に平成 5 年改正時に設けられたものである。 

 判例は、従来から特許法、商標法等の規定を類推適用することにより、被害

の実効的救済を図る努力をしてきており、本規定は、このような判例法理を明

文化し、救済手続面での充実を図ることとしたものである。 

 
 ２ 対象となる類型 

 本項の規定は、「不正競争」によって営業上の利益を侵害された者が、侵害者

が得た利益の額を立証すればその利益の額が被害者の損害の額と推定するもの

である。したがって、侵害者の利益が被害者の逸失利益と観念され得る場合に

のみその適用が図られるべきであるが、本項においては第 2 条第 1 項に規定す

る「不正競争」の類型すべてを対象としている 187。 

                                            
187 「不正競争防止法の見直しの方向」（平成 4 年 12 月産業構造審議会知的財産政策部会中間

答申）においては、誤認惹起行為（現行第 2 条第 1 項第 14 号）、信用毀損行為（同項第 15
号）を行った者の得た利益の額を被害者の損害の額とみなし得る場合が必ずしも多くないと

考えられることから、かかる行為に対する推定規定の適用を認めることは適当ではないとさ

れていたが、立法にあたっては、本項の規定が推定規定にとどまるものであることを考慮

し、不正競争の類型すべてを対象とし、具体的な適用の可否については具体的事案における

裁判所の判断に委ねることとした。 
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 ３ 利益の額 

 本項にいう「利益の額」の意義について、粗利益の額（販売価格から製造原

価を差し引いたもの）を指すとする立場や、純利益の額（粗利益の額からさら

に管理費、広告宣伝費等の諸経費を差し引いたもの）を指すとする立場がある。

判例には粗利益の額としたものと純利益の額としたものがある 188、189、190。 

 

４ 使用許諾料相当額の請求（第 3 項） 

 

１ 第 5 条第 3 項の趣旨 

本項は、「不正競争」によって営業上の利益を侵害された者が、侵害者に損害

賠償の請求を行う場合、使用許諾料に相当する額を損害額として請求できるこ

とを規定したものである。本条第 1 項と同様、平成 5 年改正時に、特許法、商

標法（現行特許法第 102 条第 3 項、現行商標法第 38 条第 3 項）等の規定にな

らい、被害者に対する実効的な救済を図るために設けられた規定である（なお、

本項第 4 号は平成 13 年改正により追加された。また、平成 15 年改正により第

3 項項柱書から「通常」の文言が削除された）。 

 判例は、従前から特許法等の規定を類推適用して、使用許諾料相当額を被害

者の損害額として請求することを認めていた 191。本項は、このような判例法理

を明文化し、救済手続面での充実を図ったものである。 

 
                                            
188 粗利益の額としたものとして、前掲脚注 58 ナイロール眼鏡枠事件（東京地判昭 48.3.9 無

体集 5 巻 1 号 42 頁）。 
189 純利益の額としたものとして、投げ釣り用天秤事件（東京地判昭 53.10.30 無体集 10 巻 2
号 509 頁）。 
190 「利益」は侵害者の売上げから、被侵害者が n 個の製品を販売した後に、侵害行為がなけ

ればさらに α個の販売が可能であると仮定した場合に、この n 個から n+α個までの製品の製

造に要する費用（限界費用）のみを控除すべきであるとするいわゆる限界利益説が主張され

ており、かかる考え方をとったとも考えられる裁判例も出ている（シャベルカー玩具形態事

件（東京地判平 9.2.21 判時 1617 号 120 頁）等）。 
191 フットボール・シンボルマーク事件（大阪地判昭 55.7.15 無体集 12 巻 2 号 321 頁）、浮子

規格表示事件（大阪地判昭 56.3.27 無体集 13 巻 1 号 336 頁）、前掲脚注 175 スコッチウィス

キー事件（大阪地判昭 57.2.26 無体集 14 巻 1 号 58 頁）、スペース・インベーダー事件（東京

地判昭 57.9.27 無体集 14 巻 3 号 593 頁）。 
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 ２ 対象となる類型 

 (1) 第 5 条第 3 項第 1 号 

 本号は、混同惹起行為（第 2 条第 1 項第 1 号）及び著名表示冒用行為（同項

第 2 号）について、商品等表示の使用に関する使用許諾料が請求できることと

している。 

 商品等表示の中には、商標権の登録されているものも登録されていないもの

も存在するが、現実の取引では、商標権の登録されていないものについても、

周知又は著名な商品等表示に関する使用許諾契約が締結されている。 

 

 (2) 第 5 項第 3 項第 2 号 

 本号は、他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為（第 2 条第 1 項

第 3 号）について、商品の形態の使用に関する使用許諾料を請求できることと

している。 

 商品の形態の中には、意匠権の登録されているものも登録されていないもの

も存在するが、現実の取引では、意匠権の登録されていないものについても、

例えば、玩具、文具、日用雑貨品、陶磁器などについてその形態に関する使用

許諾契約が締結されている。 

 
 (3) 第 5 条第 3 項第 3 号 

 本号は、営業秘密に係る不正行為（第 2 条第 1 項第 4 号～第 9 号）につい

て、営業秘密の使用に関する使用許諾料を請求できることとしている。いわゆ

るノウハウ等について使用許諾契約が締結されている。 

 営業秘密の中には、企業の人事情報やネガティブ情報など、一般に使用許諾

契約が想定されないものもあり、営業秘密について包括的に本項の適用対象と

することについて議論のあるところであるが、具体的な適用の可否については、

具体的事案における裁判所の判断に委ねることとした。 

 

 (4) 第 5 条第 3 項第 4 号 

 本号は、ドメイン名に係る不正行為（第 2 条第 1 項第 13 号）について、ド
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メイン名の使用に関する使用許諾料を請求できることとしている。 

 
 (5) 第 5 条第 3 項第 5 号 

 本号は、代理人等の商標冒用行為（第 2 条第 1 項第 16 号）について、商標

の使用に関する使用許諾料を請求できることとしている。国内登録商標又は商

品等表示と同様に現実の取引で、使用許諾契約が締結されている。 

 

 ３ 受けるべき金銭の額 

 「受けるべき金銭の額」については、他に許諾例がある場合にはその例を参

考とすることができ 192、また、他に許諾例が存在しない場合は、それぞれの分

野での料率の一般的な相場（周知表示、著名表示については商標権、商品形態

については意匠権等）を参考にすることができる 193。 

 また、平成 15 年改正により、改正前不正競争防止法第 5 条第 2 項（現行法

における第 5 条第 3 項に相当）柱書の「通常」の文言が削除されたが、これは、

当該規定に「通常」の文言があることにより、認定される使用料相当額が、業

界相場等を参考にして認定されるおそれや、訴訟当事者間の間に生じている諸

般の事情（競業関係、取引関係等）を考慮できないことなど、被告が侵害行為

を行って裁判で敗訴しても、誠実にライセンスを受けていた者と同じ使用料を

支払えばよく、結果的に「侵害し得」であるとの指摘があった。したがって、

特許法等と同様に、使用料相当額の認定規定における「通常」の文言を削除し

た。 

 

 

 

                                            
192 前掲脚注 191 スペース・インベーダー事件では、原告が原告商品の類似品の製造に関し

て、1 台あたり 25,000 円の許諾料を得ていることから、その額に製造台数を乗じた額を通常

受けるべき額とする判示がなされた。 
193 前掲脚注 191 浮子規格表示事件では、一般の商標権の使用料が 3 ないし 5 パーセントであ

ることが裁判所に顕著であること、及び当該表示の特殊性（主商標としてではなく、副次的

な規格表示として案出されたもので、当初から顧客吸引力を念頭に置いてのものでないこ

と）を考慮して、売上高の 1 パーセントの額を認定した。 
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５ 使用許諾料相当額を超える請求等（第 5 条第 4 項） 

 

本項前段は、第 5 条条第 3 項の使用許諾料相当額を超える損害の請求を妨げ

ないことを、本項後段は、侵害者に故意又は重大な過失がなかったときは裁判

所がこれを参酌することができることを規定したものである。 

 
第４節 技術上の秘密を取得した者の当該技術上の秘密を使用する行為等の

推定 

第 5 条の 2 関係  

 

（技術上の秘密を取得した者の当該技術上の秘密を使用する行為等の

推定） 

第五条の二 技術上の秘密（生産方法その他政令で定める情報に係るも

のに限る。以下この条において同じ。）について第二条第一項第四号、

第五号又は第八号に規定する行為（営業秘密を取得する行為に限る。）

があった場合において、その行為をした者が当該技術上の秘密を使用

する行為により生ずる物の生産その他技術上の秘密を使用したことが

明らかな行為として政令で定める行為（以下この条において「生産等」

という。）をしたときは、その者は、それぞれ当該各号に規定する行為

（営業秘密を使用する行為に限る。）として生産等をしたものと推定す

る。 

 
１ 趣  旨 

 

営業秘密の使用行為の立証責任は、当該営業秘密の被侵害者の側にあるのが

原則である。しかしながら、そのような使用行為は侵害者の内部領域（工場、

研究所等）で行われることが多いため、被侵害者がその立証に関する証拠を収

集することは極めて困難な場合も多い。 

また、技術上の営業秘密を不正に取得した者については、当該営業秘密を使
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用することが通常であるとの経験則が存在する。 

これらを踏まえ、平成 27 年改正時に、営業秘密の不正使用行為に関する一

定の事実の立証責任を侵害者に転換する本条が設けられた。 

 
２ 当事者の立証事項 

 
立証責任の公平な分配と適正な真実発見の観点から、侵害者（被告）による

営業秘密の不正使用行為が推定されるためには、 

① 対象となる情報が被侵害者（原告）の営業秘密であり、生産方法等の技

術上の情報であること 

② 侵害者（被告）による第 2 条第 1 項第 4 号、第 5 号又は第 8 号に該当す

る不正取得行為があったこと 

③ 侵害者（被告）が被侵害者（原告）の営業秘密を用いて生産することの

できる物を生産等していること 

を被侵害者（原告）が立証する必要がある。 

被侵害者（原告）が上記前提事実（①から③）の立証に成功した場合は、侵

害者（被告）による営業秘密の不正使用行為が推定される。 

これに対し、営業秘密を不正に取得したものの、それを使用していなかった

侵害者（被告）としては、自己の不使用の事実を積極的に立証することによっ

て、推定を覆していくこととなる。例えば、侵害者（被告）は、被侵害者（原

告）の提訴に係る自社の製品の具体的製造工程を明らかにする、被侵害者（原

告）から営業秘密を取得した後には当該製品を製造していないことを立証する、

といった防御を行うことが想定される。 

 
３ 要件 

 

１ 技術上の秘密 

営業秘密には、技術上の情報と営業上の情報が含まれる（第 2 条第 6 項）が、

本条の推定規定が適用され得るのは、技術上の情報であり、本条では「技術上
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の秘密」という。なお、この文言は第 2 条第 1 項第 10 号における「技術上の

秘密」と同義であり、営業秘密のうち、技術上の情報であるものをいう 194。 

さらに、本条においては、技術上の情報のうち以下の①生産方法及び②その

他政令で定める情報に限られている。これは、推定規定の対象を特に立証が困

難と考えられる情報に限定することによって、侵害者側の応訴負担に配慮した

ことによる。 

① 生産方法 

物の生産に直接寄与する技術（自動車の組立技術、化学物質の生成技術等）

のみならず、その生産工程におけるエネルギー、原材料の投入量等の効率化

を図る技術、コストカット技術等も含まれる。 

② その他政令で定める情報 

今後の技術進歩に応じ、将来的に別の技術情報を推定の対象とすべきニー

ズが生じた場合に備え、生産方法以外の技術情報については、政令で定める

こととしている。現在のところ、ビッグデータ、ＡＩの実装等によるデータ

の利活用の進展を背景に、情報の分析や評価に係る技術情報が、「その他政令

で定める情報」として不正競争防止法施行令（以下「政令」という。）に規定

されている（平成 30 年 11 月 1 日施行）。 
 

○不正競争防止法施行令（平成 30 年政令第 252 号） 

（技術上の秘密の内容） 

第一条 不正競争防止法（以下｢法｣という。）第五条の二の政令で定める情報は

、情報の評価又は分析の方法（生産方法に該当するものを除く。）とする。 

 

ここでいう「情報の評価又は分析の方法」の具体例としては、（ⅰ）血液を化

学的に分析する技術、（ⅱ）機器の稼働情報（センサーデータ等）から機器の状

況を評価する技術、（ⅲ）カメラ画像やセンサー、ＧＰＳデータ等を分析し、交

通の混雑状況を評価（予測）する技術等が考えられる。 

なお、政令上、「情報の評価又は分析の方法」について、「（生産方法に該当す

                                            
194 前掲脚注 113 参照。 
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るものを除く。）」と規定されている。これは、生産のプロセスにおいて使用さ

れる製品の品質検査等の分析・評価技術については、法律で明示されている「生

産方法」（上記①参照）の対象となっていると解されるため、政令の規定からそ

のような技術を除外することで重複を避ける趣旨である。 

 

２ 第二条第一項第四号、第五号又は第八号に規定する行為（営業秘密を取

得する行為に限る。） 

第 2 条第 1 項第 4 号、第 5 号及び第 8 号に掲げる不正競争行為は、営業秘密

の取得時点で、それが営業秘密であることについて悪意又は重過失があるケー

スである。そのようなケースでは、当該営業秘密を不正使用する蓋然性が高い。

したがって、これらの類型は本条の対象となっている。 

他方で、第 2 条第 1 項第 6 号、第 7 号及び第 9 号に掲げる不正競争行為は、

営業秘密の取得時点で、それが営業秘密であることについて悪意又は重過失が

ないケースであるため、そうではないケースに比べて営業秘密を不正使用する

蓋然性が相対的に低いと考えられるため本条の対象外とした。 

 
３ その行為をした者が当該技術上の秘密を使用する行為により生ずる物

の生産その他技術上の秘密を使用したことが明らかな行為として政令で

定める行為（以下この条において「生産等」という。）をしたとき 

 

推定規定が適用されるためには、被侵害者の営業秘密と侵害者の行為との間

に一定の関連性があることが必要である。 

例えば、生産方法についていえば、侵害者（被告）が、被侵害者（原告）の

営業秘密を用いて生産することのできる物を生産していること、すなわち、被

侵害者（原告）の営業秘密に属する技術を用いて製造される製品の機能、品質、

コスト等、競合他社との差別化要因となり得る点において共通する物を侵害者

（被告）が生産していることを意味する。 

これは、不正に取得された技術と全く関係のない製品の生産等についてまで

営業秘密を不正に使用する行為が推定されることは不当であると考えられる一
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方で、被侵害者が生産する物と全く同一の製品を生産する行為にのみ推定の効

果を及ぼすとすると、逆に推定規定が適用される場面が著しく限定されてしま

うことに配慮した要件である。本条では、現に被侵害者が営業秘密を用いて生

産している物のみならず、その営業秘密を転用して実際に生産できる物であれ

ば、推定規定の対象となることとした。 

なお、政令第１条における「情報の評価又は分析の方法（生産方法に該当す

るものを除く。）」を用いて物の生産（法第５条の２）を行う場合についても推

定規定の対象となり得る。 

また、「その他政令で定める情報」として政令で定められた「情報の評価又は

分析の方法」における、当該技術上の秘密を使用したことが明らかな行為につ

いては、「法第二条第一項第十号に規定する技術上の秘密（情報の評価又は分析

の方法（生産方法に該当するものを含む。）に係るものに限る。）を使用して評

価し、又は分析する役務の提供」と規定された。 

 
○不正競争防止法施行令（平成 30 年政令第 252 号） 

（技術上の秘密を使用したことが明らかな行為） 

第二条 法第五条の二の政令で定める行為は、法第二条第一項第十号に規定す

る技術上の秘密（情報の評価又は分析の方法（生産方法に該当するものを含

む。）に係るものに限る。）を使用して評価し、又は分析する役務の提供とす

る。 

 

この政令第２条の「情報の評価又は分析の方法」に「生産方法に該当するも

のを含」めているのは、「生産方法」のうち、「情報の評価又は分析の方法に該

当するもの」を用いて、政令第２条における役務の提供を行う場合を推定規定

の対象とすることを明確化したものである。 

 
４ 対象となる事例 

① 原告の保有する「生産方法」である技術上の秘密を不正取得した被告が、

当該情報を使用する行為により生ずる物の生産を行っている場合 
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（具体例） 
原告の保有する技術上の秘密 被告の技術上の秘密を使用したことが明らかな行為 

生産方法（法第 5 条の 2） 

 

(例) 

〇自動車組立技術 

〇化学品の原材料情報 

技術上の秘密を使用する行為により生ずる物の生産（法第 5条

の 2） 

(例) 

〇当該組立技術を用いて生産できる自動車の生産 

〇当該原材料情報を用いて生産できる化学品の生産 

 

 ② 原告の保有する「情報の評価又は分析の方法（生産方法に該当するもの

を除く。）」である技術上の秘密を不正取得した被告が、当該情報を使用し

て評価し、又は分析する役務の提供を行っている場合 

（具体例） 
原告の保有する技術上の秘密 被告の技術上の秘密を使用したことが明らかな行為 

情報の評価又は分析の方法（生産方法

に該当するものを除く。）（政令第 1

条） 

(例) 

〇血液を化学的に分析して当該分析

結果より特定疾患のリスクを評価す

る方法 

〇機器の稼働情報（センサーデータ）

を分析し、分析結果より将来の機器の

稼働状況を評価する方法 

技術上の秘密（情報の評価又は分析の方法（生産方法に該当す

るものを含む。）を使用して評価し、又は分析する役務の提供 

（政令第 2 条） 

(例) 

〇当該分析・評価方法を用いてできる、血液分析による特定疾

患リスクの評価結果を提供するサービスの提供 

 

〇当該分析・評価方法を用いてできる、機器診断サービスの提

供 

  

 

 
③ 原告の保有する「生産方法のうち、情報の評価又は分析の方法に該当する

もの」である技術上の秘密を不正取得した被告が、当該情報を使用して評

価し、又は分析する役務の提供を行っている場合 
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 （具体例） 
原告の保有する技術上の秘密 被告の技術上の秘密を使用したことが明らかな行為 

生産方法のうち、情報の評価又は分析の

方法に該当するもの（法第 5 条の 2） 

 

（例） 

〇自動車製造工程で用いられているの鉄

の強度分析方法 

生産方法のうち、情報の評価又は分析の方法に該当するも

のを使用して評価し、又は分析する役務の提供（政令第 2

条） 

（例） 

〇当該強度分析方法を用いてできる、鉄製品の検査サービ

スの提供 

 
④ 原告の保有する「情報の評価又は分析の方法（生産方法に該当するものを

除く。）」である技術上の秘密を不正取得した被告が、当該情報を使用する

行為により生ずる物の生産を行っている場合 

 （具体例） 
原告の保有する技術上の秘密 被告の技術上の秘密を使用したことが明らかな行為 

情報の評価又は分析の方法（生産方法に該

当するものを除く。）（政令第 1 条） 

（例） 

〇血液分析サービスに用いている分析手

順（検体（血液）の分析時の温度設定、検

体に対して適量の試薬を投入するタイミ

ング） 

情報の評価又は分析の方法（生産方法に該当するものを

除く。）を使用して生ずる物の生産（法第 5 条の 2） 

（例） 

〇当該分析手順を設計情報として用いてできる血液分析

装置の生産 
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第５節 具体的態様の明示義務 

第 6 条関係  

 

（具体的態様の明示義務） 

第六条 不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟において、不正

競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある

と主張する者が侵害の行為を組成したものとして主張する物又は方法

の具体的態様を否認するときは、相手方は、自己の行為の具体的態様を

明らかにしなければならない。ただし、相手方において明らかにするこ

とができない相当の理由があるときは、この限りでない。 

 

１ 趣  旨 

 

「不正競争」に係る侵害訴訟を提起する場合、原告は、相手方の「不正競

争」行為を特定して、侵害があった旨を主張しなければならない。その侵害行

為の中核は、特許法と同様に相手方の「物又は方法」の特定であるため、例え

ば、ある物を生産する方法の営業秘密が相手方の工場内で実施されているよう

な場合については、原告が訴状において相手方の侵害行為を特定することが困

難であり、結果的に原告が敗訴となるといったケースが想定される。 

 したがって、不正競争防止法においても、特許法第 104 条の 2 と同様の規

定を設けることにより、原告のみならず、相手方にも侵害行為の特定に積極的

に関与させ、訴訟審理の促進・争点の明確化を図るものである。 

 

２ 具体的態様の明示を拒否できる場合 

 

主張すべき内容が何もない場合や自己の具体的態様の内容に営業秘密が含ま

れている場合 195等には「相当の理由」があるとして、相手方（被告）の判断

                                            
195 この点、平成 16 年改正により秘密保持命令制度が導入されたことを踏まえると、自己の

具体的態様の内容に営業秘密が含まれていることで、ただちに「相当の理由」があると解す
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により具体的態様の明示を拒むことができる場合がある。ただし、仮に自己の

具体的態様の内容に営業秘密が含まれる場合であっても、営業秘密の中核とな

る部分ではなく、その周辺部分の有用情報については具体的態様の明示義務を

免れることができないことがあり得る。 

「相当の理由」があるとは認められないにもかかわらず、相手方が規定に従

った対応をしないときについての制裁措置は設けていないものの、こうした不

誠実な訴訟対応については、最終的には裁判官の心証に影響を与えることもあ

ると考えられる。 

 

３ 不正競争防止法における意義 

 

不正競争防止法においては、混同惹起行為、著名表示冒用行為、及び商品形

態模倣行為（第 2 条第 1 項第 1 号～第 3 号）については、原則市場において

侵害品等を入手することが容易であるので、第 6 条の活用場面は少ないとも

考えられるが、未だ市場に侵害品が出回っていない段階での差止請求をする場

合、本規定の活用により原告の立証容易化が図られるものと考えられる。 

 

第６節 書類の提出等 

第 7 条関係 

 

（書類の提出等） 

第七条 裁判所は、不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟にお

いては、当事者の申立てにより、当事者に対し、当該侵害行為につい

て立証するため、又は当該侵害の行為による損害の計算をするため必

要な書類の提出を命ずることができる。ただし、その書類の所持者に

おいてその提出を拒むことについて正当な理由があるときは、この限

                                            
べきではない（平成 27 年 2 月産業構造審議会知的財産分科会営業秘密の保護・活用に関する

小委員会「中間とりまとめ」20 頁参照、http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/chite
kizaisan/eigyohimitsu/pdf/report02_01.pdf）。 

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/chitekizaisan/eigyohimitsu/pdf/report02_01.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/chitekizaisan/eigyohimitsu/pdf/report02_01.pdf
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りでない。 

２ 裁判所は、前項ただし書に規定する正当な理由があるかどうかの判

断をするため必要があると認めるときは、書類の所持者にその提示を

させることができる。この場合においては、何人も、その提示された

書類の開示を求めることができない。 

３ 裁判所は、前項の場合において、第一項ただし書に規定する正当な

理由があるかどうかについて前項後段の書類を開示してその意見を聴

くことが必要であると認めるときは、当事者等（当事者（法人である

場合にあっては、その代表者）又は当事者の代理人（訴訟代理人及び

補佐人を除く。）、使用人その他の従業者をいう。以下同じ。）、訴訟代

理人又は補佐人に対し、当該書類を開示することができる。 

４ 前三項の規定は、不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟に

おける当該侵害行為について立証するため必要な検証の目的の提示に

ついて準用する。 

 

１ 趣  旨 

 

平成 8 年全面改正前の旧民事訴訟法第 312 条は、文書提出義務を当事者が

訴訟において引用した文書など三つの場合のみに認めていた。しかしながら、

知的財産侵害訴訟において損害の額を立証するための相手方所持文書が必ずし

も常に同条各号に該当するとは限らないことから、特許法等の産業財産権四法

においては、当事者の申立てにより、裁判所は当事者に対し、損害の計算をす

るために必要な書類の提出を命ずることができることを規定していた。 

 「不正競争」による損害についても、相手方所持書類を提出させることによ

って、その計算を容易にする必要性は、特許権侵害等の場合と異なることはな

いため、平成 5 年改正により、損害の計算をするために必要な書類の提出を

命ずる規定を設けることとした（第 7 条第 1 項）。 

 また、平成 11 年に「侵害行為について立証するため……必要な書類」を提

出対象として追加した特許法第 105 条と同様に、平成 15 年改正では、従来
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の、損害の計算をするための書類提出命令に加えて、原告による侵害行為の立

証が困難であることに鑑み、侵害行為の立証に必要な書類を提出命令の対象と

した。その際、書類中に記載されている営業秘密が不必要に開示されることを

避けるため、裁判官のみによるインカメラ審理手続により審理を行うことがで

きるとした（第 2 項）196。 

 さらに、平成 16 年改正では、インカメラ審理手続の際に、裁判所が書類の

提出を拒む正当な理由があるかどうかについて意見を聴くことが必要であると

認める場合は、当事者等に対して当該書類を開示することができることとした

（第 3 項）。 

 
２ インカメラ審理手続 

 

書類提出命令にあたっては、書類提出の必要性の有無に加え、その所持者に

提出を拒む「正当な理由」があるかどうかが判断される。所持者にその書類提

出を拒む「正当な理由」があるときは、提出を拒むことができる。この「正当

な理由」としては、相手方が書類を保存していることを期待できない場合や相

手方の書類に営業秘密が含まれる場合等が考えられる。しかしながら、それが

営業秘密を含む書類（又は検証物）であっても、訴訟追行上の必要性の観点か

ら証拠として提出されることが、原告の立証容易化、充実した適正な審理のた

めに必要な場合があると考えられる。 

 このため、「不正競争」による営業上の利益の侵害に係る訴訟においても、

特許法第 105 条と同様に、営業秘密を含む書類についても書類提出命令の対

象とした。その際、書類中に記載されている営業秘密が不必要に開示されるこ

とを避けるため、裁判官のみによるインカメラ審理手続により行うことができ

るとした。 

                                            
196 どの程度の侵害の疑いがあれば書類提出命令が認められるのかについて、営業秘密侵害が

争われた裁判例では、「当事者間の衡平の観点から模索的な文書提出命令の申立ては許される

べきではないことや、当事者が文書提出命令に従わない場合の制裁の存在（民事訴訟法 224
条）等を考慮すると、そこにおける証拠調べの必要性があるというためには、その前提とし

て、侵害行為があったことについての合理的疑いが一応認められることが必要であると解す

べきである」と判示したものがある（東京地決平 27.7.27 判タ 1419 号 367 頁）。 
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 提出を拒む「正当な理由」の存否については、民事訴訟法第 223 条のイン

カメラ審理手続とは異なり、営業秘密であれば直ちに提出義務が生じなくなる

わけではなく、営業秘密を開示することにより書類所持者が受ける不利益と、

書類が提出されないことにより訴訟当事者が受ける不利益とを比較衡量して判

断を行うこととなる 197。この判断については、インカメラ審理手続により行

うことができるとされている。 

 また、この「正当な理由」の有無を判断するためにインカメラ審理に提示さ

れた書類については、何人も開示を求めることができない（第 7 条第 2 項）

とされているが、侵害行為の立証の容易化と営業秘密の保護とのバランスを図

る観点から、正当な理由があるかどうかについて、提示された書類を開示して

意見を聴くことが必要であると認める場合には、裁判所の裁量により、当事者

等、訴訟代理人又は補佐人に対し当該書類を開示することができることとされ

ている（第 3 項）。 

 なお、この際に提示された書類の内容に当事者の保有する営業秘密が含ま

れ、当該営業秘密が開示されることにより、当該営業秘密に基づく当事者の事

業活動に支障を生ずるおそれがある場合には、当事者の申立てにより裁判所が

当事者等に対し、秘密保持命令（第 10 条。詳細は、後述第９節（165～169

頁）参照）を発することができる。 

 

３ 検  証 

 

物を生産する方法に係る営業秘密侵害の場合、対象となる製造装置等を裁判

所に直接持ち込んで調べたり、相手方の工場内において製造装置を調べたりす

ること（検証）が必要な場合もあるため、検証物の提示についても書類提出の

                                            
197 不正競争防止法第 7 条第 1 項ただし書の「正当な理由」について、営業秘密侵害が争われ

た裁判例では、「営業秘密の保護に関しては、民事訴訟法及び不正競争防止法上の手当がされ

ていること……からすれば、本件文書に相手方の営業秘密を含むものがあってもそれだけで

は原則として上記正当な理由には当たらないと解すべきであり、……証拠調べの必要性に照

らして、単に本件文書が相手方の営業秘密を含むと抽象的に主張するのみでは、相手方にお

いてその提出を拒むことについて正当な理由があるとは到底認められない」と判示したもの

がある（東京地決平 27.7.27 判タ 1419 号 367 頁）。 
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規定を準用し、「正当な理由」の観点から、提示義務の有無を判断することと

した（第 4 項）。 

 

第７節 損害計算のための鑑定 

第 8 条関係 

 

（損害計算のための鑑定） 

第八条 不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟において、当事

者の申立てにより、裁判所が当該侵害の行為による損害の計算をする

ため必要な事項について鑑定を命じたときは、当事者は、鑑定人に対

し、当該鑑定をするため必要な事項について説明しなければならない。 

 
１ 趣  旨 

 

不正競争防止法に係る訴訟においては、損害の計算に必要な書類の提出を求

めることができるが（第 7 条第 1 項）、 

① 提出される書類の量が膨大であり、経理・会計の専門家でない裁判官、

弁護士にとっては、書類を正確かつ迅速に理解することが困難、 

② 提出された書類が、略語等で表記されている場合、その内容について説

明を受けることなしに理解することが困難、 

③ 提出された書類に対し、民事訴訟法の当事者照会制度（第 163 条）や

民事訴訟規則の鑑定人の発問（第 133 条）等の制度を活用しても、相

手方が説明に応じない場合、それらの書類を解読して計算することは困

難、 

といった場合が想定される。また、被告製品の販売数、売上額、利益率につい

て、原告・被告両当事者間の主張に大きな相違が見られる場合、損害額の認定

を迅速かつ適正に行うことが困難な場合も想定される。 

 このため、特許法第 105 条の 2 と同様に、損害額の立証の容易化・迅速化

を図る観点から、当事者の申立てにより、裁判所が公認会計士等の計算鑑定人
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を選任し、当該鑑定人に対する説明義務を当事者に課し、損害の計算に必要な

事項を裁判所に報告させる規定を設けた。 

 
第８節 相当な損害額の認定 

第 9 条関係 

  

（相当な損害額の認定） 

第九条 不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟において、損害

が生じたことが認められる場合において、損害額を立証するために必

要な事実を立証することが当該事実の性質上極めて困難であるとき

は、裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき、相当な

損害額を認定することができる。 

 

 
１ 趣  旨 

 

「不正競争」による営業上の利益の侵害による損害は、経済活動を通じて発

生するため、損害額を立証することは極めて困難である。 

 この点、民事訴訟法第 248 条には「損害の性質上その額を立証することが

極めて困難」な場合に裁判所が相当な損害額の認定を可能とする規定があり、

この規定が適用されれば原告の立証負担は軽減される。 

 しかしながら、例えば、不正競争防止法第 5 条第 1 項の逸失利益の立証容

易化規定を適用して、被侵害者の利益額を算出する際に、侵害行為以外の要因

（例えば景気の変動等）で、被侵害者の商品等表示を使用した商品の値下げがあ

った場合には、その要素を正確に把握して計算すれば正しい被侵害者の利益額

が得られるため、計算不可能とはいえず、民事訴訟法第 248 条の「損害の性

質上」極めて困難とは一義的にはいえない場合がある。 

その他にも、 

① 被侵害者の商品等表示や営業秘密の寄与度がどの程度のものであるか
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について立証するのは困難であるが、計算不可能とはいえないため、民

事訴訟法第 248 条の「損害の性質上」極めて困難とは一義的にはいえな

い場合、 

② 被侵害者の商品等表示を使用した商品を侵害者が販売している際に、

その販売数量を立証することに極めて高いコストがかかり、一定の努

力を払ってもなお、全てを証明することが極めて困難である場合 

等が、想定される。 

このため、特許法第 105 条の 3 と同様に、不正競争防止法に係る訴訟にお

いても、損害額の立証が困難な場合における証明度の軽減が図られるよう、

民事訴訟法とは別途の規定を置き、その趣旨が確実に及ぶようにした。 

 
第９節 秘密保持命令 

第 10 条関係 

  

（秘密保持命令） 

第十条 裁判所は、不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟にお

いて、その当事者が保有する営業秘密について、次に掲げる事由のい

ずれにも該当することにつき疎明があった場合には、当事者の申立て

により、決定で、当事者等、訴訟代理人又は補佐人に対し、当該営業

秘密を当該訴訟の追行の目的以外の目的で使用し、又は当該営業秘密

に係るこの項の規定による命令を受けた者以外の者に開示してはなら

ない旨を命ずることができる。ただし、その申立ての時までに当事者

等、訴訟代理人又は補佐人が第一号に規定する準備書面の閲読又は同

号に規定する証拠の取調べ若しくは開示以外の方法により当該営業秘

密を取得し、又は保有していた場合は、この限りでない。 

一 既に提出され若しくは提出されるべき準備書面に当事者の保有す

る営業秘密が記載され、又は既に取り調べられ若しくは取り調べら

れるべき証拠（第七条第三項の規定により開示された書類又は第十
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三条第四項の規定により開示された書面を含む。）の内容に当事者

の保有する営業秘密が含まれること。 

二 前号の営業秘密が当該訴訟の追行の目的以外の目的で使用され、

又は当該営業秘密が開示されることにより、当該営業秘密に基づく

当事者の事業活動に支障を生ずるおそれがあり、これを防止するた

め当該営業秘密の使用又は開示を制限する必要があること。 

２ 前項の規定による命令（以下「秘密保持命令」という。）の申立て

は、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 秘密保持命令を受けるべき者 

二 秘密保持命令の対象となるべき営業秘密を特定するに足りる事実 

三 前項各号に掲げる事由に該当する事実 

３ 秘密保持命令が発せられた場合には、その決定書を秘密保持命令を

受けた者に送達しなければならない。 

４ 秘密保持命令は、秘密保持命令を受けた者に対する決定書の送達が

された時から、効力を生ずる。 

５ 秘密保持命令の申立てを却下した裁判に対しては、即時抗告をする

ことができる。 

 
１ 趣  旨 

 

不正競争行為に関する訴訟では、提出された証拠に営業秘密が含まれる場

合がある。この場合、証拠に含まれる営業秘密の漏えいを防止するための手

段としては、民事訴訟法第 92 条の閲覧等の制限の手続や、不正競争防止法に

よる差止請求・損害賠償請求等が存在していた。 

 しかし、このような手段では不十分であり、諸外国の立法例を参考にしつ

つ、営業秘密であっても証拠として提出させ、その上で当該営業秘密を保護

する制度が必要である旨の指摘がなされていた。このため、平成 16（2004）
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年の「裁判所法等の一部を改正する法律」198による改正により、証拠等に営

業秘密が含まれる場合に、裁判所の命令によって当該営業秘密の使用及び開

示を禁止する、「秘密保持命令」制度が導入され、平成 17 年 1 月 6 日より施

行された（これと同様の制度が、特許法・実用新案法（平成 5 年改正前旧実

用新案法を含む）・意匠法・商標法・著作権法に導入された）。なお、本規定

は民事訴訟 199にのみ設けられた措置であり、営業秘密に関する刑事訴訟（不

正競争防止法第 21 条第 1 項第 1 号～第 9 号、第 3 項、第 4 項）には適用され

ない。 

 
２ 秘密保持命令による禁止行為 

  

秘密保持命令は、①当該営業秘密を当該訴訟の追行の目的以外の目的で使

用すること、②当該営業秘密に係るこの項の規定による命令を受けた者以外

の者に開示することの 2 点を禁止している。 

当該訴訟追行目的での当該営業秘密の使用については、秘密保持命令の対

象からは除外されている。これは、訴訟当事者の防御権を確保するためには

このような使用を認める必要があるとともに、訴訟手続の中で営業秘密を保

護する制度が整備されることにより、訴訟追行目的での使用により営業秘密

が公知になる可能性は極めて低いことによるものである。 

 一方、訴訟追行目的での当該営業秘密の開示については、秘密保持命令の

対象であり、禁止されている（秘密保持命令を受けた者への開示を除く）。こ

                                            
198 秘密保持命令の導入、インカメラ審理手続の整備、営業秘密が問題となる訴訟における公

開停止の要件・手続規定の整備を盛り込んだ「裁判所法等の一部を改正する法律」について

は、立案業務を担当した司法制度改革推進事務局員の執筆による近藤昌昭=齊藤友嘉「司法制

度改革概説第 2 巻 知的財産関係二法／労働審判法」（商事法務、平成 16 年 10 月）において

詳細な解説を行っている。 
199 特許法事件において、侵害差止めを求める仮処分申立事件が特許法の「侵害に係る訴訟」

に該当し、民事保全事件においても秘密保持命令の申立てが許されるとしたものがある(最三

小決平 21.1.27 民集 63 巻 1 号 271 頁)。理由中で、秘密保持命令の趣旨を、相手方当事者の

訴訟目的外使用等による自らの事業活動への支障を危惧することにより、営業秘密の保有者

が、営業秘密を訴訟に顕出することを差し控え、十分な主張立証ができないという事態を回

避するためと解し、本案訴訟と争点を共通にする仮処分事件でも上記事態が生じ得ることに

異なるところはない旨が述べられている。 
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れは、訴訟追行目的のためでも当該営業秘密が開示されたならば、営業秘密

の要件の一つである非公知性を欠くことになり、その価値が著しく損なわれ

るからである。 

なお、秘密保持命令に違反して当該営業秘密を使用又は開示した場合に

は、刑事罰の対象となる（第 21 条第 2 項第 6 号）。刑事罰の詳細についての

記述は、後述の Chapter ７10２（258 頁）に譲ることとする。 

 
３ 秘密保持命令の要件及び手続 

秘密保持命令が発令される可能性があるのは、①準備書面の記載又は証拠

200 に営業秘密が含まれていること（第 10 条第 1 項第 1 号）、②当該営業秘

密が当該訴訟の追行の目的以外の目的で使用され、又は開示されることによ

り、当該営業秘密に基づく事業活動に支障を生ずるおそれがあり、これを防止

するため当該営業秘密の使用又は開示を制限する必要があること（第 10 条第

1 項第 2 号）の 2 点について、いずれにも該当する旨の疎明がなされた場合で

ある。ただし、秘密保持命令の申立ての時までに秘密保持命令の名宛人が当該

準備書面又は証拠以外の方法で当該営業秘密を取得し、又は保有していたもの

である場合は、発令の対象とはならない（第 10 条第 1 項柱書ただし書）。 

秘密保持命令は、当事者による申立てがあった場合に発令することができ

るが、その際の申立ては、 

① 秘密保持命令を受けるべき者 

② 秘密保持命令の対象となるべき営業秘密を特定するに足りる事実 

③ 「準備書面の記載又は証拠に営業秘密が含まれていること」、「当該営業

秘密が当該訴訟の追行の目的以外の目的で使用され、又は開示されるこ

とにより、当該営業秘密に基づく事業活動に支障を生ずるおそれがあ

り、これを防止するため当該営業秘密の使用又は開示を制限する必要が

あること」に該当する事実 

を記載した書面で行わなければならないものとされている（第 10 条第 2

                                            
200 準備書面については、既に提出されているか今後提出されるかを問わない。また、証拠に

ついても、既に取り調べられているか今後取り調べられるかを問わない。 
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項）。 

秘密保持命令が発せられた場合には、名宛人の手続保障の観点から、その決

定書を名宛人に送達すべきものとされ、秘密保持命令は決定書が送達された時

から効力を生ずるものとされている（第 10 条第 3 項、第 4 項）。 

 秘密保持命令を却下した裁判に対しては、即時抗告をすることができる（第

10 条第 5 項）が、秘密保持命令を発令した決定は直ちに確定する。他方、秘

密保持命令が発令された場合には即時抗告はできず、通常の秘密保持命令の取

消しの手続（次節参照）により対処することとなる。 

 

第１０節 秘密保持命令の取消し 

第 11 条関係 

 

（秘密保持命令の取消し） 

第十一条 秘密保持命令の申立てをした者又は秘密保持命令を受けた者

は、訴訟記録の存する裁判所（訴訟記録の存する裁判所がない場合に

あっては、秘密保持命令を発した裁判所）に対し、前条第一項に規定

する要件を欠くこと又はこれを欠くに至ったことを理由として、秘密

保持命令の取消しの申立てをすることができる。 

２ 秘密保持命令の取消しの申立てについての裁判があった場合には、

その決定書をその申立てをした者及び相手方に送達しなければならな

い。 

３ 秘密保持命令の取消しの申立てについての裁判に対しては、即時抗

告をすることができる。 

４ 秘密保持命令を取り消す裁判は、確定しなければその効力を生じな

い。 

５ 裁判所は、秘密保持命令を取り消す裁判をした場合において、秘密保

持命令の取消しの申立てをした者又は相手方以外に当該秘密保持命令

が発せられた訴訟において当該営業秘密に係る秘密保持命令を受けて

いる者があるときは、その者に対し、直ちに、秘密保持命令を取り消す
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裁判をした旨を通知しなければならない。 

 
１ 趣  旨 

 

裁判所が発した秘密保持命令の取消しについては、秘密保持命令の申立者又

は秘密保持命令を受けた者が、訴訟記録が存在する裁判所（訴訟記録が存在す

る裁判所がない場合には秘密保持命令を発した裁判所）に対して申立てを行う

ことにより、取り消されることとなる。 

取消しの事由としては、発令のいずれかの要件（①準備書面の記載又は証拠

に営業秘密が含まれていること、②当該営業秘密が当該訴訟の追行の目的以外

の目的で使用され、又は開示されることにより、当該営業秘密に基づく事業活

動に支障を生ずるおそれがあり、これを防止するため当該営業秘密の使用又は

開示を制限する必要があること）を欠くこと又は欠くに至ったことである。具

体的には、証拠に含まれている営業秘密の内容が既に特許出願されており、そ

の後公開されたため営業秘密としての要件を満たさなくなった場合等が挙げら

れる。 

 

２ 取消しの手続 

 

秘密保持命令の取消しの申立てについての裁判があった場合には、裁判所が

その決定書を申立てをした者及び相手方に送達しなければならない（第 11 条

第 2 項）。 

 取消しの申立ての裁判については、即時抗告をすることができるが、秘密保

持命令を取り消す裁判は確定しなければ効力を生じない（第 11 条第 3 項、第

4 項）。 

秘密保持命令が複数人に発令され、その後一部の名宛人に対する秘密保持命

令が取り消された場合には、裁判所は、その秘密保持命令を取り消す裁判があ

った旨を直ちに当該者以外の秘密保持命令の名宛人に通知しなければならない

こととされている（第 11 条第 5 項）。 
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これは、秘密保持命令を取り消されていない他の名宛人にとっては、秘密保

持命令を受けている者に対する開示行為は適法である一方、取り消された者に

対する開示行為は違法になるとともに、秘密保持命令を取り消された者への開

示により、その者から営業秘密が漏えいするおそれが発生するためである。 

 
３ 秘密保持命令の有効期間 

 

秘密保持命令の効力は、秘密保持命令を受けた者に決定書が送達された時か

ら発生する。また、秘密保持命令は、取消しが確定するまでその効力を有す

る。このため、営業秘密の要件を満たさなくなった場合であっても、秘密保持

命令の取消しの手続を経てはじめて、秘密保持命令が取り消されることとなる

201。 

 
第１１節 訴訟記録の閲覧等の請求の通知等 

第 12 条関係 

  

（訴訟記録の閲覧等の請求の通知等） 

第十二条 秘密保持命令が発せられた訴訟（すべての秘密保持命令が取

り消された訴訟を除く。）に係る訴訟記録につき、民事訴訟法（平成

八年法律第百九号）第九十二条第一項の決定があった場合において、

当事者から同項に規定する秘密記載部分の閲覧等の請求があり、か

つ、その請求の手続を行った者が当該訴訟において秘密保持命令を受

けていない者であるときは、裁判所書記官は、同項の申立てをした当

事者（その請求をした者を除く。第三項において同じ。）に対し、そ

の請求後直ちに、その請求があった旨を通知しなければならない。 

２ 前項の場合において、裁判所書記官は、同項の請求があった日から

二週間を経過する日までの間（その請求の手続を行った者に対する秘

                                            
201 これは、民事訴訟法第 92 条第 3 項と同様の考え方である。 
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密保持命令の申立てがその日までにされた場合にあっては、その申立

てについての裁判が確定するまでの間）、その請求の手続を行った者

に同項の秘密記載部分の閲覧等をさせてはならない。 

３ 前二項の規定は、第一項の請求をした者に同項の秘密記載部分の閲

覧等をさせることについて民事訴訟法第九十二条第一項の申立てをし

た当事者のすべての同意があるときは、適用しない。 

 

１ 趣  旨 

 

訴訟記録からの営業秘密の漏えいの防止に関しては、民事訴訟法第 92 条の

規定による第三者の閲覧等の制限があるが、同条では当事者による閲覧等は禁

止されていない 202。このため、例えば法人が当事者等である場合、秘密保持

命令を受けていない従業者などが法人から委任を受け、事実上自由に訴訟記録

の閲覧等の請求手続を通じて営業秘密を知ることが可能になるおそれがある。 

 このため、秘密保持命令が発せられた訴訟（すべての秘密保持命令が取り消

された訴訟を除く）に係る訴訟記録については、民事訴訟法第 92 条第 1 項の

決定（営業秘密が記載された部分の閲覧等の請求を当事者に限定する決定）が

されている場合において、①当事者から民事訴訟法第 92 条第 1 項の秘密記載

部分の閲覧等の請求がされ、かつ②その請求の手続を行った者が秘密保持命令

を受けた者ではないときは、裁判所書記官は、民事訴訟法第 92 条第 1 項の申

立てをした当事者に対し、その請求後直ちにその請求があった旨を通知しなけ

ればならないこととしている。 

これにより、通知を受けた当事者は、請求手続を行った者に対する秘密保持

命令の申立てができることとなる。そして、秘密保持命令の発令を得るのに必

要な期間（閲覧等の請求があった日から 2 週間。その期間内にその者に対す

                                            
202 原則として、訴訟記録の閲覧は何人も請求することができ（民事訴訟法第 91 条第 1 項）、

また利害関係を疎明した場合には、第三者であっても、訴訟記録の謄写等の請求ができる

（同条第 3 項）ところ、同法第 92 条第 1 項は、秘密記載部分の閲覧等の請求をすることがで

きる者を当事者に制限する決定である（「条解 民事訴訟法〔第 2 版〕」379 頁、弘文堂、平成

26 年 3 月）。 
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る秘密保持命令の申立てがあったときは、その申立てについての裁判の確定ま

での間）は、その手続を行った者の閲覧等は制限される。ただし、営業秘密の

保有者である申立てをした当事者すべての同意があるときは、これらの規定を

適用されず、閲覧が可能となる。 

 

第１２節 当事者尋問等の公開停止 

第 13 条関係 

 

（当事者尋問等の公開停止） 

第十三条 不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟における当事

者等が、その侵害の有無についての判断の基礎となる事項であって当

事者の保有する営業秘密に該当するものについて、当事者本人若しく

は法定代理人又は証人として尋問を受ける場合においては、裁判所

は、裁判官の全員一致により、その当事者等が公開の法廷で当該事項

について陳述をすることにより当該営業秘密に基づく当事者の事業活

動に著しい支障を生ずることが明らかであることから当該事項につい

て十分な陳述をすることができず、かつ、当該陳述を欠くことにより

他の証拠のみによっては当該事項を判断の基礎とすべき不正競争によ

る営業上の利益の侵害の有無についての適正な裁判をすることができ

ないと認めるときは、決定で、当該事項の尋問を公開しないで行うこ

とができる。 

２ 裁判所は、前項の決定をするに当たっては、あらかじめ、当事者等

の意見を聴かなければならない。 

３ 裁判所は、前項の場合において、必要があると認めるときは、当事

者等にその陳述すべき事項の要領を記載した書面の提示をさせること

ができる。この場合においては、何人も、その提示された書面の開示

を求めることができない。 

４ 裁判所は、前項後段の書面を開示してその意見を聴くことが必要で

あると認めるときは、当事者等、訴訟代理人又は補佐人に対し、当該
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書面を開示することができる。 

５ 裁判所は、第一項の規定により当該事項の尋問を公開しないで行う

ときは、公衆を退廷させる前に、その旨を理由とともに言い渡さなけれ

ばならない。当該事項の尋問が終了したときは、再び公衆を入廷させな

ければならない。 

 
１ 趣  旨 

 

憲法第 82 条は裁判公開の原則を定めており、一般公衆が裁判を傍聴するこ

とが可能であることから、特許権等の侵害に関する訴訟や営業秘密に係る不正

競争に関する訴訟には困難な点があるとされてきた。つまり、裁判において営

業秘密が公開されることにより、かえって権利者の不利益を生じる可能性があ

るという懸念があった。 

しかし、憲法第 82 条の定める裁判の公開原則の趣旨は、裁判を一般に公開

して裁判が公正に行われることを制度として保障し、ひいては裁判に対する国

民の信頼を確保しようとすることにあると解されているものの、営業秘密との

関係で裁判の公開を困難とする真にやむを得ない事情があり、なおかつ裁判の

公開によりかえって適正な裁判を行うことができない場合にまで、憲法が裁判

の公開を求めていると解するのは困難である。 

このため、平成 16（2004）年の「裁判所法等の一部を改正する法律」によ

る改正により、これらの訴訟において公開停止を行う場合の要件と手続を明確

に定めることとした。 

これと同様の規定は、不正競争防止法の他、特許法及び実用新案法に設けら

れている（意匠法、商標法、著作権法については、従前どおり憲法第 82 条及

び裁判所法第 70 条の一般規定に基づき判断することとなる）。 

 
２ 公開停止を行う場合の要件 

 

当事者尋問等の公開停止は、①当事者等が公開の法廷で当該事項について陳
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述をすることにより当該営業秘密に基づく事業活動に著しい支障を生ずること

が明らかであることから当該事項について十分な陳述ができないこと、②当該

陳述を欠くことにより他の証拠のみによっては当該事項を判断の基礎とすべき

不正競争による営業上の利益の侵害の有無についての適正な裁判をすることが

できないこと、という二つの要件をともに満たさなければならない。 

 二つの要件を満たしている場合には、裁判官の全員一致により、決定で、当

該事項の尋問を公開しないで行うことができる。 

 
３ 公開停止を行う場合の手続 

 

裁判所は、公開停止の決定をするにあたっては、あらかじめ当事者等の意見

を聴かなければならないものとしている（第 13 条第 2 項）。これは、公開停

止の決定がされるか否かは、営業秘密の保有者である当事者等及びその相手方

に重大な影響を与える事柄であり、公開の法廷で十分な陳述をできない事項の

有無は陳述をする当事者等の意見を直接聴かなければ適切な判断が難しいため

である。 

また、裁判所は当事者等からその陳述すべき事項の要領を記載した書面の提

出をさせることができ、その提出された書類については、インカメラ審理（詳

細は前述第６節（159～162 頁）を参照）を行うことができる（第 13 条第 3

項）。この書面については、相手側に開示される可能性はある（第 13 条第 4

項）が、この書面の開示の際には、当事者は秘密保持命令を申し立てることが

できる。 

 また、裁判所法第 70 条の特則として、①尋問を公開しない場合には、公衆

を退廷させる前にその旨を理由とともに言い渡さなければならず、②当該事項

の尋問が終了したときは、再び公衆を入廷させなければならないことを定めて

いる（第 13 条第 5 項）。 
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第１３節 信用回復の措置 

第 14 条関係  

 

（信用回復の措置） 

第十四条 故意又は過失により不正競争を行って他人の営業上の信用を

害した者に対しては、裁判所は、その営業上の信用を害された者の請

求により、損害の賠償に代え、又は損害の賠償とともに、その者の営

業上の信用を回復するのに必要な措置を命ずることができる。 

 

本条は、「不正競争」により、営業上の信用を害された者が、金銭賠償に代

え、又は金銭賠償とともに営業上の信用を回復するのに必要な措置を請求する

ことを認めたものである。 

例えば、「不正競争」が行われた結果、粗悪品が出回る等により営業上の信

用が害されるような場合を想定したものである。 

平成 5 年改正前不正競争防止法（旧法）は、混同惹起行為（現行第 2 条第 1

項第 1 号）、営業秘密に係る不正行為（同項第 4 号～第 10 号）、信用毀損行為

（同項第 15 号）、代理人等の商標冒用行為（同項第 16 号）についてのみ、特

にこれらの行為によって営業上の信用が害される場合が多いことに鑑み、信用

回復措置請求権を規定していたが、他の「不正競争」の類型についても、当該

「不正競争」によって営業上の信用を害されるケースを排除することはできな

いので、平成 5 年改正時に、全ての類型を対象とし、被害者の救済の充実を

図ることとした。 

 判例は、営業上の信用回復の措置として、新聞等への謝罪広告を認めてい

る。 
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第１４節 営業秘密に係る不正行為に対する差止請求権の消滅時効 

第 15 条関係 

 

（消滅時効） 

第十五条 第二条第一項第四号から第九号までに掲げる不正競争のう

ち、営業秘密を使用する行為に対する第三条第一項の規定による侵害

の停止又は予防を請求する権利は、その行為を行う者がその行為を継

続する場合において、その行為により営業上の利益を侵害され、又は

侵害されるおそれがある保有者がその事実及びその行為を行う者を知

った時から三年間行わないときは、時効によって消滅する。その行為

の開始の時から二十年を経過したときも、同様とする。 

 
１ 趣  旨 

  

営業秘密を使用した生産、販売、研究開発活動等が長期間継続している場合

には、その使用行為を基盤とした事業活動が活発に展開されることとなり、そ

の段階での差止請求権の行使を認めることは、事業活動の停止を通じて雇用、

金融、取引関係に著しい影響を与えることになる。このため、営業秘密の使用

行為をめぐる社会関係、法律関係の早期安定に対する社会的ニーズは極めて強

い。 

 また、営業秘密は、保有者が常時、秘密管理の努力を払っていなければ、そ

の保護要件を失うという特殊性を有しており、本法もそのような保有者の努力

に対するバックアップとして不正行為から保護するという目的を有しており、

このような観点からは、長期にわたる不正行為の継続を放置しているような保

有者に対しては法的保護を与える必要性が減少してくることになる。 

 したがって、営業秘密に係る差止請求権の行使については、一定期間の経過

に伴いその行使を制限する必要性が高いものの、他方、民法の消滅時効規定

（民法第 167 条）を解釈論上当然に適用ありと考えることが困難なため、平

成 2 年改正において、消滅時効等を明定することとしたものである。 
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 本法において営業秘密に関して「不正競争」と位置付けられた類型は、営業

秘密の不正取得行為、不正使用行為、不正開示行為の 3 つの態様に分類され

るが、第 15 条によって消滅時効等が適用される行為は、継続的な不正使用行

為に対する停止請求権のみである。これは、取得・開示行為においては、行為

自体の継続性がないため停止を考える余地がないからである。 

 
２ 侵害の事実及びその行為を行う者を知った時から 3 年 

 

消滅時効の期間については、不法行為による損害賠償請求権につき「損害及

び加害者を知った時」を始期として 3 年間の消滅時効が規定されていること

から（民法第 724 条）、不法行為法の延長線上に位置付けられる営業秘密に係

る不正競争行為に対する差止請求権についても、同様の観点から 3 年間とし

たものである。 

 「継続する場合」を要件としたのは、使用を停止している状態では保有者も

差止請求権を行使する可能性が乏しく、この期間を消滅時効期間に入れること

は適当ではないからである。 

 

３ 行為の開始の時から 20 年 

 

本条後段による期間制限は、規定が置かれた平成 2 年改正当時は、契約上

の守秘義務の履行請求権の消滅時効（民法第 167 条第 1 項において、10 年

間）とのバランスを考慮し、10 年とされていたが、侵害発生時点から長期間

が経過している場合であっても被害者救済を図る必要がある事例が生じている

ことや、10 年を超えてもなお、ある営業秘密が企業の事業活動の基幹であり

続けるようなケースも見受けられることから、平成 27 年改正により、20 年へ

と延長された。 

 なお、本条は、民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律（平成 29 年法律第 45 号）による改正が予定されている 203。すな

                                            
203 平成 32（2020）年 4 月 1 日施行予定。 
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わち、平成 29 年民法（債権関係）改正 204により、民法上、不法行為債権に

関する 20 年の制限期間は消滅時効期間とされる（改正後の民法第 724 条）こ

とに伴い、不法行為法の延長線上に位置付けられる本条の差止請求権について

も、同様の改正がなされる予定である。 

                                            
204 民法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 44 号）。平成 32（2020）年 4 月 1 日施

行予定。 
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 本法第 16 条から第 18 条においては、国際約束に基づく禁止行為が規定され

ている。 

 ここで規定する三類型について、本法は、民事上の措置を与えているもので

はなく、刑事罰のみを規定する（法定刑については、後述 Chapter ７８（253

～254 頁）参照）。 

 

 

第１節 外国の国旗等の商業上の使用禁止 

第 16 条関係 

 

（外国の国旗等の商業上の使用禁止） 

第十六条 何人も、外国の国旗若しくは国の紋章その他の記章であって

経済産業省令で定めるもの（以下「外国国旗等」という。）と同一若し

くは類似のもの（以下「外国国旗等類似記章」という。）を商標として

使用し、又は外国国旗等類似記章を商標として使用した商品を譲渡し、

引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若し

くは電気通信回線を通じて提供し、若しくは外国国旗等類似記章を商

標として使用して役務を提供してはならない。ただし、その外国国旗等

の使用の許可（許可に類する行政処分を含む。以下同じ。）を行う権限

を有する外国の官庁の許可を受けたときは、この限りでない。 

２ 前項に規定するもののほか、何人も、商品の原産地を誤認させるよう

な方法で、同項の経済産業省令で定める外国の国の紋章（以下「外国紋

章」という。）を使用し、又は外国紋章を使用した商品を譲渡し、引き

渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは

電気通信回線を通じて提供し、若しくは外国紋章を使用して役務を提

供してはならない。ただし、その外国紋章の使用の許可を行う権限を有

する外国の官庁の許可を受けたときは、この限りでない。 

３ 何人も、外国の政府若しくは地方公共団体の監督用若しくは証明用

の印章若しくは記号であって経済産業省令で定めるもの（以下「外国政
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府等記号」という。）と同一若しくは類似のもの（以下「外国政府等類

似記号」という。）をその外国政府等記号が用いられている商品若しく

は役務と同一若しくは類似の商品若しくは役務の商標として使用し、

又は外国政府等類似記号を当該商標として使用した商品を譲渡し、引

き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しく

は電気通信回線を通じて提供し、若しくは外国政府等類似記号を当該

商標として使用して役務を提供してはならない。ただし、その外国政府

等記号の使用の許可を行う権限を有する外国の官庁の許可を受けたと

きは、この限りでない。 

（罰則） 

第二十一条 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

七 第十六条、第十七条又は第十八条第一項の規定に違反した者 

 

１ 趣  旨 

 

本条は、パリ条約第 6 条の 3 の規定（国の紋章等の保護）205を実施するため、

外国の国旗等の商業上の使用を禁止する規定であり 206、その保護法益は外国の

国の威信、外国の国民の名誉感情である 207。第 16 条に該当する場合、5 年以

下の懲役若しくは 500 万円以下の罰金、又は懲役と罰金が併科される（第 21

条第 2 項第 7 号）。 

                                            
205 工業所有権の保護に関するパリ条約については、日本語訳（https://www.jpo.go.jp/shiryo
u/s_sonota/fips/paris/pc/chap1.htm）と英語訳（http://www.wipo.int/treaties/en/ip/paris/）
が各 URL で公開されている。 
206 商標法では、第 4 条第 1 項第 1 号、第 2 号及び第 5 号に基づき、外国国旗等を商標として

登録できないこととしている。一方、本法では、外国国旗等を商標として使用すること、外

国国旗等を商標として使用した商品を譲渡等すること、及び、外国国旗等を商標として使用

して役務を提供することを禁止している。 
207 このように本法では、日本の国旗や紋章、日本の政府又は地方公共団体の監督用、証明用

の印章、記号についての商標としての使用は保護されない。もっとも、WIPO（世界知的所有

権機関）の communication procedure を通じて、パリ条約の同盟国においては、外国の国旗

等として保護されることになる。 

https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/paris/pc/chap1.htm
https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/paris/pc/chap1.htm
http://www.wipo.int/treaties/en/ip/paris/
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第 1 項は、外国の国旗、国の紋章その他の外国の記章（記章とは象徴的図形

をいい、旗章、紋章を含む概念である）の商標としての使用を禁止するもので

ある。 

第 2 項は、そのうち特に国の紋章について、商品の原産地を誤認させるよう

な方法での使用を禁止するものである。 

第 3 項は、外国の政府若しくは地方公共団体の監督用、証明用の印章、記号

（バター、チーズ、肉などの生産物や貴金属について、これらを特産品とする

国において存在する）の商標としての使用を禁止するものである。 

ただし、いずれも使用の許可を行う権限を有する外国の官庁の許可を受けた

ときは、本法の対象とはならない。 

なお、商業上の使用の禁止の対象となる外国の記章については、平成 5 年改

正前不正競争防止法（旧法）では、「主務大臣ノ指定」によることとされており、

通商産業大臣の告示によって行われていた。 

しかしながら、国際情勢の急激な変化に伴い、保護の対象たる国家自体の消

長が著しく、指定された国家自体が存在しなくなる場合等が想定された。 

仮に、対象となる国家が消滅した場合は、告示を取り消すこととなるが、告

示においては、罰則の適用等について経過措置が定められないこととなってい

ることから、平成 5 年改正により、告示に代え、省令で定めることとした 208。 

また、旧法の「主務大臣ノ指定」は、昭和 9 年に本法が制定されて以来平成

5 年まで、商工大臣及び通商産業大臣がその所掌事務たる「不正競争」の防止

の観点から行ってきたところであったが、平成 5 年改正法においては、旧法下

での運用を明確化し、責任の所在を明らかにする趣旨からも、「主務大臣ノ指定」

を「通商産業省令」（現経済産業省令）と改めることとした 209。 

                                            
208 「不正競争防止法第十六条第一項及び第三項並びに第十七条に規定する外国の国旗又は国

の紋章その他の記章及び外国の政府若しくは地方公共団体の監督用若しくは証明用の印章又

は記号並びに国際機関及び国際機関を表示する標章を定める省令」（制定当時は不正競争防止

法第九条第一項及び第三項並びに第十条）。経済産業省ホームページに、掲載している（http:
//www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/hatashourei.html） 
また、WIPO（世界知的所有権機関）が提供する Article 6ter Structured Search というデ

ータベースにおいては、国名やキーワード等で検索することが可能である（http://www.wipo.
int/ipdl/en/6ter/search-struct.jsp）。当該データベースは、年 2 回のペースで更新される（htt
p://www.wipo.int/article6ter/en/general_info.html）。 
209 旧法（第 4 条）は、日本国の紋章等で日本の所轄官庁より使用の許可を受けた者は、その

http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/hatashourei.html
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/hatashourei.html
http://www.wipo.int/ipdl/en/6ter/search-struct.jsp
http://www.wipo.int/ipdl/en/6ter/search-struct.jsp
http://www.wipo.int/article6ter/en/general_info.html
http://www.wipo.int/article6ter/en/general_info.html
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第２節 国際機関の標章の商業上の使用禁止 

第 17 条関係 

 

（国際機関の標章の商業上の使用禁止） 

第十七条 何人も、その国際機関（政府間の国際機関及びこれに準ずるも

のとして経済産業省令で定める国際機関をいう。以下この条において

同じ。）と関係があると誤認させるような方法で、国際機関を表示する

標章であって経済産業省令で定めるものと同一若しくは類似のもの

（以下「国際機関類似標章」という。）を商標として使用し、又は国際

機関類似標章を商標として使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若し

くは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を

通じて提供し、若しくは国際機関類似標章を商標として使用して役務

を提供してはならない。ただし、この国際機関の許可を受けたときは、

この限りでない。 

（罰則） 

第二十一条 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

七 第十六条、第十七条又は第十八条第一項の規定に違反した者 

 

１ 趣  旨 

 

本条は、国際機関（政府間の国際機関及びこれに準ずるもの）の公益を保護

するために、その標章を、これらの機関と関係があると誤認させるような方法

                                            
紋章等が外国の紋章等と同一又は類似のものであっても、使用することができる旨規定して

いた。しかし、国境を超えた経済活動が活発になっている今日、外国の紋章等と混同を招く

ような紋章を我が国の紋章等として使用していたり、また、民間事業者に使用の許可を与え

ることは我が国の国際的信用の確保という観点から見て妥当でないと考えられた。したがっ

て、平成 5 年改正により、旧法第 4 条第 4 項に相当する規定は設けないこととした。 
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で商標として使用することを禁じたものである 210。 

ただし、国際機関の許可を受けたときは、「不正競争」行為とはならない。 

なお、平成 5 年改正前不正競争防止法（旧法）では、対象をパリ条約の同盟

国の加盟する「政府間」国際機関の標章としており、民間国際機関の標章は含

まれていなかった。しかし、現代の国際社会においては、民間国際機関であっ

ても政府間国際機関に準じた極めて重要な役割を果たすに至っているものも存

在することから、そのような民間国際機関についても、その標章の無断使用か

ら保護することが必要であると考えられた。したがって、平成 5 年改正により、

本規定の対象を政府間の国際機関の標章に限定せず、必要に応じ、民間国際機

関の標章を保護対象とすることとした。 

具体的には、政府間国際機関の標章として、国際連合、国際原子力機関、国

際刑事警察機構、世界気象機関、万国郵便連合、世界知的所有権機関（WIPO）、

世界貿易機関（WTO）、アジア太平洋経済協力（APEC）の標章等多数の標章

が、政府間国際機関に準ずるものの標章として、国際オリンピック委員会の標

章が、経済産業省令 211で定められている。 

 
第３節 外国公務員等に対する不正の利益の供与等の禁止 

第 18 条関係 

 

１ 趣  旨 

 

本条は、OECD（経済協力開発機構）の「国際商取引における外国公務員に対す

る贈賄の防止に関する条約」（以下「OECD 外国公務員贈賄防止条約」という。

平成 9（1997）年 12 月署名、平成 11（1999）年 2 月発効）212を国内的に実施

                                            
210 商標法では、第 4 条第 1 項第 3 号に基づき、国際機関を表示する標章を商標として登録で

きないこととしている。一方、本法では、国際機関の標章を商標として使用すること、国際

機関の標章を商標として使用した商品を譲渡等すること、及び、国際機関の標章を商標とし

て使用して役務を提供することを禁止している。 
211 前掲脚注 208 参照。 
212 OECD 外国公務員贈賄防止条約は、「CONVENTION ON COMBATING BRIBERY OF
 FOREIGN PUBLIC OFFICIALS IN INTERNATIONAL BUSINESS TRANSACTION
S」という。 
なお、条約及び条約の注釈の原文及び邦訳の全文については、「外国公務員贈賄防止」（通商
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するため、平成 10 年改正において追加された規定である。 

同条約は、国際的な商取引における外国公務員への不正な利益の供与が、国

際的な競争条件を歪めているとの認識のもと、これを防止することにより、国

際的な商活動における公正な競争の確保を図ることを目的としている。これは、

事業者間の公正な競争及びこれに関する国際約束の的確な実施を確保すること

を目的とする不正競争防止法と軌を一にするものであることから、同条約の国

内的な実施に際し、本法の改正により手当されたものである。 

条約上の義務として実施法で担保される必要があるのは、国際商取引におけ

る利益獲得を目的とした外国公務員に対する利益供与の犯罪化の構成要件、罰

則、場所的適用範囲等に関することであり、本法はこれら義務を担保している。 

また、平成 13（2001）年には、条約加盟各国の国内実施法の制定の進展等を

踏まえ、犯罪構成要件を国際的に整合的なものとし、条約をより効果的に実施

する観点から、いわゆる適用除外規定の削除（平成 13 年改正前不正競争防止

法第 10 条の 2 第 3 項）及び外国公務員等の定義の拡大（同第 10 条の 2 第 2 項

第 3 号）に関する法改正が行われた。この改正を受けて、法律で規定する者に

準ずる者について定める政令（「不正競争防止法第十八条第二項第三号の外国

公務員等で政令で定める者を定める政令」（平成 13 年政令第 388 号〕）が制定

され、平成 30 年には「不正競争防止法施行令」と名称変更された（政令の詳細

は、後述４４（198～201 頁）参照）。 

さらに、平成 16（2004）年には、条約加盟各国の動向等を踏まえ、国民の国

外犯処罰を導入（平成 17 年 1 月 1 日より施行）するとともに、国際商取引に関

連する企業において、外国公務員贈賄行為を予防するための自主的アプローチ

を支援することを目的とし、「外国公務員贈賄防止指針」を策定した 213。 

 

                                            
産業省知的財産政策室監修、有斐閣、平成 11（1999）年 1 月）を参照されたい。また、原文

（http://www.oecd.org/daf/anti-bribery/ConvCombatBribery_ENG.pdf）と邦訳（http://ww
w.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oecd/jo_shotori_hon.html）が各 URL で公開されている。 
213 外国公務員贈賄防止指針（平成 29 年改訂版）は、経済産業省ホームページを参照（http:/
/www.meti.go.jp/policy/external_economy/zouwai/pdf/GaikokukoumuinzouwaiBoushiShish
in20170922.pdf）。また、外国公務員贈賄防止ウェブサイト（http://www.meti.go.jp/policy/ex
ternal_economy/zouwai/index.html）も参照。 

http://www.oecd.org/daf/anti-bribery/ConvCombatBribery_ENG.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oecd/jo_shotori_hon.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oecd/jo_shotori_hon.html
http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/zouwai/index.html
http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/zouwai/index.html
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２ 第 18 条第 1 項 

 

（外国公務員等に対する不正の利益の供与等の禁止） 

第十八条 何人も、外国公務員等に対し、国際的な商取引に関して営業上

の不正の利益を得るために、その外国公務員等に、その職務に関する行

為をさせ若しくはさせないこと、又はその地位を利用して他の外国公

務員等にその職務に関する行為をさせ若しくはさせないようにあっせ

んをさせることを目的として、金銭その他の利益を供与し、又はその申

込み若しくは約束をしてはならない。 

（罰則） 

第二十一条 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

七 第十六条、第十七条又は第十八条第一項の規定に違反した者 

 

１ 第 18 条第 1 項の趣旨 

本項は、国際的な商取引に関して営業上の不正の利益を得るために行う、外

国公務員等の職務に関する作為、不作為等をなさしめることを目的とした利益

の供与、その申込み又はその約束を禁止し、刑事罰の対象としている（第 21 条

第 2 項第 7 号）214。 

 

２ 何人も 

本規定の規制対象となる行為を日本国内で行う全ての者が、本法の対象とな

り得るものである。すなわち、日本国民及び外国人がその属性に関係なく、日

本国内で罪とされる行為の全部又は一部を行った場合には、本法の適用を受け

                                            
214 インドネシア、ベトナム及びウズベキスタンにおける日本の円借款事業（有償資金協力事

業）を巡る不正利益供与事案（東京地判平 27.2.4。被告人 3 名に、懲役 2 年（執行猶予 3
年）、懲役 3 年（執行猶予 4 年）、懲役 2 年 6 か月（執行猶予 3 年）、被告人会社に対し 9,000
万円の罰金が科された）を含め、平成 10 年に不正競争防止法に外国公務員贈賄罪が創設され

て以降平成 27 年までに同法違反で訴追された事例は 4 件ある｡4 件の事案概要は、外国公務

員贈賄防止指針（平成 29 年改訂版）を参照されたい（同指針 34 頁以下）。 
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るものである。 

また、日本国民については、日本国外で罪とされる行為を行った場合につい

ても、本法の適用を受けるものである（「３ 場所的適用範囲」参照）。 

 
３ 国際的な商取引に関して 

「国際的な商取引」とは、国際的な商活動を目的とする行為、すなわち貿易

及び対外投資を含む国境を超えた経済活動に係る行為を意味している。具体的

には、①取引当事者間に渉外性がある場合、②事業活動に渉外性がある場合、

のいずれかに係る行為を意味している。法の適用にあたっての最終的な解釈は、

裁判所に委ねられているが、例えば、 

① 日本に主たる事務所を有する商社が、Ｘ国内の ODA 事業（例えば橋な

どの建設）の受注を目的として、日本でＸ国公務員に贈賄する事例 

② Ｙ国に主たる事務所を有する日系の建設業者が、東京のＹ国の大使館の

改築工事の受注を目的として、日本でＹ国公務員に贈賄する事例 

などが国際的な商取引に当たるとして本規定の対象となると考えられる。 

なお、本要件は、平成 13 年改正により追加されたものである（現第 18 条第

1 項（平成 17 年改正前第 11 条第 1 項）に「国際的な商取引に関して」を追加

し、平成 13 年改正前第 10 条の 2 第 3 項（以下、本節において「適用除外規

定」という）215を削除した）。 

平成 13 年改正前に設けられていた適用除外規定は、贈賄側の主たる事務所

と収賄側の外国公務員等の属する国が同一である場合には、条約が犯罪化を義

務づけている国際商取引における不正の利益供与等には当たらないと解してい

たことから設けられていたものであった。しかしながら、加盟各国の条約実施

法において、我が国と同様の考えに基づき適用除外規定を設けている国はなか

ったため、犯罪構成要件の国際的調和を図る観点から、この規定を削除した。

                                            
215 平成 13 年改正前の不正競争防止法第 10 条の 2 第 3 項は、「前項第一号から第三号まで及

び第五号の外国が第一項に規定する利益の供与又はその申込み若しくは約束をする者の主た

る事務所（法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、当該利益の供与又はその申込み若しくは約束をする場合にあっては、

その法人又は人の主たる事務所）が存する外国である場合には、同項の規定は、適用しな

い。」という内容であった。 
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また、適用除外規定の削除に伴い、条約上の要件である「国際商取引において

（in the conduct of international business）」を踏まえて、「国際的な商取引に関して」を

条文上付加し、処罰対象を明確化した（これにより上記②のような事例では、

贈賄側の主たる事務所と収賄側の外国公務員等の属する国が同一であっても、

国際的な商取引であれば処罰対象に含まれることが明確化された）。 

 
４ 外国公務員等に対し、……金銭その他の利益を供与し、又はその申込み

若しくは約束をしてはならない 

本規定は、外国公務員等に対し、不正に利益の供与を行うこと、又はその申

込みをすること、若しくはその約束をすることを禁止している。 

「外国公務員等に対し」とは、利益の申込み、約束、供与の相手方が実質上

外国公務員等であることを意味している。外国公務員等以外の第三者に対し金

銭その他の利益を供与し、又はその申込み、約束をした場合であっても、当該

外国公務員等と当該第三者の間に共謀がある場合、当該外国公務員等の親族が

当該利益の収受先になっている場合など、実質的には当該外国公務員等に対し

て利益の供与が行われたと認められる場合、外国公務員等が第三者を道具とし

て利用し、当該第三者に当該利益を収受させた場合については、外国公務員贈

賄罪が成立し得る。 

 

「利益」とは、条約上の要件である「その他の不当な利益（any undue … other 

advantage）」を踏まえ、金銭、物品、情交等およそ利益と考えられるもの全てを

含み得る（後掲「９ 金銭その他の利益」参照）ものである。 

「供与」とは、賄賂として金銭その他の利益を単に提供するにとどまらず、

相手方である外国公務員等が受け取ることをいう。 

「申込み」とは、外国公務員等に対し、賄賂であることを認識し得るような

状況のもとで金銭その他の利益の収受を促す行為であり、相手方がこれに対応

する行為を必要としない。 

「約束」とは、贈収賄当事者間の金銭その他の利益の授受についての合意を

指す。 

なお、競争相手との関係で特段の有利な取扱いを受けることを目的としない、
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通常の社会的儀礼の範囲内での接待、贈答は本法の対象にはならないが、個別

のケースについて、企業側に不正な利益獲得の目的があったかどうかは、利益

が供与されたときの状況、当該公務員の属する国の社会常識等、様々な要素を

踏まえて判断されるものと解される。 

 

５ 外国公務員等 

「外国」とは、我が国以外の国を意味しており、我が国が国家として未承認

の国も含まれる。 

外国公務員等については、本条第 2 項に、五つに分類して定義されている（後

述４（195～197 頁）参照）。 

 

６ 営業上の不正の利益 

「営業上の利益」とは、条約上の要件である「商取引又は他の不当な利益

（business or other improper advantage）」を踏まえた、不正競争防止法上の用語であ

り、事業者が「営業」を遂行していく上で得られる有形無形の経済的価値その

他の利益一般をいう。 

また、「不正の利益」とは、公序良俗又は信義則に反するような形で得られる

ような利益を意味している。 

具体的には、取引の獲得、工場建設や商品の輸出入等に係る許認可の獲得が

該当する。例えば、販売目的のためのものではなく、現地において自らが生活

するために最低限必要な食糧の調達のための便宜は、一般的には、「営業上の不

正の利益」とはいえないと考えられる。外国公務員等にかかる旅費、食費など

の経費負担や贈答については、外国公務員贈賄防止指針（平成 27 年改訂版）に

おいて、「営業上の不正の利益」を得るための支払と判断される可能性が大きい

と考えられる行為、「営業上の不正の利益」を得るための支払とは必ずしも判断

されない可能性がある行為等について例示等している。 

 

７ 職務に関する行為 

「職務に関する行為」とは、当該外国公務員等の職務権限の範囲内にある行

為はもちろん、職務と密接に関連する行為を含むものである（刑法第 197 条（収
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賄罪）の規定中の「職務」と同義）。刑法の贈収賄罪における、職務と密接に関

連する行為に関する判例としては、慣習上当該公務員が行っている事務を職務

密接関連行為と認めたもの、職務の遂行のために関係者に対し各種働きかけを

行ったもの等が挙げられる。 

 

８ その外国公務員等に、その職務に関する行為をさせ若しくはさせないこ

と、又はその地位を利用して他の外国公務員等にその職務に関する行為

をさせ若しくはさせないようにあっせんをさせることを目的として 

利益供与の目的が外国公務員等の作為・不作為又は他の外国公務員等の作為・

不作為のあっせんであることが要件である。 

「あっせん」については、当該公務員の権限の範囲外の行動であっても、そ

の地位を利用して他の外国公務員等の職務に関する事項についてその公務員に

対する「あっせん」を行わせることも含まれる。 

外国公務員等以外の者に対する「あっせん」は、本法の対象にはならない。 

 

９ 金銭その他の利益 

「金銭その他の利益」とは、金銭や財物等の財産上の利益にとどまらず、お

よそ人の需要・欲望を満足させるに足りるものを意味しており、金融の利益、

家屋・建物の無償貸与等、接待・供応、担保の提供、異性間の情交、職務上の

地位などの一切の有形、無形の利益がこれに該当し得る。 

 

３ 第 21 条第 8 項（場所的適用範囲） 

 

（罰則） 

第二十一条 

８ 第二項第七号（第十八条第一項に係る部分に限る。）の罪は、刑法（明

治四十年法律第四十五号）第三条の例に従う。 

 
１ 趣  旨 

場所的適用範囲とは、裁判権を行使するにあたって、その場所で生じた事項
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に対して自国の刑法を準拠法とし、その定めるところに従って処理することが

可能とされる範囲をいう。 

場所的適用範囲については、主に次のような考え方がある。 

① 属地主義（国内犯処罰） 

自国の領域内で犯された犯罪については、犯人の国籍いかんにかかわらず、

自国の刑罰法規を適用する主義 

② 属人主義（国民の国外犯処罰） 

自国の国民によって犯された犯罪については、その犯罪地のいかんにかか

わらず、自国の刑罰法規を適用する主義 

国際刑法上は、国家はその領土権に基づき、その領土内で行われた行為に対

してその国の刑法を適用することができることを原則とする一方、領土外で行

われた行為にも相当の理由があれば、その国の刑法を適用できると考えられて

いる。 

 
２ 場所的適用範囲の設定 

OECD 条約は、場所的適用範囲の設定については、同条約第 4 条 1 におい

て、「締約国は、自国の領域内において外国公務員に対する贈賄の全部又は一部

が行われた場合」に、これを犯罪化するよう求められており、属地主義が義務

づけられている。 

一方、同条約第 4 条 2 において、「国外において自国の国民によって行われ

た犯罪について裁判権を設定している締約国は、そのような裁判権の設定に関

する原則と同一の原則により、外国公務員に対する贈賄についても、国外にお

いて自国の国民によって行われた場合において自国の裁判権を設定するため、

必要な措置をとる」としている。 

我が国刑法においては、第 1 条で原則として属地主義を採用しており、犯罪

の構成要件の一部をなす行為が国内で行われ、又は構成要件の一部である結果

が国内で発生した場合には当該犯罪に我が国刑事法が適用されると解されてい

る。 

これを外国公務員等への不正の利益供与との関係で整理すれば、外国公務員

等を我が国に招いて利益の申込み、約束、供与のいずれか一つでも行われた場
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合において、我が国の法である不正競争防止法が適用されるのはもちろんであ

り、我が国国内から海外に電話、FAX、電子メール等により利益供与の申込み

又は約束のいずれかが行われた場合においても、実際に利益供与が行われたか

どうかにかかわらず不正競争防止法が適用される。 

さらに、利益の申込み、約束、供与という一連の行為が国内から国外にわた

って行われ、全体が一つの犯罪を構成する場合、すなわち、電話、FAX、電子

メール等により利益供与の申込み又は約束が国内で行われ、それに続く利益供

与が海外で行われた場合、全体を包括して国内犯と捉えることができるとされ

ている。 

このため、我が国では、従来は属地主義の原則に従い国内で行われた行為を

処罰の対象とするとともに、国内で行われた共謀に基づいて、海外で行われた

利益供与のケースまで含めて相当広範に処罰対象としていた。 

一方、条約に基づいて、各締約国の措置の同等性を確保するため、条約締約

国の実施法の整合性審査が行われており、我が国は平成 11（1999）年の同審査

において属人主義を採用するよう強く勧告された。 

さらに、平成 16 年の段階で、条約の締約国 35 か国のうち、外国公務員不正

利益供与罪につき国民の国外犯を処罰していない国は、日本、カナダ、アイル

ランド、アルゼンチンのみであった。 

このため、平成 16 年改正により、外国公務員不正利益供与罪については属

人主義を採用し、日本国民が行った日本国外での行為について、処罰対象を拡

大した（平成 17 年改正前の第 14 条第 3 項（現第 21 条第 8 項））。 

 

 
［参考］： 海外支店の従業員等が本社からの指示等を受けて行う 

利益供与について 

 

日本企業の海外支店の従業員等が日本にある本社からの指示等を受けて利益

供与を行った場合、本法がいかに適用されるかについては、①両者が共謀共同正

犯となる場合、②現地で行為を行った海外支店の従業員等が正犯、指示等を行っ
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た日本にある本社の従業員等が共犯（教唆犯、幇助犯）となる場合の 2 通りに分け

て、次のとおり整理をすることができる。 

 

①両者が共謀共同正犯となる場合 

 日本にある本社の従業員等と実際に利益供与を行った海外支店の従業員等の

間に共謀が存在し、両者が共謀共同正犯となる場合であって、例えば、日本から電

話をして海外支店の従業員等と相談をした等その共謀が 2 か国にまたがって行わ

れている場合には、理論的には、日本及び当該国が共謀の行われた場所であり、共

謀共同正犯の犯罪の一部が日本国内で行われたこととなるため、国内犯として両

者について本法が適用されると解される。 

 

②現地で行為を行った海外支店の従業員等が正犯、指示等を行った日本にある本

社の従業員等が共犯（教唆犯、幇助犯）となる場合 

 この場合、海外で実行行為を行った海外支店の日本人従業員等については、日

本国内において教唆、幇助を行った本社の従業員等とともに、本法が適用されると

解される 

 

４ 第 18 条第 2 項（外国公務員等の定義） 

 

（外国公務員等に対する不正の利益の供与等の禁止） 

第十八条  

２ 前項において「外国公務員等」とは、次に掲げる者をいう。 

一 外国の政府又は地方公共団体の公務に従事する者 

二 公共の利益に関する特定の事務を行うために外国の特別の法令に

より設立されたものの事務に従事する者 

三 一又は二以上の外国の政府又は地方公共団体により、発行済株式

のうち議決権のある株式の総数若しくは出資の金額の総額の百分の

五十を超える当該株式の数若しくは出資の金額を直接に所有され、

又は役員（取締役、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれら以外
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の者で事業の経営に従事しているものをいう。）の過半数を任命され

若しくは指名されている事業者であって、その事業の遂行に当たり、

外国の政府又は地方公共団体から特に権益を付与されているものの

事務に従事する者その他これに準ずる者として政令で定める者 

四 国際機関（政府又は政府間の国際機関によって構成される国際機

関をいう。次号において同じ。）の公務に従事する者 

五 外国の政府若しくは地方公共団体又は国際機関の権限に属する事

務であって、これらの機関から委任されたものに従事する者 

 

１ 第 18 条第 2 項の趣旨 

本項は、利益供与等の相手方となる外国公務員等の定義を規定したものであ

る 216。 

本法の対象となる外国公務員等は次の五つに分類される。なお、平成 13 年

改正において、本項第 3 号に規定されている外国公務員等に準ずる者を政令で

定めることとする法改正を行い、同年 12 月に「不正競争防止法第十一条第二

項第三号の外国公務員等で政令で定める者を定める政令を制定した（現：「不正

競争防止法施行令」（平成 30 年政令第 252 号）。同政令の詳細は、後述４４（196

～201 頁）参照）。 

 

２ 第 18 条第 2 項第 1 号（外国の政府又は地方公共団体の公務に従事する

者） 

本号は、外国（外国の地方公共団体も含む）の立法、行政、司法機関に属する職

にある者を規定している。 

「政府」とは、国の統治権を有する機関を総括した用語である。 

なお、政党、政党職員及び公務員の候補者は、条約上外国公務員の定義に含

                                            
216 本項各号は、OECD 条約第 1 条 4(a)（「外国公務員」とは、外国の立法、行政又は司法に

属する職にある者（任命されたか選出されたかを問わない。）、外国のために公的な任務を遂

行する者（当該外国の公的機関又は公的な企業のために任務を遂行する者を含む。）及び国際

機関の職員又はその事務受託者をいう）を規定したものである。なお、同条約第 1 条 4(b)に
おいて、「『外国』には、国から地方までのすべての段階又は区分の政府を含む」とされてい

る。 
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まれないため、本法の対象とはされていない 217。 

 
３ 第 18 条第 2 項第 2 号（外国の政府関係機関の事務に従事する者） 

本号は、外国の政府関係機関（公共の利益に関する特定の事務を行うために

特別の法令によって設立された組織で、日本でいう特殊法人及び特殊会社等に

相当）の事務に従事する者を規定している。 

また、「事務に従事する者」については、「職員」とした場合、特定の者が本

規定の対象たる機関の職員であるか否かを判断する際に、例えば、雇用契約が

正式に締結されていないような場合に当該者を公務員といえるかどうかの区別

が微妙なケースもあると考えられることから、「事務に従事する者」と規定し、

その者の果たす機能に着目して、当該機関の事務を行っているか否かで外国公

務員等であるか否かを判断することとしたものである。 

なお、「外国の特別の法令により設立されたもの」とは、その機関を設立する

ことを目的とする特別な法律が存在するような機関を対象としているものであ

り、公益法人や会社等一定の要件を満たせば設立できるような民事法規に根拠

をもつ法人は含まれない。 

 

４ 第 18 条第 2 項第 3 号（外国の公的な企業の事務に従事する者） 

本号は、公的な企業であって、他の企業と対等の条件で競争を行っていない

企業の職員等は、外国公務員の定義に含めるべきとされている条約の注釈を受

け規定されたもので 218、外国の政府又は地方公共団体に支配される事業者のう

ち、当該政府等から特に権益を付与されている事業者の事務に従事する者を外

国公務員等として定義している。 

公的な企業の定義については、条約の注釈において具体的に例示されており、

それに基づき本号は、公的な企業を、 

                                            
217 他方で、外国の政党、政党職員及び公務員の候補者を対象とする贈賄罪の法制を有する国

もあることに留意が必要である。 
218 「国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止に関する条約の注釈」（Commentari
es on the Convention on Combating Bribery of Foreign Public Officials in Internatio
nal Business Transactions）14 及び 15。注釈の内容は、http://www.oecd.org/daf/anti-brib
ery/ConvCombatBribery_ENG.pdf から参照されたい。 

http://www.oecd.org/daf/anti-bribery/ConvCombatBribery_ENG.pdf
http://www.oecd.org/daf/anti-bribery/ConvCombatBribery_ENG.pdf
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① 外国の政府又は地方公共団体が、発行済株式のうち議決権のある株式の

総数の過半数の株式を所有している場合における事業者 

② 外国の政府又は地方公共団体が、出資の総額の過半に当たる出資を行っ

ている場合における事業者 

③ 外国の政府又は地方公共団体が、役員（取締役、監査役、理事、監事、

清算人等）の過半数を任命若しくは指名している場合における事業者 

のいずれかに該当する事業者であって、かつ、その事業の遂行にあたり、外国

の政府又は地方公共団体から特に権益を付与されているものの事務に従事する

者その他これに準ずる者として政令で定める者と規定している。 

「事業者」とは、不正競争防止法上の用語であり、私企業のみならず、一般

的に個人、公益法人、地方公共団体、国など事業活動を行っているものを含む。 

「権益」とは、「権利及びそれに伴う利益」という意味であり、具体的には、

特定の企業に継続的に付与される補助金や一定の分野における独占権等を想定

している。すなわち、「特に権益を付与されている事業者」とは、優遇された補

助金、独占権等を有しており、民間企業とは実質的に同等な基盤において活動

していないものを指す 219。 

なお、平成 13 年改正は、公的な企業の範囲について、外国政府等に「株式の

過半数」を所有される企業に加え、「議決権の過半数」を保有される企業等も「公

的な企業」に含めることを目的とし、諸外国の会社制度や外国政府等の会社支

配のあり方、外国政府等が会社に付与する特権等の変化に柔軟に対応できるよ

うにするため、本法第 18 条第 2 項第 3 号に規定する者に準ずる者について、

政令で定めることとした。 

 

 

                                            
219 前掲脚注 213「外国公務員贈賄防止指針」58 頁参照。 
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図 11 第１８条第２項第３号の構成 

 

 
○不正競争防止法施行令（平成 30 年政令第 252 号） 

（外国公務員等で政令で定める者） 

第三条 法第十八条第二項第三号の政令で定める者は、次に掲げる事業者

（同号に規定する事業者を除く。）であってその事業の遂行に当たり外国

の政府又は地方公共団体から特に権益を付与されているものの事務に従

事する者とする。 

一 一又は二以上の外国の政府又は地方公共団体により、総株主の議決

権の百分の五十を超える議決権を直接に保有されている事業者 

二 株主総会において決議すべき事項の全部又は一部について、外国の

政府又は地方公共団体が、当該決議に係る許可、認可、承認、同意そ

の他これらに類する行為をしなければその効力が生じない事業者又は

当該決議の効力を失わせることができる事業者 

一又は二以上の外国の政府又は地方公共団体により、発

行済株式のうち議決権のある株式の総数の百分の五十を

超える当該株式の数を直接に所有されている事業者 

一又は二以上の外国の政府又は地方公共団体により、出

資の金額の総額の百分の五十を超える出資の金額を直接

に所有されている事業者 

一又は二以上の外国の政府又は地方公共団体により、役

員（取締役、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれ

ら以外の者で事業の経営に従事しているものをいう。）

の過半数を任命され若しくは指名されている事業者 
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三 一又は二以上の外国の政府、地方公共団体又は公的事業者により、

発行済株式のうち議決権のある株式の総数若しくは出資の金額の総額

の百分の五十を超える当該株式の数若しくは出資の金額を直接に所有

され、若しくは総株主の議決権の百分の五十を超える議決権を直接に

保有され、又は役員（取締役、監査役、理事、監事及び清算人並びに

これら以外の者で事業の経営に従事しているものをいう。次項におい

て同じ。）の過半数を任命され若しくは指名されている事業者（第一号

に掲げる事業者を除く。） 

２ 前項第三号に規定する「公的事業者」とは、法第十八条第二項第三号

に規定する事業者並びに前項第一号及び第二号に掲げる事業者をいう。

この場合において、一又は二以上の外国の政府、地方公共団体又は公的

事業者により、発行済株式のうち議決権のある株式の総数若しくは出資

の金額の総額の百分の五十を超える当該株式の数若しくは出資の金額を

直接に所有され、若しくは総株主の議決権の百分の五十を超える議決権

を直接に保有され、又は役員の過半数を任命され若しくは指名されてい

る事業者は、公的事業者とみなす。 

 
a. 政令第 3 条第 1 項第 1 号について 

外国の政府又は地方公共団体により総株主の議決権の過半数を保有されて

いる事業者を定めたものである。法第 18 条第 2 項第 3 号は、1 株 1 議決権株

式を前提として、「株式の過半数」を規定しているが、1 株複数議決権株式の発

行が可能な国又は種類株式の発行が可能な国において、当該政府等が株式を過

半数所有していないが、議決権を過半数保有している場合が想定でき、これを

公的な企業の対象とする規定である。 

なお、外国の政府又は地方公共団体が株式の過半数を所有している場合は、

法第 18 条第 2 項第 3 号により適用されることとなる（本号の柱書において、

法に規定がある事業者は除かれている）。 

 
b. 政令第 3 条第 1 項第 2 号について 

イギリス、フランスのようにいわゆる黄金株（Special Share、Preference 
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Share 等の別称）に付随する特別な権限（定款の規定変更の同意権、資産譲渡

の拒否権等）を当該政府に保有されている事業者、又はイタリアのように法令

において特別な権限を当該政府に保有されている事業者等、会社の最高意思決

定機関である株主総会における決議の効力を生じさせる際に、外国政府等の同

意や承認を必要とする事業者、又は外国政府等により当該決議の効力を失わさ

せられることができる事業者を公的な企業の対象とする規定である。 

黄金株とは、一般的に、国営企業（運輸、通信、エネルギー等）を民営化す

る際に、経営は自由にさせながらも、国益を害する事項が生じることを防止す

るため、定款の規定変更に係る同意権等の特別な権限が付随した 1 株の株式と

されている。この国益を害する事項とは、例えば、イギリスの Cable & Wireless

社の定款においては、 

① いかなる人も株式の 15％以上所有すること又は単独若しくは共同での

15％以上の議決権を行使することはできない 

② イギリス人でないかぎり、業務執行会長（chairman of the Company）

又は首席業務執行取締役（chief executive of the Company）に就くことが

できない 

等の規定を変更することであり、これを防止するため黄金株所有者である政府

の同意を必要としているものである。 

また、イタリアは、特別な権限が株に付随するものではなく、法令において

政府に特別な権限を認めており、会社の解散、合併、定款の規定の変更等に対

する拒否権を特別な権限として保有している。なお、具体的な企業として、イ

ギリスでは前出の Cable & Wireless 社の他に、British Energy 社等 22 社、フ

ランスでは Elf-Aquitane 社等 3 社、イタリアでは ENEL 社等 6 社が当該政府

に特別な権限を保有されていることが判明している（なお、以上の記載は平成

13（2001）年 9 月現在のものである。）。 

 
c. 政令第 3 条第 1 項第 3 号及び第 2 項について 

外国政府等により支配される事業者に支配される事業者等、間接的に支配的

な影響力を及ぼされている事業者を公的な企業とする規定である。政令第 3 条

第 2 項の前段では、法第 18 条第 2 項第 3 号に規定する事業者並びに政令第 3
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条第 1 項第 1 号及び第 2 号に掲げる事業者を「公的事業者」と定義し、政令第

3 条第 2 項の後段では、その公的事業者に支配される事業者を「みなし公的事

業者」として、政令第 3 条第 1 項第 3 号により連鎖させる規定である。 

 
５ 第 18 条第 2 項第 4 号（公的国際機関の公務に従事する者） 

本号でいう国際機関は組織の形態や権限の範囲にかかわらず、国家、政府そ

の他の公的機関によって形成される国際機関 220に限られており（本法第 17 条

の国際機関とは定義が異なる）、したがって、国際オリンピック委員会等の民間

機関により構成されている国際機関は対象にはならない。 

 
６ 第 18 条第 2 項第 5 号（外国政府等から権限の委任を受けている者） 

外国の政府又は地方公共団体、国際機関から権限の委任を受けてその事務を

行う者を指している。すなわち、外国政府等、国際機関が自らの権限として行

うこととされている事務、例えば、検査や試験等の事務について、当該外国政

府等から当該事務に係る権限の委任を受けて行う者を念頭に置いている。 

例えば、化学プラント建設にあたり、当該国の法律に基づく設備設置等の許

認可等を受ける際に、事前に環境基準をクリアするかどうかについて検査、試

験等を行う当該国の指定検査機関、指定試験機関等の職員等を想定している。 

逆に、外国政府等と委任契約等を結んで、権限の委任なしに外国政府等が発

注する仕事を処理する者、具体的には国費で発注する調査事業を委託したシン

クタンク、公共事業を受注した建設会社等の職員等は、本法の対象にならない。 

 
  

                                            
220 公的国際機関の具体例として、国連、UNICEF（国連児童基金）、ILO（国際労働機関）、

WTO（世界貿易機関）等が挙げられる。 
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第１節 適用除外規定 

第 19 条関係 

 

（適用除外等） 

第十九条 第三条から第十五条まで、第二十一条（第二項第七号に係る部

分を除く。）及び第二十二条の規定は、次の各号に掲げる不正競争の区

分に応じて当該各号に定める行為については、適用しない。 

一 第二条第一項第一号、第二号、第十四号及び第十六号に掲げる不正

競争 商品若しくは営業の普通名称（ぶどうを原料又は材料とする

物の原産地の名称であって、普通名称となったものを除く。）若しく

は同一若しくは類似の商品若しくは営業について慣用されている商

品等表示（以下「普通名称等」と総称する。）を普通に用いられる方

法で使用し、若しくは表示をし、又は普通名称等を普通に用いられる

方法で使用し、若しくは表示をした商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若

しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回

線を通じて提供する行為（同項第十四号及び第十六号に掲げる不正

競争の場合にあっては、普通名称等を普通に用いられる方法で表示

をし、又は使用して役務を提供する行為を含む。） 

二 第二条第一項第一号、第二号及び第十六号に掲げる不正競争 自

己の氏名を不正の目的（不正の利益を得る目的、他人に損害を加える

目的その他の不正の目的をいう。以下同じ。）でなく使用し、又は自

己の氏名を不正の目的でなく使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡

若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信

回線を通じて提供する行為（同号に掲げる不正競争の場合にあって

は、自己の氏名を不正の目的でなく使用して役務を提供する行為を

含む。） 

三 第二条第一項第一号に掲げる不正競争 他人の商品等表示が需要

者の間に広く認識される前からその商品等表示と同一若しくは類似
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の商品等表示を使用する者又はその商品等表示に係る業務を承継し

た者がその商品等表示を不正の目的でなく使用し、又はその商品等

表示を不正の目的でなく使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若し

くは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線

を通じて提供する行為 

四 第二条第一項第二号に掲げる不正競争 他人の商品等表示が著名

になる前からその商品等表示と同一若しくは類似の商品等表示を使

用する者又はその商品等表示に係る業務を承継した者がその商品等

表示を不正の目的でなく使用し、又はその商品等表示を不正の目的

でなく使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのため

に展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を通じて提供する

行為 

五 第二条第一項第三号に掲げる不正競争 次のいずれかに掲げる行

為 

イ 日本国内において最初に販売された日から起算して三年を経過

した商品について、その商品の形態を模倣した商品を譲渡し、貸し

渡し、譲渡若しくは貸渡しのために展示し、輸出し、又は輸入する

行為 

ロ 他人の商品の形態を模倣した商品を譲り受けた者（その譲り受

けた時にその商品が他人の商品の形態を模倣した商品であること

を知らず、かつ、知らないことにつき重大な過失がない者に限る。）

がその商品を譲渡し、貸し渡し、譲渡若しくは貸渡しのために展示

し、輸出し、又は輸入する行為 

六 第二条第一項第四号から第九号までに掲げる不正競争 取引によ

って営業秘密を取得した者（その取得した時にその営業秘密につい

て不正開示行為であること又はその営業秘密について不正取得行為

若しくは不正開示行為が介在したことを知らず、かつ、知らないこと

につき重大な過失がない者に限る。）がその取引によって取得した権

原の範囲内においてその営業秘密を使用し、又は開示する行為 
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七 第二条第一項第十号に掲げる不正競争 第十五条の規定により同

条に規定する権利が消滅した後にその営業秘密を使用する行為によ

り生じた物を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示

し、輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供する行為 

八 第二条第一項第十一号及び第十二号に掲げる不正競争 技術的制

限手段の試験又は研究のために用いられる同項第十一号及び第十二

号に規定する装置、これらの号に規定するプログラム若しくは指令

符号を記録した記録媒体若しくは記憶した機器を譲渡し、引き渡し、

譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、若しくは輸入し、若し

くは当該プログラム若しくは指令符号を電気通信回線を通じて提供

する行為又は技術的制限手段の試験又は研究のために行われるこれ

らの号に規定する役務を提供する行為 

２ 前項第二号又は第三号に掲げる行為によって営業上の利益を侵害さ

れ、又は侵害されるおそれがある者は、次の各号に掲げる行為の区分に

応じて当該各号に定める者に対し、自己の商品又は営業との混同を防

ぐのに適当な表示を付すべきことを請求することができる。 

一 前項第二号に掲げる行為 自己の氏名を使用する者（自己の氏名

を使用した商品を自ら譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのため

に展示し、輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供する者を

含む。） 

二 前項第三号に掲げる行為 他人の商品等表示と同一又は類似の商

品等表示を使用する者及びその商品等表示に係る業務を承継した者

（その商品等表示を使用した商品を自ら譲渡し、引き渡し、譲渡若し

くは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通

じて提供する者を含む。） 

 
１ 適用除外規定（第 19 条第 1 項） 

 
第 19 条第 1 項は、第 2 条第 1 項に規定される「不正競争」に形式上該当す

るものであっても、差止請求権、罰則等の規定が適用されない場合を規定した
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ものである。 

差止請求権、損害賠償、損害額の推定等、書類の提出、信用回復の措置、消

滅時効、罰則の規定は、第 19 条第 1 項各号に掲げる「不正競争」の区分に応

じ、当該各号に定める行為については、適用されないこととしている。 

 

１ 商品及び営業の普通名称・慣用表示（第 19 条第 1 項第 1 号） 

(1) 趣  旨 

本号は、混同惹起行為（第 2 条第 1 項第 1 号）、著名表示冒用行為（同項第 2

号）、誤認惹起行為（同項第 14 号）、代理人等の商標冒用行為（同項第 16 号）

に対する適用除外を規定したものである。商品又は営業の普通名称や慣用表示

は、特定人の独占に適さないことから、これを普通に用いる方法で使用する行

為、これを普通に用いる方法で使用した商品の譲渡等をする行為、又はこれを

普通に用いる方法で使用して役務を提供する行為を適用除外とするものである。 

なお、平成 5 年改正前不正競争防止法（旧法）は営業の普通名称を明記して

いなかったが、判例は、営業の普通名称を適用除外の対象と解釈しているので、

平成 5 年改正法において確認的に明記することとした 221。 

 

(2) ぶどうを原料又は材料とする物 

原産地名もそれが普通名称化していれば本号の適用除外規定の対象となるが、

本号は、ぶどうを原料又は材料とする物の原産地の名称であって普通名称とな

ったものについては、例外的に適用除外規定の対象としないことを規定してい

る。この規定は、マドリッド協定第 4 条に基づいて導入されたものである。 

ここでいう、ぶどうを原料又は材料とする物には、例えば、シャンパン、コ

ニャック等が含まれる。 

 

(3) 普通名称・慣用されている商品等表示 

「普通名称」とは、商品又は営業の一般的な名称として使用されているもの

                                            
221 普通名称又は慣用表示を商品や役務を表示するものとして使用等しても、自他識別力及び

出所識別力を有していないものとして商品等表示性が認められない場合もあり得る。 
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である（普通名称の例：弁当、酒、醤油等）222。単に性状、品質、機能等を説

明的に表現するものや、原産地を表示するものは普通名称に該当する。なお、

普通名称の単なる組合せも、普通名称になる。もっとも、商品との関係で出所

識別力を有する場合には普通名称とはならない 223。 

「慣用表示」とは、「商品の普通名称」にはなっていないが、取引者間におい

て一般に慣習上自由に使用されている表示一般をいう（慣用表示の例：「幕の

内」、床屋の渦巻看板等）。 

 
(4) 普通に用いられる方法 

「普通に用いられる方法」とは、普通名称又は慣用表示の使用の態様が、一

般取引上普通に行われる程度のものであることをいう。 

したがって、普通名称又は慣用表示であってもこれを極めて特殊な字体で表

すとか特別の図案を施すとか、特定の商品を指示するに足るよう特に技巧を施

して使用することは、「普通に用いられる方法」とはいえない 224。 

 

２ 自己の氏名の不正の目的でない使用（第 19 条第 1 項第 2 号） 

(1) 趣  旨 

本号は、混同惹起行為（第 2 条第 1 項第 1 号）、著名表示冒用行為（同項第 2

号）、代理人等の商標冒用行為（同項第 16 号）に対する適用除外を規定したも

のであり、自己の氏名を使用する利益は本人自身が享受すべきであるから、不

                                            
222 黒酢事件（鹿児島地判昭 61.10.14 無体集 18 巻 3 号 334 頁）では、「黒酢」が普通名称と

認められた。また、タヒボ茶事件（大阪高判平 11.10.14 最高裁 HP）では、「タヒボ」という

表示について南米産の樹木茶の原材料を指すものとして普通名称と認められた。 
223 すのこバスマット事件（大阪地判平 5.9.30 判例集未登載）では「すのこバスマット」とい

う表示が普通名称に該当するとした。 
224 本号に対応する旧法第 2 条第 1 項第 1 号の「普通ニ使用セラルル方法」について、つゆの

素事件（名古屋地判昭 40.8.6 判時 423 号 45 頁）では、旧法第 2 条第 1 項第 1 号における

「『普通に使用される方法』とは、右普通名称使用の態様が、一般取引上普通に行われる程度

のものたることをいうものと解すべきところ、その認定については、当該商品の具体的取引

過程の実状に基づきこれを判断すべきものであって、当該取引において、一般に他の文字、

図形、記号ないしは附飾を使用すべき合理的理由ないし必要あるときは、これらのものを組

み合わせて使用することは許さるべきものと解する」と判示した。 
Ｄフラクション事件（大阪地判平 12.12.14 最高裁 HP）では、マイタケから抽出される物質

の普通名称である「D fraction」を、特殊なロゴのかたちで使用した場合には「普通に用いら

れる方法」ではないとした。 



第２部 逐条解説 
Chapter ６ 適用除外等（第１９条－第２０条関係） 

第１節 適用除外規定 
第 19 条関係 

 

 
209 

正の目的がなく使用する場合には適用除外とするものである。 

 
(2) 自己の氏名 

「自己の氏名」の意義に関して、判例には、法人名について適用除外を認め

なかった事例があり 225、他方、芸名・雅号等について、本号の適用を認めた事

例がある 226。 

 

(3) 不正の目的 

「不正の目的」とは、具体的には不正の利益を得る目的、他人に損害を加え

る目的その他の不正の目的をいう 227。 

なお、平成 5 年改正前不正競争防止法では「善意ニ」の用語が使われている

が、法令用語上、「善意」の語については、ある事項についての知・不知に関し

て使われるので、平成 5 年改正において明確化の趣旨から書き換えられた。 

 
３ 周知性獲得以前からの先使用（第 19 条第 1 項第 3 号） 

本号は、混同惹起行為（第 2 条第 1 項第 1 号）に対する適用除外を規定した

                                            
225 山葉楽器事件（静岡地浜松支判昭 29.9.16 下民集 5 巻 9 号 1531 頁）は、表示選択の自由

度の大きい法人名については、その名称として自己の氏名を使用する必然性に乏しいとし

て、第 19 条第 1 項第 2 号に対応する平成 5 年改正前不正競争防止法第 2 条第 1 項第 3 号の

適用除外（「自己ノ氏名ヲ善意ニ使用スル行為」）を認めなかった事例である。  
226 花柳流舞踊事件（大阪地判昭 56.3.30 無体集 13 巻 1 号 507 頁）は、「花柳」姓の日本舞踊

の家元から「花柳」姓を与えられた弟子に対して、「花柳流」がその使用の差止めを求めた事

件で、当該弟子の芸名について「我が国独特の家元制度の実態からすると、各門弟の芸名

は、たとえそれが右のような個人識別機能を併有しているとしても、それも所詮は宗家あっ

ての芸名であることには相違ないと解される。すなわち、いずれにせよ門弟の芸名は宗元に

完全に従属しているものと解すべき。したがって、前記（ロ）の主張（許諾を得ているので

あるから適法であるという主張）も法律上有効な主張と考えられる」と判示の上、事実関係

を総合して「不正競争の目的を認めることはできない。すなわち、（中略）は善意であったこ

とが認められる」と結論づけた事例である。 
なお、知財高判平 25.2.28（最高裁 HP）では「控訴人は、それまでに存在し周知となってい

た「花柳流」、「花柳」又は「花柳流花柳会」の名称を含む個人ないし法人と実質的同一性を

有するものとは認められず、また、設立時において控訴人代表者は上記周知となっていた名

称を当然知っていたものと認められるから、「花柳流」、「花柳」又は「花柳流花柳会」の名称

を使用する控訴人の行為が、「自己の氏名」を「不正の目的」でなく使用するものとして不正

競争防止法 19 条 1 項 2 号に該当するということはできない」と判示された。 
227 「不正の目的」はなかったものと認められた事例として、わたなべ皮ふ科事件（大阪地

判平 21.7.23 判時 2073 号 117 頁）がある。 
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ものであり、他人の商品等表示が周知性を獲得する以前から不正の目的でなく

使用している場合には、既得権の保護の見地から、先使用権を認め、適用除外

とするものである。他人の商品等表示が周知性を獲得する「前から」使用して

いるといえるためには、原則として、商品等表示の周知性獲得以前から使用を

継続しているものでなければならない。使用態様や、商品等表示を変更した場

合や、使用を中断した場合は、表示使用継続の同一性を失わない程度の変更で

あれば、使用の継続があると認められる 228。 

 
４ 著名性獲得以前からの先使用（第 19 条第 1 項第 4 号） 

本号は、著名表示冒用行為（第 2 条第 1 項第 2 号）に対する適用除外を規定

したものであり、他人の商品等表示が著名性を獲得する以前から不正の目的で

なく使用している場合には、既得権の保護の見地から、先使用権を認め、適用

除外の対象とするものである。 

 
５ 日本国内において最初に販売された日から起算して 3 年の経過（第 19

条第 1 項第 5 号イ） 

(1) 趣  旨 

他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為が「不正競争」と観念さ

れるのは、先行者が資金・労力を投下して商品化した成果にフリーライドする

ことが競争上不正と観念されるからである 229。このような趣旨に鑑みれば、模

倣を禁止するのは先行者の投資回収の期間に限定することが適切である 230。 
                                            
228 フシマンバルブ事件（東京地判昭 44.3.19 判時 559 号 60 頁）では、原告がフシマン株式

会社という商号を使用しており、被告が株式会社フシマンバルブ製作所という商号から株式

会社フシマンバルブへと使用態様を変更した場合に、被告の周知性獲得以前からの使用を否

定した。 
229 本号の趣旨をこのように解した上で、本号に基づき差止めや損害賠償を請求し得る主体

は、形態模倣の対象とされた商品を、「自ら開発・商品化して市場に置いた者に限られる」と

した判例として、前掲脚注 103 キャディバッグ事件（東京地判平 11.1.28 判時 1677 号 127
頁）、前掲脚注 102 エルメス・バーキン事件（東京地判平 13.8.31 判時 1760 号 138 頁）があ

る。また、独占的販売権者も保護の主体となり得るとした判例として、前掲脚注 103 ヌーブ

ラ事件（東京地判平 16.9.13 判時 1899 号 142 頁）がある。 
230 日本国内において最初に販売された日から 3 年が経過した商品の形態を模倣した商品を譲

渡等する行為については、本号の対象とはならない。ただし、その場合であっても、商品の

形態が、商品等表示として需要者の間に広く認識されるようになれば、第 2 条第 1 項第 1 号

の対象となり、また、民法第 709 条における不法行為の要件を満たせば、損害賠償の対象と
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諸外国の状況を見ると、例えば、ドイツでは、判例上、禁止の対象となる模

倣の客体は投資回収相当期間を経ていないものに限定されており、また、スイ

スでも同様の解釈がされている。 

 
(2) 3 年としたことについて 

先行者の投資回収期間を一律に決することは困難であるが、差止めという効

果が事業活動に重大な影響を与えることに鑑みれば、政策的見地から一定の確

定期間を定めることが適切である。 

国際的には、平成 5（1993）年に欧州委員会において採択された「共同体意

匠に関する EC 規則案」では、短ライフサイクルのデザイン保護を目的として、

模倣禁止権を付与する非登録デザイン権の導入が提唱され、その権利期間はデ

ザインの公表時から 3 年間とされた。また、韓国の「不正競争防止及び営業秘

密保護に関する法律」でも、「商品の試製品製作など商品の形態が備えられた日

から 3 年間が経過した商品」については、商品形態の模倣に対する法規制の適

用が排除された。 

これらの国際的ハーモナイゼーションの観点を踏まえ 231、他人の商品の形態

                                            
なり得るのは言うまでもない。この点、本号は、「3 年を経過した後の模倣行為については、

当該模倣行為が公正な競争秩序を破壊する著しく不公正な方法で行われ、その結果、先行者

に営業上、信用上の損害を被らせた場合など、公正かつ自由な競争として許容される範囲を

著しく逸脱する行為と認められる特段の事情がない限り、違法性を欠き不法行為に該当しな

いものと定めた趣旨である」と判示した家具調仏壇事件（大阪高判平 15.7.29 最高裁 HP）が

ある。  
231 共同体意匠に関する EC 規則案第 9 条においては、「第 9 条 第 3 条及び第 4 条の条件を

満たす意匠は、それが、デザイナー若しくは正当なその継承者によって、又はデザイナーが

行った行為の結果として若しくはデザイナーによってもたらされた情報に基づいて第三者に

よって共同体の公衆に公表された日から 3 年間、手続の履行なしに、非登録共同体意匠とし

て保護される。」（仮訳）とされていた。 
なお、同規則案は、2001 年 12 月に欧州閣僚理事会において規則として採択された（無登録

共同体意匠の保護期間（3 年）については、欧州共同体意匠理事会規則第 11 条（1）に規定

されている。https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/ec/ec6_02j.pdf） 
韓国の不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律第 2 条においては、以下のとおり、規定

されている（仮訳）。 
「第 2 条（定義） この法で使われる用語の定義は、次の通りである。 

１．“不正競争行為”とは、次の各号の一に該当する行為をいう。 
リ．他人が製作した商品の形態（形状・模様・色彩・光沢又はこれらを結合したこと

をいい、試製品又は商品紹介書上の形態を含む。以下同じ）を模倣した商品を譲渡・

貸与又はこのための展示をしたり輸入・輸出する行為。但し、次のいずれか一つに該

当する行為を除外する。 

https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/ec/ec6_02j.pdf
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を模倣した商品を譲渡等する行為を禁止する期間については、平成 5 年改正に

おいて形態模倣からの保護を導入した際に 3 年間という期間が適切であると考

えられた。この点については、平成 17 年改正において、この規定を第 2 条第 1

項第 3 号から適用除外規定に移す際にも検討されたが、従前と同様に 3 年とい

う期間が適切とされた。 

 
(3) 保護期間の終期の起算点 

投資回収の期間を確保するという趣旨に鑑みれば、市場での投資回収活動が

外見的に明らかになる時点を捉えて、商品の形態の模倣を禁止する期間の起算

点とすることが適切である。そこで、保護期間の終期の起算点は 232、商品が日

本国内で販売開始された日とした（平成 17 年改正）。 

「日本国内において最初に販売された」とは、日本国内で売買契約が締結さ

れることを意味するものではなく、日本国内の需要者に向けて販売が行われる

ことを意味する 233、234。 

「販売」とは、業とする目的をもって、対価を得て物を第三者に提供する行

為をいう。業としての売却である以上、ただ 1 回の売却でも販売といえる 235。 

「最初に販売された日」とは、市場での投下資金、労力の回収活動が外見的

に明らかになった時点をいい、原則として商品の有償譲渡を開始した日をいう。

もっとも、必ずしも一般の取引市場を通じての販売に限るものではなく、本格

                                            
(1)商品の試製品製作など商品の形態が備えられた日から 3 年が経過した商品の形態を

模倣した商品を譲渡・貸与又はこのための展示をしたり輸入・輸出する行為」 
232 保護期間の開始時期を定めるものではない。したがって、個別の事案によっては販売前で

あっても保護される場合がある。 
233 インターネットを通じた通信販売やカタログ販売の場合には、仕向地が日本国内であるこ

とや広告が日本語でされていること等を勘案して実質的に、国内市場に向けた販売といえる

か否かを判断することになる。 
234 保護期間の終期の起算点を、日本国内での販売開始としたのは、販売開始時期の調査が国

内のみで済み、保護の終期が客観的に把握しやすくなることのみならず、国内企業・国外企

業を問わず、日本国内の需要者において公平に扱われるようにするためである。 
235 形態模倣が争われた事案ではなく、周知表示の混同惹起行為について争われた事案ではあ

るが、パイロメーター事件（大阪高判昭 37.10.31 下民集 13 巻 10 号 2188 頁）では、1 個の

商品の 1 回の売却でも販売に当たるとしている。 
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的出荷の前のサンプル出荷なども含むとされている 236、237。また、「最初に販

売された日」の対象となる「他人の商品」とは、保護を求める商品形態を具備

した最初の商品を意味するのであって、このような商品形態を具備しつつ、若

干の変更を加えた後続商品を意味するものではないとされている 238。 

 

６ 模倣商品の善意取得者保護（第 19 条第 1 項第 5 号ロ） 

本号は、商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為（第 2 条第 1 項第 3 号）

に対する適用除外を規定したものであり、模倣商品を譲り受けた者が、その譲

り受けの際、その商品が模倣商品であることについて善意・無重過失であった

場合には、取引の安全の保護の見地から、適用除外とするものである。  

重過失は、商品の譲り受け時に、取引上当然払うべき通常の注意義務を尽く

した場合に模倣の事実を容易に知りえたか否かを判断する。重過失の判断の基

礎となる事情には商品の周知性、商品形態の特殊性、輸入者の業態等がある 239。 

                                            
236 ハートカップ S 事件（仮処分：神戸地決平 6.12.8 知裁集 26 巻 3 号 1323 頁、本案：名古

屋地判平 9.6.20 判例集未登載）では卸問屋への出荷などを販売に該当するとした。本案事件

では、「販売」とは、市場での投下資本、労力の回収活動が外見的に明らかになった時点、す

なわち、商品をはじめて市場に出荷した時点と解すべきとし、金型を発注した時点や現物が

ない段階で契約を締結したというだけでは未だ「最初に販売した」とはいえないが、サンプ

ル出荷の時点では「最初に販売した」といえるとした。 
237 スティック加湿器事件（知財高判平 28.11.30 判時 2338 号 96 頁）は、「最初に販売された

日」とは「他人の商品」の保護期間の終期を定めるための起算日にすぎず、「他人の商品」は

取引の対象となり得る物品でなければならないが、現に販売されていることを要件として求

めているとはいえない旨判示した。その上で、「規定の趣旨からみて、保護期間の始期として

の「最初に販売された日」は実際に商品として販売された場合のみならず見本市に出す等の

宣伝広告活動を開始した時を含み、商品の販売が可能となった状態が外見的に明らかとなっ

た時をも含む」旨判示し、展示会や見本市に出展した時点で、特段の事情のない限り開発商

品化を完了し販売可能段階に至ったことが外見的に明らかになったと認め、保護期間の始期

とした。 
238 空調ユニットシステム事件（東京高判平 12.2.17 判時 1718 号 120 頁）、ミニバスケット事

件（大阪地判平 23.7.14 判時 2148 号 124 頁）。 
239 善意取得が否定された事例としては、「被告が時計の輸入販売を業とする有限会社である

こと、原告らが時計の分野において我が国の代表的な製造販売会社であり、原告ら商品につ

いては、原告らが配布する商品カタログに掲載されていたほか、広く宣伝広告活動がされ、

少なからぬ数量の商品が販売されたこと（略）、原告ら商品が従来の商品に見られない形態上

の特徴を有するところ、被告商品がいずれも対応する原告ら商品の特徴を有し、その形態が

極めて類似していること、被告商品については、その輸入に関する送り状（略）は提出され

ているものの、輸入取引の際の状況を具体的に明らかにする証拠が何ら提出されていないこ

と、などの事情に照らすと、被告において、被告商品を輸入した時に被告商品が原告ら商品

の形態を模倣した商品であることを知らず、かつ、知らないことにつき重大な過失がなかっ

たということは、到底できない」と判示した、前掲脚注 23 腕時計事件（東京地判平 11.6.29
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７ 営業秘密の善意取得者保護（第 19 条第 1 項第 6 号） 

本号は、次項８の営業秘密侵害品の譲渡等を除く営業秘密に係る「不正競争」

（第 2 条第 1 項第 4 号～第 9 号）に対する適用除外を規定したものである。 

本法では第三者が営業秘密を取得した際には不正取得・開示行為の事実につ

いて善意・無重過失でも、事後的に悪意になった場合には、このような第三者

（事後的悪意者）の使用行為又は開示行為も不正行為として位置づけている。

このような事後的悪意者の行為を「不正競争」として差止請求等の対象とする

ことは、営業秘密の保有者の保護に資するものの、他方で、対価を払ってノウ

ハウを取得した第三者に不測の損害を与え、取引の安全を害することとなる。 

したがって、本号は、営業秘密を善意・無重過失で取得した場合には、当該

営業秘密に関して契約等に基づき取得した権原の範囲内で、当該営業秘密を使

用又は開示できることとするものである。 

 
８ 営業秘密侵害品の譲渡等（第 19 条第 1 項第 7 号） 

本号は、営業秘密侵害品に係る「不正競争」（第 2 条第 1 項第 10 号）に対す

る適用除外を規定したものである。 

営業秘密に係る不正行為に対する差止請求権の期間制限に関する第 15 条は、

継続的な不正使用行為に対する差止請求権について、侵害の「事実及びその行

為を行う者を知った時」から 3 年間の消滅時効と、侵害行為の開始から 20 年

の除斥期間を定めている。 

この第 15 条に定める期間が経過した後は、使用行為そのものが差止請求の

対象とならないのに対して、当該期間経過後の当該使用行為によって生産され

た営業秘密侵害品の譲渡等のみを規制することは均衡を失すると考えられる。 

したがって、本号は、不正使用行為の消滅時効又は除斥期間が経過した後に

当該使用行為に基づいて生じた営業秘密侵害品の譲渡等の行為を適用除外とす

るものである。 
                                            
判時 1692 号 129 頁）がある。また、ヌーブラ事件（大阪地判平 18.1.23 最高裁 HP）におい

ても、輸入時の善意無重過失が否定された（なお、別のヌーブラ事件（前掲脚注 12 及び 23
大阪地判平 17.9.8、大阪高平 18.4.19 いずれも最高裁 HP）においては、商品の形態が実質的

に同一であるとまではいえないとされた）。 
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９ 試験又は研究のために用いられる装置等の譲渡等（第 19 条第 1 項第 8

号） 

本号は、技術的制限手段に対する不正行為（第 2 条第 1 項第 11 号、第 12 号）

に対する適用除外を規定したものである。 

音楽、映像等のコンテンツを制作者から収集し提供する事業者にとって、技

術的制限手段は競争の基礎となる「信用」を担うものであり、技術的制限手段

が確実であるか否かはより重要な要素となる。このため、提供業者は、より優

秀な技術的制限手段を生み出すべく、自らの使用している手段（想定される無

効化に係る技術）が確実に管理できるか否かを自ら又は第三者において調査し、

その確実性をさらに高めることとしている。また、現に用いられている他人の

技術的制限手段についても、その手段がどの程度優れているか等を研究しつつ、

自らの技術的制限手段のレベルを把握するために、研究を行っている。そして、

コンテンツ提供事業者は、機器メーカーやソフトウェアハウスとは異なり、規

制対象となる無効化機能を有する装置、プログラム又は指令符号を独自に作成

する能力がないことが想定されるため、これらの装置、プログラム又は指令符

号の供給を受けなければ、どの技術的制限手段を用いるかの試験を行うことが

できなくなってしまう。 

また、役務の提供行為についても同様のことが該当しうる。 

したがって、本号は、技術的制限手段の試験又は研究のために用いられる装

置等の譲渡等の行為及び技術的制限手段の試験研究目的で行われる役務の提供

行為を、適用除外とするものである。 

なお、産業全体の競争の促進のために、法律により保護されている権利（又

は利益）を制限するとの考え方に立っている規定としては、特許法第 69 条第 1

項 240などがある。 

 

 

                                            
240 特許法第 69 条第 1 項は、「特許権の効力は、試験又は研究のためにする特許発明の実施に

は、及ばない。」と規定する。 
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２ 混同防止表示付加請求（第 19 条第 2 項） 

 
１ 趣  旨 

本項は、適用除外規定により、自己の氏名を不正の目的でなく使用等する者、

又は他人の商品等表示が需要者の間に広く認識される前からその商品等表示と

同一又は類似の商品等表示を使用等する者の表示の使用継続を受忍しなければ

ならない者の不利益に鑑み、両者間の利益の再調整を図るため、その使用者に

対して混同を防ぐために適当な表示を付すことの請求を認めるものである。 

 

２ 第 19 条第 2 項第 1 号 

第 19 条第 2 項第 1 号は、「自己の氏名を使用する者」に対して同項に基づく

請求を行うことができることを規定しているが、括弧書内の規定は、自己の氏

名を使用した商品を、自ら譲渡、引渡し等した場合を含むとしている。当該規

定の趣旨は、平成 5 年改正前の第 2 条第 2 項ただし書の規定（「単ニ商品ヲ販

売、拡布又ハ輸出スル者ニ対シテハ此ノ限ニ在ラズ」）と同じである。つまり、

商品を製造していない単なる流通業者等に対しては当該請求は認められないと

いう趣旨である。 

 
３ 第 19 条第 2 項第 2 号 

第 19 条第 2 項第 2 号は、「他人の商品等表示と同一又は類似の商品等表示を

使用する者及びその商品等表示に係る業務を承継した者」に対し、同項に基づ

く請求を行うことができることを規定しているが、同号括弧書の趣旨について

は、同項第 1 号括弧書の規定と同様である（上記２参照）。 
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第２節 政令等への委任 

第 19 条の 2 関係 

 

（政令等への委任） 

第十九条の二 この法律に定めるもののほか、没収保全と滞納処分との

手続の調整について必要な事項で、滞納処分に関するものは、政令で定

める。 

２ この法律に定めるもののほか、第三十二条の規定による第三者の参

加及び裁判に関する手続、第八章に規定する没収保全及び追徴保全に

関する手続並びに第九章に規定する国際共助手続について必要な事項

（前項に規定する事項を除く。）は、最高裁判所規則で定める。 

 
本条は、平成 27 年改正により、営業秘密侵害罪に当たる行為によって得た

財産等の任意的没収・追徴に係る規定（第 21 条第 10 項～第 12 項）、没収に関

する手続等の特例に関する規定（第 7 章）、没収・追徴保全等の手続に関する規

定（第 8 章）及び没収・追徴の裁判の執行及び保全についての国際共助手続等

に関する規定（第 9 章）が設けられたことに伴い、それらの規定に関する政令

等への委任について定めたものである。 

本条第 1 項は、本法の規定に基づく没収保全命令により処分が禁止された財

産について、国税徴収法（昭和 34 年法律第 147 号）に基づく滞納処分による

差押えがあった場合の手続の調整に関して、政令で定めることとしたものであ

る。本項に関連する政令としては、没収保全と滞納処分との手続の調整に関す

る政令（平成 11 年政令第 402 号）241がある（同政令は、組織的な犯罪の処罰

及び犯罪収益の規制等に関する法律 （平成 11 年法律第 136 号）に基づくもの

であるが、不正競争防止法第 35 条第 4 項により、不正競争防止法に基づく没

収保全手続にも適用されることとなる）。 

本条第 2 項は、没収の裁判に関する手続等の詳細について、最高裁判所規則

で定めることとしたものである。本項に基づく最高裁判所規則としては、不正

                                            
241 http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=411CO
0000000402 

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=411CO0000000402
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=411CO0000000402
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競争防止法による保全手続等に関する規則（平成 27 年最高裁判所規則第 10 号）

242がある。 

第３節 経過措置 

第 20 条関係 

 

（経過措置） 

第二十条 この法律の規定に基づき政令又は経済産業省令を制定し、又

は改廃する場合においては、その政令又は経済産業省令で、その制定又

は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。 

 

本条は、本法の規定に基づき政令又は経済産業省令を制定又は改廃する場合

において、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、

その政令又は省令において所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む）を

定めることができることを規定したものである。 

本法第 5 条の 2 は、同条の適用対象となる技術上の秘密（生産方法を除く）

及び同条の要件となる「技術上の秘密を使用したことが明らかな行為」を政令

で定める旨規定している。第 16 条及び第 17 条は、同条に基づき保護が図られ

る外国の国旗、国際機関の標章等を経済産業省令で定める旨規定している。本

法第 18 条第 2 項第 3 号は、同号に規定している外国公務員等に準ずる者を政

令で定める旨規定している。また、第 19 条の 2 は、国税徴収法に基づく滞納

処分による差押えがあった場合の手続の調整に関して、政令で定める旨規定し

ている。 

そこで、本法第 5 条の 2、第 16 条ないし第 18 条及び第 19 条の 2 の規定に

基づき制定された政令又は省令においては、本条により、その制定又は改廃に

伴い合理的に必要と判断される場合に所要の経過措置を定めることが可能とな

る。

  

                                            
242 http://www.courts.go.jp/vcms_lf/huseikyousouboushikisoku-20160101.pdf 

http://www.courts.go.jp/vcms_lf/huseikyousouboushikisoku-20160101.pdf


第２部 逐条解説 
Chapter ７ 罰則（第２１条・第２２条関係）  

 

 
219 

 
 
 

 

第 ２ 部 

逐 条 解 説 
 

Chapter ７ 

罰 則 

（第 21 条・第 22 条関係） 

 
  



第２部逐条解説 
Chapter ７ 罰則（第２１条ー第２２条関係） 

 (1) 第 21 条第 1項第 1号 

 
220 

第 21 条・第 22 条関係 

 
１ 趣  旨 

 
本法は、事業者の営業上の利益という私益と、公正な競争秩序の維持という

公益を保護法益としており、その実現手段としては、当事者間の差止請求、損

害賠償請求等の民事的請求を基本としつつも、公益の侵害の程度が著しく、当

事者間の民事的請求にのみ委ねられることが妥当でない行為類型については刑

事罰の対象としている。 

 
２ 処罰の対象（第 21 条第 1 項・第 2 項） 

 
事業者間の公正な競争を適切に確保する観点から、本法は、 

① 営業秘密に係る不正競争行為（営業秘密侵害罪） 

② 不正の目的をもって行う混同惹起行為（第 2 条第 1 項第 1 号）又は誤認惹

起行為（同項第 14 号） 

③ 他人の著名な商品等表示に係る信用・名声を利用して不正の利益を得る目的、

又は当該信用・名声を害する目的で行う著名表示冒用行為（同項第 2 号） 

④ 不正の利益を得る目的で行う他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等す

る行為（同項第 3 号） 

⑤ 不正の利益を得る目的、又は営業上技術的制限手段を用いている者に損害を

加える目的で行う技術的制限手段を無効化する機能を有する装置等を譲渡

等する行為、技術的制限手段の効果を妨げることにより可能とする役務を提

供する行為（同項第 11 号、第 12 号） 

⑥ 商品又は役務の品質、内容等について誤認させるような虚偽の表示をする行

為 

⑦ 外国の国旗等の商業上の使用（第 16 条）、 

⑧ 国際機関の標章の商業上の使用（第 17 条） 

⑨ 外国公務員等に対する不正の利益の供与等（外国公務員不正利益供与罪、又

は外国公務員贈賄罪という。第 18 条） 
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を刑事罰の対象としている。 

また、裁判所による秘密保持命令（第 10 条）の実効性を担保する観点から、 

⑩ 秘密保持命令違反行為 

についても、刑事罰の対象としている。 

他方、ドメイン名に係る不正行為（第 2 条第 1 項第 13 号）、信用毀損行為

（同項第 15 号）、代理人等の商標冒用行為（同項第 16 号）については、当事

者間の民事的請求に委ね、刑事罰の対象としていない。 

なお、営業秘密に係る不正競争行為については、第 2 条第 1 項第 4 号～第 9

号に定める「不正競争」行為のうち、特に違法性の高い行為類型について、平

成 15 年改正及び平成 17 年改正において刑事罰の対象として類型化し、平成 21

年改正においてその処罰対象範囲を見直し、新たに類型化し、さらに、平成 27

年改正においても、処罰範囲を拡大した。 

また、技術的制限手段に係る不正競争行為については、特に違法性の高い行

為について、平成 23 年改正において刑事罰の対象とし、平成 30 年改正におい

てその刑事罰の対象となる範囲を拡大したものである。 

以下、上記①～⑩の行為の処罰について詳述することとする（ただし、⑦な

いし⑨に掲げる行為については、それぞれ各条における解説に委ねる）。 

 
３ 営業秘密侵害行為等への刑事罰（第 21 条第 1 項各号、第 2 項第 6

号、第 3 項各号、第 4 項） 

 

１ 刑事罰の概要 

 営業秘密侵害に係る刑事罰の対象となるもの（第 21 条第 1 項第 1 号～第 9

号、第 2 項第 6 号、第 3 項第 1 号～第 3 号、第 4 項）の概要は、以下のとおり

である。 

これらは、営業秘密に係る「不正競争」について民事上の差止請求等の対象

となるものとの比較の上で、特に違法性が高いと認められる侵害行為について、

平成 15 年改正によって刑事罰（営業秘密侵害罪）が導入されるに至り、その後

も退職者処罰規定の導入（平成 17 年改正）、法定刑の引上げ（平成 17 年改正、

平成 18 年改正、平成 27 年改正）、営業秘密の目的要件の変更、従業者等によ
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る営業秘密の領得への刑事罰の導入（平成 21 年改正）、転得者処罰範囲の拡大、

及び未遂処罰規定の導入（平成 27 年改正）などの改正が段階的に重ねられた。 

また、営業秘密が外国に流出した場合、流出した営業秘密を基底とした営業

活動や研究・開発活動も当該外国で行われる可能性が高く、それらの活動に起

因する新たなイノベーションや雇用、利潤等が外国において生じるという意味

において、営業秘密の流出が国内に留まる場合に比して、我が国経済に与える

悪影響が大きいと言い得ることから、平成 27 年改正により、国外における営

業秘密の不正使用行為などの一定の行為について、その他の営業秘密侵害罪に

比べて重い法定刑とする海外重罰規定が置かれた（第 21 条第 3 項（後述２（10）

～（12）（243～246 頁）を参照）。 

さらに、平成 27 年改正により、領得行為を除く営業秘密侵害罪について未

遂処罰規定が設けられた（第 21 条第 4 項）。 
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図 12 営業秘密侵害罪の類型（第２１条第１項、第３項） 
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２ 各営業秘密侵害罪の解説 

(1) 第 21 条第 1 項第 1 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一 不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、

詐欺等行為（人を欺き、人に暴行を加え、又は人を脅迫する行為をい

う。以下この条において同じ。）又は管理侵害行為（財物の窃取、施

設への侵入、不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する

法律（平成十一年法律第百二十八号）第二条第四項に規定する不正ア

クセス行為をいう。）その他の保有者の管理を害する行為をいう。以

下この条において同じ。）により、営業秘密を取得した者 

 

① 趣  旨 

本罪は、営業秘密を、図利加害目的をもって違法性が高い態様で不正に取得

する行為に対して刑事罰を科すものである。 

民事上の「不正取得行為」（第 2 条第 1 項第 4 号）は、目的要件による限定

がなく、かつ、その行為態様を「不正の手段」と広範に規定しているのに対し、

本罪は、これに明確化の見地から絞り込みを行い、「不正の利益を得る目的」又

は「保有者に損害を加える目的」（以下「図利加害目的」という。）を要件とし、

かつ、その行為態様を「詐欺等行為」又は「管理侵害行為」に限定している。 

② 要  件 

(i) 図利加害目的 

処罰範囲を明確に限定するため、各号ごとに違法性を基礎付ける目的

要件が付されている。具体的には、「不正の利益を得る目的」又は「営業

秘密の保有者に損害を加える目的」と規定されている。 

「不正の利益を得る目的」とは、公序良俗又は信義則に反する形で不

当な利益を図る目的のことをいい、自ら不正の利益を得る目的（自己図

利目的）のみならず、第三者に不正の利益を得させる目的（第三者図利
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目的）も含まれる。保有者の営業秘密を、自ら不正に使用して不当に収

益を上げる目的（自己図利目的）や、開示した者に不正に使用させるこ

とによって、その者に不当な収益を上げさせる目的（第三者図利目的）

においては、営業秘密の保有者と自己又は第三者とが競争関係にある必

要はない。したがって、第三者には外国政府機関等も含まれる。また、

公序良俗又は信義則に反する形であれば、その目的は経済的利益か、非

経済的利益かを問うものではない 243。 

具体的には、金銭を得る目的で第三者に対し営業秘密を不正に開示す

る行為や、外国政府を利する目的で営業秘密を外国政府関係者に不正に

開示する行為等が本号に該当する。なお、「退職の記念」や「思い出のた

め」といった自己の満足を図る目的であっても、直ちに「図利加害目的」

が否定されるわけではなく、その他の個別具体の事情を踏まえた上で、

非経済的な図利目的又は後述する加害目的が認められる場合もある。 

「保有者に損害を加える目的」とは、営業秘密の保有者に対し、財産

上の損害、信用の失墜その他の有形無形の不当な損害を加える目的のこ

とをいい、現実に損害が生じることは要しない。 

具体的には、保有者に営業上の損害を加えるため又はその信用を失墜

させるため、営業秘密をインターネット上の掲示板に書き込む行為等が

該当する。 

 

図利加害目的に当たらないもの 

 

図利加害目的に当たらないものとして、公益の実現を図る目的で、事業者の

不正情報を内部告発する行為（①）、労働者の正当な権利の実現を図る目的で、

労使交渉により取得した保有者の営業秘密を、労働組合内部（上部団体等）に開

示する行為（②）、残業目的で、権限を有する上司の許可を得ずに、営業秘密が

                                            
243 不正競争防止法と同様に図利加害目的要件を有する背任罪（刑法 247 条）の「自己…の利

益を図」る目的について、「自己の利益を図る目的とは身分上の利益その他すべての自己利益

を図る目的であれば足り、必ずしも財産上の利益を図る目的である必要はない」と判示して

いる（大判大 3.10.16 刑録 20 輯 1867 頁）。 
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記載等された文書や USBを自宅に持ち帰る行為（③）等が挙げられる。 

 

①は、内部告発の対象となる事業者の不正な情報は、「営業秘密」としての法

的保護の対象とならない上、内部告発は社会公共の利益の増進という公益を

図ることを意図するものであるから、このような場合には図利加害目的には当

たらないからである。②は、労働組合内部における情報共有行為については、労

働者の正当な権利保護等のための組合活動の一環として行われる情報共有等

を意図した行為である限り、図利加害目的には当たらないからである。③は、使

用者の明示の許可を得ずに営業秘密が記載された書面等を持ち帰った場合で

あっても、保有者の業務を遂行するために自宅等で残業をする意図にすぎない

ときは、同様に、図利加害目的には当たらないからである。 

 

ただし、上記のような行為については営業秘密侵害罪の構成要件としての図

利加害目的に該当しないというにとどまり、各企業における社内規程の違反行

為となったり、民事責任の対象となったりする可能性があることとは別である。 

 
なお、第 21 条第 1 項各号（第 1 号～第 9 号）は、すべて図利加害目

的を構成要件としているところ、その意義はいずれも上記と同じである。 

(ii) 詐欺等行為 

詐欺等行為とは、人を欺くこと、人に暴行を加えること、又は人を脅

迫することを意味し、これらは、刑法上の詐欺罪、強盗罪、恐喝罪の実

行行為である、欺罔行為、暴行、脅迫に相当する。平成 21 年改正によ

り、営業秘密の不正取得について、方法による限定がなくなったため 244、

営業秘密を口頭で聞き出す行為等も含まれることになった。 

また、営業秘密にアクセスすることが可能な人間を買収や甘言によっ

てそそのかして、営業秘密を漏示させるような行為は、漏示した人間が

処罰対象（第 21 条第 1 項第 4 号、第 5 号等）になり得るので、これを

                                            
244 平成 21 年改正前においては、不正取得罪は、保有者の管理に係る営業秘密記録媒体等の

取得又は当該営業秘密記録媒体等の記載又は記録の複製を作成することのいずれかの方法に

限定されていた（平成 21 年改正前不正競争防止法第 21 条第 1 項第 2 号イ及びロ）。 
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そそのかすなどした者はその共犯として処罰対象になり得る。なお、不

正な開示によって取得した営業秘密を、不正使用又は不正開示した場合

には、同項第 7 号の正犯として処罰対象となり得る。 

(ⅲ) 管理侵害行為 

「管理侵害行為」とは、財物の窃取、施設への侵入、不正アクセス行

為（不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成 11 年法律第 128 号）

第 2 条第 4 項に規定する不正アクセス行為をいう。）その他の保有者の

管理を害する行為をいう。これらは、刑法上の窃盗罪、建造物侵入罪、

不正アクセス行為の禁止等に関する法律違反の罪の実行行為である、窃

取、侵入、不正アクセス行為に相当する。 

(ｱ)  財物の窃取  

「財物の窃取」とは、刑法上の窃盗罪の実行行為に相当するもので

ある。 

財物は、刑法上の財物と同義であるが、「財物の窃取」が「営業秘密

の取得」の手段となる場合に限られる。 

平成 21 年改正前は、「窃取」の対象物が「書面又は記録媒体」に限

定されていたが、試作品のように、その他の物件に営業秘密が化体し

ている場合等も考えられ、そのような場合であっても営業秘密の保護

の必要性は異ならないことから、営業秘密に関係する財物一般に対象

物の範囲が拡張された。 

(ｲ) 施設への侵入  

「施設への侵入」とは、刑法上の建造物等侵入罪の実行行為に相当

するものである。 

施設とは、営業秘密が現に管理されている施設をいう。保有者が管

理している施設のほか、保有者が営業秘密の記録（データ）を保存し

ているホストサーバーの管理を外部委託している場合のように、保有

者の意思に基づき営業秘密を管理している他人の施設も含まれる。 

(ｳ) 不正アクセス行為  

「不正アクセス行為」とは、不正アクセス行為の禁止等に関する法

律第 2 条第 4 項に定義される「不正アクセス行為」を意味する。 
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具体的には、ネットワーク（電気通信回線）に接続されたコンピュ

ータについて、ネットワークを通じて他人の識別符号又はアクセス制

御機能による特定利用の制限を免れることができる情報若しくは指

令を入力して、アクセス制御機能による当該コンピュータの利用制限

を免れ、その制限されている利用を実行し得る状態にさせる行為であ

る。 

(ｴ) その他の保有者の管理を害する行為  

「その他の保有者の管理を害する行為」とは、他人の営業秘密を不

正取得するために保有者の営業秘密の管理を外部から害する行為の

うち、条文上列挙されている「財物の窃取」、「施設への侵入」、「不正

アクセス行為」を除いたものを指す。これは、今後の情報通信技術等

の急速な進歩によって可能となるハイテクを用いた悪質な手口など

にも適切に対応できるよう、また、不正な取得の類型は多種多様であ

ることをふまえ、限定列挙ではない形で規定したものである。例えば、

保有者の会話や会議等を盗聴や電波傍受等で盗み聞きする方法で、営

業秘密を取得する行為等が考えられる。 

なお、「保有者」とは、第 2 条第 1 項第 7 号において「営業秘密を

保有する事業者」と定義されており、その意義は「営業秘密を正当な

権原に基づいて取得して保持している者」であると解され、第 21 条

における「保有者」もこれと同義である。よって、不正取得者につい

ては、「保有者」と解することはできない。また、秘密保持契約の下に

営業秘密のライセンスを受けたライセンシーについては、営業秘密を

使用する正当な権原を与えられた者であり、「保有者」に該当するもの

と解される。 

(ⅳ) 営業秘密の取得 

不正競争防止法における営業秘密の「取得」とは、営業秘密が記録さ

れている媒体等を介して自己又は第三者が営業秘密自体を手に入れる行

為、及び営業秘密自体を頭の中に入れる等、営業秘密が記録されている

媒体等の移動を伴わない形で営業秘密を自己又は第三者のものとする行

為を意味するものである。 
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(2) 第 21 条第 1 項第 2 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

二 詐欺等行為又は管理侵害行為により取得した営業秘密を、不正の

利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、使用し、

又は開示した者 

 

① 趣  旨 

本罪は、営業秘密を第 21 条第 1 項第 1 号の手段によって不正に取得した後

に、図利加害目的をもってその営業秘密を不正に使用又は開示するという行為

に対し、刑事罰を科すものである。 

② 要  件 

(i) 詐欺等行為又は管理侵害行為により取得した営業秘密 

第 21 条第 1 項第 1 号の実行行為によって不正取得された営業秘密を

いう。 

「詐欺等行為」又は「管理侵害行為」によって営業秘密を取得すれば

足り、その取得時には「不正の利益を得る目的」又は「保有者に損害を

加える目的」を有している必要はない。取得時に図利加害目的を有して

いなくても、不正な手段で取得した営業秘密を図利加害目的で使用・開

示する行為は、違法性の高い非難されるべき法益侵害行為といえるから

である。 

（ⅱ） 営業秘密の使用又は開示 

営業秘密の「使用」とは、営業秘密の本来の使用目的に沿って行われ、

当該営業秘密に基づいて行われる行為として具体的に特定できる行為を

意味する。具体的には、自社製品の製造や研究開発のために、他社製品

の製造方法に関する技術情報である営業秘密を直接使用する行為や、事

業活動のために、同業他社が行った市場調査データである営業秘密を参

考とする行為などが考えられる。 

営業秘密の「開示」とは、営業秘密を第三者に知られる状態に置くこ
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とをいい、営業秘密を非公知性を失わないまま特定の者に知られる状態

に置くことも含む。具体的には、営業秘密を口頭で伝えたり、営業秘密

が記録された電子データを特定の第三者に送信したり、ホームページに

営業秘密を掲載したりすることのほか、営業秘密が化体された有体物の

占有を移転することで他者に営業秘密を通知したりすることなどが考え

られる。 

 

(3) 第 21 条第 1 項第 3 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

三 営業秘密を保有者から示された者であって、不正の利益を得る目

的で、又はその保有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理に

係る任務に背き、次のいずれかに掲げる方法でその営業秘密を領得

した者 

イ 営業秘密記録媒体等（営業秘密が記載され、又は記録された文

書、図画又は記録媒体をいう。以下この号において同じ。）又は営

業秘密が化体された物件を横領すること。 

ロ 営業秘密記録媒体等の記載若しくは記録について、又は営業秘

密が化体された物件について、その複製を作成すること。 

ハ 営業秘密記録媒体等の記載又は記録であって、消去すべきもの

を消去せず、かつ、当該記載又は記録を消去したように仮装するこ

と。 

 

① 趣  旨 

本罪は、営業秘密を保有者から示された者が、図利加害目的をもって、その

営業秘密の管理に係る任務に背いて、権限なく営業秘密を保有者の管理支配外

に置く意思の発現行為に対し、刑事罰を科すものである。 

本罪は、平成 21 年改正により設けられたものである。退職者の転職の自由

や取引先の営業の自由等に配慮するとともに、処罰対象範囲の明確性の観点か
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ら一定の方法による営業秘密の領得行為に処罰対象を限定している。 

② 要  件 

(i) 保有者から示された 

「保有者から示された」とは、その営業秘密を不正取得以外の態様で

保有者から取得した場合であることを意味している。具体的には、保有

者から営業秘密を口頭で開示された場合や手交された場合、営業秘密へ

のアクセス権限を与えられた場合、営業秘密を職務上使用している場合

などをいう。 

なお、営業秘密へのアクセス権限を有しているなど、「保有者から示さ

れた者」に該当する場合であっても、その立場を利用して委託信任関係

に違背した「領得」の方法によらず、「詐欺等行為」又は「管理侵害行為」

によって営業秘密を取得する行為は、不正な「取得」と評価すべきと解

されるから、当該行為は第 21 条第 1 項第 1 号の罪の対象となる。 

(ⅱ) 営業秘密の管理に係る任務 

「営業秘密の管理に係る任務」とは、「営業秘密を保有者から示された

者」が、保有者との委任契約や雇用契約等において一般的に課せられた

秘密を保持すべき任務や、秘密保持契約等によって個別的に課せられた

秘密を保持すべき任務を意味する。 

同項第 4 号以下の構成要件要素である「営業秘密の管理に係る任務」

も同義である。 

保有者から営業秘密を示された者は、この任務を負っている限り、そ

の立場（在職者・退職者・取引先）にかかわらず、いずれも本罪の主体

となり得る。 

(ⅲ) 営業秘密の領得 

営業秘密の「領得」（第 21 条第 1 項第 3 号柱書）とは、営業秘密を保

有者から示された者が、その営業秘密を管理する任務に背いて、権限な

く営業秘密を保有者の管理支配外に置く意思の発現行為をいう。 

不正競争防止法は、領得の方法として、①営業秘密記録媒体等又は営

業秘密が化体された物件を横領する行為（同号イ）、②営業秘密記録媒体

等の記載若しくは記録について、又は営業秘密が化体された物件につい
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て、その複製を作成する行為（同号ロ）、③営業秘密記録媒体等の記載又

は記録であって、消去すべきものを消去せず、かつ、当該記載又は記録

を消去したように仮装する行為（同号ハ）、を規定している。 

「横領」（同項第 3 号イ）とは、保有者から預かった営業秘密が記録さ

れた媒体等又は営業秘密が化体された物件を自己の物のように利用・処

分する（ことができる状態に置く）ことをいう。 

具体的には、営業秘密が記録されたファイルであって持ち出しが禁止

されたものを無断で外部に持ち出す行為などが該当する。 

「複製を作成する」（同項第 3 号ロ）とは、印刷、撮影、複写、録音そ

の他の方法により、営業秘密記録媒体等の記載若しくは記録又は営業秘

密が化体された物件と同一性を保持するものを作成することをいう。 

具体的には、営業秘密が記録されたデータであって複製が禁止された

ものを無断でコピーする行為や、営業秘密である電子データのファイル

をメール送付するために添付する行為などが該当する。 

「消去すべきものを消去せず」（同項第 3 号ハ）とは、営業秘密を消去

すべき義務がある場合において、これに違反して営業秘密を消去しない

ことをいう。また、「当該記載又は記録を消去したように仮装すること」

とは、自己の記録媒体等に保存された営業秘密の記載又は記録を消去し

た旨の書面を交付する行為のように、実際には記載等を消去していない

にもかかわらず、既に消去されているかのような虚偽の外観を作出する

ことをいう。 

具体的には、プロジェクト終了後のデータ（営業秘密）消去義務に違

反して当該データ（営業秘密）を消去せずに自己のパソコンに保管し続

け、保有者からの問い合わせに対して、消去した旨の虚偽の回答をする

行為などが該当する。 
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領得に当たらないもの 

 

第３号が列挙する領得に当たらないものとしては、①権限を有する上司の許

可を受け、営業秘密をコピーしたり、営業秘密が記載された資料を外部に持ち出

したりする行為、②将来、競業活動に利用するかもしれないと思いつつ、媒体を

介さずに営業秘密を記憶するだけの行為、③将来、競業活動に利用するかもし

れないと思いつつ、プロジェクト終了後のデータ消去義務に反して営業秘密を

消去し忘れ自己のパソコンに保管し続けていたが、保有者からの問い合わせを

受け、その後にデータを消去する行為等が挙げられる。 

 

ただし、これらの行為は営業秘密侵害罪の構成要件としての領得に該当しな

いというにとどまり、各企業における社内規程の違反行為となったり、民事責任

の対象となったりする可能性があることとは別である。 

 

なお、第 21 条第 1 項第 3 号（海外重罰の場合を含む）のみ未遂処罰規定の

対象外とされている。これは、営業秘密を領得する行為については、その他の

営業秘密侵害行為（不正取得、使用、開示等）に比べて、未遂と評価できる範

囲が狭いと考えられることや、主に従業者に適用可能性のある行為類型である

ことから、従業者の日々の業務活動に無用な萎縮効果が生じないよう細心の注

意を払う必要があるといった事情を総合的に考慮して、未遂犯処罰規定の対象

外としたものである。 

 

(4) 第 21 条第 1 項第 4 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

四 営業秘密を保有者から示された者であって、その営業秘密の管理

に係る任務に背いて前号イからハまでに掲げる方法により領得した

営業秘密を、不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加え
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る目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、使用し、又は開示し

た者 

 

① 趣  旨 

本罪は、営業秘密を正当取得した者（保有者から営業秘密を示された者）が、

営業秘密を領得した後に、図利加害目的をもってその営業秘密を不正に使用又

は開示するという行為に対し、刑事罰を科すものである。 

なお、退職者については、第 21 条第 1 項第 5 号においては処罰対象から除

外されているものの、たとえ退職者であっても、保有者から営業秘密を正当に

示されたにもかかわらず、保有者との間の委託信任関係に違背して、前号に規

定する方法で営業秘密を領得し、図利加害目的で、これを不正に使用又は開示

するような一連の行為については、違法性が高く、許されるものではないため、

本号においては、このような行為については保有者の役員又は従業者に限定す

ることなく処罰対象としている。 

② 要  件 

(i) 領得した営業秘密 

第21条第1項第3号の実行行為によって領得された営業秘密をいう。 

同項第 3 号イ～ハまでの方法によって営業秘密を領得すれば足り、そ

の領得時に「不正の利益を得る目的」又は「保有者に損害を加える目的」

を有している必要はない。領得時に、図利加害目的を有していなくても、

不正な手段で領得した営業秘密を図利加害目的で使用・開示する行為は、

違法性の高い非難されるべき法益侵害行為といえるからである。 

(ⅱ) その営業秘密の管理に係る任務に背き、使用し、又は開示した 

営業秘密を領得した後、その営業秘密を使用又は開示する場合におい

て、本罪の対象となるのは、その営業秘密の管理に係る任務に背いた使

用又は開示のみである。したがって、保有者から営業秘密を示された者

であって営業秘密を領得した者が、領得後に、保有者の正当な業務のた

めに営業秘密を使用したり開示したりする行為は本罪の対象から除外さ

れる。 

 



第２部逐条解説 
Chapter ７ 罰則（第２１条ー第２２条関係） 

 (5) 第 21条第 1 項第 5号 

 
235 

(5) 第 21 条第 1 項第 5 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

五 営業秘密を保有者から示されたその役員（理事、取締役、執行役、

業務を執行する社員、監事若しくは監査役又はこれらに準ずる者を

いう。次号において同じ。）又は従業者であって、不正の利益を得る

目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理

に係る任務に背き、その営業秘密を使用し、又は開示した者（前号に

掲げる者を除く。） 

 

① 趣  旨 

本罪は、営業秘密を正当取得した者（保有者から営業秘密を示された者）が、

図利加害目的をもって営業秘密を不正に使用又は開示する行為に対し刑事罰を

科すものである。この行為類型は、刑法上の背任罪に相当する。なお、第 21 条

第 1 項第 4 号の罪に当たる場合には、本号は適用されない。 

本罪の主体は、営業秘密を保有者から示された「その役員……又は従業者」

（すなわち、現職の役員又は従業者）に限定されている。これは、役員又は従

業者以外の者については、保有者から示された営業秘密を保持する義務の有無

が個別の契約関係や取引関係によって定まり、一義的に明確ではないため、取

引関係への萎縮効果をもたらすおそれがあること、また、退職者については、

その転職の自由にも配慮する必要があることから、定型的に守秘義務を負って

おり、営業秘密の不正な使用又は開示に高い違法性が認められる、現職の役員

又は従業者に対象を限定するものである。 

② 要  件 

(i) 役員、これらに準ずる者 

「役員」とは、本号に規定されているとおり、「理事、取締役、執行役、

業務を執行する社員、監事若しくは監査役又はこれらに準ずる者」をい

う。 

この点、本法は第 18 条においても「役員」について規定しているとこ
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ろ、同条は、外国公務員等に対する不正の利益の供与等を禁止する規定

であり、「国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止に関する条

約」に対応させる観点から、処罰対象としてではなく、贈賄の相手方と

して、外国における多様な組織形態の事業者を念頭に、「役員」の意義を

広汎に規定している。 

他方、本号は、事業者間の公正な競争を確保する目的から我が国にお

ける営業秘密に係る不正競争行為を刑事罰の対象とする規定であるため、

本号に定める「役員」は、日本における事業者の組織形態を前提として、

第 18 条に定める「役員」とは異なり、処罰対象として規定する必要があ

るため、第 18 条とは別の定義を置くこととした。 

そして、本法において営業秘密に対する侵害行為を刑事罰によって禁

止する趣旨は、公正な競争秩序の維持にあることから、「公正且つ自由な

競争」を目的と掲げる独占禁止法の「役員」と基本的に同様に規定すべ

きと考えられるため、独占禁止法の定義（第 2 条第 3 項）から、従業者

に相当する部分を除き、本号の「役員」の定義として、「理事、取締役、

執行役、業務を執行する社員、監事若しくは監査役又はこれらに準ずる

者」と定義したものである。 

なお、「これらに準ずる者」とは、事業者の業務執行権限を持つ者に対

して影響をもたらし得る、当該事業者の顧問や相談役などの地位にある

者をいう。 

（ii） 従業者 

「従業者」には、使用者と労働契約関係のある労働者、及び「労働者

派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」（い

わゆる労働者派遣法）に基づく派遣労働者が含まれる。派遣労働者も、

同法第 24 条の 4 により、派遣先の営業秘密について法律上の守秘義務

を負っており、また、労働者も派遣労働者も、事業者から指揮命令を受

ける内部者として、日常的に事業者の営業秘密に接する立場にあるため、

この立場を利用して営業秘密を不正に使用又は開示する行為は違法性が

高いと考えられるからである。 

これに対して、請負人及びその従業者は、法律上明定された守秘義務
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を負うわけではなく、また、事業者から指揮命令を受けているわけでも

なく、いわば外部者であることから、労働者や派遣労働者と比較して、

同様の行為について違法性が低いと考えられるため、請負人及びその従

業者は、ここでいう「従業者」には当たらないものと解される。 

 

(6) 第 21 条第 1 項第 6 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

六 営業秘密を保有者から示されたその役員又は従業者であった者で

あって、不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目

的で、その在職中に、その営業秘密の管理に係る任務に背いてその営

業秘密の開示の申込みをし、又はその営業秘密の使用若しくは開示

について請託を受けて、その営業秘密をその職を退いた後に使用し、

又は開示した者（第四号に掲げる者を除く。） 

 

① 趣  旨 

本罪は、第 21 条第 1 項第 5 号と同様に、営業秘密を正当取得した者（保有

者から営業秘密を示された者）が、図利加害目的をもって営業秘密を不正に使

用又は開示する行為に対し刑事罰を科すものである。本号も、第 21 条第 1 項

第 4 号の罪に当たる場合には、適用されない。 

本罪の主体は、「営業秘密を保有者から示された役員又は従業者であった者」

（すなわち、元役員又は元従業者）である。 

現職の役員及び従業者については、事業者との委任契約又は雇用契約におい

て一般的に課せられた秘密を保持すべき義務を課せられていることから、同項

第 5 号において、営業秘密を不正に使用又は開示する行為を刑事罰の対象とし

ている。 

一方、元役員及び元従業者については、前述のとおり、営業秘密を保持する

義務の有無は一義的に明確ではないため、原則として刑事罰の対象とはしてい

ない。 
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ただし、在職中に営業秘密の不正開示行為の申込みや、不正使用行為又は不

正開示行為の請託の受諾等の準備行為がなされた上、その後、営業秘密の不正

使用又は不正開示が行われた場合には、在職中の段階で負っている守秘義務に

違反しているといえ、当罰性が認められることから、平成 17 年改正により、こ

のような場合については、同項第 5 号と同様に、刑事罰の対象に含めることと

したものである。 

② 要  件 

(i) 役員又は従業者であった者 

「役員又は従業者であった者」とは、過去に事業者が営業秘密を示し

たその役員又は従業者であった者を意味するものである。 

(ii) 在職中に、その職を退いた後に 

「在職中に」とは、営業秘密を保有する事業者の現職の役員又は従業

者である時期のことであり、「その職を退いた後に」とは、その事業者で

ある法人から退職して以降のことを指す。 

本罪が成立するためには、在職中に営業秘密の不正開示の申込み又は

不正使用若しくは不正開示の請託の受諾が行われ、かつ退職後にその営

業秘密についての不正使用又は不正開示が行われることが必要である。 

(iii) その営業秘密の開示の申込みをし 

「開示の申込み」とは、営業秘密を保有する事業者からその営業秘密

にアクセスする権限を与えられていない者に対して、営業秘密を開示す

るという一方的意思を表示することを意味する。 

開示の申込みをする相手方と、実際に営業秘密を開示する相手方とが

同一人である必要はないが、両者が全く無関係の場合は、一連の行為と

はみなされない。 

また、「営業秘密の開示の申込み」は、営業秘密を開示することを相手

方に申し出る必要があるので、営業秘密の開示の申込みを伴わない、単

なる転職の申出等はここには含まれない。 

なお、「使用の申込み」がないのは、営業秘密の「使用」とは営業秘密

を知っている人が自らの意思で行う行為であり、「使用を申し込む」とい

うことが想定されないからである。 
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(iv) その営業秘密の使用若しくは開示について請託を受けて 

「請託」とは、保有者から営業秘密を示された役員又は従業者に対し、

営業秘密の保有者からその営業秘密にアクセスする権限を与えられてい

ない第三者が、秘密保持義務のある営業秘密を使用又は開示するよう依

頼することである。 

「請託を受けて」というためには、その請託を引き受けることが必要

であり、単に第三者から依頼されただけでは成立しない。 

ただし、請託の受諾は黙示でも構わない。 

(v) 図利加害目的の係り方 

本罪においては、図利加害目的は「開示の申込みをし」「使用若しくは

開示について請託を受けて」と「使用」「開示」の双方に係るものである。

これは、二次的取得者による営業秘密の不正な使用又は開示に対する刑

事罰を規定する第 21 条第 1 項第 7 号と同じ考え方である。 

 
(7) 第 21 条第 1 項第 7 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

七 不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、

第二号若しくは前三号の罪又は第三項第二号の罪（第二号及び前三

号の罪に当たる開示に係る部分に限る。）に当たる開示によって営業

秘密を取得して、その営業秘密を使用し、又は開示した者 

 

① 趣  旨 

本罪は、営業秘密の不正開示を通じ、図利加害目的をもってその営業秘密を

取得した者（いわゆる「二次的取得者」）が、さらに図利加害目的をもってその

営業秘密を不正に使用又は開示する行為に対し刑事罰を科すものである。本罪

は、営業秘密にアクセスする正当な権限を有していない者が、営業秘密を不正

な開示により取得して、これを不正に使用又は開示する行為を刑事罰の対象と

するものである。 
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そもそも、営業秘密の不正開示等をそそのかすなどして、不正開示により営

業秘密を取得する行為は、第 21 条第 1 項第 1 号～第 6 号の罪の共犯に当たり

得る。 

他方で、そのようにして不正に取得した営業秘密をさらに使用又は開示する

行為については、平成 15 年改正では刑事罰の対象ではなかったところ、こう

した二次的取得者による使用、開示に加担した者については、共犯規定が及ば

ない可能性があったことから、平成 17 年改正により、二次的取得者による営

業秘密の不正な使用・開示を刑事罰の対象とした。 

② 要  件 

（i）  図利加害目的の係り方 

本罪については、不正開示により営業秘密を取得した時点から違法性

の認識が必要であると考えられるので、取得の時点及びその後の不正使

用又は不正開示の時点のいずれにおいても目的要件を満たさない限り、

本罪は成立しない。 

（ii） 第二号若しくは前三号の罪又は第三項第二号の罪（第二号及び前

三号の罪に当たる開示に係る部分に限る）に当たる開示によって 

第 21 条第 1 項第 2 号と、同項第 4 号～第 6 号の各号に規定されてい

る方法、及び同条第 3 項第 2 号による営業秘密の不正な「開示」を指す。 

具体的には、不正に取得した営業秘密を図利加害目的で開示する行為

（第 2 号）、保有者から営業秘密を示された者が、その営業秘密の管理に

係る任務に背いて領得したその営業秘密を図利加害目的で開示する行為

（第 4 号）、保有者から営業秘密を示された役員又は従業者が、その営業

秘密を図利加害目的でその営業秘密の管理に係る任務に背いて開示する

行為（第 5 号）、保有者から営業秘密を示された役員又は従業者であった

者が、図利加害目的で、在職中に、その営業秘密の管理に係る任務に背

いてその営業秘密の開示の申込みをし、又はその営業秘密の使用若しく

は開示について請託を受けて、その営業秘密を退職後に開示する行為（第

6 号）及びこれらの不正開示行為を、相手方が日本国外において使用す

る目的を有することを知って行う場合（第 3 項第 2 号）のことである。 

「……の罪に当たる開示によって」とは、刑法上の盗品譲受け等に関
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する罪における「盗品その他財産に対する罪に当たる行為によって」（刑

法第 256 条第 1 項）と同様の規定であり、前提となる犯罪（第 2 号、第

4 号～第 6 号）は、構成要件該当性・違法性を備えた行為であれば足り

ると解される。 

なお、前提となる犯罪から第 1 号及び第 3 号の罪が除かれているのは、

これらの罪が「開示」を構成要件要素としておらず、またこれらの罪に

該当する者が営業秘密を開示した場合には、その段階で第 2 号又は第 4

号の各罪に該当することとなるからである。 

 

(8) 第 21 条第 1 項第 8 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

八 不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、

第二号若しくは第四号から前号までの罪又は第三項第二号の罪（第

二号及び第四号から前号までの罪に当たる開示に係る部分に限る。）

に当たる開示が介在したことを知って営業秘密を取得して、その営

業秘密を使用し、又は開示した者 

 

① 趣  旨 

本罪は、営業秘密の最初の不正開示を通じてその営業秘密を取得した者（い

わゆる「二次的取得者」）以降の者からの不正開示を通じ、図利加害目的をもっ

てその営業秘密を取得した者（いわゆる「三次以降の取得者」）が、さらにその

営業秘密を図利加害目的をもって不正に使用又は開示する行為に対し刑事罰を

科すものである。 

平成 27 年改正までは、二次的取得者の使用・開示行為について処罰規定が

ある（第 21 条第 1 項第 7 号）ものの、三次以降の取得者は、一次的取得者又

は二次的取得者の共犯と評価されない限り、処罰の対象とはなっていなかった。

他方で、近年の情報通信技術の高度化により営業秘密が容易に拡散され得るこ

とや、不正に開示された営業秘密を不正使用・開示する転得者には、他者の営
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業秘密であることを知りながら不正使用・開示したことに独自の当罰性が生じ

ており、これは三次以降の取得者であっても異なることはないと考えられるこ

とから、平成 27 年改正により設けられた規定である。これにより、二次取得者

については、第 21 条第 1 項第 7 号が適用され、三次以降の取得者については

同項第 8 号が適用されることとなる。 

 
② 要  件 

（i）  図利加害目的の係り方 

本罪についても、第 1 項第 7 号と同様に、取得の時点及びその後の不

正使用又は不正開示の時点のいずれにおいても目的要件を満たさない限

り、本罪は成立しない。 

（ii） 第二号若しくは第四号から前号までの罪又は第三項第二号の罪（第

二号及び第四号から前号までの罪に当たる開示に係る部分に限る。）に当

たる開示が介在したことを知って 

第 21 条第 1 項第 2 号と、同項第 4 号～第 7 号の各号、同条第 3 項第

2 号（海外重罰規定が適用される開示行為）に規定されている方法によ

る不正な「開示」がなされた営業秘密であること知っていることを指す。

「介在したことを知って」とは、自らの営業秘密の取得時に、その取得

時までの営業秘密の転々流通の過程においてなされた開示行為のいずれ

かが「不正な開示」行為であることを知っていることを意味する。その

営業秘密の転々流通の過程で善意者が存在したとしても、いずれかの者

による「不正な開示」が介在したこと知ってその営業秘密を取得して、

それを不正使用・開示した者は処罰対象となり得る。例えば、Ａ→Ｂ1→

Ｂ2→・・→Ｂn→Ｃと営業秘密が渡ったときに、ＡやＢ1 の開示が不正開

示であることをＢn が知らない場合（Ｂn→Ｃの開示は不正開示でない場

合）であっても、ＣがＢn から開示を受けて営業秘密を取得する時に、Ａ

やＢ1の開示行為が不正開示行為であったことを知っていたのであれば、

その営業秘密をＣがさらに使用・開示する行為は処罰対象となり得る。 
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(9) 第 21 条第 1 項第 9 号 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

九 不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、

自己又は他人の第二号若しくは第四号から前号まで又は第三項第三

号の罪に当たる行為（技術上の秘密を使用する行為に限る。以下この

号及び次条第一項第二号において「違法使用行為」という。）により

生じた物を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、

輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供した者（当該物が違

法使用行為により生じた物であることの情を知らないで譲り受け、

当該物を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸

出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供した者を除く。） 

 

①  趣  旨 

平成 27 年改正により、営業秘密侵害品の譲渡・輸出入等が「不正競争」に追

加された（第 2 条第 1 項第 10 号）ことに伴い、図利加害目的をもって営業秘

密侵害品の譲渡・輸出入等を行う行為に対し刑事罰を科すものである。（営業秘

密侵害品に係る規制が規定された趣旨等は、前述 Chapter ３第５節２７（90

～92 頁）を参照）。 

 

② 要  件 

（i） 自己又は他人の第二号若しくは第四号から前号まで又は第三項第三

号の罪に当たる行為（技術上の秘密を使用する行為に限る。以下この号

及び次条第一項第二号において「違法使用行為」という。）   

第 1 項第 2 号と、第 4 号～第 8 号の各号、第 3 項第 3 号（海外重罰

規定が適用される使用行為）に規定されている方法による違法な「使

用」行為を指す。「自己又は他人の」とは、違法使用行為を行った者が

自らが営業秘密侵害品を譲渡等する場合と、違法使用行為者ではない

者が営業秘密侵害品を譲り受けて、当該営業秘密侵害品を譲渡等する
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場合が本号の対象となることを明らかにしたものである。 

（ii） （違法使用行為により）生じた物 

本号の対象となる「生じた物」は、第 2 条第 1 項第 10 号とその射程

を同じくするものであり、技術上の営業秘密を用いて製品を製造する行

為により製造された当該製品である。  

（ⅲ） 譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、

輸入し、又は電気通信回線を通じて提供 

本号の対象となる行為は、第 2 条第 1 項第 10 号とその内容が同じも

のである。  

（ⅳ） 当該物が違法使用行為により生じた物であることの情を知らない

で譲り受け、当該物を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのため

に展示し、輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供した者を

除く 

第 2 条第 1 項第 10 号においては、取引の安定性等の観点から、営業

秘密侵害品を譲り受けた時に、その物が「営業秘密侵害品」であること

につき善意又は無重過失の者は規制の対象外とされていることから、本

号の対象からも、営業秘密侵害品を譲り受けた時に、その物が「営業秘

密侵害品」であることを知らなかった者を除くこととしたものである（刑

法の故意犯処罰の原則から、営業秘密侵害品であることを知らないこと

つき重大な過失があったとしても処罰対象とはしていない）。 

 

(10) 第 21 条第 3 項第 1 号 

（罰則） 

第二十一条  

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若しくは三千

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一 日本国外において使用する目的で、第一項第一号又は第三号の罪

を犯した者 

 

① 趣  旨 
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平成 27 年改正により設けられた海外重罰規定の一つであり、日本国外にお

いて使用する目的で、第 21 条第 1 項第 1 号に規定する不正取得又は同項第 3

号に規定する領得行為を行った者を海外重罰の対象とするものである。 

 
② 要  件 

（i） 日本国外において使用する目的   

不正取得・領得した営業秘密を、日本国外で使用する目的を指し、こ

の目的は、確定的に日本国外で使用する目的を有する場合だけでなく、

日本国内で使用する目的に加えて、日本国外での使用の可能性も意識し

ているといった未必的な認識で足りる。また、不正取得・領得の際にそ

のような目的を有していれば、実際に日本国外での使用に至らなくても

本罪は成立し得る。 

（ii） 第一項第一号又は第一項第三号の罪を犯した者 

本号は、営業秘密を不正に取得する行為又は領得する行為について法

定刑を引き上げる類型であることから、第 1 項各号の営業秘密侵害罪の

うち、不正取得（第 21 条第 1 項第 1 号）と領得（第 21 条第 1 項第 3

号）の類型を引用したものである。  

 
(11) 第 21 条第 3 項第 2 号 

（罰則） 

第二十一条  

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若しくは三千

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

二 相手方に日本国外において第一項第二号又は第四号から第八号ま

での罪に当たる使用をする目的があることの情を知って、これらの

罪に当たる開示をした者 

 

① 趣  旨 

平成 27 年改正により設けられた海外重罰規定の一つであり、相手方が日本

国外においてその営業秘密を使用する目的を有することを知って、第 21 条第
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1 項第 2 号、同項第 4 号から第 8 号までに規定する不正開示行為を行った者を

海外重罰の対象とするものである。 

 

② 要  件 

（i） 相手方に日本国外において第一項第二号又は第四号から第八号まで

の罪に当たる使用をする目的があることの情を知って  

自らが営業秘密を開示しようとする相手方が、日本国外において営業

秘密侵害罪（第 21 条第 1 項第 2 号、第 4 号から第 8 号）に当たる使用

行為をする目的があることを知っていることを指す。相手方の日本国外

使用目的も未必的な認識で足り、また、相手方が実際に日本国外での使

用に至らずとも本罪は成立し得る。 

なお、自らの開示が営業秘密侵害罪に該当する場合、その相手方が、

その営業秘密を不正使用する行為は、転得者処罰の規定（第 21 条第 1 項

第 7 号、第 8 号）に該当することが多いと考えられるが、営業秘密侵害

の態様は様々であり、転得者処罰以外の規定が適用される可能性も否定

できないことから、処罰のすきまが生じないよう、「第一項第二号又は第

四号から第八号までの罪に当たる使用をする目的」と、使用行為が規定

されている類型を全て引用することとしている。 

（ii） これらの罪に当たる開示 

「これらの罪」とは、「第一項第二号又は第四号から第八号まで」を指

し、開示行為を処罰対象とする全ての類型を海外重罰の対象とするもの

である。  
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(12) 第 21 条第 3 項第 3 号 

（罰則） 

第二十一条  

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若しくは三千

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

三 日本国内において事業を行う保有者の営業秘密について、日本国

外において第一項第二号又は第四号から第八号までの罪に当たる使

用をした者 

 

① 趣  旨 

平成 27 年改正により設けられた海外重罰規定の一つであり、日本国内外に

おいて事業を行う保有者の営業秘密について、日本国外において第 21 条第 1

項第 2 号、同項第 4 号から第 8 号までに規定する不正使用行為を行った者を海

外重罰の対象とするものである。 

 

② 要  件 

（i） 日本国内において事業を行う保有者の営業秘密について  

本号は、日本国外において営業秘密の不正使用行為を行う行為を処罰

するものであり、不正使用行為の「国外犯」245を処罰する規定である。

その他の営業秘密侵害罪の国外犯については、その対象となる営業秘密

を「日本国内において事業を行う保有者の営業秘密」に限定しているこ

と（第 21 条第 6 項）から、本号の対象となる営業秘密にも同様の限定

を設けるものである（国外犯については、後述 10（256～258 頁）参照）。 

（ii） 日本国外において第一項第二号又は第四号から第八号までの罪に

当たる使用をした者 

「第一項第二号又は第四号から第八号まで」とは、使用行為を処罰対

象とする全ての類型を指しており、これらの罪に当たる使用行為を日本

国外で行った場合に、海外重罰の対象とするものである。  

                                            
245 国外犯とは、犯罪の場所が国内にない場合をいう。 
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(13) 第 21 条第 4 項（営業秘密侵害罪の未遂処罰） 

（罰則） 

第二十一条  

４  第一項（第三号を除く。）並びに前項第一号（第一項第三号に係る部

分を除く。）、第二号及び第三号の罪の未遂は、罰する。 

 

近年の情報通信技術の高度化等を背景として、営業秘密侵害の手口が巧妙化

し、また、一度営業秘密が不正取得されるとインターネットを通じて瞬時に拡

散されてしまう危険性が高まっているにもかかわらず、構成要件的結果が発生

しなくては処罰できないとすると、営業秘密の保護の観点から不十分であるこ

とから、平成 27 年改正により、領得行為を除く営業秘密侵害罪について未遂

処罰規定が設けられた。 

未遂処罰規定の対象となる営業秘密侵害罪は、営業秘密の領得に関する罪（第

21 条第 1 項第 3 号及び第 3 項第 1 号に規定する領得）以外の全ての営業秘密

侵害罪である。上記（3）（232 頁）で前述したとおり、営業秘密の領得に関す

る罪については、未遂と評価できる範囲が狭いと考えられることや、従業者の

日々の業務活動に無用な萎縮効果が生じないよう細心の注意を払う必要がある

ことといった事情を総合的に考慮して、未遂処罰の対象としていない。 

 
(14) 第 21 条第 2 項第 6 号（秘密保持命令違反） 

（罰則） 

第二十一条  

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

六 秘密保持命令に違反した者 

 

趣  旨 
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第 10 条に規定する「秘密保持命令」に違反して、秘密保持命令の対象となっ

ている営業秘密について当該訴訟の追行の目的以外に使用し、又は当該秘密保

持命令を受けた者以外の者に開示する行為は、刑事罰の対象としている。 

これは、秘密保持命令の実効性を刑事罰で担保することにより、司法秩序を

維持するとともに、当該営業秘密の財産的価値を保護するためである。 

 
４ 混同惹起行為及び著名表示冒用行為への刑事罰 

（第 21 条第 2 項第 1 号・第 2 号） 

（罰則） 

第二十一条  

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一 不正の目的をもって第二条第一項第一号又は第十四号に掲げる不

正競争を行った者 

二 他人の著名な商品等表示に係る信用若しくは名声を利用して不正

の利益を得る目的で、又は当該信用若しくは名声を害する目的で第

二条第一項第二号に掲げる不正競争を行った者 

 
混同惹起行為については、「不正の目的」をもって行う行為について刑事罰の

対象としている。 

「不正の目的」とは、第 19 条第 1 項第 2 号において規定されているように

「不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的」であ

る。 

一方、著名表示冒用行為については、第 21 条第 2 項第 2 号において「他人

の著名な商品等表示に係る信用若しくは名声を利用して不正の利益を得る目的

で、又は当該信用若しくは名声を害する目的」をもって行う行為について刑事

罰の対象としている。 

これは、著名表示冒用行為については、混同惹起行為のような需要者の混同

等の付加的な要件を要求していないことから、単に「不正の目的」という要件

のみでは処罰の対象が不明確になるおそれがあるためである。このため、民事
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上規制の対象となる行為のうち、特に悪性の高い行為である、「著名な商品等表

示に係る信用又は名声を利用して不正の利益を得ること」（フリーライド）又は

「著名な商品等表示に係る信用又は名声を害すること」（ポリューション、ター

ニッシュメント）を目的とする行為について、刑事罰の対象とするものである。 

なお、信用・名声の利用や信用・名声の毀損等の結果発生などの客観的な構

成要件を設けなかったのは、抽象的な結果発生を立証するのは困難であり、抑

止効果が限定的になるためである。 

 
５ 誤認惹起行為への刑事罰 

（第 21 条第 2 項第 1 号・第 5 号） 

（罰則） 

第二十一条  

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一 不正の目的をもって第二条第一項第一号又は第十四号に掲げる不

正競争を行った者 

（略） 

五 商品若しくは役務若しくはその広告若しくは取引に用いる書類若

しくは通信にその商品の原産地、品質、内容、製造方法、用途若しく

は数量又はその役務の質、内容、用途若しくは数量について誤認させ

るような虚偽の表示をした者（第一号に掲げる者を除く。） 

 
誤認惹起行為については、第 21 条第 2 項第 1 号において、混同惹起行為と

同様に、商品又は役務に関し、原産地、品質等について誤認させるような表示

を「不正の目的」をもって行う行為について刑事罰の対象としている 246。 

                                            
246 前掲脚注 149 ミートホープ事件（札幌地判平 20.3.19 最高裁 HP）では、食肉の加工や卸

売等を行う会社の代表取締役であった被告人が、従業員らと共謀の上、牛肉に豚肉等の他の

畜肉を加えるなどして製造した挽肉等を梱包した段ボール箱に、牛肉のみを原料とするかの

ようなシールを貼付するなどして、商品の品質及び内容を誤認させるような表示をし、これ

を取引業者に引き渡した行為に対し懲役 4 年が科せられた（なお、詐欺罪との併合罪）。この

他、日本ライス事件（大阪地判平 20.4.17.最高裁 HP）、給食用豚肉産地偽装事件（仙台地判

平 21.2.25 最高裁 HP）、魚秀ウナギ産地偽装事件（神戸地判平 21.4.27 最高裁 HP）などがあ
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「不正の目的」をもって行っていない場合（あるいは不正の目的が立証されない

場合）であっても、商品又は役務に関し、原産地、品質等について誤認させるよ

うな「虚偽の」表示を行う行為について、第 21 条第 2 項第 5 号において刑事

罰の対象となっている 247、248。ただし、同項第 5 号は、譲渡等の提供行為を対

象としておらず、表示行為のみを処罰対象とする。 

同項第 5 号は「虚偽の表示」を要件としているため、「虚偽の表示」がなされ

ているとまで認めがたい場合、例えば、それ自体としては真実であるが、誤解

されやすい表現が用いられている場合や曖昧不明確な表現が用いられている場

合には、同項第 5 号には該当しないものと考えられる。 

 
６ 商品形態模倣行為への刑事罰 

（第 21 条第 2 項第 3 号） 

（罰則） 

第二十一条  

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

三 不正の利益を得る目的で第二条第一項第三号に掲げる不正競争を

行った者 

 

商品形態模倣行為のうち、「不正の利益を得る目的」をもって行う行為につい

て、刑事罰の対象としている（平成 17 年改正により新設）。 

主観的構成要件を設けたのは、処罰に値する違法性の高い行為類型に対象を

絞ることにより、経済活動に萎縮効果が生じないようにするためである。具体

                                            
る。 
247 第 21 条第 2 項第 5 号が規定する「虚偽の表示」は、同項第 1 号が規定する単なる「誤認

を生じさせる表示」よりも不当性が高く、処罰の必要性が高いと考えられることから、同項

第 5 号は、「不正の目的」を要件とすることなく処罰対象としているものである。 
248 第 21 条第 2 項第 5 号が適用された事例として、全酪連不正表示牛乳事件（仙台地判平 9.
3.27 判タ 954 号 295 頁）等がある。本事件では、実際には「牛乳」ではなく、牛乳にクリー

ム、脱脂粉乳等が混入された「加工乳」であるにもかかわらず、「種類別牛乳」、「成分無調

整」と表示し、販売等した行為について、当該表示は、その商品の品質、内容、製造方法に

ついて誤認させるような虚偽の表示であるとし、工場長らに懲役 1 年 6 月（執行猶予 3 年）、

法人（全国酪農業協同組合連合会）には 2,000 万円の罰金刑が科せられた。 
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的には、他人の先行投資や知的営為を冒用し、不正な利益を得る目的を有する

者を処罰の対象とする観点から、「不正の利益を得る目的」を主観的構成要件と

したものである。 

一方、客観的な構成要件として、商品形態模倣品を「製造・販売している者」

等に限定した場合、その適用範囲が必要以上に狭まり、模倣品の抑止効果が限

定的になることから、特に客観的な構成要件は設けないこととした。 

なお、平成 17 年改正においては、刑事罰の新設にあたり、それまで不明確で

あるとの批判のあった第 2 条第 1 項第 3 号の規定に関し、一定の明確化を図る

こと 249により、処罰範囲を明確にした。 

 
７ 技術的制限手段に係る不正行為への刑事罰 

（第 21 条第 2 項第 4 号） 

（罰則） 

第二十一条  

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

四 不正の利益を得る目的で、又は営業上技術的制限手段を用いてい

る者に損害を加える目的で、第二条第一項第十一号又は第十二号に

掲げる不正競争を行った者 

 
技術的制限手段に係る不正行為のうち、「不正の利益を得る目的」又は「営業

上技術的制限手段を用いている者に損害を加える目的」（図利加害目的）をもっ

て行う行為について、刑事罰の対象としている（平成 23 年改正により新設）

                                            
249 平成 17 年改正により、「商品の形態」及び「模倣する」の定義規定が設けられた。 
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250、251。 

主観的構成要件を設けたのは、処罰に値する違法性の高い行為類型に対象を

絞ることにより、経済活動に萎縮効果が生じないようにするためである。具体

的には、コンテンツ提供事業者等の対価回収機会を阻害することにより、公序

良俗又は信義則に反する形で不正の利益を得る目的（図利目的）や、コンテン

ツ提供事業者に財産上の損害、信用の失墜その他の有形無形の不当な損害を加

える目的（加害目的）を有する者を処罰の対象とする観点から、「不正の利益を

得る目的」又は「営業上技術的制限手段を用いている者に損害を加える目的」

を主観的構成要件としたものである。このうち、加害目的については、例えば、

技術的制限手段を無効化する機能を有するプログラムの無償での提供行為を愉

快犯的に行う者も想定されるため、コンテンツ提供事業者の対価回収機会を十

分なものとし、法の実効性を確保するために必要なことから、本号において主

観的構成要件として規定されている。 

一方、客観的な構成要件として、技術的制限手段無効化装置等を「製造した

ものを販売している者」等に限定した場合、その適用範囲が必要以上に狭まり、

技術的制限手段無効化装置等の流通に対する抑止効果が限定的になることから、

                                            
250 技術的制限手段に対する不正行為への刑事罰の導入については、平成 11 年の産業構造審

議会知的財産政策部会・情報産業部会合同会議での検討において、「規制の導入に当たって

は、コンテンツ取引の契約の実効性を補完するとの目的を踏まえ、管理技術の開発に悪影響

を与えず、また、コンテンツ流通の提供形態の多様性を確保するため、必要最小限の規制内

容にとどめるように配慮する」、さらに、「経済活動に対する過度の萎縮効果を回避するとの

観点から今回は導入しないこととし、必要最小限の規制にとどめるべきである」と報告され

たことを受け、民事的な救済措置のみとされた。 
しかしながら、平成 23 年の産業構造審議会知的財産政策部会での検討において、平成 11 年

以降、民事訴訟から逃れる目的で閉店・開店を繰り返す事業者が多くみられること、悪質な

露天やネットショップ、オークションへの出品等で売買がなされることも多く、販売者を特

定することが困難である事例も存在することなど民事措置のみでの対応には限界が指摘され

ていたことから、平成 11 年の基本的考え方を尊重しつつ、「民事訴訟によって紛争を解決す

ることが困難な事例があり、これについては刑事的な手当を講じる必要性が高い」として、

「一定の悪質な行為に限定して刑事罰の対象とする方向で検討することが適切」と報告され

た。これを受けて、刑事罰が導入された。 
251 技術的制限手段に係る不正行為への刑事罰の法定刑については、①不正競争防止法の中で

の均衡を図る観点、すなわち、今回初めて罰則が導入されるものであり、営業秘密侵害罪に

見られるほどの罰則を重くすべき事情は特段認められない点、②技術的制限手段無効化装置

等について、関税法の改正により水際措置による輸出入禁止品に追加されたため（「関税定率

法等の一部を改正する法律」平成 23 年法律第 7 号）、当該禁止品の輸出入に対する刑事罰と

の均衡を図る観点から、5 年以下の懲役若しくは 500 万円以下の罰金又はこれらの併科とい

う罰則とされた。 



第２部逐条解説 
Chapter ７ 罰則（第２１条ー第２２条関係） 

 ８ 法定刑 

 
254 

このような構成要件は設けないこととした。 

 
８ 法定刑 

 

（罰則） 

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若し

くは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一～九 （略） 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一～七 （略） 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若しくは三千

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一～三 （略） 

 

１ 営業秘密侵害罪（秘密保持命令違反は除く） 

営業秘密侵害罪（第 21 条第 1 項各号）に対する罰則については、平成 27 年

改正前は、「10 年以下の懲役若しくは 1,000 万円以下の罰金又はその併科」で

あったが、研究開発投資の在り方としてコア技術への選択集中が進んでおり、

従来に比してさらに、研究開発の成果たる技術情報等が企業の競争力の源泉た

る地位を占めるようになっていることや、営業秘密は、その性質上、ひとたび

公開されてしまうと二度と損害を回復することができないものであり、他の知

的財産権よりも手厚い法的保護が必要であることから、罰金刑の上限が「2,000

万円以下」に引き上げられた。また、海外重罰の対象となる営業秘密侵害罪（第

21 条第 3 項各号）については、「3,000 万円以下」としている。 

不正競争防止法で規定される犯罪は、懲役刑と罰金刑の併科が可能となって

いる。これは、不正競争防止法で規定される犯罪は、いずれも不正の利益を得

るための営業的な色彩の強い犯罪であり、特にこのような犯罪類型は、懲役刑

が科された場合であっても、執行猶予がついてしまうとその効力は不十分なも

のとなってしまうおそれがあるためである。 
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２ 営業秘密侵害罪以外の罪 

営業秘密侵害罪以外の罪（第 21 条第 2 項各号）に対する罰則については、

「5 年以下の懲役若しくは 500 万円以下の罰金又はその併科」となっている。

前述１の趣旨から、懲役刑と罰金刑の併科が可能となっている。 

 
３ 法定刑に関する改正の経緯 

当初の罰則規定においては、法定刑は、3 年以下の懲役又は 50 万円以下の罰

金であった。 

しかしながら、当該罰金額は、「不正競争」に対する十分な抑止的効果を発揮

していないことから、他の知的財産法における罰金額とのバランスをも考慮し、

平成 5 年の改正時に、300 万円以下とすることとした。 

その後、平成 17 年改正の際に、罰則を 5 年以下の懲役又は 500 万円以下の

罰金とするとともに、前述１の趣旨から、懲役刑と罰金刑を併科することを可

能にする規定を新設した。 

また、営業秘密侵害罪に対する罰則（第 21 条第 1 項）については、平成 18

年改正の際に、10 年以下の懲役又は 1,000 万円以下の罰金に引き上げ、さら

に、平成 27 年改正において、前述１のとおり法定刑を引き上げた。 

 

９ 親告罪（第 21 条第 5 項、第 22 条第 2 項） 

 

（罰則） 

第二十一条 

５ 第二項第六号の罪は、告訴がなければ公訴を提起することができな

い。 

（略） 

第二十二条 

２ 前項の場合において、当該行為者に対してした前条第二項第六号の

罪に係る同条第五項の告訴は、その法人又は人に対しても効力を生じ、
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その法人又は人に対してした告訴は、当該行為者に対しても効力を生

ずるものとする。 

 

第 21 条第 5 項は、同条第 2 項第 6 号に規定する秘密保持命令違反について、

被害者その他の法律に定めた者の有効な告訴の存在を起訴の条件とする親告罪

とした旨を定めたものである（平成 15 年改正で導入）252。後述の第 22 条第 2

項では、両罰規定による法人処罰との関係で、行為者に対する告訴の効力が法

人に対しても不可分的に及ぶことを確認的に規定している。 

平成 27 年改正前は、営業秘密侵害罪（第 2 条第 1 項各号）の刑事訴訟手続

の過程で、保護を図ろうとしている営業秘密の内容が公にされてしまう可能性

への懸念から、親告罪となっていた。しかし、平成 23 年改正により、当該懸念

に対する措置として、秘匿決定、公判期日外の証人尋問等その他の刑事訴訟手

続の特例（第 6 章・第 23 条～第 31 条）が整備され、当該懸念が大きく減少し

たと考えられること、顧客名簿の場合や、複数社で営業秘密を共有する場合な

ど、営業秘密の保有者と秘密漏えいによる被害者とが重なり合わないケースや、

被害が一企業に留まらないケースが発生する等、営業秘密侵害罪に係る公訴提

起の可否を一企業の判断のみに委ねることが必ずしも適当とは言い切れなくな

ってきていることから、平成 27 年改正により、営業秘密侵害罪を非親告罪と

することとした。 

  

                                            
252 営業秘密の刑事的保護を導入した平成 15 年改正の際に、不正競争防止法に規定する営業

秘密侵害罪及び秘密保持命令違反罪を親告罪とした趣旨としては、仮にこれらを親告罪とし

ない場合、被害者が刑事罰を望まなくても、検察官が起訴すれば公判手続が開始されるが、

これによって刑事罰による保護を図ろうとしている営業秘密が、刑事訴訟手続の過程でさら

に開示されてしまう可能性が生じかねなないことへの配慮が、主たる背景要因であった。 
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10 場所的適用範囲（第 21 条第 6 項～第 8 項） 

 

（罰則） 

第二十一条 

６ 第一項各号（第九号を除く。）、第三項第一号若しくは第二号又は第四

項（第一項第九号に係る部分を除く。）の罪は、日本国内において事業

を行う保有者の営業秘密について、日本国外においてこれらの罪を犯

した者にも適用する。 

７ 第二項第六号の罪は、日本国外において同号の罪を犯した者にも適

用する。 

８ 第二項第七号（第十八条第一項に係る部分に限る。）の罪は、刑法（明

治四十年法律第四十五号）第三条の例に従う。 

 
不正競争防止法で規定される罪についての場所的適用範囲は、原則として属

地主義（日本国内で行われた犯罪について、処罰の対象とする）を採用してい

る。 

ただし、以下に掲げる罪については、日本国外で犯罪行為を行った場合にも

処罰することができる旨の規定が設けられている。 

 
１ 営業秘密侵害罪 

第 21 条第 6 項において、営業秘密侵害罪の一部（第 21 条第 1 項第 1 号～第

8 号、第 3 項第 1 号、第 2 号）については、日本国外で行われた場合であって

も処罰する旨の規定が設けられている 253。 

これにより、国民の国外犯（属人主義）とは異なり、行為者の国籍を問わず

処罰の対象となる。 

この規定の存在理由は、営業秘密の保護法益である事業者の営業上の利益及

び公正な競争秩序に対する侵害は、営業秘密の侵害行為が国内外のいずれで行

                                            
253 加えて、第 3 項第 3 号も国外犯処罰規定である。 
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われても同等に発生するものであり、一層の経済のグローバル化が進展する中

で、日本国外での営業秘密侵害行為を処罰の対象としないことは均衡を欠くた

めである。 

この規定が設けられた平成 17 年改正においては、不正取得や領得は一般に

日本国内において行われることが想定されるため、刑法の属地主義の例外であ

る国外犯処罰規定を取得・領得行為にまで及ぼす必要はないと考えられること

から、営業秘密の日本国外での使用・開示行為のみを処罰対象としていた。し

かし、情報通信技術の一層の高度化等に伴い、海外からの不正アクセス行為が

容易化しつつあることや、クラウドシステムも普及しつつあること、また、企

業のグローバル化といった事情等から、国内の事業者が保有する営業秘密につ

いて、物理的にはサーバーなどの媒体が国外に存在する場合であっても、海外

からの侵害（特に海外からの不正取得行為）に対して広く刑事罰の抑止力をも

って保護する必要性がある。そこで、平成 27 年改正により、国外犯の処罰対象

を、不正取得・領得行為にまで拡大した。 

また、これに伴い、営業秘密が記録された媒体又は化体された物件の物理的

場所が国内外のいずれであっても国外犯処罰の対象となるように、国外犯の対

象となる営業秘密を、「詐欺等行為若しくは管理侵害行為があった時又は保有

者から示された時に日本国内において管理されていた営業秘密」から「日本国

内において事業を行う保有者の営業秘密」に改正した。 

国外犯の対象となる営業秘密を「日本国内において事業を行う保有者の営業

秘密」に限定しているのは、日本国憲法が採用する国際協調主義の趣旨を踏ま

え、我が国法制とは無関係である外国でのみ事業を行う事業者が保有する営業

秘密を、外国で侵害した場合を処罰の対象から除外するためである。 

なお、営業秘密侵害品の譲渡等（第 21 条第 1 項第 9 号）は、平成 27 年改正

により新設された営業秘密侵害罪であり、国外での譲渡や輸出入行為を刑事罰

の対象とすることの必要性及び日本国内を経由しない外国間での流通を刑事罰

の対象とすることの許容性等を慎重に検討する必要があることから、国外犯処

罰の対象とはしないこととしている。 
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２ 秘密保持命令違反 

秘密保持命令については、平成 17 年の法改正により、命令に違反して日本

国外において営業秘密を使用・開示する行為を処罰する旨の規定（第 21 条第 2

項第 6 号）が設けられている（同様の法改正が、特許法、実用新案法、意匠法、

商標法及び著作権法において、「不正競争防止法等の一部を改正する法律」（平

成 17 年法律第 75 号）によって行われている）。 

これは、上記１の営業秘密侵害罪と同様に、営業秘密の保護法益の観点から

考えれば、日本国外で営業秘密が使用・開示されようとも、営業秘密の財産的

価値が減少することに違いはないためである。 

なお、営業秘密侵害罪の場合と違い、客体の対象を制限しないのは、そもそ

も対象となるのが日本の裁判所において秘密保持命令が発せられた営業秘密に

限定されるとともに、秘密保持命令の対象において日本国内の営業秘密と日本

国外の営業秘密を差別することは、司法秩序の維持という観点から均衡を欠く

ためである。 

 

３ 外国公務員不正利益供与罪（外国公務員贈賄罪） 

外国公務員不正利益供与罪（外国公務員贈賄罪）（第 21 条第 2 項第 7 号）に

ついては、国民の国外犯処罰（日本国民が、日本国外で行った行為を処罰）を

導入している。 

外国公務員不正利益供与罪における場所的適用範囲の詳細については、前述

Chapter ５第３節３（191～194 頁）を参照されたい。 

 
11 罪数関係（第 21 条第 9 項） 

 

（罰則） 

第二十一条 

９ 第一項から第四項までの規定は、刑法その他の罰則の適用を妨げな

い。 

 

第 21 条第 9 項は、刑法その他の法令における罰則一般と不正競争防止法が
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罪数処理について一般法と特別法の関係に立たず、一つの行為で数罪に該当し

た場合にいわゆる観念的競合又は牽連犯の関係に立ち、科刑上一罪としてその

最も重い刑により処分することを明示したものである。 

 
12 任意的没収・追徴規定（第 21 条第 10 項～第 12 項） 

 

（罰則） 

第二十一条 

１０ 次に掲げる財産は、これを没収することができる。 

一 第一項、第三項及び第四項の罪の犯罪行為により生じ、若しくは

当該犯罪行為により得た財産又は当該犯罪行為の報酬として得た

財産 

二 前号に掲げる財産の果実として得た財産、同号に掲げる財産の対

価として得た財産、これらの財産の対価として得た財産その他同号

に掲げる財産の保有又は処分に基づき得た財産 

１１ 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十

一年法律第百三十六号。以下「組織的犯罪処罰法」という。）第十四条

及び第十五条の規定は、前項の規定による没収について準用する。この

場合において、組織的犯罪処罰法第十四条中「前条第一項各号又は第四

項各号」とあるのは、「不正競争防止法第二十一条第十項各号」と読み

替えるものとする。 

１２ 第十項各号に掲げる財産を没収することができないとき、又は当

該財産の性質、その使用の状況、当該財産に関する犯人以外の者の権利

の有無その他の事情からこれを没収することが相当でないと認められ

るときは、その価額を犯人から追徴することができる。 

 
１ 趣  旨 

平成 27 年改正前においては、営業秘密侵害行為によって得た財産等を没収

する規定は置かれていなかった。しかし、近年、営業秘密の不正使用により得

られる利益や営業秘密の不正な持出しに対する報酬等が高額化する事例もある



第２部逐条解説 
Chapter ７ 罰則（第２１条ー第２２条関係） 

 12 任意的没収・追徴規定（第 21条第 10 項～第 12 項） 

 
261 

中で、営業秘密侵害罪の罰金刑だけでは、営業秘密侵害に対する抑止力として

必ずしも十分とはいえなくなった。また、罰金刑の制裁としての効果を高める

ためにも、営業秘密の侵害者が得ている不正な利益を剥奪する必要があると考

えられる。そこで、平成 27 年改正により、営業秘密を侵害した者の不正な利益

を没収・追徴することができる旨の規定を設けた。 

なお、本規定は、裁判所が任意的に没収・追徴を行うことができることとし

たものであり、例えば、犯人（被告人）の財産を没収・追徴することにより、

民事上の損害賠償のための資力が乏しくなってしまうなどの事情がある場合に

は、そのような事情も踏まえた上で、裁判所において没収・追徴の是非が判断

されるものと考えられる。 

 

２ 没収対象となる財産（第 21 条第 10 項） 

没収対象となる財産は、以下の財産である。 

① 営業秘密侵害罪（第 21 条第 1 項、第 3 項、第 4 項）の犯罪行為により

生じた財産（例：不正取得した設計図を使用して製造した部品） 

② 同行為により得た財産（例：不正取得した設計図そのもの） 

③ 同行為の報酬として得た財産（例：営業秘密の不正な持出しに対する報

酬として受け取った金銭） 

④ 上記①～③の財産の果実として得た財産（例：報酬として得た不動産を

賃貸して得た賃料）、上記①～③の財産の対価として得た財産（例：①の

部品を販売して得た金銭） 

⑤ 上記④の財産の対価として得た財産、その他①～③の財産の保有・処分

に基づき得た財産（例：報酬として得た株式の配当） 

 
３ 組織的犯罪処罰法の準用（第 21 条第 11 項） 

本項は、①犯罪収益が混和した財産の没収等について定めた組織的犯罪処罰

法第１４条及び②没収の要件等について定めた同法第１５条を準用するもので

ある。 

①については、通常、混和（没収対象となる財産と同種の他の財産と混じり

合って没収対象となる財産部分が特定できなくなること）が生じた場合には没



第２部逐条解説 
Chapter ７ 罰則（第２１条ー第２２条関係） 

 13 両罰規定（第 22 条） 

 
262 

収不能となるが、例外として混じり合った没収対象となる財産の額又は数量が

判明している限りにおいて没収可能とした規定である。 

②については、没収対象となる財産等を、犯人以外の第三者が有している場

合は没収ができないことを規定するものである。ただし、犯人以外の第三者が、

犯罪の後、その財産が没収対象となる財産等であることの情を知って取得した

場合においては、例外的に没収可能としている。 

そのさらなる例外として、犯人以外の第三者が情を知って没収対象となる財

産等を取得した場合であっても、法令上の義務の履行（公租公課の支払、民法

上の扶養義務に基づく養育費の支払等）として又は契約時に情を知らなかった

ものの契約の履行時までに情を知った場合の当該契約の履行として、犯人以外

の第三者が没収対象となる財産等を収受した場合には、取引の安全等の観点か

ら、当該財産を没収の対象から外している（組織的犯罪処罰法第１５条第１項）。 

また、没収された財産等について、当該財産を有する者以外の善意の第三者

が、当該財産に対して権利（地上権や抵当権等）を有している場合には、当該

善意の第三者保護を図るため、その権利を存続させることを規定している（同

条第２項）。 

４ 追徴（第 21 条第 12 項） 

犯人が、没収対象となる財産を費消してしまったり、事情を知らない第三者

に譲渡してしまった場合など、没収対象となる財産を没収できない場合には、

その財産の価額を犯人から追徴することができる旨が規定されている。 

 

13 両罰規定（第 22 条） 

 

第二十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違

反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号

に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。 

 一 前条第三項第一号（同条第一項第一号に係る部分に限る。）、第二号

（同条第一項第二号、第七号及び第八号に係る部分に限る。）若しく
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は第三号（同条第一項第二号、第七号及び第八号に係る部分に限る。）

又は第四項（同条第三項第一号（同条第一項第一号に係る部分に限

る。）、第二号（同条第一項第二号、第七号及び第八号に係る部分に限

る。）及び第三号（同条第一項第二号、第七号及び第八号に係る部分

に限る。）に係る部分に限る。） 十億円以下の罰金刑 

 二 前条第一項第一号、第二号、第七号、第八号若しくは第九号（同項

第四号から第六号まで又は同条第三項第三号（同条第一項第四号か

ら第六号までに係る部分に限る。）の罪に係る違法使用行為（以下こ

の号及び第三項において「特定違法使用行為」という。）をした者が

該当する場合を除く。）又は第四項（同条第一項第一号、第二号、第

七号、第八号及び第九号（特定違法使用行為をした者が該当する場合

を除く。）に係る部分に限る。） 五億円以下の罰金刑 

 三 前条第二項  三億円以下の罰金刑 

２ 前項の場合において、当該行為者に対してした前条第二項第六号の

罪に係る同条第五項の告訴は、その法人又は人に対しても効力を生じ、

その法人又は人に対してした告訴は、当該行為者に対しても効力を生

ずるものとする。 

３ 第一項の規定により前条第一項第一号、第二号、第七号、第八号若し

くは第九号（特定違法使用行為をした者が該当する場合を除く。）、第二

項、第三項第一号（同条第一項第一号に係る部分に限る。）、第二号（同

条第一項第二号、第七号及び第八号に係る部分に限る。）若しくは第三

号（同条第一項第二号、第七号及び第八号に係る部分に限る。）又は第

四項（同条第一項第一号、第二号、第七号、第八号及び第九号（特定違

法使用行為をした者が該当する場合を除く。）並びに同条第三項第一号

（同条第一項第一号に係る部分に限る。）、第二号（同条第一項第二号、

第七号及び第八号に係る部分に限る。）及び第三号（同条第一項第二号、

第七号及び第八号に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）の違反行為

につき法人又は人に罰金刑を科する場合における時効の期間は、これ

らの規定の罪についての時効の期間による。 
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１ 趣  旨 

本条は、法人の代表者又は法人若しくは個人の代理人、使用人等が、第 21 条

第 1 項第 1 号、第 2 号、第 7 号、第 8 号若しくは第 9 号（これらの号に対応す

る行為に海外重罰規定（第 21 条第 3 項）、未遂処罰規定（同条第 4 項）が適用

される場合を含む）又は第 21 条第 2 項各号の規定に違反する行為をした場合

には、行為者を処罰する他、その法人又は個人も処罰される旨を規定している

254。 

本条は、不正競争行為の防止を目的として昭和 25 年改正により導入された

規定であるが 255、その後、法人の業務活動に関連して惹起される不法行為等は

多様化するとともに増加し、自然人の罰金額に連動する両罰規定は必ずしも十

分な抑止効果を果たしているとはいえない状況にあった。 

そこで、平成 3 年 12 月の法制審議会刑事法部会において、自然人に対する

罰金額と法人に対するそれとを切り離して考えることが可能であるとの見解が

示されたことも踏まえ、平成 5 年の本法改正時に、法人両罰の規定が導入され

た 256。 

平成 5 年改正法は、法人に対する罰金額の上限を 1 億円としていたが、平成

10 年改正法は、これを 3 億円に増額した 257。 

また、平成 18 年改正において、営業秘密侵害罪（平成 15 年改正により新設）

                                            
254 例えば、誤認惹起行為について両罰規定が適用された事例としては、ブラジル産輸入冷凍

鶏肉等を国産生鮮鶏肉等と偽装表示して販売したブラジル産輸入冷凍鶏肉事件（仙台地判平 1
5.7.17 最高裁 HP。法人に対して 3,600 万円の罰金刑）、前掲脚注 248 全酪連不正表示牛乳事

件（仙台地判平 9.3.27 判タ 954 号 295 頁。全国酪農業協同組合連合会に対して 2,000 万円の

罰金刑）等がある。 
外国公務員贈賄罪について両罰規定が適用された事案の概要については、前掲脚注 214 を参

照。 
255 平成 5 年改正前の両罰規定は次のとおり。 
第 5 条ノ 2「法人ノ代表者又ハ法人若ハ人ノ代理人、使用人其ノ他ノ従業者ガ其ノ法人又ハ人

ノ業務ニ関シ前条ノ違反行為ヲ為シタルトキハ行為者ヲ罰スル外其ノ法人又ハ人ニ対シ同条

ノ罰金刑ヲ科ス」 
256 証券取引法（現在の金融商品取引法）においては平成 4 年 7 月、独占禁止法においては平

成 4 年 12 月に、それぞれ法人両罰の規定を盛り込んだ改正法が成立している。 
257 罰則の水準に関する条約上の義務として、「国際商取引における外国公務員に対する贈賄

の防止に関する条約」第 3 条第 3 項において「贈賄及び外国公務員に対する贈賄を通じて得

た収益（又は収益に相当する価値を有する財産）を押収し若しくは没取し又は同等な効果を

有する金銭的制裁を適用するために必要な措置をとる」こととされており、当該条約に適格

に対応するため、平成 10 年改正法において、法人について 1 億円以下だった罰金を、当時の

刑事法制の中でも最も重い部類に属する 3 億円以下の罰金に引き上げた。 
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及び秘密保持命令違反（平成 16 年改正により新設）については、特許法の改正

を踏まえて「1 億 5,000 万円」から「3 億円」に、商品形態模倣行為罪（平成 17

年改正により新設）についても、意匠法の改正を踏まえて「1 億円」から「3 億

円」に引き上げた。 

さらに、営業秘密侵害罪については、平成 27 年改正により、「3 億円」から

「5 億円」に、海外重罰規定（第 21 条第 3 項各号）が適用される場合には「10

億円」に引き上げた。これに伴い、第 22 条第 1 項に「号」を追加し、「第 1 号」

は、海外重罰規定が適用される営業秘密侵害罪について、「第 2 号」は、通常の

営業秘密侵害罪について、「第 3 号」は、それ以外の罪についての罰則を定める

形となった。 

 

２ 両罰規定の法意 

最高裁判所は、法人処罰の規定について、法人の行為者たる従業者等の選任・

監督その他違反行為を防止するために必要な注意を尽くさなかった過失の存在

を推定し、その注意を尽くしたことの証明がないかぎり事業主も刑事責任を免

れないとする法意であることを判示している 258。 

これは、不正競争防止法の規定に関するものではないが、同法においても、

両罰規定について無過失免責が肯定されるためには、一般的、抽象的な注意を

与えたのでは足りず、積極的、具体的に違反防止のための指示を与えるなど、

違反行為を防止するために必要な注意を尽くしたことが要求されると考えられ

る。 

 
３ 両罰規定が適用される罪について 

不正競争防止法で規定される罪のうち、営業秘密侵害罪以外の罪については、

第 21 条第 2 項各号の全てについて、両罰規定が適用される。 

営業秘密侵害罪については、正当に示された営業秘密を不正に使用等する行

為（第 21 条第 1 項第 3 号～第 6 号）は、両罰規定の対象から除外されている。 

これは、①自分の会社の役員・従業者が自社の営業秘密を不正に使用等した

                                            
258 最判昭 40.3.26 刑集 19 巻 2 号 83 頁（外資法違反事件）。 
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場合に、被害者たる会社が両罰規定により処罰されないようにすること（保有

者の保護）、②転職により営業秘密を持った者を受け入れた際、その者が持ち出

した営業秘密をその者が不正に使用等した場合に、転職先の企業が処罰される

ことになると、企業が転職者の受け入れを躊躇するようになることから、労働

移動が阻害されないようにする必要があること（転職者の保護）、③ライセンス

契約等で営業秘密を供与されることのある取引相手や下請企業が、その従業者

の違法行為で処罰されることとなると、取引関係が萎縮したり、下請企業に対

する圧迫の温床となったりするため、違法行為に直接加担していない取引先を

処罰の対象から除外すること（取引先の保護）の 3 点に配慮し、このような事

例が想定される典型的な類型である第 21 条第 1 項第 3 号～第 6 号を除外した

ものである 259。 

一方、営業秘密侵害罪のうち、自らが正当にアクセスする権限のない営業秘

密を不正に取得、又は不正取得の上使用・開示する行為（同項第 1 号、第 2 号、

第 7 号）については、平成 17 年改正により両罰規定が適用されることとなっ

た。 

例えば、転職に関しては、中途採用者 a が、転職前の企業 A の営業秘密を、

転職先企業 B に以前より在職している b にそそのかされて開示し、その開示に

より営業秘密を取得した b が営業秘密を不正使用する場合については、中途採

用者 a の行為は第 21 条第 1 項第 4 号あるいは第 6 号に該当し得るものの、第

4 号及び第 6 号はともに両罰規定の対象外であるので、a の行為に対する、転

職先企業 B への両罰規定の適用はない。一方、以前より在職している b は、第

21 条第 1 項第 7 号に該当し得る。第 7 号については両罰規定の対象であるの

で、b の行為による企業 B に対する両罰規定の適用はあり得る。 

なお、平成 27 年改正により、営業秘密侵害罪に関して、海外重罰規定（第

21 条第 3 項）及び未遂処罰規定（第 21 条第 4 項）が創設されたが、同様の理

由から、第 21 条第 1 項第 3 号～第 6 号について海外重罰規定及び未遂処罰規

                                            
259 第 21 条第 1 項第 1 号、第 2 号、第 7 号に該当する場合であっても、行為者が属する法人

と被害にあった法人とが同一である場合がわずかではあるが想定される（例：A 株式会社 B
研究所内で管理されている営業秘密を、A 株式会社 C 研究所に所属している研究員が、不正

アクセス行為を通じて不正に取得し、使用・開示する場合）。この場合、被害者は処罰しない

という観点に従って処理されることとなる。 
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定が適用される場合についても、法人両罰の適用対象から除いている。 

 
４ 法人に対する公訴時効期間 

第 22 条第 3 項は、法人又は個人に罰金刑を科する場合における時効の期間

は、そのもととなった罪の時効期間による旨を規定している。 

刑事訴訟法第 250 条第 2 項の原則に従えば、罰金に当たる罪の公訴時効期間

は 3 年（同項第 6 号）であるのに対して、そのもととなった罪は、営業秘密侵

害罪については 10 年以下の懲役であることからその時効期間は 7 年（同項第

4 号）となり、また、営業秘密侵害罪以外の罪については 5 年以下の懲役であ

ることからその時効期間は 5 年（同項第 5 号）となってしまう。 

一方、不正競争防止法違反の犯罪は、類型的には、個人の利得よりも法人の

業務を利する意図で犯されることを想定しており、実務的には、企業のために

行為した従業者に対する公訴時効期間が、企業主体に対するそれより長いこと

は実質的に不公平であるとの感が強いことから、平成 18 年改正において、こ

の規定を導入した。 
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営業秘密侵害罪（第 21 条第 1 項等）に係る刑事訴訟手続については、平成

21 年改正時の国会における附帯決議等において、公開裁判を通じて営業秘密が

公になるとの懸念から、被害者が告訴 260を躊躇していると見られることに鑑

み、営業秘密保護のための特別の刑事訴訟手続の在り方等について、早急に対

応すべきとの指摘があった。 

こうした状況の中で、平成 23 年改正により、営業秘密侵害罪に係る刑事裁

判において営業秘密を保護するための刑事訴訟手続の特例（第 6 章・第 23 条

～第 31 条）が設けられた 261。 

なお、この刑事訴訟手続の特例では、被告人の防御権等を不当に侵害するこ

とがないような措置が講じられており、また、裁判手続の主要な部分が公開さ

れていることから、刑事被告人の公開裁判を受ける権利の保障（憲法第 37 条

第 1 項）や裁判公開の原則（憲法第 82 条）の観点からも問題ないと解される。 

 

第１節 営業秘密の秘匿決定等 

第 23 条関係 

 

１ 公訴事実に係る営業秘密の秘匿決定（第 23 条第 1 項・第 2 項） 

 

 （営業秘密の秘匿決定等） 

第二十三条 裁判所は、第二十一条第一項、第三項若しくは第四項の罪又

は前条第一項（第三号を除く。）の罪に係る事件を取り扱う場合におい

て、当該事件の被害者若しくは当該被害者の法定代理人又はこれらの

者から委託を受けた弁護士から、当該事件に係る営業秘密を構成する

                                            
260 前述 Chapter ７ ９（254・255 頁）のとおり、平成 27 年改正前において、営業秘密侵

害罪は親告罪であった。 
261 民事訴訟における営業秘密の保護に関しては当事者尋問等の公開停止の規定が設けられて

いるところ（本法第 13 条）、憲法では、裁判の対審及び判決は公開法廷で行うことを規定し

（憲法第 82 条第 1 項）、刑事訴訟手続に関しては、被告人の公開裁判を受ける権利を保障し

ていることに鑑み（憲法第 37 条第 1 項）、刑事訴訟手続の特例では、裁判公開の要請に応え

られる秘匿措置制度及びこれを補完するための期日外手続を設けている。 
なお、この特例の創設により、憲法及び裁判所法に基づいて公開停止の措置を講じることが

できなくなるわけではないものと解される。 
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情報の全部又は一部を特定させることとなる事項を公開の法廷で明ら

かにされたくない旨の申出があるときは、被告人又は弁護人の意見を

聴き、相当と認めるときは、その範囲を定めて、当該事項を公開の法

廷で明らかにしない旨の決定をすることができる。 

２ 前項の申出は、あらかじめ、検察官にしなければならない。この場合

において、検察官は、意見を付して、これを裁判所に通知するものとす

る。 

 

１ 趣  旨 

 

営業秘密侵害罪に係る事件の刑事訴訟手続については、侵害された営業秘密

の内容が公になるとの懸念から、被害企業が告訴を躊躇する事態が生じている

ことが指摘されていた。 

このため、裁判所は、被害者等からの申出に応じて、営業秘密の内容を公開

の法廷で明らかにしない旨の決定（以下「第 1 項の秘匿決定」という。）をする

ことができることとされた。 

 

２ 要件及び手続 

 

(1) 公訴事実に係る営業秘密（「当該事件に係る営業秘密」） 

第 1 項の秘匿決定は、「当該事件に係る営業秘密」についてすることができ

る。 

「当該事件に係る営業秘密」とは、当該事件の公訴事実に係る営業秘密、す

なわち、当該事件における営業秘密侵害罪の訴因で特定された営業秘密（当該

事件の起訴状の公訴事実に、侵害された営業秘密として記載されているもの）

をいう。 

 

 

(2) 申出 

第 1 項の秘匿決定は、被害者等から申出があるときにすることができる。 
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第 1 項の秘匿決定は、公訴事実に係る営業秘密、すなわち被害者の保有する

営業秘密を保護するためになされるものであり、被害者が当該営業秘密の秘匿

を望まないのであれば、これを秘匿することなく、通常の公判手続を遂行すべ

きこととなることから、まずはその申出を経た上で、裁判所が判断することと

している 262。 

第 23 条第 1 項の申出をすることができる者は、当該事件の被害者及びその

法定代理人並びにこれらの者から委託を受けた弁護士である。 

 

第 1 項の申出は、あらかじめ、検察官にしなければならない（第 23 条第 2

項前段）。この申出は、事件が起訴された後、当該事件が終結するまでの間は、

いつでも行うことができるが、秘匿決定の実効性に鑑みると、通常は、起訴後、

第 1 回公判期日前までに行われるものと考えられる 263。第 1 回公判期日前に

は、裁判所は起訴状以外の資料を有していないことから、裁判所の適切な判断

に資するよう裁判所への申出を検察官を通じて行うこととしている。被害者等

にとっては、裁判所に対して直接申出をするよりも、捜査段階から通常接触が

あると考えられる検察官を通じて行う方が、その負担も少なく、秘匿決定に係

る手続が円滑に進められると考えられる。 

第 1 項の申出がなされた場合、検察官は、裁判所の適切な判断に資するよう、

自らが有する情報や資料を踏まえた意見を付して、裁判所に通知する（第 23 条

第 2 項後段）。 

 

第 1 項の申出は、申出人の氏名又は名称及び住所等のほか、当該「事件に係

る営業秘密を構成する情報のうち、法第二十三条第一項の決定の対象とすべき

事項に係るもの」を明らかにしてしなければならない（不正競争防止法第二十

三条第一項に規定する事件に係る刑事訴訟手続の特例に関する規則（平成 23 年

最高裁判所規則第 4 号。以下「平成 23 年最高裁規則」という。）第 2 条第 1 項

                                            
262 実務上は、捜査機関（検察官等）に対して、あらかじめ、公開の法廷で営業秘密の内容を

秘匿することを希望するか否かを伝えた上で、後日、秘匿決定の申出をするという運用にな

ると想定される。 
263 秘匿決定は、公判前整理手続において行うことができる（不正競争防止法第 29 条第 1
号）。 
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第 4 号）264、265。 

秘匿の対象となる「営業秘密を構成する情報の全部又は一部を特定させるこ

ととなる事項」とは、例えば、「営業秘密を構成する情報」が「ある薬品を使

用すること」であるケースを考えると、当該薬品の名称が秘匿すべき事項の典

型となるが、その他にも、当該薬品の性質・属性や仕入先などそれらが明らか

にされることによって当該薬品が特定されてしまう事項が含まれる。 

秘匿決定は、「営業秘密を構成する情報の全部又は一部を特定させることと

なる事項」につき、その範囲を定めてなされることから（後述(5)（272 頁）参

照）、申出は、「営業秘密を構成する情報」を具体的に挙げて行うことが望まし

い 266。 

 

(3) 相当性（「相当と認めるとき」） 

裁判所は、「相当と認めるとき」に第 1 項の秘匿決定をすることができる。 

「相当と認めるとき」とは、申出に係る営業秘密を構成する情報の全部又は

一部を特定させることとなる事項を秘匿する必要性、秘匿により得られる利益

の内容・程度、これを公開の法廷で明らかにすることにより得られる利益等を

総合考慮し、秘匿の必要性が認められる場合をいう。 

 

(4) 意見聴取 

裁判所は、第１項の秘匿決定をするか否かの判断をするに際しては、被告人

又は弁護人の意見を聴かなければならない（検察官の意見については、前述(2) 

（270 頁）参照）。 

                                            
264 営業秘密とは、種々の情報の集合体であると考えられるところ、例えば、「営業秘密を構

成する情報」として A、B 及び C の三つが挙げられる場合に、秘匿を希望するのは A だけな

のか、B と C だけなのか、A と B と C の全部なのか、というように秘匿すべき情報を特定・

選択して申出をする必要がある。 
265 http://www.courts.go.jp/vcms_lf/302002.pdf 
266 例えば、「営業秘密を構成する情報」である物質、加工温度、加工時間等を具体的に明ら

かにして申出をすることが想定される。もっとも、訴訟当事者間において営業秘密の具体的

な内容が特段争点となっておらず、あえて当該営業秘密の内容の詳細を相手方に明らかにす

る必要がない場合等には、「被害企業 A 社における製品 X の製造方法」などといったよう

に、その詳細を明らかにすることなく秘匿決定をすることも考えられることから、申出に際

し、その旨を希望しておくことも考えられる。 

http://www.courts.go.jp/vcms_lf/302002.pdf
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これは、裁判所が、公訴事実に係る営業秘密の内容の秘匿の可否を判断する

に当たっては、被告人の防御に不利益が生ずるおそれはないかなどの事情を考

慮する必要があるためである。 

 

(5) 範囲（「その範囲を定めて」） 

裁判所は、「その範囲を定めて」秘匿決定をする。 

「その範囲を定めて」とは、秘匿決定により公開の法廷で明らかにしないこ

ととされる事項の範囲（秘匿の対象となる範囲）を画定することをいう。ここ

で、秘匿決定の対象を、「当該事件に係る営業秘密を構成する情報の全部又は一

部」を「特定させることとなる事項」としているのは、属性等により「当該事

件に係る営業秘密を構成する情報の全部又は一部」が特定できることがあり得

ることに配慮したためである 267。 

 

３ 効果等 

 

 秘匿決定がなされた場合、その事件の手続は、当該秘匿決定により公開の法

廷で明らかにしないこととされた営業秘密を構成する情報の全部又は一部を特

定させることとなる事項（営業秘密構成情報特定事項）を公開の法廷で明らか

にすることなく行われることとなり、必要に応じて、尋問等の制限（第 25 条）

や公判期日外の証人尋問等（第 26 条）といった措置が講じられることとなる

268。 

秘匿決定は、これを行った裁判所に係る審級における審理を対象とするもの

であり、その効力が及ぶのは当該審級に限られる 269。このため、第一審で秘匿

                                            
267 なお、申出は、「営業秘密を構成する情報」A、B 及び C のうち、A 及び B についてのみ

なされた場合であっても、例えば、裁判所が、C も含めて秘匿決定をしなければ当該営業秘

密を実効的に保護できないと判断したときには、申出をした者に対して、C の具体的な内容

や C を秘匿することに関する意思等を確認するなどした上で、C も含めて秘匿決定をするこ

ともできるものと解される。 
268 秘匿決定があった場合、検察官は、事件の性質、審理の状況その他の事情を考慮して、営

業秘密構成情報特定事項のうち公開の法廷で明らかにされる可能性があると思料するものが

あるときは、裁判所及び被告人又は弁護人に対し、これを通知するものとすることとされて

いる（平成 23 年最高裁規則第 4 条第 1 項）。 
269 他方、当該審級において一度秘匿決定がなされれば、これが取り消されない限り当該審級
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決定がなされていた場合であっても、上級審で引き続き秘匿するためには、各

審級において、改めて申出及び秘匿決定がなされる必要がある。 

また、裁判所による秘匿決定は、刑事訴訟法第 420 条第 1 項にいう「訴訟手

続に関し判決前にした決定」に当たることから、同項の規定により、検察官及

び被告人又は弁護人は、裁判所による秘匿の決定に対して不服申立て（抗告）

はできないものと解される 270。 

なお、被害者等から申出があったものの、裁判所が、秘匿決定の要件を満た

さないと判断した場合には、原則どおり公開の方法で裁判が行われ、却下決定

のような特段の決定は行われない 271。そして、不服申立ての対象となる処分が

存在しないため、申出をした被害者等は不服を申し立てることはできないと考

えられるが、いったんは秘匿決定をしないこととされたものの、その後の訴訟

の進展により、改めて必要性が認められる場合に、裁判所が被害者等の申出に

基づき、改めて秘匿決定を行うことはあり得ると考えられる。 

 

２ 被告人等の保有する営業秘密の秘匿決定（第 23 条第 3 項） 

 

 （営業秘密の秘匿決定等） 

第二十三条 

３ 裁判所は、第一項に規定する事件を取り扱う場合において、検察官又

は被告人若しくは弁護人から、被告人その他の者の保有する営業秘密

を構成する情報の全部又は一部を特定させることとなる事項を公開の

                                            
の終了までその効力が及ぶため、公判期日ごとに秘匿決定を行う必要はない。 
270 秘匿決定に対する不服申立てを認めない理由としては、①秘匿決定の結果、訴訟関係人の

する尋問等が制限される場合も考えられるが、こうした場合には、尋問等を制限する裁判長

の処分が異議申立ての対象となることから、決定自体を不服申立ての対象とする必要性が低

いと考えられること、②裁判所は、秘匿決定をするに当たり、検察官及び被告人又は弁護人

の意見を聴くこととしており（第 23 条第 1 項の秘匿決定では、同条第 2 項の規定により検察

官の意見が裁判所に通知される）、不服申立てをする必要性が低いと考えられること、③秘匿

決定の結果、起訴状の朗読等は、営業秘密構成情報特定事項を明らかにしない方法により行

うこととなるが、こうした方法で行うこととしても、被告人の防御等への影響はそれほど大

きくはないと考えられることなどが挙げられる。 
271 もっとも、裁判所は、秘匿決定をした場合のみならず、秘匿決定をしないこととした場合

も、申出をした者にその旨を通知することとされている（平成 23 年最高裁規則第 6 条第 2 項

後段））。 
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法廷で明らかにされたくない旨の申出があるときは、相手方の意見を

聴き、当該事項が犯罪の証明又は被告人の防御のために不可欠であり、

かつ、当該事項が公開の法廷で明らかにされることにより当該営業秘

密に基づく被告人その他の者の事業活動に著しい支障を生ずるおそれ

があると認める場合であって、相当と認めるときは、その範囲を定め

て、当該事項を公開の法廷で明らかにしない旨の決定をすることがで

きる。 

 

１ 趣  旨 

 

第 1 項の秘匿決定は、営業秘密侵害罪に係る事件の刑事訴訟手続において訴

因で特定された営業秘密を保護することを目的としたものであるが、他方で、

このように被害者の保護を図るのであれば、これとの均衡を図る見地から、そ

れ以外の営業秘密であっても、被告人の防御のためにその主張立証が不可欠な

営業秘密については、これを手続的に保護する必要が認められる場合がある。 

また、被告人の防御のために、訴因で特定された営業秘密以外の営業秘密を

手続的に保護するのであれば、さらにこれとの均衡を図る見地から、検察官に

よる犯罪の証明のためにその主張立証が不可欠な第三者の営業秘密についても、

これを手続的に保護する必要が認められる場合がある。 

このため、裁判所は、検察官又は被告人若しくは弁護人からの申出に応じて、

被告人等の保有する営業秘密の内容を公開の法廷で明らかにしない旨の決定

（以下「第 3 項の秘匿決定」という。）をすることができることとされた。 

 

２ 要件及び手続 

 

(1) 被告人その他の者の保有する営業秘密 

第 3 項の秘匿決定は、「被告人その他の者の保有する営業秘密」についてする

ことができる。 

「その他の者」としては、例えば、①被告人の勤務先企業、②被害者が考え

られる。 
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すなわち、被告人自身の保有する営業秘密ではないが、被告人がその勤務先

企業から秘密を保持しつつ示された営業秘密については、手続的保護がないと、

被告人や被告人側の証人等がその具体的な内容について公開の法廷で供述等を

することができず、被告人の防御に支障を生ずるおそれがある（上記①）。 

また、被害者の保有する営業秘密であっても、訴因で特定された営業秘密以

外の営業秘密については、第 1 項の秘匿決定の対象とならないものの、これが

犯罪の証明に必要な場合があり得る（上記②）。 

 

(2) 申出 

第 3 項の秘匿決定は、検察官又は被告人若しくは弁護人から申出があるとき

にすることができる。 

「営業秘密を構成する情報」、「特定させることとなる事項」の意義につい

ては、前述１２(2)及び(5)（269 頁～272 頁）参照。 

 

(3) 不可欠性（犯罪の証明又は被告人の防御のために不可欠） 

第 3 項の秘匿決定をするには、被告人その他の者の保有する営業秘密を構成

する情報の全部又は一部を特定させることとなる事項が「犯罪の証明又は被告

人の防御のために不可欠であ」ると認める場合であることが必要である。 

第 1 項の申出の対象となる「当該事件に係る営業秘密」は、営業秘密侵害罪

の訴因で特定された営業秘密であって、犯罪の証明に不可欠であるとい得る。

これに対し、第 3 項の申出の対象となる「被告人その他の者の保有する営業秘

密」は、有象無象の営業秘密を広く含むものであって、秘匿措置により保護す

べき営業秘密を、刑事訴訟手続における主張立証の必要性の観点から適切な範

囲に限定する必要があるため、当該営業秘密を構成する情報の全部又は一部を

特定させることとなる事項が犯罪の証明又は被告人の防御のために不可欠であ

ることを必要としている。 

 

(4) 要保護性（当該営業秘密に基づく事業活動に著しい支障を生ずるおそれ） 

第 3 項の秘匿決定をするためには被告人その他の者の保有する営業秘密を構

成する情報の全部又は一部を特定させることとなる事項が「公開の法廷で明ら
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かにされることにより当該営業秘密に基づく被告人その他の者の事業活動に著

しい支障を生ずるおそれがある」と裁判所が認める場合であることが必要であ

る。 

第 1 項の申出の対象となる「当該事件に係る営業秘密」は、営業秘密侵害罪

の訴因で特定された営業秘密であり、既に、検察官により、他者に侵害されて

いるものと認められて公訴提起されているものであるため、当該営業秘密を構

成する情報を特定させることとなる事項が公開の法廷で明らかにされた場合に

は、被害者の事業活動に著しい支障を生ずるおそれは類型的に高いとい得る。

これに対し、第 3 項の申出の対象となる「被告人その他の者の保有する営業秘

密」は、有象無象の営業秘密を広く含むものであって、秘匿措置により保護す

べき営業秘密を、営業秘密の要保護性の観点から適切な範囲に限定する必要が

あるため、当該営業秘密を構成する情報の全部又は一部を特定させることとな

る事項が公開の法廷で明らかにされることにより当該営業秘密に基づく被告人

その他の者の事業活動に著しい支障を生ずるおそれがあることを必要としてい

る。 

なお、「著しい支障を生ずるおそれ」が認められるか否かは、「当該営業秘密

に基づく」事業活動につき判断されるものである。したがって、当該営業秘密

が、保有者が多角的に展開する事業活動のうちのごく一部に用いられているに

すぎない場合であっても、当該一部の事業活動に「著しい支障を生ずるおそれ」

が認められれば足りるものと考えられる。 

 

(5) 相当性（「相当と認めるとき」） 

裁判所は、上記(3)及び(4)の要件に加え、「相当と認めるとき」に第３項の秘

匿決定をすることができる。この点につき、前述１２(3)（271 頁）参照。 

 

(6) 意見聴取 

裁判所は、第 3 項の秘匿決定をするか否かの判断をするに際しては、申出を

した者の相手方 272の意見を聴かなければならない。 

                                            
272 検察官が申出をした場合は被告人又は弁護人が、被告人又は弁護人が申出をした場合は検

察官が、それぞれ「相手方」となる。 
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これは、裁判所が、被告人その他の者の保有する営業秘密の内容の秘匿の可

否を判断するに当たっては、（被告人又は弁護人の申出に基づく場合には）犯罪

の証明に支障が生ずるおそれはないか、（検察官の申出に基づく場合には）被告

人の防御に不利益が生ずるおそれはないかなどの事情を考慮する必要があるた

めである。 

 

３ 効果等 

 

前述１３（272・273 頁）を参照されたい。 

 

３ 呼称等の決定（第 23 条第 4 項） 

 

 （営業秘密の秘匿決定等） 

第二十三条 

４ 裁判所は、第一項又は前項の決定（以下「秘匿決定」という。）をし

た場合において、必要があると認めるときは、検察官及び被告人又は

弁護人の意見を聴き、決定で、営業秘密構成情報特定事項（秘匿決定

により公開の法廷で明らかにしないこととされた営業秘密を構成する

情報の全部又は一部を特定させることとなる事項をいう。以下同じ。）

に係る名称その他の表現に代わる呼称その他の表現を定めることがで

きる。 

 

１ 趣  旨 

 

秘匿決定がなされた場合、その事件の手続は、営業秘密構成情報特定事項（秘

匿決定により公開の法廷で明らかにしないこととされた営業秘密を構成する情

報の全部又は一部を特定させることとなる事項）を公開の法廷で明らかにする

ことなく行うこととなる。 

もっとも、訴訟関係人が公開の法廷で行う尋問、陳述等において営業秘密構

成情報特定事項について言及する必要が生ずることが想定され、その場合、当
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該事項に係る表現を、一般には当該事項が明らかとならず、かつ、訴訟関係人

全員が統一的に使用・理解することができる別の表現に置き換えることができ

れば、当該事項を公開の法廷で明らかにすることなく当該尋問、陳述等をする

ことができる。 

このため、裁判所は、必要があると認めるときは、営業秘密構成情報特定事

項に係る名称その他の表現に代わる呼称その他の表現（呼称等）を定めること

（以下「呼称等の決定」という。）ができることとされた。 

「営業秘密構成情報特定事項……に係る名称その他の表現」とは、営業秘密

構成情報特定事項の内容に含まれる事物の名称（事物を示す表現）の他、その

属性、性質等を示す形容表現等をいう。 

「名称その他の表現に代わる呼称その他の表現」とは、営業秘密構成情報特

定事項の内容に含まれる事物の名称や、その属性、性質等を示す形容表現等に

代えて、公開の法廷で用いるべきものとして裁判所により定められる表現（言

い換え表現）をいう。 

 なお、裁判所は、呼称等の決定をするにあたっては、検察官及び被告人又は

弁護人の意見を聴かなければならない。 

 

２ 呼称等の定め方 

 

「名称その他の表現に代わる呼称その他の表現」は、営業秘密構成情報特定

事項に関する尋問、陳述等を、公開の法廷において当該事項を明らかにするこ

となく行うことを可能とするために定められる言い換え表現であるため、言い

換えの対象となる「名称その他の表現」が名称であれば名称として定め、形容

表現であれば形容表現として定めることにより、訴訟関係人の尋問、陳述等が

円滑に行われるよう配慮する必要がある。 

具体的には、営業秘密に係る製造方法について「本件製造方法」、当該製造方

法において用いる金属について「金属 A」、当該金属の有する性質について「特

性Ｂを有する」、当該金属を専門的に取り扱う業者について「C 社」といったよ

うに呼称その他の表現を定めることが想定される。 

営業秘密を構成する情報である特定の物質が金属であるということ自体が営
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業秘密構成情報特定事項に該当する場合には、「金属 A」といったように「金属」

との文言を用いた呼称を定めるのではなく、「物質 A」といったようにより抽象

化した文言を用いた呼称を定める必要がある。 

なお、本項の規定により呼称等の決定をするに当たっては、裁判所は、検察

官及び被告人又は弁護人に対して、尋問すべき事項等の要領を記載した書面の

提示を命ずることができる（本法第 27 条）。 

さらに、裁判所は、検察官や法第 23 条第 3 項の申出をした者に対して、呼

称等の決定の対象とすべき営業秘密構成情報特定事項に係る名称その他の表現

等、呼称等の決定に当たって参考となる事項を記載した書面の提出を求めるこ

とができる（平成 23 年最高裁規則第 5 条）。 

 

４ 決定の取消し（第 23 条第 5 項）  

 

 （営業秘密の秘匿決定等） 

第二十三条 

５ 裁判所は、秘匿決定をした事件について、営業秘密構成情報特定事項

を公開の法廷で明らかにしないことが相当でないと認めるに至ったと

き、又は刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）第三百十二条の

規定により罰条が撤回若しくは変更されたため第一項に規定する事件

に該当しなくなったときは、決定で、秘匿決定の全部又は一部及び当該

秘匿決定に係る前項の決定（以下「呼称等の決定」という。）の全部又

は一部を取り消さなければならない。 

 

第23条第1項又は第3項の規定により秘匿決定がなされた場合であっても、

営業秘密構成情報特定事項を秘匿することが相当でないと認めるに至ったとき、

又は当該事件がそもそも営業秘密侵害罪に係る事件に該当しなくなったときは、

同条第 1 項又は第 3 項に定める秘匿決定の要件を満たさず、秘匿決定を維持す

ることが適切でないと考えられることから、裁判所は秘匿決定及びこれを前提

とする呼称等の決定を取り消さなければならないこととしている。 

なお、審理の円滑な進行のために一度した呼称等の決定（第 23 条第 4 項）
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を取り消したり、変更することは、通常の決定と同様に、特別な規定を置かな

くても当然になし得ると考えられる。 

 

第２節 起訴状の朗読方法の特例 

第 24 条関係 

 

 （起訴状の朗読方法の特例） 

第二十四条 秘匿決定があったときは、刑事訴訟法第二百九十一条第一

項の起訴状の朗読は、営業秘密構成情報特定事項を明らかにしない方

法でこれを行うものとする。この場合においては、検察官は、被告人に

起訴状を示さなければならない。 

 

１ 趣  旨 

 

刑事訴訟手続において、起訴状は、刑事訴訟法第 291 条第 1 項の規定により、

公判廷で朗読しなければならないとされているが、この起訴状に営業秘密構成

情報特定事項が記載されている場合には、その朗読によって当該事項が公開の

法廷で明らかにされるおそれがある 273。 

このため、秘匿決定があった場合は、営業秘密構成情報特定事項を明らかに

しない方法により起訴状の朗読を行うこととされた。 

「営業秘密構成情報特定事項を明らかにしない方法」としては、例えば、呼

称等の決定により定められた呼称等を用いて朗読することが考えられる 274。 

 

 

                                            
273 なお、公判前整理手続調書等の朗読又は要旨の告知、訴因又は罰条を追加、撤回又は変更

する書面の朗読、判決の宣告などについても、営業秘密構成情報特定事項を明らかにしない

方法により行うこととされている（平成 23 年最高裁規則第 7 条第 1 項）。 
274 被告人に対しては、刑事訴訟法第 271 条第 1 項の規定により、あらかじめ起訴状の謄本が

送達される他、不正競争防止法第 24 条の規定に基づき営業秘密構成情報特定事項を明らかに

しない方法で起訴状が朗読される場合には起訴状を示さなければならないこととされている

ことから（同条後段）、被告人が審理対象を理解できないといった事態は考えられず、その防

御権を侵害することとはならないと解される。 
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第３節 尋問等の制限 

第 25 条関係 

 

 （尋問等の制限） 

第二十五条 裁判長は、秘匿決定があった場合において、訴訟関係人のす

る尋問又は陳述が営業秘密構成情報特定事項にわたるときは、これを

制限することにより、犯罪の証明に重大な支障を生ずるおそれがある

場合又は被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがある場合を

除き、当該尋問又は陳述を制限することができる。訴訟関係人の被告

人に対する供述を求める行為についても、同様とする。 

２ 刑事訴訟法第二百九十五条第五項及び第六項の規定は、前項の規定

による命令を受けた検察官又は弁護士である弁護人がこれに従わなか

った場合について準用する。 

 

１ 趣  旨 

 

刑事訴訟手続においては、公開の法廷で訴訟関係人 275による尋問及び陳述並

びに被告人質問（被告人に対する供述を求める行為）が行われることが想定さ

れるが、これら尋問等が営業秘密構成情報特定事項にわたる場合には、当該事

項が公開の法廷で明らかにされるおそれがある。 

このため、秘匿決定があった場合において、裁判長は、営業秘密構成情報特

定事項にわたる尋問等を制限できることとした。 

 

２ 制限の対象となる尋問等 

 

第 25 条第 1 項の制限（以下「尋問等の制限」という。）の対象となる「訴訟

                                            
275 不正競争防止法第 25 条第 1 項にいう「訴訟関係人」は、検察官、被告人、弁護人、特別

弁護人（刑事訴訟法第 31 条第 2 項）、補佐人（同法第 42 条）、被告人が法人である場合の代

表者等当事者に準ずる者（同法第 27 条から第 29 条まで、第 283 条）、証人、鑑定人、通訳

人、翻訳人を指すと解される。不正競争防止法第 27 条にいう「訴訟関係人」も、同様であ

る。 
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関係人のする尋問又は陳述」としては、例えば、 

①検察官による冒頭陳述、論告 

②被告人又は弁護人による罪状認否、弁論、最終陳述 

③検察官、被告人又は弁護人の証人等に対する尋問 

④証人等の証言 

⑤被告人の供述 

等が考えられる。 

同項後段の「訴訟関係人の被告人に対する供述を求める行為」とは、検察官、

弁護人等が被告人に対して質問を発する行為をいう。 

 

３ 制限することができない場合 

 

尋問等の制限は、「犯罪の証明に重大な支障を生ずるおそれがある場合又は

被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがある場合」には、することが

できない。 

「犯罪の証明に重大な支障を生ずる」又は「被告人の防御に実質的な不利益

を生ずる」とは、尋問等が制限されると、単に尋問等の仕方を工夫しなければ

ならないという程度の不自由を受けるにとどまらず、犯罪の証明をする上で重

要な事実の立証が困難となること又は被告人の防御上必要な特定の事実の主張

立証が困難となるなどの不利益を生ずることをいう。 

もっとも、このようなおそれがあらかじめ想定される場合には、これを未然

に防ぐため、裁判所は、訴訟当事者に対して尋問すべき事項等の要領を記載し

た書面の提示を命じる（第 27 条）などした上で、必要に応じて呼称等の決定

（第 23 条第 4 項）や公判期日外の証人尋問等（第 26 条）といった措置を講じ

ることが考えられる。 

 

４ 処置請求 

 

尋問等の制限を受けた検察官又は弁護士である弁護人がこれに従わなかった

場合には、裁判所は、処置請求をすることができる（第 25 条第 2 項）。 
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処置請求とは、「検察官については当該検察官を指揮監督する権限を有する

者に、弁護士である弁護人については当該弁護士の所属する弁護士会又は日本

弁護士連合会に通知し、適当な処置をとるべきことを請求すること」（刑事訴訟

法第 295 条第 5 項）をいい、この請求を受けた者は、そのとった措置を裁判所

に通知しなければならない（同条第 6 項）。 

 

第４節 公判期日外の証人尋問等 

第 26 条関係 

 

 （公判期日外の証人尋問等） 

第二十六条 裁判所は、秘匿決定をした場合において、証人、鑑定人、通

訳人若しくは翻訳人を尋問するとき、又は被告人が任意に供述をする

ときは、検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴き、証人、鑑定人、

通訳人若しくは翻訳人の尋問若しくは供述又は被告人に対する供述を

求める行為若しくは被告人の供述が営業秘密構成情報特定事項にわた

り、かつ、これが公開の法廷で明らかにされることにより当該営業秘

密に基づく被害者、被告人その他の者の事業活動に著しい支障を生ず

るおそれがあり、これを防止するためやむを得ないと認めるときは、

公判期日外において当該尋問又は刑事訴訟法第三百十一条第二項及び

第三項に規定する被告人の供述を求める手続をすることができる。 

２ 刑事訴訟法第百五十七条第一項及び第二項、第百五十八条第二項及

び第三項、第百五十九条第一項、第二百七十三条第二項、第二百七十四

条並びに第三百三条の規定は、前項の規定による被告人の供述を求め

る手続について準用する。この場合において、同法第百五十七条第一

項、第百五十八条第三項及び第百五十九条第一項中「被告人又は弁護

人」とあるのは「弁護人、共同被告人又はその弁護人」と、同法第百五

十八条第二項中「被告人及び弁護人」とあるのは「弁護人、共同被告人

及びその弁護人」と、同法第二百七十三条第二項中「公判期日」とある

のは「不正競争防止法第二十六条第一項の規定による被告人の供述を
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求める手続の期日」と、同法第二百七十四条中「公判期日」とあるのは

「不正競争防止法第二十六条第一項の規定による被告人の供述を求め

る手続の日時及び場所」と、同法第三百三条中「証人その他の者の尋問、

検証、押収及び捜索の結果を記載した書面並びに押収した物」とあるの

は「不正競争防止法第二十六条第一項の規定による被告人の供述を求

める手続の結果を記載した書面」と、「証拠書類又は証拠物」とあるの

は「証拠書類」と読み替えるものとする。 

 

１ 趣  旨 

 

秘匿決定がなされた場合であっても、丁々発止のやり取りが行われ得る証人

等の尋問 276や被告人の供述を求める手続（以下「被告人質問」という。）に関

しては、例えば、証人が営業秘密構成情報特定事項にとっさに言及するなど、

尋問等の制限（第 25 条第 1 項）を、実効性をもって行うことが困難な場合や、

逆に、呼称等の決定（第 23 条第 4 項）や尋問等の制限（第 25 条第 1 項）を踏

まえて、訴訟関係人が尋問又は供述を躊躇したり、萎縮したりして十分な尋問

又は供述をすることが困難な場合が想定される。 

このため、秘匿決定をした場合において、裁判所は、一定の要件が認められ

るときには、公判期日外において証人等の尋問又は被告人質問をすることがで

きることとされた。 

なお、公判期日外の証人尋問は、従前から、刑事訴訟法第 158 条及び第 281

条の規定により認められている。しかし、これらの規定は、証人の重要性や年

齢等、証人の属性を考慮して、公開の法廷では尋問を適正になし得ない状況を

踏まえ、これを適切に行うために設けられた規定であるのに対し、本条の公判

期日外の証人尋問等は、営業秘密の内容が公開の法廷で明らかにされることの

ないよう営業秘密を保護しようとするものであって、その趣旨・目的を異にし、

考慮すべき要素も異なることから、新たに規定を設けることとした 277。 

                                            
276 証人、鑑定人、通訳人又は翻訳人に対する尋問をいう。 
277 公判期日外の被告人質問については、現行刑事訴訟法上、これを行い得るとした明文の規

定はないものの、裁判長の訴訟指揮等を根拠に認められると考えられる。 
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２ 要件及び手続 

裁判所は、次の１～３の要件をすべて満たす場合にのみ公判期日外の証人尋

問等をすることができる。 

 

１ 尋問、供述等が営業秘密構成情報特定事項にわたるおそれ 

 

「証人、鑑定人、通訳人若しくは翻訳人の尋問若しくは供述又は被告人に対

する供述を求める行為若しくは被告人の供述が営業秘密構成情報特定事項にわ

た（る）……おそれがあ（る）……と認めるとき」。 

 

２ 当該営業秘密に基づく事業活動に著しい支障を生ずるおそれ 

 

「これ 278が公開の法廷で明らかにされることにより当該営業秘密に基づく

被害者、被告人その他の者の事業活動に著しい支障を生ずるおそれがあ（る）

……と認め」られるとき、すなわち要保護性が認められるとき。 

なお、ここで「著しい支障を生ずるおそれ」としているのは、公判期日外の

証人尋問等をする場合としては、単に営業秘密が明らかとなって被害者等が困

惑するといったような、およそ何らかの支障が生ずるおそれがあるということ

では足りず、当該営業秘密に基づく事業活動に著しい支障が生じるおそれがあ

る場合を想定しているためである。 

 

３ これを防止するためやむを得ない 

 

「これを防止するためやむを得ない」とは、呼称等の決定（第 23 条第 4 項）、

尋問等の制限（第 25 条第１項）といった措置によっては、証人等の尋問、供述

等がわたるおそれのある営業秘密構成情報特定事項が公開の法廷で明らかにさ

れることにより当該営業秘密に基づく事業活動に著しい支障を生ずるおそれに

                                            
278 証人等の尋問若しくは供述又は被告人の供述を求める行為若しくは被告人の供述がわたる

おそれのある営業秘密構成情報特定事項を指す。 
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適切に対処できず、これに適切に対処するためには本条の公判期日外の証人尋

問等を実施せざるを得ないことをいう（いわゆる補充性の要件を定めたもので

ある）。 

 

４ 意見聴取 

 

裁判所は、本条の規定により証人尋問等を公判期日外においてする旨を定め

るか否かの判断をするに際しては、検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴か

なければならない。 

なお、本条の規定により証人尋問等を公判期日外においてする旨を定めるに

当たっては、裁判所は、尋問すべき事項等の要領を記載した書面の提示を命ず

ること（第 27 条）が可能である。 

 

３ 公判期日外の証人尋問等を行った場合の証拠調べ 

 

本条の規定により公判期日外の証人尋問等を行った場合には、その後、公判

期日において、その結果を記載した書面を取り調べることとなる（刑事訴訟法

第 303 条参照）。 

当該証人尋問等において行われた尋問、供述等が、呼称等の決定のなされて

いない営業秘密構成情報特定事項にわたっており、かつ、その結果を記載した

書面の取調べにより公開の法廷で当該事項が明らかになるおそれがある場合に

は、その取調べをする前に、呼称等の決定を行って当該事項に係る名称等に代

わる呼称等を定めることにより、秘匿の実効性を確保することが考えられる。 

 

４ 公判期日外の被告人質問に関する準用規定について 

 

本法第 26 条の規定による公判期日外の被告人質問については、刑事訴訟法

第 157 条第 1 項及び第 2 項、第 158 条第 2 項及び第 3 項、第 159 条第 1 項、

第 273 条第 2 項、第 274 条並びに第 303 条の規定が準用される（本法第 26 条

第 2 項）。 
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被告人質問については、刑事訴訟法には同法第 311 条第 2 項の規定が置かれ

ているにすぎないところ、本法第 26 条により公判期日外の被告人質問に係る

規定を設けるに当たっては、①当事者の立会権・質問権、②手続の結果の取調

方法、③被告人の出頭の確保等の手続事項につき規定を設けて明らかにしてお

く必要がある。したがって、刑事訴訟法に設けられている、公判期日外の証人

尋問に関する規定（同法第 157 条第 1 項及び第 2 項、第 158 条第 2 項及び第 3

項、第 159 条第 1 項並びに第 303 条）、被告人の公判期日の召喚に関する規定

（同法第 273 条第 2 項及び第 274 条）に定める手続と同様の取扱いをすること

とした。 

 

第５節 尋問等に係る事項の要領を記載した書面の提示命令 

第 27 条関係 

 

 （尋問等に係る事項の要領を記載した書面の提示命令） 

第二十七条 裁判所は、呼称等の決定をし、又は前条第一項の規定により

尋問若しくは被告人の供述を求める手続を公判期日外においてする旨

を定めるに当たり、必要があると認めるときは、検察官及び被告人又は

弁護人に対し、訴訟関係人のすべき尋問若しくは陳述又は被告人に対

する供述を求める行為に係る事項の要領を記載した書面の提示を命ず

ることができる。 

 

１ 趣  旨 

 

秘匿決定のなされた事件においては多数の呼称等を定める必要がある事案も

想定され、その場合、呼称等の決定を正確に漏れなく行うためには、裁判所に

おいて、訴訟関係人のする尋問等が、営業秘密構成情報特定事項のうち、いか

なる事項に、いかなる態様でわたるおそれがあるのかをあらかじめ把握してお

く必要がある。 

この点は、証人尋問等を公判期日外においてする旨を定めるか否か（第 26 条）

の判断についても同様であり、この判断を適切に行うためには、当該証人尋問
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等においてなされる尋問等が、営業秘密構成情報特定事項のうち、いかなる事

項に、いかなる態様でわたるおそれがあるのかをあらかじめ把握しておく必要

がある。 

このため、裁判所は、これらの判断に必要な場合には、検察官及び被告人又

は弁護人に対し、尋問すべき事項等の要領を記載した書面の提示を命ずること

ができることとした。 

このような制度を設けることにより、裁判所が事前に訴訟関係人の陳述等を

把握した上で的確な呼称等を定めることが可能になるため、審理の途中で、再

三にわたり、異議の申出がなされたり、呼称等の決定を行ったりすることなど

が避けられると考えられ、審理の円滑な進行に資するものと考えられる。 

 

第６節 証拠書類の朗読方法の特例 

第 28 条関係 

 

 （証拠書類の朗読方法の特例） 

第二十八条 秘匿決定があったときは、刑事訴訟法第三百五条第一項又

は第二項の規定による証拠書類の朗読は、営業秘密構成情報特定事項

を明らかにしない方法でこれを行うものとする。 

 

１ 趣  旨 

 

刑事訴訟手続において、証拠書類は、刑事訴訟法第 305 条第 1 項又は第 2 項

の規定により、公判期日において朗読しなければならないとされているが、こ

の証拠書類に営業秘密構成情報特定事項が記載されている場合には、その朗読

によって当該事項が公開の法廷で明らかにされるおそれがある。 

このため、秘匿決定があった場合においては、営業秘密構成情報特定事項を

明らかにしない方法により証拠書類の朗読を行うこととされた。 

「営業秘密構成情報特定事項を明らかにしない方法」としては、例えば、呼

称等の決定により定められた呼称等を用いて朗読することが考えられる。 
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第７節 公判前整理手続等における決定 

第 29 条関係 

 

 （公判前整理手続等における決定） 

第二十九条 次に掲げる事項は、公判前整理手続及び期日間整理手続に

おいて行うことができる。 

一 秘匿決定若しくは呼称等の決定又はこれらの決定を取り消す決定

をすること。 

二 第二十六条第一項の規定により尋問又は被告人の供述を求める手

続を公判期日外においてする旨を定めること。 

 

１ 趣  旨 

 

秘匿決定及び呼称等の決定並びにこれらの決定を取り消す決定（第 29 条第

1 号）、さらに証人尋問等を公判期日外においてする旨を定めること（第 29 条

第 2 号）については、公判前整理手続及び期日間整理手続 279において行うこと

ができることを明らかにした。 

 

第８節 証拠開示の際の営業秘密の秘匿要請 

第 30 条関係 

 

 （証拠開示の際の営業秘密の秘匿要請） 

第三十条 検察官又は弁護人は、第二十三条第一項に規定する事件につ

いて、刑事訴訟法第二百九十九条第一項の規定により証拠書類又は証

                                            
279 公判前整理手続とは、充実した公判の審理を継続的、計画的かつ迅速に行うため、第 1 回

公判期日前に、事件の争点及び証拠を整理するための公判準備として行われる手続である

（刑事訴訟法第 316 条の 2 ないし第 316 条の 27 及び第 316 条の 29 ないし第 316 条の 32）。
期日間整理手続とは、審理の経過に鑑み必要と認められるときに、第 1 回公判期日後に、事

件の争点及び証拠を整理するための公判準備として行われる手続である（同法第 316 条の 28
及び第 316 条の 29 ないし第 316 条の 32）。 
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拠物を閲覧する機会を与えるに当たり、第二十三条第一項又は第三項

に規定する営業秘密を構成する情報の全部又は一部を特定させること

となる事項が明らかにされることにより当該営業秘密に基づく被害

者、被告人その他の者の事業活動に著しい支障を生ずるおそれがある

と認めるときは、相手方に対し、その旨を告げ、当該事項が、犯罪の

証明若しくは犯罪の捜査又は被告人の防御に関し必要がある場合を除

き、関係者（被告人を含む。）に知られないようにすることを求めるこ

とができる。ただし、被告人に知られないようにすることを求めるこ

とについては、当該事項のうち起訴状に記載された事項以外のものに

限る。 

２ 前項の規定は、検察官又は弁護人が刑事訴訟法第二編第三章第二節

第一款第二目（同法第三百十六条の二十八第二項において準用する場

合を含む。）の規定による証拠の開示をする場合について準用する。 

 

１ 趣  旨 

 

検察官又は弁護人の請求に係る証拠書類又は証拠物は、刑事訴訟法第 299 条

第 1 項の規定により、相手方にこれを閲覧する機会を与えなければならないと

されている（証拠開示）が、これら証拠書類等に営業秘密を構成する情報の全

部又は一部を特定させることとなる事項が含まれる場合には、その開示を受け

た相手方を通じて当該営業秘密の内容がみだりに他人に知られるおそれがある

280。 

このため、検察官又は弁護人は、証拠開示の際、相手方に対し、当該事項が

みだりに他人に知られないようにすることを求めること（以下「秘匿要請」と

                                            
280 なお、刑事裁判が終結した後の訴訟記録については、当該記録を保管する検察官（保管検察
官）に対して閲覧請求がなされた場合、当該検察官が、刑事確定訴訟記録法に基づき、閲覧を
許可するか否かを判断することとなる。 
保管検察官において、当該記録を閲覧させることにより当該記録に記載等されている営業秘

密に基づく被害企業等の事業活動に著しい支障を生ずるおそれがあると認められるものなど
については、刑事確定訴訟記録法の定める一定の事由がある場合を除き、閲覧を不許可とし
たり、又は一部を不許可としてその該当部分をマスキングした記録のみを閲覧させたりする
等の措置をとることが可能である。 
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いう。）ができることとした。 

 

２ 要件及び手続 

 

本条の秘匿要請は、営業秘密侵害罪に係る事件について証拠開示をする際、

「第二十三条第一項又は第三項に規定する営業秘密を構成する情報の全部又は

一部を特定させることとなる事項が明らかにされることにより当該営業秘密に

基づく被害者、被告人その他の者の事業活動に著しい支障を生ずるおそれがあ

ると認めるとき」にすることができる（「著しい支障」については、第 26 条第

1 項の解説（前述第４節２２（285 頁））参照）。 

第 23 条第 1 項に規定する営業秘密とは「当該事件に係る営業秘密」（同項）、

すなわち訴因で特定された営業秘密を指し、同条第 3 項に規定する営業秘密と

は「被告人その他の者の保有する営業秘密」（同項）を指すが、本条の秘匿要請

をするために、同条第 1 項又は第 3 項の秘匿決定がなされていることは要しな

い。 

「当該営業秘密に基づく被害者、被告人その他の者の事業活動に著しい支障

を生ずるおそれ」があるとき、すなわち要保護性が認められるときに、秘匿要

請をすることができる。 

 

３ 効果等 

 

本条の秘匿要請がなされた場合、「犯罪の証明若しくは犯罪の捜査又は被告

人の防御に関し必要がある場合」を除き、秘匿要請を受けた相手方は、当該営

業秘密を構成する情報の全部又は一部を特定させることとなる事項を関係者に

知られないように配慮すべき義務を負う。 

この義務に違反した結果、被害者等の事業活動に支障が生じた場合には、民

法第 709 条の不法行為又は本法の営業秘密に係る不正競争（第 2 条第 1 項第 4

号～第 9 号）に該当する場合がある他、所定の要件を満たせば営業秘密侵害罪

が成立する場合もあると考えられる。 
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本条の秘匿要請は、「関係者（被告人を含む。）に知られないようにすること

を求めることができる」としており、この「関係者」には、被告人が含まれる

281。    

本条が適用される具体的な場合として、公訴事実に係る営業秘密（第 23 条

第 1 項に規定する営業秘密）について、その秘密管理性のみが争点となってい

る事案において、検察官が弁護人に対し、当該営業秘密の詳細な内容が記載さ

れた証拠書類を開示する際に、当該営業秘密の詳細な内容を関係者に知られな

いように求める場合などが考えられる。 

なお、被告人の防御に関し必要があるときには、被告人にその内容を知らせ

なければならない。 

 

 

第９節 最高裁判所規則への委任 

第 31 条関係 

 

 （最高裁判所規則への委任） 

第三十一条 この法律に定めるもののほか、第二十三条から前条までの

規定の実施に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

 

１ 趣  旨 

 

第 23 条から第 30 条までの規定の実施に関し必要な事項については、最高裁

判所規則で定めることとした。 

具体的には、新たに「不正競争防止法第二十三条第一項に規定する事件に係

                                            
281 被告人については、公訴の提起があったときに裁判所から起訴状の謄本が送達されること

から、起訴状に記載された事項については当然これを了知していると考えられるため、被告

人に知られないようにすることを求めることができるのは、「当該事項のうち起訴状に記載さ

れた事項以外のものに限る。」（第 30 条第 1 項ただし書）とされている。起訴状には営業秘密

につき「製品 X の製造方法」などと抽象的に記載されているにすぎない場合には、当該製造

方法に係る材料、加工温度、加工時間等といった「営業秘密を構成する情報」を特定させる

こととなる事項は、起訴状に記載されていないこととなるため、「起訴状に記載された事項以

外のもの」に該当し、第 30 条の秘匿要請の対象となる。 
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る刑事訴訟手続の特例に関する規則」（平成 23 年最高裁判所規則第 4 号）が制

定された。 

 

この刑事訴訟手続の特例の措置が実効的かつ適切に講じられるためには、秘

匿の対象となる営業秘密を保有する被害企業等から十分な協力がなされること

が前提となることを踏まえ、平成 28 年 2 月に策定された｢秘密情報の保護ハン

ドブック～企業価値向上に向けて～｣の参考資料 6 においては、被害企業等が、

いつ、どのような協力をすべきかについてイメージしやすいように、秘匿措置

を講じる場合の刑事訴訟手続の一連の流れや秘匿の申出書等の記載例が示され

ているので、参考にされたい 282。 
 
  

                                            
282 同参考資料 6 は、経済産業省ホームページに掲載している（http://www.meti.go.jp/policy/
economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/reference6.pdf）。 

http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/reference6.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/reference6.pdf


第２部 逐条解説 
Chapter ９ 没収に関する手続等の特例等（第３２条ー第４０条関係） 

 
295 

        

第 ２ 部 

逐 条 解 説 
 

Chapter ９ 

没収に関する手続等の特例等 

（第 32 条-第 40 条関係） 

 

 

  



第２部 逐条解説 
Chapter ９ 没収に関する手続等の特例等（第３２条ー第４０条関係） 

第１節 没収に関する手続等の特例 
第 32 条～第 34 条関係 

 
296 

前述のとおり、平成 27 年改正により、営業秘密侵害罪に当たる行為によっ

て得た財産等の任意的没収・追徴に係る規定（第 21 条第 10 項～第 12 項）が

設けられた。個別法において、犯罪行為により得た財産等について没収・追徴

規定を置く場合には、犯罪収益の没収・追徴に関する一般法たる組織的な犯罪

の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成 11 年法律第 136 号。以下「組

織的犯罪処罰法」という。）を準用した規定や、同法に倣った保全手続、国際共

助手続等に関する規定を置くのが通例である。そこで、本法においても、没収

に関する手続等の特例（第 7 章・第 32 条～第 34 条）、没収及び追徴の保全手

続に関する規定（第 8 章・第 35 条、第 36 条）、没収及び追徴の裁判の執行及

び保全についての国際共助手続等に関する規定（第 9 章・第 37 条～第 40 条）

が設けられた。 

 

 

第１節 没収に関する手続等の特例 

第 32 条～第 34 条関係 

 

１ 第三者の財産の没収手続等（第 32 条） 

 

 （第三者の財産の没収手続等） 

第三十二条 第二十一条第十項各号に掲げる財産である債権等（不動産

及び動産以外の財産をいう。第三十四条において同じ。）が被告人以外

の者（以下この条において「第三者」という。）に帰属する場合におい

て、当該第三者が被告事件の手続への参加を許されていないときは、

没収の裁判をすることができない。 

２ 第二十一条第十項の規定により、地上権、抵当権その他の第三者の権

利がその上に存在する財産を没収しようとする場合において、当該第

三者が被告事件の手続への参加を許されていないときも、前項と同様

とする。 

３ 組織的犯罪処罰法第十八条第三項から第五項までの規定は、地上権、
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抵当権その他の第三者の権利がその上に存在する財産を没収する場合

において、第二十一条第十一項において準用する組織的犯罪処罰法第

十五条第二項の規定により当該権利を存続させるべきときについて準

用する。 

４ 第一項及び第二項に規定する財産の没収に関する手続については、

この法律に特別の定めがあるもののほか、刑事事件における第三者所

有物の没収手続に関する応急措置法（昭和三十八年法律第百三十八号）

の規定を準用する。 

 

 趣  旨 

 

第 32 条は、第 21 条第 10 項の規定により、①犯人以外の第三者が有する債

権等を没収しようとする場合、及び②地上権・抵当権等の第三者の権利が存在

する財産を没収しようとする場合における、当該財産の没収に関する手続につ

いて規定するものである。第三者が所有している「物」の没収手続については、

一般法として「刑事事件における第三者所有物の没収手続に関する応急措置法」

（昭和 38 年法律第 138 号。以下「応急措置法」という。）の規定が適用される

が、同法には、第三者が有する「物」ではない債権等の権利を没収しようとす

る場合、及び地上権・抵当権等の第三者の権利が存在する財産を没収しようと

する場合を想定した規定が存在しないため、本条は、①及び②の第三者が被告

事件の手続への参加を許されていないときは、没収の裁判をすることができな

いこととした上で、その没収手続については応急措置法の規定を包括的に準用

し、②の場合について若干の特則を規定したものである。 

具体的には、第 32 条第 1 項及び第 2 項においては、①及び②の第三者が被

告事件の手続への参加を許されていないときは、没収の裁判をすることができ

ないという原則を規定する。また、第 32 条第 3 項においては、第 21 条第 11

項において準用する組織的犯罪処罰法第 15 条第 2 項の規定により②の第三者

の権利を存続させる場合の裁判の手続（同法第 18 条第 3 項及び第 4 項）、事後

的補償（同条第 5 項）について規定する。本法第 32 条第 4 項においては、第

1 項及び第 2 項の没収に関する手続について応急措置法の規定を包括的に準用
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する。 

 

２ 没収された債権等の処分等（第 33 条） 

 

 （没収された債権等の処分等） 

第三十三条 組織的犯罪処罰法第十九条の規定は第二十一条第十項の規

定による没収について、組織的犯罪処罰法第二十条の規定は権利の移

転について登記又は登録を要する財産を没収する裁判に基づき権利の

移転の登記又は登録を関係機関に嘱託する場合について準用する。こ

の場合において、同条中「次章第一節」とあるのは、「不正競争防止法

第八章」と読み替えるものとする。 

 

 趣  旨 

 

第 33 条は、組織的犯罪処罰法第 19 条及び第 20 条を、不正競争防止法に基

づく没収について準用するものである。 

本条において準用する組織的犯罪処罰法第 19 条は、没収された物に関して

は、その処分権が検察官の専権に属する（刑事訴訟法第 496 条）ところ、没収

された債権等についても同様である旨を規定する（組織的犯罪処罰法第 19 条

第 1 項）とともに、当該債権等の債務者への通知について定めるものである（同

条第 2 項）。 

また、同じく本条において準用する組織的犯罪処罰法第 20 条は、権利の移

転について登記又は登録を要するような財産を没収する場合には、国がその登

記又は登録を登記官その他の関係機関に嘱託する必要があるところ、没収によ

り効力を失った処分制限に係る登記等（差押えの登記等）又は没収により消滅

した権利の取得に係る登記（地上権・抵当権等の設定登記等）があるときは、

これを抹消すべきであるため、それらの登記等の抹消を関係機関に嘱託するこ

ととしたものである。 
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３ 刑事補償の特例（第 34 条） 

 

 （刑事補償の特例） 

第三十四条 債権等の没収の執行に対する刑事補償法（昭和二十五年法

律第一号）による補償の内容については、同法第四条第六項の規定を

準用する。 

 

 趣  旨 

 

刑事補償法（昭和 25 年法律第 1 号）は、刑の執行による補償の請求につい

て規定するものであるが、没収の執行による補償の内容に関しては、物の没収

について規定するのみであるため、第 34 条において債権等の没収の場合にも

同法の規定を準用して、物の没収の場合と同様に取り扱うこととしたものであ

る。具体的には、その債権等がまだ処分されていないときは、これをその権利

者に譲渡し、既に処分されているときは、その債権等の価額の保証金を交付す

ることとなる。 

 

 

 

第２節 保全手続 

第 35 条・第 36 条関係 

 

１ 没収保全命令（第 35 条） 

 

 （没収保全命令） 

第三十五条 裁判所は、第二十一条第一項、第三項及び第四項の罪に係る

被告事件に関し、同条第十項の規定により没収することができる財産

（以下「没収対象財産」という。）に当たると思料するに足りる相当な

理由があり、かつ、当該財産を没収するため必要があると認めるとき
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は、検察官の請求により、又は職権で、没収保全命令を発して、当該

財産につき、その処分を禁止することができる。 

２ 裁判所は、地上権、抵当権その他の権利がその上に存在する財産につ

いて没収保全命令を発した場合又は発しようとする場合において、当

該権利が没収により消滅すると思料するに足りる相当な理由がある場

合であって当該財産を没収するため必要があると認めるとき、又は当

該権利が仮装のものであると思料するに足りる相当の理由があると認

めるときは、検察官の請求により、又は職権で、附帯保全命令を別に発

して、当該権利の処分を禁止することができる。 

３ 裁判官は、前二項に規定する理由及び必要があると認めるときは、公

訴が提起される前であっても、検察官又は司法警察員（警察官たる司法

警察員については、国家公安委員会又は都道府県公安委員会が指定す

る警部以上の者に限る。）の請求により、前二項に規定する処分をする

ことができる。 

４ 前三項に定めるもののほか、これらの規定による処分については、組

織的犯罪処罰法第四章第一節及び第三節の規定による没収保全命令及

び附帯保全命令による処分の禁止の例による。 

 

 趣  旨 

 

第 35 条は、没収対象となり得る財産について、それが処分される可能性が

あって、その処分の結果、これを没収することができなくなったり、裁判に参

加させるべき者の範囲が拡大して審理が遅延する等の事情がある場合に、裁判

官が、当該財産について処分を禁止する命令（同条第 1 項）及び当該財産に対

する権利（地上権・抵当権等）の処分を禁止する命令（第 2 項）を出すことが

できる旨を規定したものである。 

また、同条第 1 項及び第 2 項は起訴後の命令であるのに対して、起訴前であ

っても、同様の命令を発出することができる場合も規定している（同条第 3 項）。 

その上で、これらの命令に関する具体的手続等については、組織的犯罪処罰

法第 4 章の例によるものとして、包括的に同法を準用している（本法第 35 条
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第 4 項）。この準用規定により、没収保全と滞納処分との手続の調整に関する政

令（平成 11 年政令第 402 号）が、不正競争防止法に基づく没収保全について

も適用されることとなる（本法第 19 条の 2 参照）。 

 

２ 追徴保全命令（第 36 条） 

 

 （追徴保全命令） 

第三十六条 裁判所は、第二十一条第一項、第三項及び第四項の罪に係る

被告事件に関し、同条第十二項の規定により追徴すべき場合に当たる

と思料するに足りる相当な理由がある場合において、追徴の裁判の執

行をすることができなくなるおそれがあり、又はその執行をするのに

著しい困難を生ずるおそれがあると認めるときは、検察官の請求によ

り、又は職権で、追徴保全命令を発して、被告人に対し、その財産の

処分を禁止することができる。 

２ 裁判官は、前項に規定する理由及び必要があると認めるときは、公訴

が提起される前であっても、検察官の請求により、同項に規定する処分

をすることができる。 

３ 前二項に定めるもののほか、これらの規定による処分については、組

織的犯罪処罰法第四章第二節及び第三節の規定による追徴保全命令に

よる処分の禁止の例による。 

 

 趣  旨 

 

第 36 条は、没収対象となり得る財産について、没収することができない場

合又は没収することが相当でないと認められる場合であって、その価額を追徴

すべき場合に当たると思料するに足りる相当な理由があるとき、かつ、追徴の

執行ができなくなるおそれがある又は著しく困難となるおそれがあるときに、

裁判官が、被告人又は被疑者の財産の処分を一時的に禁止する命令をすること

ができる旨を規定したものである（第 36 条第 1 項）。 

前条と同様、起訴前における追徴保全命令（第 36 条第 2 項）及び組織的犯
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罪処罰法第四章の包括的準用（第 36 条第 3 項）についても規定している。 

 

 

 

第３節 没収及び追徴の裁判の執行及び保全についての国際共助手続等 

第 37 条～第 40 条関係 

 

第 9 章は、外国の刑事事件に関し、当該外国から、没収若しくは追徴の確定

裁判の執行又は没収若しくは追徴のための財産の保全の要請があったとき、一

定の制限事由に該当する場合を除き、その要請に係る共助をすることができる

とする（第 37 条）とともに、共助に際して必要な手続上の規定についても措置

するものである（第 38 条～第 40 条）。 

 

 

１ 共助の実施（第 37 条） 

 

 （共助の実施） 

第三十七条 外国の刑事事件（当該事件において犯されたとされている

犯罪に係る行為が日本国内において行われたとした場合において、当

該行為が第二十一条第一項、第三項又は第四項の罪に当たる場合に限

る。）に関して、当該外国から、没収若しくは追徴の確定裁判の執行又

は没収若しくは追徴のための財産の保全の共助の要請があったとき

は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、当該要請に係る共助

をすることができる。 

一  共助犯罪（共助の要請において犯されたとされている犯罪をい

う。以下この項において同じ。）に係る行為が日本国内において行わ

れたとした場合において、日本国の法令によればこれについて刑罰

を科すことができないと認められるとき。 

二  共助犯罪に係る事件が日本国の裁判所に係属するとき、又はその



第２部 逐条解説 
Chapter ９ 没収に関する手続等の特例等（第３２条ー第４０条関係） 

第３節 没収及び追徴の裁判の執行及び保全についての国際共助手続等 
第 37 条～第 40 条関係 

 
303 

事件について日本国の裁判所において確定判決を経たとき。 

三  没収の確定裁判の執行の共助又は没収のための保全の共助につ

いては、共助犯罪に係る行為が日本国内において行われたとした場

合において、要請に係る財産が日本国の法令によれば共助犯罪につ

いて没収の裁判をし、又は没収保全をすることができる財産に当た

るものでないとき。 

四  追徴の確定裁判の執行の共助又は追徴のための保全の共助につ

いては、共助犯罪に係る行為が日本国内において行われたとした場

合において、日本国の法令によれば共助犯罪について追徴の裁判を

し、又は追徴保全をすることができる場合に当たるものでないと

き。 

五  没収の確定裁判の執行の共助については要請に係る財産を有し

又はその財産の上に地上権、抵当権その他の権利を有すると思料す

るに足りる相当な理由のある者が、追徴の確定裁判の執行の共助に

ついては当該裁判を受けた者が、自己の責めに帰することのできな

い理由により、当該裁判に係る手続において自己の権利を主張する

ことができなかったと認められるとき。 

六  没収又は追徴のための保全の共助については、要請国の裁判所若

しくは裁判官のした没収若しくは追徴のための保全の裁判に基づ

く要請である場合又は没収若しくは追徴の裁判の確定後の要請で

ある場合を除き、共助犯罪に係る行為が行われたと疑うに足りる相

当な理由がないとき、又は当該行為が日本国内で行われたとした場

合において第三十五条第一項又は前条第一項に規定する理由がな

いと認められるとき。 

２ 地上権、抵当権その他の権利がその上に存在する財産に係る没収の

確定裁判の執行の共助をするに際し、日本国の法令により当該財産を

没収するとすれば当該権利を存続させるべき場合に当たるときは、こ

れを存続させるものとする。 
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 趣  旨 

 

第 37 条は、没収・追徴の確定裁判の執行又は没収・追徴のための保全に係る

国際共助手続の基本的な要件と制限事由について規定するものである。 

第 1 項は、外国から共助の要請があった場合に、相互主義の下で共助を実施

できることを規定するものである。そして、相互主義を保証するため、外国の

刑事事件で問題となっている行為（以下「当該行為」という。）が日本で行われ

た場合に営業秘密侵害罪に当たらない場合（同項第 1 号）や、当該行為が日本

で行われた場合に（違法性阻却や責任阻却、公訴時効の成立等により）刑罰を

科すことができない場合（同項第 2 号）、当該行為について既に日本国の裁判所

に係属している又は既に日本国の裁判所において確定判決が出ている場合（同

項第 3 号）、没収・追徴及び没収・追徴保全の共助において、その対象となって

いる財産が、日本国の法令によれば没収・追徴及び没収・追徴保全の対象とな

らない場合（没収について同項第 4 号、追徴について同項第 5 号）、外国にお

ける没収の確定裁判に係る手続において地上権者・抵当権者等の利害関係人が

自己の権利を主張することができなかった場合（同項第 6 号）、没収・追徴保全

の共助において、当該行為が日本で行われたとして保全の必要性の要件を満た

さない場合等（同項第 7 号）には、共助に応じることが制限されることを規定

している。 

第 2 項も、相互主義の観点から、没収の共助が要請されている財産に対して

地上権・抵当権等の権利が存在する場合であって、日本国の法令により当該財

産を没収するとすれば当該権利を存続させるべき場合には、その権利を存続さ

せることとしたものである。 

 

２ 追徴とみなす没収（第 38 条） 

 

 （追徴とみなす没収） 

第三十八条 第二十一条第十項各号に掲げる財産に代えて、その価額が

当該財産の価額に相当する財産であって当該裁判を受けた者が有する
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ものを没収する確定裁判の執行に係る共助の要請にあっては、当該確

定裁判は、この法律による共助の実施については、その者から当該財

産の価額を追徴する確定裁判とみなす。 

２ 前項の規定は、第二十一条第十項各号に掲げる財産に代えて、その価

額が当該財産の価額に相当する財産を没収するための保全に係る共助

の要請について準用する。 

 

 趣  旨 

 

第 38 条は、外国において没収の確定裁判がなされた財産が、日本国の法令

によれば追徴とすべき財産である場合があり、この場合には、手続上、その外

国の没収裁判を、日本国内において執行することができなくなってしまうこと

から、その不都合を避けるため、当該没収を追徴とみなすことができる場合を

規定したものである。 

 

３ 要請国への共助の実施に係る財産等の譲与（第 39 条） 

 

 （要請国への共助の実施に係る財産等の譲与） 

第三十九条 第三十七条第一項に規定する没収又は追徴の確定裁判の執

行の共助の要請をした外国から、当該共助の実施に係る財産又はその

価額に相当する金銭の譲与の要請があったときは、その全部又は一部

を譲与することができる。 

 

 趣  旨 

 

第 39 条は、相互主義を保証するため、共助の要請国から、没収・追徴の共助

の対象となる財産について譲与の要請があった場合に、その全部又は一部を譲

与することを可能とする規定である。 
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４ 組織的犯罪処罰法による共助等の例（第 40 条） 

 

 （組織的犯罪処罰法による共助等の例） 

第四十条 前三条に定めるもののほか、第三十七条の規定による共助及

び前条の規定による譲与については、組織的犯罪処罰法第六章の規定

による共助及び譲与の例による。 

 

 趣  旨 

 

第 40 条は、第 37 条から第 39 条に規定に係るその他の手続について、組織

的犯罪処罰法の規定を包括的に準用する旨を規定したものである。 
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第１節  平成５年改正法附則（原始附則） 

 

１ 施行期日（附則第 1 条） 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内にお

いて政令で定める日から施行する。 

 

 平成 5 年改正法の施行期日について、政令に定める旨規定した。具体的には、

政令（平成 6 年政令第 44 号）により、平成 6 年 5 月 1 日が施行日である。 

 
２ 経過措置（附則第 1 条～第 11 条） 

 

（経過措置） 

第二条 改正後の不正競争防止法（以下「新法」という。）の規定は、特

別の定めがある場合を除いては、この法律の施行前に生じた事項にも

適用する。ただし、改正前の不正競争防止法（以下「旧法」という。）

によって生じた効力を妨げない。 

 

 平成 5 年改正法の効力を一律に遡及適用し、平成 5 年改正法の規定のうち改

正前と同じものはそのまま適用し、改正前と異なる規定については、特別の調

整規定を置くという原則を規定した。 

 

第三条 新法第三条、第四条本文及び第五条の規定は、この法律の施行前

に開始した次に掲げる行為を継続する行為については、適用しない。 

一 新法第二条第一項第二号に掲げる行為に該当するもの（同項第一

号に掲げる行為に該当するものを除く。） 

二 新法第二条第一項第十三号に掲げる行為のうち、役務若しくはそ
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の広告若しくは取引に用いる書類若しくは通信にその役務の質、内

容、用途若しくは数量について誤認させるような表示をし、又はその

表示をして役務を提供する行為に該当するもの 

 
平成 5 年改正法によって新たに追加された著名表示冒用行為及び役務の誤認

惹起行為について、平成 5 年改正法施行前から継続して行う行為については、

平成 5 年改正法施行後であっても差止め及び損害賠償の対象としない。 

 

第四条 新法第三条から第五条まで、第十四条及び第十五条の規定は、平

成三年六月十五日前に行われた新法第二条第一項第四号に規定する不

正取得行為又は同項第八号に規定する不正開示行為に係る同項第四号

から第六号まで、第八号又は第九号に掲げる不正競争であって同日以

後に行われるもの（次の各号に掲げる行為に該当するものを除く。）及

び同日前に開始した同項第七号に規定する営業秘密を使用する行為を

継続する行為については、適用しない。 

一 新法第二条第一項第四号から第六号まで、第八号及び第九号に規

定する営業秘密を開示する行為 

二 新法第二条第一項第五号及び第八号に規定する営業秘密を取得す

る行為並びにこれらの行為により取得した営業秘密を使用する行為 

 

平成 2 年改正法によって不正競争として位置づけられた営業秘密に係る不正

行為について、当該改正法の施行前に取得された営業秘密を使用する行為等に

ついては改正後の規定が適用されないことから、平成 5 年改正法施行後もその

規定を維持する。 

 

第五条 新法第七条の規定は、この法律の施行後に提起された訴えにつ

いて適用し、この法律の施行前に提起された訴えについては、なお従前

の例による。 

 

平成 5 年改正法によって新たに規定された書類提出命令については、事実上、
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相手方に新たな義務を課すこととなることから、平成 5 年改正法施行前に提起

された訴えについては、書類提出命令規定の対象としない。 

 

第六条 新法第十四条の規定は、この法律の施行前に開始した新法第二

条第一項第二号又は第十三号に掲げる行為に該当するもの（同項第一

号に掲げる行為に該当するものを除く。）を継続する行為については、

適用しない。 

 
平成 5 年改正法によって新たに追加された著名表示冒用行為及び役務の誤認

惹起行為並びにこれまで対象となっていなかった商品の誤認惹起行為について、

平成 5 年改正法施行前から継続して行う行為については、平成 5 年改正法施行

後であっても信用回復請求の対象としない。 

 

第七条 この法律の施行の際現に旧法第四条第一項から第三項まで又は

第四条ノ二に規定する許可を受けている者は、それぞれ、新法第十六条

第一項ただし書、第二項ただし書若しくは第三項ただし書又は第十七

条ただし書に規定する許可を受けた者とみなす。 

 

平成 5 年改正法施行前に外国の国旗、国際機関の標章等に関して受けた使用

許可については、平成 5 年改正法の規定に基づき許可を受けたものとみなす。 

 

第八条 新法第十六条の規定は、この法律の施行の際現に旧法第四条第

四項に規定する許可を受けている者については、適用しない。 

 
外国の紋章等と類似した紋章等に関して、平成 5 年改正法施行前に政府から

使用許可を受けたものについては、かかる許可制度がなくなった後にも、引き

続き使用を認める。 

 

第九条 新法第十七条の規定は、この法律の施行前に開始した同条に規
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定する国際機関類似標章（旧法第四条ノ二に規定する政府間国際機関

ノ紋章、旗章其ノ他ノ徽章、略称又ハ名称ニシテ主務大臣ノ指定スルモ

ノト同一又ハ類似ノモノを除く。以下「民間国際機関類似標章」とい

う。）を商標として使用し、又は民間国際機関類似標章を商標として使

用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、

輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を通じて提供し、若しくは民間

国際機関類似標章を商標として使用して役務を提供する行為に該当す

るものを継続する行為については、適用しない。 

 

国際機関のうち、平成 5 年改正法によって新たに対象となった非政府間国際

機関の標章を使用する行為について、平成 5 年改正法施行前から継続して行う

行為については、平成 5 年改正法施行後であっても罰則の対象としない。 

 

第十条 新法第二十一条（第二項第六号に係る部分を除く。）及び第二十

二条の規定は、この法律の施行前に開始した附則第三条第二号に掲げ

る行為に該当するものを継続する行為については、適用しない。 

 
平成 5 年改正法によって新たに追加された不正競争のうち、罰則の対象とさ

れる役務の誤認惹起行為を平成 5 年改正法施行前から継続して行う行為につい

ては、平成 5 年改正法施行後であっても罰則の対象としない。 

 

第十一条 この法律の施行前にした行為に関する旧法第三条に規定する

外国人が行う同条に規定する請求については、なお従前の例による。 

 
新たに訴権を与えられた外国人については、平成 5 年改正法施行前の行為に

対する訴えを認めない。 

 

 

 



第２部 逐条解説 
Chapter １０ 附則 

第１節  平成５年改正法附則（原始附則） 

 
312 

３ 不正競争防止法引用法の改正等（附則第 12 条） 

 

（商標法の一部を改正する法律の一部改正） 

第十二条 （略） 

 

４ 罰則の適用に関する経過措置（附則第 13 条） 

 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 

 
平成 5 年改正法施行前に行われた行為については、平成 5 年改正法施行によ

り強化された罰則の対象としない。 

 

５ 政令への委任（附則第 14 条） 

 

（政令への委任） 

第十四条 附則第二条から第十一条まで及び前条に定めるもののほか、

この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

 

  



第２部 逐条解説 
Chapter １０ 附則 

第２節  平成 30年改正法附則（抄） 

 
313 

第２節  平成 30 年改正法附則（抄） 

 
※本節においては、説明の便宜上、未施行の部分も含む平成 30 年改正法の内

容、条文番号に基づき記載している。 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内

において政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

一・二 （略） 

三 第一条中不正競争防止法第二条第一項第十一号の改正規定（同号

を同項第十七号とする部分を除く。）、同項第十二号の改正規定（同号

を同項第十八号とする部分を除く。）、同条第七項の改正規定（「（電子

的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって認識することができ

ない方法をいう。）」を削る部分及び同項を同条第八項とする部分を

除く。）及び第十九条第一項第八号の改正規定（「第二条第一項第十一

号及び第十二号」を「第二条第一項第十七号及び第十八号」に、「同

項第十一号及び第十二号」を「同項第十七号及び第十八号」に改める

部分及び同号を同項第九号とする部分を除く。）並びに次条第二項及

び附則第六条の規定 公布の日から起算して六月を超えない範囲内

において政令で定める日 

四・五 （略） 

 

不正競争防止法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 33 号）の施行期日

を、各号の場合を除き、公布の日（平成 30 年 5 月 30 日）から 1 年 6 月を超え

ない範囲内で政令で定める日とするものである。具体的には、第 1 条本文の施

行日は平成 31 年 7 月 1 日である一方で、第 1 条第 3 号に基づく施行日につい

ては、政令（平成 30 年政令第 257 号）により、平成 30 年 11 月 29 日が施行

日である。 
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（不正競争防止法の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 第一条の規定（前条第三号に掲げる改正規定を除く。）による改

正後の不正競争防止法（以下この項において「新不競法」という。）第

三条から第五条まで、第十四条及び第十五条第二項の規定は、この法律

の施行の日（以下「施行日」という。）前に行われた新不競法第二条第

一項第十一号に規定する限定提供データ不正取得行為に相当する行為

又は同項第十五号に規定する限定提供データ不正開示行為に相当する

行為に係る同項第十一号から第十三号まで、第十五号又は第十六号に

掲げる不正競争であって施行日以後に行われるもの（次の各号に掲げ

る行為に相当する行為に該当するものを除く。）及び施行日前に開始し

た同項第十四号に規定する限定提供データを使用する行為に相当する

行為を継続する行為については、適用しない。 

一 新不競法第二条第一項第十一号から第十三号まで、第十五号及び

第十六号に規定する限定提供データを開示する行為 

二 新不競法第二条第一項第十二号及び第十五号に規定する限定提供

データを取得する行為並びにこれらの行為により取得した限定提供

データを使用する行為 

２ 前条第三号に掲げる規定の施行の日から施行日までの間における第

一条の規定（同号に掲げる改正規定に限る。）による改正後の不正競争

防止法第二条第一項第十一号の規定の適用については、同号中「第八

項」とあるのは、「第七項」とする。 

 
（1） 限定提供データに係る経過措置（附則第 2 条第 1 項本文、但書各号） 

①施行前に行われた「限定提供データ不正取得行為」又は「限定提供デー

タ不正開示行為」に係る第 2 条第 1 項第 11～13 号、第 15 号、第 16 号に規

定する行為、及び②施行前に開始した同項第 14 号に規定する「限定提供デ

ータ」の不正使用行為を継続する行為については、適用しない。 

 ただし、①施行後に「限定提供データ」を開示する行為、及び、②施行後

に「限定提供データを取得する行為並びにこれらの行為により取得した限定

提供データを使用する行為」については、適用する。 
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（2）施行日が異なることに伴う経過措置（附則第 2 条第 2 項） 

 限定提供データに係る改正事項の施行に先立ち、技術的制限手段に係る改

正事項が施行となるところ、技術的制限手段の改正事項である、第 2 条第 1

項第 11 号中「特定の者以外の者に影像若しくは音の視聴若しくはプログラ

ムの実行」を「特定の者以外の者に影像若しくは音の視聴、プログラムの実

行若しくは情報（中略）に記録されたものに限る。以下この号、次号及び第

八項において同じ。）の処理」に改める部分中「第八項」につき、限定提供デ

ータに係る改正事項の施行の日までは、「第七項」とする必要がある。 

 そのため、附則第 2 条第 2 項において、調整規定を設けることとした。 

 

使用

「限定提供データ」に係る経過措置

不正取得

権原のない者Ｂ 施行日

正当取得

権原のある者Ｃ
継続的使用

権原のない者B又は権原のある者C

【不正取得類型】

使用
開示

【信義則違反類型】

【取得時悪意転得類型】

取得
開示

取得
使用

使用
開示

取得時悪意転得者Ｄ

Ｄ

事後的悪意転得者Ｅ

第2条第1項第12号、第15号

第2条第1項第13号、第16号

第2条第1項第14号

第2条第1項第11号

附則第2条第1号

附則第2条第1項柱書

附則第2条第1号

附則第2条第2号

附則第2条第1号

附則第2条第2号

施行日と経過措置について

① 「限定提供データ」に係る事項
(第2条第1項第11号～16号、第7項、
第5条第1項～第4項、第15条第2項、第19条第1項第8号)

② 「技術的制限手段」に係る事項
(第2条第1項第17号・第18号、第8項、 第19条第1項第9号)

③ 証拠収集手続きの強化に係る事項
(第7条第2項～第5項)

【施行日】平成３１年７月１日

【経過措置】右図参照（〇：適用あり、×：適用なし）
×施行前に開始した１４号の不正使用行為の継続
×施行前に行われた不正取得行為・不正開示行為に係る、
施行後に行われる１１～１３号、１５号、１６号の行為
（ただし以下の行為を除く）

〇施行後に行われる不正開示行為
〇施行後に行われる不正取得行為と、それに続く不正使用行為

【施行日】平成３０年１１月２９日

【経過措置】 なし

【施行日】平成３１年７月１日

【経過措置】 なし

【事後的悪意転得類型】

※施行前から開示が継続している場合も、施行日以降の開示が対象となる

※施行前に悪意になった場合も、施行日以降の開示のみが対象となる

不正開示

不正開示

開示

不正開示

B又はC

B又はC

使用

E

附則第2条第1号
不正開示

開示

B又はC
不正な経緯を
知らずに

取得

不
正
な
経
緯
を
知
る

使用

附則第2条第1号

不正な経緯を
知らずに

取得

不
正
な
経
緯
を
知
る

開示

不正競争行為の対象外
不正競争行為の対象

18 
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［参考］：不正競争防止法違反物品の輸出入差止制度の概要 
 

知的財産侵害物品の輸出入は個別の知的財産関連法（特許法、実用新案法、意匠

法、商標法、著作権法、半導体集積回路の回路配置に関する法律、種苗法及び不正

競争防止法）に基づき民事訴訟等で差止めを請求することが可能であるが、実効性

をより高めるべく、税関における輸出入差止め（水際措置）が有効となる。 

 

 特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、著作隣接権、回路配置利用

権又は育成者権を侵害する物品 

このため、関税法第 69 条の 2 第 1 項第 3 号及び第 69 条の 11 第 1 項第 9 号で

は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、著作隣接権、回路配置利用権

又は育成者権を侵害する物品を、輸出入（回路配置利用権については輸入のみ）し

てはならない貨物として輸出入差止めの対象としている。 

 

 不正競争防止法違反物品 

また、関税法第 69 条の 2 第 1 項第 4 号及び第 69 条の 11 第 1 項第 10 号におい

ては、不正競争防止法第 2 条第 1 項第 1 号から第 3 号まで又は第 10 号から第 12

号までに違反する物品（不正競争防止法違反物品）を、輸出入してはならない貨物

として輸出入差止めの対象としている 283。 
                                            
283 平成 17 年の関税定率法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 22 号）により、不正

競争防止法第 2 条第 1 項第 1 号から第 3 号までに掲げる行為を組成する物品（周知表示混同

惹起品、著名表示冒用品及び形態模倣品）がまず輸入してはならない貨物に追加され、それ

らの物品についての税関長に対する「輸入」についてのみ差止申立制度が導入された。その

後、平成 18 年の関税定率法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 17 号）により「輸

出」に関しても取り締まることができるようになった。 
さらに、平成 23 年の不正競争防止法改正により技術的制限手段無効化装置等の譲渡、輸出

入等を行う行為が刑事罰の対象とされたことを踏まえて、関税定率法等の一部を改正する法

律（平成 23 年法律第 7 号）によって、これらの装置等が輸出入してはならない貨物（輸出入

禁制品）に追加され、また、平成 27 年の不正競争防止法改正（平成 27 年法律第 54 号）によ

り営業秘密の不正な使用により生じた物（営業秘密侵害品）の譲渡、輸出入等を行う行為が

新たに規制の対象となった（同法第 2 条第 1 項 10 号、第 21 条第 1 項 9 号）ことを踏まえ

て、平成 28 年の関税定率法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 16 号）によって、営

業秘密侵害品が輸出入禁制品に追加された（平成 28 年 6 月 1 日施行）。 
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不
正
競
争
差
止
請
求
権
者

③

①

経済産業大臣の意見
書（※１）又は認定書
（※２）の交付を申請

経済産業省

必要に応じ学識
経験者等から意
見聴取

意見書等を交付

②

税関

意見書等を提出し、
輸出入差止申立て
を申請

④

輸出入差止申立
て内容の公表
（営業秘密侵害
品に係る差止申
立てを除く）

⑤

申立ての受理 申立ての不受理

※１ 申立人の商品等表示が需要者の間で広く認識
されているものであること等の事項についての経
済産業大臣の意見

※２ （１）特定の貨物が営業秘密の不正使用により
生じた物であること、（２）輸出入者が貨物を譲り受
けた時に当該貨物が（１）に当たる物であることを知
り、又は、重大な過失により知らなかったことにつ
いての経済産業大臣の認定

必要に応じ専門
委員への意見照
会

⑥

 

○税関長に対する差止申立て 

輸出入の「差止申立て」とは、特許権等の権利者や、営業上の利益の侵害につい

て不正競争防止法第 3 条第 1 項の規定により停止又は予防を請求することができ

る者（不正競争差止請求権者。以下、併せて「権利者等」という。）が、当該権利

又は営業上の利益を侵害すると認める貨物が輸出入されようとする場合に、税関

長に対してその輸出入差止めを申し立てることができる制度である（関税法第 69

条の 4 第 1 項、第 69 条の 13 第 1 項）。 

知的財産侵害品に係る税関の水際措置は、権利者等が差止申立てを行わなくて

も実施されるが、税関がより的確に知的財産侵害物品の差止めを行うには、権利者

等からの差止申立て及び情報（外観上の特徴等）の提供がなされることが重要であ

る。 

 

（図１）税関における「差止申立手続」の流れ 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

○経済産業大臣の意見書又は認定書 

不正競争防止法違反物品の輸出入差止申立てを行うにあたっては、以下に示す
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それぞれの違反に応じて、経済産業大臣の意見書又は認定書が必要となる（関税法

第 69 条の 4 第 1 項後段、第 69 条の 13 第 1 項後段、関税法第 69 条の 4 第 1 項の

規定による経済産業大臣に対する意見の求めに係る申請手続等に関する規則（以

下「規則」という。））。これは、不正競争防止法が他の知的財産関連法とは異なり

権利を付与するものではないため、税関が水際において迅速・適正に侵害の該否を

判断・確認できるようにするために設けられた仕組みである。 

意見書又は認定書には、以下の事項が記載されるため、不正競争差止請求権者は

その裏付けとなる資料の提出が求められる（規則第 2 条第 3 項、規則第 5 条第 2

項）。 

 

【意見書】（規則第 1 条） 

 不正競争防止法第 2 条第 1 項第 1 号違反物品（周知表示混同惹起品） 

・不正競争差止請求権者に係る商品等表示が全国の需要者の間に広く認識され

ているものであること。 

・不正競争差止請求権者が税関長に提出しようとする証拠が申立てに係る不正

競争防止法第 2 条第 1 項第 1 号違反の事実を疎明するに足りると認められる

ものであること。 

 

 不正競争防止法第 2 条第 1 項第 2 号違反物品（著名表示冒用品） 

・不正競争差止請求権者に係る商品等表示が著名なものであること。 

・不正競争差止請求権者が税関長に提出しようとする証拠が申立てに係る不正

競争防止法第 2 条第 1 項第 2 号違反の事実を疎明するに足りると認められる

ものであること。 

 

 不正競争防止法第 2 条第 1 項第 3 号違反物品（形態模倣品） 

・不正競争差止請求権者に係る商品の形態が当該商品の機能を確保するために

不可欠な形態でなく、かつ、当該商品が日本国内において最初に販売された日

から起算して 3 年を経過していないものであること。 

・不正競争差止請求権者が税関長に提出しようとする証拠が申立てに係る不正

競争防止法第 2 条第 1 項第 3 号違反の事実を疎明するに足りると認められる
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ものであること。 

 

 不正競争防止法第 2 条第 1 項第 11 号又は第 12 号違反物品（技術的制限手

段無効化装置等） 

・不正競争差止請求権者に係る技術的制限手段が営業上用いられているもので

あること。 

・不正競争差止請求権者が税関長に提出しようとする証拠が申立てに係る不正

競争防止法第 2 条第 1 項第 11 号又は第 12 号違反の事実を疎明するに足りる

と認められるものであること。 

 

【認定書】（規則第 4 条）284 

 不正競争防止法第 2 条第 1 項第 10 号違反物品（営業秘密侵害品） 

・不正競争差止請求権者に係る営業秘密が不正に使用されて生じた物品である

こと。 

・申立てに係る物品を輸出入しようとしている者が、不正競争防止法第 2 条第 1

項第 10号の違反の事実について知っているか又は知らないことについて重大

な過失があること。 

                                            
284 営業秘密侵害品といえるためには、輸出入をしようとする者等の不正であることの認

識といった主観面の判断が必要となる（不正競争防止法第 2 条第 1 項第 10 号の要件とし

て、営業秘密侵害品であることを知り、又は知らないことについて重大な過失がない者

でないことが必要である）ため、その他の不正競争防止法違反物品とは異なり、経済産

業大臣がこの主観面等について「認定」を行う制度が存在する。 
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（図２）「経済産業大臣による認定手続」の流れ 

経 済 産 業 省

認定（※２）／認定しない書面の発
出（規則第６条）

認定内容の公表

※１ 輸出入者のみならず、輸出入者と不正使用行為者が異なる場合には不正使用行為者もこれに当たる。
※２ 事情の変更のあった場合等には、認定の撤回が事後的になされるケースもありうる（規則第９条）。

認 定 申 請 者 被 疑 侵 害 者

認定申請、疎明資料提出
（規則第５条）

事情聴取等の実施
（規則第７条）

申請に一定の根拠が認められる場合、被疑侵害者
（※１）に対し意見を述べる機会の付与（規則第７条）

疎明資料等提出

事情聴取等の実施

学識経験者等からの意見聴取

事前相談、申請書類準備

（認定の場合）

認定書を添付の上、
税関に提出して差止

申立て

 
 

○不正競争防止法違反物品に係る税関長による認定手続 

「税関長による認定手続」とは、税関長が、輸出入申告された貨物について、関

税法に輸出入禁制品の一つとして定める不正競争防止法違反物品ではないかとの

疑いを持った場合に、その貨物（疑義物品）が真に不正競争防止法違反物品である

か否かを認定するための手続である（関税法第 69 条の 3 第 1 項、第 69 条の 12 第

1 項）。 

「税関長による認定手続」の中で、税関長は、不正競争差止請求権者や輸出入し

ようとしている者に意見・証拠の提出等を求め、提出された意見・証拠に基づき輸

出入禁制品に該当するかどうかを判断する 285。税関長は、必要に応じ、疑義物品

が不正競争防止法違反物品であるか否かについて、経済産業大臣に対して、参考と

なるべき意見を求めることもできる。 
                                            
285 営業秘密侵害品については、認定手続開始後一定期間が経過すれば、輸入者が担保を

提供して認定手続の取りやめを請求する通関解放制度がある。 



［参考］：不正競争防止法違反物品の水際差止制度の概要 
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この結果、税関長が、輸出入禁制品に該当するとの判断をした貨物については、

輸出入者が自発的に廃棄する等の処理をしないかぎり、没収・廃棄等がなされる。 

 

（図３）「税関長による認定手続」の流れ〔差止申立てに係る貨物の場合〕 

輸出入申告

認定手続開始 （権利者等及び輸出入者に対して、
双方の氏名・住所等を相手方に通知）

侵害疑義物品発見

権利者等・輸出入者による証拠・意見の提出

特許権、意匠権、実用新案権
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育成者権
侵害物品

商標権、著作権
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又は輸出入許可

不正競争防止法
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（営業秘密）
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専門委員に意見照会
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応じ、特許庁長官に意見照会
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産大臣に意見照会

（特許権等の一部の権利及び営業秘密の
み）一定期間内に税関が認定をしない場合
には、輸出入者は担保を提供し、認定手続
の取りやめを請求できる

〔通関解放制度〕
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（長官に意見照会する事項以外のみ）
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